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第Ⅰ部. 背景と問題意識；採用面接では何が評価されているのか 

 

研究の概要 

 

採用面接には入社後の仕事ぶりを予測するための評価を行うとの明確な目的があり、入

社後に期待する業務内容や役割行動に基づき、どのような人物特徴を評価するかが決めら

れる。ところが先行研究では、実際に意図した人物特徴が評価されているかどうかについ

て、明確な結論が得られていない。 

欧米で行われた採用面接研究では、面接評価が入社後の職務遂行度と平均的に有意な相

関（基準関連妥当性）があることが示されたため、意図した内容が評価されていることは

暗黙の前提として片付けられているように思われる。しかし面接は評価ツールであってさ

まざまな人物特徴の評価が可能であるため、何が評価されたかがわからなければ妥当性の

値は意味をもたないし、実務の役にも立たない。例えば面接で職務に関する知識の程度を

評価したつもりで、実際は論理的思考力が評価され、この論理的思考力が職務遂行度と相

関があったとする。これを知らずに職務知識の評価をテストで代替した場合、職務遂行度

の予測が出来なくなる。また面接の妥当性向上のためには、幅広く職務知識を聞くのでは

なく、知識の適用について論理的に説明させる機会を設けることが必要になるなど、面接

評価の精度を向上させる方法についても正しい示唆が得られない。 

 本研究では面接研究の発展のためにはまず何が評価されるのかを明らかにすべきとの考

えから、面接の評価内容を整理するための概念的な枠組みを提案する。面接で評価できる

人物特徴は無数にあるが、これを整理する視点として、個別の組織や面接者が評価したい

と考える人物特徴があり、加えて面接で対人コミュニケーションをとることで特定の個人

特徴が自然に評価される可能性を考える。前者は採用基準として評価されるもので、職務

および組織との適合予測のための評価であり、後者は面接場面で自然に形成される一般的
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な対人評価であり、どの採用面接でも面接の初期印象として、特定の人物特徴（たとえば、

外向性）にもとづき形成されると考える。 

 実証研究では、概念的枠組みで提案した 3 つの評価要素（職務との適合評価、組織との

適合評価、面接場面での一般的な対人評価）がいずれも最終的な面接評価に影響すること

を、日本の新卒採用面接時のデータを用いて確認する。評価内容の検討は、以下の 2 つの

方向で行った。一つは、面接者による人物特徴の評価を、その人物特徴に関連する客観的

な測度（i.e. 応募者の性格特性）を用いて確認する外的基準アプローチで、もう一つは面接

者自身がどのような内容を評価していると思っているかを検討する主観的基準アプローチ

である。 

 実証研究の結果、概念的枠組みで想定した通り 3 つの評価要素が最終評価にそれぞれ固

有の影響を及ぼすことが確認された。さらにこれら 3 要素間のうち、面接場面での一般的

な対人評価は 2 つの適合評価にも影響を与えることが示された。また初期印象によって形

成されると考えられる一般的な対人評価には、被面接者の外向性や情緒の安定性が影響を

与えることも示された。実証研究からは、他にも今後の研究に向けたいくつかの新しい知

見が得られた。まず、初期印象評価が面接評価に与える影響が、予想以上に大きくなる可

能性が示された。さらに、組織との適合評価では、これまで検討されていた価値観や性格

特性で組織に類似した人が評価される適合以外に、「温かい」人物であると思われた応募者

を評価する適合があることが示された。また、職務との適合評価では、日本の新卒採用に

典型的にみられる職務経験のない応募者を対象とする面接であっても、将来の仕事での活

躍を妥当に予測できることが示された。 

最後に、本研究で提案した概念的枠組みが、実務場面でどのように活用できるのかにつ

いて考察を行う。 
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研究の背景 

 

＜採用の意思決定の重要性＞ 

日本の採用慣行では、企業は新規学卒（以降、新卒）時に大量に採用を行い、その後長

期にわたって雇用関係を継続する。近年、中途採用も増加しているものの、多くの日本企

業にとって新卒採用時の人材獲得は、将来の企業経営を担う人材の獲得期待もあり、特別

な意味を持っている。例えば労働政策研究・研修機構(2008)の調査では、新卒者で正社員募

集を実施した理由を企業に尋ねたところ、「長期的な視点で人材を確保、育成するため」が

83.9％ と最も多く、中途採用でこの理由を選択した割合（21.7％）と明らかに異なる。新

卒採用は、長期の育成による企業の価値観を身につけた社員の確保を目的とするものであ

り、その中から将来のリーダーを養成することを意図するものとの議論もなされている（厚

生労働省, 2004）。一方就職活動を行う学生の立場に視点を移すと、長期にわたって一つの

企業に勤める傾向の強い日本においては、新卒時の就職はその個人の将来がかかった大き

な変換点である。つまり新卒採用は企業と個人の両方にとって、大きなインパクトがある

といえる。このことは、毎年 5 月頃になると大手企業の次年度の採用予定が新聞等で大き

くとりあげられることからもわかる。 

さらに今後は、新卒採用に限らず、採用の重要性が増すことが予想される。安定した品

質を保ちながら効率的に大量生産を行う従来型の企業活動においては、社員一人一人の力

に業績が大きく左右されることは少なかった。それよりも、組織の一員として組織に対す

る忠誠心をもち、他の社員と協力してがんばってくれる人材が一定数確保できることのほ

うが重要であった。しかし現在のビジネス環境の変化やテクノロジーの進化スピードに対

応するために、企業はより従業員一人一人の能力に頼ることを余儀なくされている（Cascio 

& Aguinis, 2008）。さらに、少子化によって労働力が逼迫することは避けられないとの予測

（雇用政策研究会, 2007）もあいまって、優秀な人材を確保することはビジネスの成功に欠
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かせない要因となりつつある。 

上記の変化からは、採用面接で何を評価すべきかも、今後変化することが予想される。

欧米型の採用で重視される特定の職務での成果を上げるための能力やスキルでも、日本型

の採用で重視される組織への適合や他者と協力する能力でもなく、より自律的で柔軟に環

境に適応する能力が強く求められる時代がきつつあるのかもしれない（Cascio & Aguinis, 

2008）。今後どのような人物特徴が求められるかは別の議論になるが、評価すべき人物像が

変化することで、これまでなんとなくやってきた方法で面接を実施して、以前と同じ精度

での採用評価を期待することは難しくなるだろう。今後採用評価の重要性は増す一方で、

精度の高い面接評価を実施することは難しくなると予想される。 

 

＜採用の意思決定と採用面接＞ 

日本でも欧米でも、重要な採用の意思決定に際して最も重視されるのは面接である。日

本では 90％を超える企業で新卒採用時には面接が実施されるし（日本経済団体連合会, 

2009）、米国でも同様の状況である（Guion, 1976）。企業は面接に何を期待するのだろうか。 

採用において面接に期待される機能を Guion(1976, pp347-348)は以下の 4 点にまとめて

いる。 

１．企業の広報活動の一環（採用広報、動機付け、企業イメージの向上、現実的な職務広 

報；Realistic Job Preview） 

２．応募者に関する情報収集（職歴や経済状況など） 

３．面接以外では評価の難しい個人特性の評価（親しみやすさ、第一印象のよさ、会話の 

流暢さ、など） 

４．応募者を次の選考段階に進めるか、あるいは採用するかといった意思決定の場 

 

以上の 4 つの機能は日本の採用面接にもあてはまると考えられるが、これらは並列では
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なく「４．採否の意思決定」のために、「２．応募者に関する情報収集」と「３．個人特性

の評価」があると考えられる。「１．広報活動」の側面をのぞけば、面接とは意思決定のた

めの情報収集と、収集された情報をもとに何らかの基準に照らした判断を行う場であると

いえる。 

採用での情報収集や個人特性の評価には、履歴書や職歴書、適性検査など、面接以外の

方法も用いられる。他の評価情報に加えて面接を行う理由は、面接でしか評価できない、

あるいは面接で評価することがより効果的な個人特性があるとの期待によるものと考えら

れる。少なくとも企業の採用担当者は、面接の評価が正しいことを信じており、それは適

性検査のような客観的な試験に勝ると考えているようである。しかし、米国の採用担当者

を対象に行った調査結果では、彼らは面接評価が最も妥当であると思っていることを示し

ているものの、採用場面で用いられる評価手法の妥当性に関する実証研究によれば面接の

妥当性はそれほど高くないという矛盾が指摘されている(Highhouse, 2008）。 

採用面接評価は、採用担当者の期待ほどの成果をあげていない可能性があるが、これ以

外にも、先行研究の結果をみていくと、いくつかの課題が浮き彫りになる。そこで次に、

欧米で行われた先行研究から、採用面接評価についてこれまで何が明らかされており、何

が今後の課題と考えられるかについて論じる。 

 

＜採用面接研究の問題点①；評価内容が特定されていない＞  

 Schmidt & Hunter (1998)は 85 年にわたる採用選考に用いられる様々な評価手法の基準

関連妥当性のメタ分析を行い、評価手法間の比較検討を行っている。基準関連妥当性（以

下、特に断りのない限り“妥当性”とのみ記述）は採用時の面接評価と、基準となる入社

後の職務遂行能力評価との相関で表される。妥当性が一般に高いといわれる一般知的能力

検査の妥当性係数が r＝.51（メタ分析による推定値で、統計的な補正後の値；以下同）で

あるが、採用面接でも構造化された面接は r＝.51 と一般知的能力検査と同水準の値を、構
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造化されていない面接でも r＝.38 を示している。構造化された面接とは、採用対象となる

職務の特徴を職務分析で明らかにした上で面接の質問内容と評定用の基準の設計を行うと

いった一連の手続きを経て行われる面接のことを指す。また採用面接の妥当性は、職務に

関する知識テストのｒ＝.48 と比べてもさほど遜色がない。 

しかし、このような妥当性水準の比較には問題があることが指摘されている（Arthur ＆ 

Villado, 2008）。というのも、一般知的能力検査は一般知的能力と呼ばれる心理概念のレベ

ルを測定しており評価内容が特定できるが、採用面接は評価手法の呼称であり、何が評価

されるかは特定されていない（Bobko, Roth, & Potosky, 1999; Campion, Palmer, & 

Champion, 1997）。従ってその両者の妥当性の比較にはあまり意味がない。メタ分析によ

って採用面接評価にある程度の妥当性が示されても、それは対象となった個別研究の妥当

性水準の推定平均値を示しているだけである。したがって、面接評価の妥当性の水準が評

価内容によってどの程度変化するかは明らかではない。また、面接者と応募者が直接会っ

て話を行うという特徴を持つ面接評価では、応募者の印象の良さやコミュニケーション能

力などが一律に評価されているのか、さらにこれらの評価が妥当性水準にどの程度の寄与

するのか、などの質問に対する答えは得られていない。 

採用面接でどのような内容が評価されるかに関しては、先行研究の数の多さに比して驚

くほど研究が少なく、研究者によって捉え方もまちまちである。Huffcutt ら（2001）は、

面接に関する主要な研究で用いられた面接の評価指標をまとめて、「知的能力」「知識・ス

キル」「性格特性」「社会的スキル」「興味・志向」「組織適合」「身体特徴」の８つに分類し

ている。また Schmitt（1976）は、面接者と応募者が直接的なコミュニケーションをとる

という面接の特徴から、面接で評価すべき人物特徴として、社交性、流暢な口頭コミュニ

ケーション、などの対人関係能力や、頼りがい、誠実性、などの良い市民としての特性を

あげている。ただし、いずれも面接で用いられる評定項目をもとに論じているに過ぎず、

面接で何が評価されているかを実証的に検証したものではない。面接評価が意図した内容
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を妥当に評価できるかについては、それを支持する研究（Klehe & Latham, 2006）も、支

持しない研究もあり（e.g., Van Iddekinge et al, 2004; Moy, 2006）、結論が得られていない。

一方実証データの分析結果からは、面接を設計する時の評価内容定義や質問方法が異なっ

たとしても、結局面接では同じもの、例えば誠実さや知的能力などが評価されている可能

性も論じられている（Schmidt & Rader, 1999）。 

 先行研究の結果からは、面接での評価内容によって系統的に妥当性の水準に違いが生じ

る可能性も考えられる。一般に構造化された面接のほうが妥当性の水準が高いことはメタ

分析の結果から示されているが（Wiesner & Cronshaw,  1988; McDaniel, Whetzel, 

Schmidt, & Mauer, 1994）、その理由のひとつとして、両者の評価内容の違いが指摘されて

いる（Campion, Palmer, & Campion, 1997）。Salgado & Moscoso（2002）は、構造化面

接と構造化されていない面接の評価内容を検討した結果、以下のような結論を得ている。

構造化面接では採用対象となる職務の特徴とその遂行に求められる能力やスキルを職務分

析で明らかにした上で、面接の質問内容を設計する。従って非構造化面接よりも、職務遂

行に直接的に必要な能力やスキルが評価されていると考えられる。質問に関しては、仕事

に関連した質問のほうが一般的な質問より妥当性が高いことを報告した研究がある

（McDaniel et al, 1994）。構造化面接の妥当性の方が高い理由としては、他にも同じ質問

や評定項目を用いることによる測定の信頼性向上などもあるものの（Schmidt and 

Zimmerman, 2004）、評価内容によって妥当性の水準が影響を受けている可能性は否定でき

ない。 

それでは欧米のように、職務経験を尋ねて職務遂行のためのスキルや知識を評価するこ

とを意図した面接と、日本の新卒採用のように学生時代の勉強や部活動の話を聞いて一般

的な人物特徴を評価することを意図した面接では、どちらの妥当性が高いのだろうか。先

行研究の結果からは、前者のほうが直接的に職務に求められる人物特徴を評価するという

点で、妥当性は高くなると考えられる。しかしこのような仮説を検討した研究は、行われ
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ていない。これまでの採用面接研究では、面接という手法と評価内容を区別せずに研究が

行われてきたため、先行研究の知見の適用範囲は不明確となり、研究者のみならず、面接

で何を評価すべきかを決定する実務家にとっても問題となっている。 

 

＜採用面接研究の問題点②；面接者による評価の違い＞  

 面接評価の評価内容を、評価手法の特徴と分けて研究することの意義について上記に述

べたが、面接評価手法の特徴はどのようなものだろうか。採用場面でよく用いられる適性

検査は、定められた採点基準に従って採点が行われる客観テストであり、いつテストを行

ってもどの応募者に対しても同一の基準が適用される。一方で、面接評価は対人場面にお

ける主観的評価であるため、面接を行う時々で、また面接者によって、あるいは応募者に

よって、さらには面接者と応募者の組み合わせによっても、評価の基準が変動する可能性

がある。面接による評価結果の分散は、本来応募者の特性のみによって生じるべきもので

はあるが、実は面接者側の要因によるばらつきが最も大きいことが、海外の研究でも

（Graves & Powell, 1996）、日本の研究でも（今城, 2005）指摘されている。このことは、

同じ応募者に対する評価が面接者によって異なることを意味している。面接者間の評価の

違いを、常にランダムな評価エラーとみなすことの妥当性については別の議論が必要だが、

少なくとも違いがなぜ生じるのかを明らかにする必要がある。 

面接者間の評価の違いについて、これまでの研究では主に採否の意思決定のために情報

や評価を統合する際の重み付けが面接者によって異なることが原因として指摘されてきた。

具体的には、policy capturing と呼ばれる、面接者ごとに情報統合の方針を分析する手法に

よって、面接者間の採否の意思決定における各種情報の重みづけの違いが見いだされてい

る（レビューは Graves & Karren, 1999）。ただし、これらの研究には以下の 2 つの問題あ

る。まず、重みづけのもとになる各種情報の評価には面接者間で違いがないという前提が

おかれていること。そして、情報の統合方法がなぜ面接者間で異なるかについての研究が
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なされていないことである。例えば面接時の総合評価を行う際に、面接時の印象の良し悪

しや職務経験などの様々な情報をどの程度用いるかが面接者間で異なることを示す研究は

あるが（Kinicki et al, 1990）、面接時の印象や職務経験そのものの評価自体が面接者間で異

なるかについては検討がなされていない。また、同研究では、面接者間の違いが面接者の

どのような特徴に起因するかの検討もなされていない。このような現象の背景には、面接

者間の評価の違いはあくまでエラーであって軽減すべきとの考え方、また面接者間の評価

のばらつきを軽減する有効な方法として構造化面接があることなどから、現象自体への興

味が低くなったことがあると考えられる。しかし、面接者間の評価の違いが、なぜどのよ

うに生じるのかを明らかにすることは、科学的な関心事であるだけでなく、例えば面接者

訓練の実施方法や面接者の選抜など、構造化面接以外の有効な解決手段を見出す可能性を

広げることにもつながるであろう。 

なお、policy capturing を用いるのではなく、面接経験の多寡（Dipboye & Jackson, 1999）

や面接者の外向性（Lazar, Kravetz, & Zinger, 2004）といった面接者の特徴と面接評価の

関連についても、一定数研究が行われている。しかし、残念ながら、職務遂行度を基準と

する妥当性の水準に対して一定の効果を持つような面接者の特徴は見出されていない。つ

まり妥当性の高い評価を行う面接者がどのよう特徴を持つかについては明らかにされてい

ない。その理由として、評価内容によって面接者間に違いをもたらす要因が異なる可能性

が考えられる。例えば応募者の知的能力評価の際には、面接者自身の知的能力の違いが影

響するかもしれないが、応募者のストレス耐性の評価には影響を及ぼさないといったこと

である。面接者の個人特性と評価結果との関係を知ることは、面接評価を理解するうえで

も、面接の精度向上のためにも重要であるが、先行研究から得られる知見は十分とはいえ

ない。 

 

＜採用面接研究の問題点③；一般の対人認知研究との乖離＞  
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採用面接の特徴の一つは、それが対人認知や対人印象形成過程を含むことである。採用

面接の目的は、応募者が入社後活躍できる人物であるかを高い精度で予測することであっ

て、そのために評価すべき人物特徴が通常の対人認知場面と比べて明確である。また面接

者は自分の友人やパートナーになる人を評価するのではなく、組織の代表として組織が採

用する人を評価する点も、通常の対人認知とは異なる。それでも、採用面接に含まれる対

人認知や印象形成過程に着目することで、面接評価の形成過程について、重要な知見が得

られる可能性がある。 

採用面接の主たる目的のひとつが、応募者が採用後に活躍する可能性を予測することで

あるため、妥当性の検証は重要である。しかし、結果的に面接評価がある程度の予測力を

持つことが分かっても、その理由が明らかにならない限り予測力の高い面接を再現するこ

とは難しい。そのために、評価内容を明らかにすべきことついては前に述べた。加えて面

接者がどのように情報を収集、評価し、意思決定に至るのかといった認知プロセスを理解

することも必要である。（Dipboye & Gaugler, 1993）。ところが実際の面接場面に近い状況

で研究を行うと、認知プロセスを扱うことが難しい。1970 年代頃に実験的な手法を用いた

面接評価の認知プロセスに関する研究が行われたが、面接という状況の特殊性を十分に考

慮できておらず、実用的な知見が得られにくいとの批判を受けた（London & Hakel, 1974）。

以上のような理由から、面接者の認知プロセスに関する研究知見の蓄積は進んでいるとは

いえない（Posthuma, Morgeson, & Campion, 2002）。そこで、知見の蓄積が豊富な一般的

な対人認知に関する研究結果を参照することで、面接時の認知プロセスに関する洞察のヒ

ントを得ることが期待できる（Parsons, Liden, & Bauer, 2001）。 

 対人認知研究では一般的な対人認知のプロセスモデルの確立や理論化を目指すことが多

い。Fiske & Neuberg（1990）の連続体モデルでは、最初に人種や性別、年齢といったす

ぐに認識できる分類に基づくトップダウンの認知が行われ、その後認知者が正しい認知を

行うことに動機付けられていれば、細かな情報に基づくボトムアップ型の認知が行われる
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としている。面接評価のプロセスも、このような 2 重過程で成り立っているのだろうか。

一方で認知する特性によってプロセスが異なることを指摘する研究もあり（Reeder & 

Brewer, 1979）、評価内容に着目することが重要であるとの本研究の主張にも符合するもの

である。またプロセスだけでなく、対人認知研究には評価内容に関する知見もある。Cuddy

ら（2008）は対人認知の内容は大きく、「温かさ」と「有能さ」の 2 つの側面からなり、特

に前者の認知は進化的な観点から他者認知において重要であると論じている。仮に彼らの

議論が正しいとすれば、面接の評価も大きくこの 2 つの側面からなる可能性が考えられる。

一方で、面接が組織にとって役に立つ有能な人材の選抜を目指すメリトクラシー的な立場

に立った場合、有能さの評価こそが面接の目指す評価であるとも考えられる。 

現状は、対人認知研究の知見の面接研究への適用は進んでいるとは言えない。これは、

対人認知に影響を及ぼすさまざまな変数のうち、採用面接場面に関連する変数は何である

かが明らかにされていないことによると考えられる。あるいは、通常の対人認知場面には

ない、採用面接に特有の状況が何で、その違いが対人認知や評価にどのような影響を及ぼ

すかが明確になっていないことにもよる。いずれにせよこの問題を克服するためには、認

知プロセスに関する精緻な実験研究と、実際の採用面接場面で生じる現象を知るための応

用研究の両方が必要である（Ilgen, Barnes-Farrell, & McKellin, 1993)。対人認知研究から

得られた知見をもとに仮説をたて、それを実際の採用面接におけるデータを用いて検証す

ることで、採用面接における対人認知と一般の対人認知の相違点が明らかとなり、面接者

の対人認知に関する理解が深まることが期待される。 

 

本研究のねらい 

 

 以上にあげた面接研究の問題点をまとめると、以下の 3 点となる。 

1） 評価手法としての面接評価の特徴と、面接における評価内容が区別されずに研究が行
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われてきたために、評価内容が異なる場合にこれまでの研究知見がどの程度適用可能か

が不明である。結果的に、研究者は知見の蓄積が困難であるし、実務家は評価をしたい

人物特徴の評価がどの程度可能かについての予測を立てられない。 

2） 面接の大きな特徴は主観的に評価が行われることであるが、面接者間の評価の違いが、 

何によって、どのように生じているかについてあまり研究が進んでいない。 

3） 面接評価は対人印象形成の特殊なケースと考えられるが、一般的な対人認知研究の知 

見が活用できておらず、面接者の対人認知についての理解が不十分である。 

 

 上記の 3 つの問題は独立したものではなく、面接者間の評価変動の原因は評価内容によ

って異なる可能性があるし、一般的な対人場面で評価される人物特徴が面接でも評価され

るかを検討することは、面接場面と一般対人場面の違いを考える際に有効である。3 つの課

題の中でも、一点目の評価内容が明らかにされていない点は、入社後の成功予測のために

必要な人物特徴を評価する、という採用面接の目的にとって特に重要である。そこで本研

究では、採用面接で何が評価されているかを整理するための概念的枠組みを提案し、その

枠組みの適切さを実証研究により検証する。枠組みの提案とその検証を行う実証研究の中

では、残り 2 つの問題点である面接者間の評価の違いを生む要因の検討と、一般的な対人

認知に関する先行研究の適応可能性の検討もあわせて行うこととし、これらの課題につい

ても、実証研究を通じて何らかの回答が得ることをめざす。 

 

本編の構成 

  

本編は、以降は 3 つの部から構成される。 

 

＜第Ⅱ部. 面接評価内容の概念的枠組みの提案＞ 
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入社後の成功を予測するために採用基準として評価されるものとして、「職務との適合」

と「組織との適合」の 2 つの適合の評価を概念的枠組みに組み込む。2 つの適合評価の重要

性については、採用面接や他の採用選考に関する先行研究、あるいはこれらの適合の効果

について検討した先行研究を基に論じる。また、採用基準として評価するものとは別に、

面接評価がある種の対人評価であることから、面接場面で印象評価として自然に評価され

るものがあることを想定し、評価要素のひとつとして概念的枠組みに組み込む。これら 3

つの評価要素の特徴と、各要素に含まれる可能性のある具体的な人物特徴について述べる。 

＜第Ⅲ部. 実証的研究＞ 

3 つの評価要素それぞれについて 2 つずつ行った実証研究と、3 つの評価要素を統合的に

分析する目的で行った実証研究を 1 つ、計 7 件の実証研究の結果を 7 章に分けて報告する。

いずれの研究報告においても、最初に研究の概要を説明し、提案する概念的枠組みとの関

連を示す。その後、各研究の目的、方法、結果、考察を順次行う。各評価要素に対して行

う 2 つの研究は、Kruglanski (1989)が提案した認知の正しさを検討する際の 2 つの分析枠

組みにそれぞれ対応する（詳細は第Ⅱ部で述べる）。一つは「外的基準アプローチ」で、適

性検査の結果や入社後の人事評価など、面接評価以外の変数と面接評価の関連性を検討す

る。もう一つは「主観的基準アプローチ」で、このアプローチでは面接者自身がどのよう

な内容を評価していると思っているかが検討の対象となる。例えば組織との適合の場合、

応募者と組織の価値観を測定し、その一致度が面接評価に影響するかをみるのが「外的基

準アプローチ」で、応募者が組織に合っていると面接者が思った結果、面接評価が高くな

るかを検討するのが「主観的基準アプローチ」である。通常同時に使われることのないア

プローチをあえて併用することで、より深い現象理解をめざす。 

 ＜第Ⅳ部. 全体考察＞ 

 研究 1 から 7 の結果をうけて、概念的枠組みについて全体考察を行い、必要に応じて枠組

みの修正を検討する。また提案した枠組みを実務で活用する方法についても、考察を行う。
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第Ⅱ部. 面接評価内容に関する概念的枠組みの提案 

 

面接評価内容に関する概念的枠組みの提案の意義 

 

前章で議論したように、面接精度の向上のためには、面接における評価内容についての

理解を深め、様々な研究を評価内容との関連で捉えなおす必要がある。面接で何を評価す

るかは状況による個別性が高いため、それを整理するために、ここでは面接評価内容に関

する概念的枠組みを提案する。どのように面接の評価内容を整理するかについては、以下

の 2 つの条件に従う。一つは、採用面接の実務場面において用いることが可能であること、

もう一つはこれまでの先行研究や今後の研究から得られる科学的な知見の蓄積が容易にな

ることである。 

Giere（2004）は、科学におけるモデルの意味を、実世界と抽象度の高い理論を結ぶもの

とし、何をモデルに含めるかはモデルで説明したい事象の性質によるとしている。ここで

の提案がモデルではなく、概念的枠組みであるのは、事象そのものの説明を目的とするも

のではないからである。ここでは、様々な採用面接で何が評価されているかを理解するた

めの概念的枠組みの提案を行う。さらに評価内容の理解に加えて、実務場面で計画的な採

用面接の評価内容コントロールの実現を助ける枠組みであることも目指す。 

ただし事象の説明が目的ではないとしても、科学的な実証データに基づく枠組みであっ

てこそ、様々な採用面接で活用できる。従って、提案される枠組みは先行研究から得られ

た知見を適切に反映する必要があるし、仮にこれらの知見との矛盾や乖離がある場合は、

なぜそれが生じるのかについて科学な説明がなされる必要がある。そのため、当然のこと

であるが、概念的枠組みの提案にあたっては、これまでの研究知見と大きな矛盾がないこ

とが必要である。また、枠組みの研究分野への貢献として、採用面接の研究者は、研究か

ら得られた知見を実務に役立てるために何を研究すべきかの手がかりが得られ、結果とし
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て、学術的な知見の実務場面での活用促進が期待できる。 

ここでの実証研究では、主に日本企業での日本人を対象とした新卒採用時の面接評価デ

ータを扱う。従って概念的枠組みが実務場面での評価内容理解に活用できるかの実証は、

さしあたって日本の新卒採用に限定される。しかし前述したように、枠組みの提案が依っ

て立つ先行研究はほぼ欧米の採用面接を対象としていることから、両者の矛盾をある程度

解決できる枠組みであれば、将来的に文化の枠を超えた、より一般性の高い概念的枠組み

になる可能性が高いと考える。 

 

関連する既存モデルや理論 

 

 面接評価内容に関する概念的枠組みの提案に先立って、まずはこれまで提案されてきた

モデルや関連する理論について簡単に紹介したうえで、これらに関する課題を述べる。そ

の後、これらの理論やモデルと本研究で提案する概念的枠組みとの関連性について論じる。 

 

＜Dipboye の採用面接プロセスモデル＞ 

 社会的認知の研究を援用しながら、面接の評価プロセスについて提案された最も精緻な

モデルが、Dipboye & Gaugler（1993）により提案されており、現在でも多くの研究で引

用されている（例えば Campion, Palmer, & Campion, 1997; Cortina, et al, 2000; Lievens 

& De Paepe, 2004）。このモデルは面接者が面接前に応募者に対して持つ印象や期待から始

まり、言語・非言語のコミュニケーションを通じて面接場面での情報収集と職務への適合

評価がなされ、最後に面接者の採否の意思決定につながるプロセスが示されている。また、

面接の状況要因や面接者や応募者の個人特性がこのプロセスに影響を及ぼすとされている。

Dipboye らのモデルは面接評価に関わる様々な要因を網羅しており、これを用いることで

面接実施における留意点や面接評価の限界についての議論が深まる。しかし、このモデル
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は評価内容に関して全く触れていないため、どのようにすれば評価すべき人物特徴を妥当

に評価できるかについては、十分な回答が得られない。たとえば、おそらく非言語的コミ

ュニケーションの影響が大きく対人場面で評価しやすい外向性と、適切な情報収集が重要

な決断力とでは、正しい評価を行う場合にプロセスのどこに注意をするべきかが異なるだ

ろう。本研究では Dipboye らのモデルと、実務場面の要望をつなぐことを可能にするよう

な概念的枠組みの提案を目指す。 

 

＜構造化面接＞ 

構造化面接（structured interview）とは、事前に面接で評価する人物特徴を特定・記述

した上で、評価のための情報収集に必要な質問と、回答を評価するための評定項目を準備

したうえで実施する面接のことで、構造化されていない面接よりも高い妥当性が得られる

ことがわかっている（Huffcutt & Arthur, 1994; McDaniel, Whetzel, Schmidt, & Maurer, 

1994; Wiesner & Cronshaw, 1988）。構造化面接には、大きく 2 つの種類がある。ひとつ

は、Behavioral Description Interview（Janz, 1982）で、将来の行動予測のために被評価

者が過去の類似場面でとった行動の様子を尋ねるものである。もうひとつは Situational 

Interview（Latham, Saari, Pursell, & Campion, 1980）で、こちらは仮定の場面での行動

意図を尋ねる。構造化面接研究のほとんどは欧米で行われており、質問は仕事上の過去の

経験や、仕事上想定される場面での行動意図になっている。しかし、見たい人物特徴が日

本の新卒採用で評価される“積極性”のような抽象度の高いものになった場合、どの程度

構造化の手法が効果を発揮できるかは未知数である。 

また、構造化面接は面接評価の職務遂行度に対する予測力を向上させることがわかって

いるものの、その理由はいまだ明らかにされていない（Dipboye, 1997）。単に評価の信頼

性が向上した結果なのか（Schmidt & Zimmerman, 2004）、あるいは評価したい概念が妥

当に評価されるからなのか（Huffcutt, Conway, Roth, & Stone, 2001）によって、構造化を
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行う際に重視すべきものが異なる。前者の場合は、質問を統一することや評定項目の使用

を徹底することが効果的であるし、後者の場合は何を質問すべきかや、回答を評価する際

の観点をどう設定するかがより重視されるだろう。構造化面接の効果が信頼性の向上に負

うところが大きい場合、日本の新卒採用でも同様の効果が期待できる。一方、評価内容の

職務との関連性の高さによる場合、日本の新卒採用では高い効果は期待できないかもしれ

ない。 

構造化面接の技術は、採用面接研究で得られた最も堅固な実用知見である。ところが、

上で論じたように、日本の新卒採用において効果があるかは不明である。そこで、日本の

新卒採用における構造化面接に関する実証研究によって、構造化面接の効果の要因を特定

することをねらいとする。 

 

＜面接の評価内容分類＞ 

 本研究と同様に、Huffcutt, Conway, Roth, & Stone（2001）は面接の評価内容に関する

知見が十分得られていないと考え、評価内容の分類を提案した。分類は「知的能力」「職業

上の知識・スキル」「性格特性」「社会的スキル」「興味・指向」「組織への適合」「身体的特

徴」からなり、47 の先行研究で用いられた面接の評定項目をもとに設定されたものである。

先行研究で用いられた 338 個の面接評価項目を分類した結果、一般知的能力に 20 個、性格

特性のうち勤勉性に 55 個が分類されたことが報告されている。この 2 つの人物特徴に分類

された評価項目の数は他の分類カテゴリーより多く、相対的に多くの面接場面で評価項目

に設定されていたことがわかる。 

Huffcutt らの分類は網羅性が高く、採用面接の全体像を捉えて研究を進める上では有用

な枠組みである。しかし実務場面での活用を考えた際には、分類の性質が明らかでない、

分類間の関連性が議論されていない、といった問題がある。たとえば、勤勉性に分類され

た評価項目の中には責任感、主体性、一生懸命働くこと、時間厳守、倫理観の高さ、職業
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意識の高さなど様々な評価項目が含まれる。組織が応募者の評価を行うのはあくまでもと

の評価項目に表現された内容についてである。また「時間厳守」ができる人物かを評価す

る際には、勤勉性のような性格特性として評価することも、時間管理のスキルとして評価

することも、価値観として評価することも可能である。結局、勤勉性という人物特徴での

分類は、実務への知見の提供において限界がある。 

加えて多くの組織では、評価したい人物特徴は複数あることが通常である。「時間厳守」

のほかに、「計画性」を評価したいと考えた場合、これらの評価結果は、互いに関連してい

る可能性がある。限られた面接時間の中で何を評価すべきかを決定したり、複数の特徴に

関する評価の重み付けをどう最終の意思決定に反映させるのかを検討するためには、分類

間の関係性を理解する必要がある。 

何よりも、組織側が特定の人物特徴を評価しようとする場合、そこには何らかの理由が

あることを、念頭におく必要がある。仕事をうまく行うための行動特徴なのか、組織の一

員として求められる人物特徴なのかによって、同じ人物特徴であっても、評価方法や最終

の意思決定への反映の程度は異なる。従って、ここで提案する概念的枠組みは、組織や面

接者が評価しようとする人物特徴に焦点を置いた分類ではなく、何のためにこの人物特徴

を評価しようとするのかをベースに置くものとする。 

 

＜対人認知の正確さを評価する分析枠組み＞ 

採用面接において、評価したいものが正しく評価されていることをどのように検証すべ

きだろうか。Kruglanski（1989）は、対人認知の正確さは、認知の対象と評価の基準の比

較によって決まっており、どのような基準を用いるかによって正確さは一つに定まらない

としている。そのうえで、基準が評価者外にある場合と評価者内にある場合に大きく分け

て、対人認知の正確さを議論する際には以下の 2 つの分析的枠組みが存在することを指摘

している。ひとつは外的な基準を用いて正確さを判断する realist paradigm であり、もう
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ひとつは認知主体の主観を基準とする phenomenal paradigm である。異なる分析の枠組み

を採用することで認知の正確さに関する結論が異なる可能性が指摘されている。 

本研究ではこの考え方を援用し、面接で何が評価されるかを検討する際に、2 つの異なる

分析アプローチを用いることとする。一つは realist paradigm に対応し、外的な基準を用

いる分析で、これを「外的基準アプローチ」と呼ぶ。もう一つは phenomenal paradigm に

対応するもので、主観を基準とする分析であることから「主観的基準アプローチ」と呼ぶ

ことにする。 

面接の最終評価で応募者の積極性が評価されているかを検討する場合を考えてみる。面

接の最終評価と、応募者が回答した性格検査の積極性尺度の得点との関連性を検証する場

合が外的基準アプローチにあたる。この場合両者の相関が有意であれば、積極性は面接で

評価されたと言える。主観的基準アプローチを用いる例としては、最終的な面接評価に加

えて面接者は応募者の積極性の評価も行い、この積極性の評価が面接評価と有意な相関が

あるかを検討する場合があげられる。面接者が積極性があると認知した応募者の最終的な

面接評価が高まるかを検証することで、面接では積極性が評価されたことを示す。前者の

アプローチで積極性の評価がなされていないとの結論が得られても、後者のアプローチで

積極性は面接の最終的な評価に影響を及ぼしているとの結論が得られる場合、アプローチ

の違いによって「面接で積極性は評価されているか」との問いに対して異なる結論が導か

れる。 

Kruglanski（1989）は、どちらの分析枠組みを用いるかは研究者の目的次第であるとし

ているが、本研究では両方の分析枠組みを用いることとする。妥当性の高い面接評価をめ

ざすとの採用面接の目的に照らしたときに、いずれの分析枠組みを用いるべきかを判断す

ることが現時点では難しいからである。例えば、面接において性格特性が正しく評価され

ているかを検証する場合、被面接者の自己回答による性格特性検査の尺度得点を用いる外

的基準アプローチが用いられることが多い(Barrick, Patton, & Haugland, 2000; Van 
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Iddekinge, Raymark, & Roth, 2005)。しかし Mount, Barrick, & Strauss（1994）や Oh & 

Berry（2009）は、性格特性と職務遂行度の相関は、自己回答ではなく他者評価による性格

特性を用いる方が高くなることを示した。これが正しいとすれば、他者による性格特性評

価には、被評価者の自己回答以外の有効な情報が含まれる可能性があるため、面接者によ

る応募者の性格特性の評定結果を用いる主観的基準アプローチのほうが適当かもしれない。

一方で、上記の研究で用いられたのは同僚や上司などによる認知であり、面接者のように

短時間での相互作用による認知とは異なるため、面接者の特性認知のほうがより有効であ

ると結論づけることもできない。 

妥当性の問題とは別に、いずれの分析枠組みにも測定上の長所と短所があるため、両方

を用いることで状況の理解は深まると考える。面接者の中で評価がどのように構成されて

いるかを検討できる点は、主観的基準アプローチの利点である。一方でこのアプローチの

問題点としては、全てのデータが面接者による評定であるため、Common Methods Bias

の影響をうけて実際以上に関係性が強く出る可能性がある（Podsakoff, MacKenzie, Lee, & 

Podsakoff, 2003）。また、面接者によって評価した人物特徴の意味が異なる可能性がある。

たとえば積極性の評価でも、面接者ごとに異なる意味合いの積極性を評価するかもしれな

い。積極性に関する複数の評定項目を用いて、評価のまとまりを検討できればこの問題は

解決できるものの、時間の制約が大きい実際の面接場面でのデータ収集は難しい。 

外的基準アプローチで応募者の自己回答による質問紙の測定結果を用いる場合、上記で

指摘した Common Methods Bias の影響は受けない。また、特性の意味も応募者や面接者

によって異ならない。つまり外的基準アプローチの最大の利点は、基準の意味合いが面接

者や応募者間で異なることがなく安定している点にある。ただし、自己回答による測定結

果が面接で評価した人物特徴を必ずしも反映しているとは言えない点が欠点である。 

面接評価ではなく、一般対人認知の正しさに関して Zaki & Ochsner（2011）も同様の議

論を行っている。彼らは、主観的基準アプローチにあたるプロセス研究と、外的基準アプ
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ローチにあたる正確さ研究の知見を統合することで、対人認知の正しさの実態をよりよく

把握できると論じている。彼らの議論も、対人認知はそれが適応的な社会行動に結びつく

かが重要であり、それぞれのアプローチが考える“正しさ”の違いは、適応的な認知に向

かって統合すべきとしている。面接評価の場合も、最終的なゴールは入社後の活躍予測に

あり、そこに向けて 2 つのアプローチを用いることを試みる。 

具体的に本研究では、外的基準アプローチとしては、面接者以外から得られた基準、こ

こでは主として応募者の回答による性格特性や知的能力の客観式テストの結果、入社後の

上司評価などを用いる。主観的基準アプローチでは、通常の面接評価に加えて提案する概

念的枠組みに含まれる 3 つの評価要素を改めて面接者に評価してもらい、これらと最終の

面接評価の間に有意な関係があるかを検証することで、3 つの評価内容が面接評価に含まれ

るかを見る。また３つの評価要素の間の関係性についても、現象的アプローチを用いて検

討を行う。 

 

概念的枠組みの提案 

 

すでに述べたように、本論文では評価内容を整理するための概念的枠組みを提案する。

枠組みの構築に当たっては、組織や面接者が面接で評価したいと思う人物特徴の評価（採

用基準として評価するもの）と、多くの場合初対面の面接者と応募者が対人相互作用を行

うという面接場面の特徴から自然に評価される人物特徴（面接場面での一般的な対人評価）

があると考える。組織や面接者には特定の人物特徴を評価しようとする意図があるが、そ

れは応募者のどのような側面の将来の成功を予測したいかと密接に関連する。実務での知

見の活用を考えると、面接者がなぜ特定の人物特徴の評価を目指すかを理解する必要があ

り、これに従って 2 つの適合評価を設定する。 

面接評価の重要な目的の一つは、採否の意思決定のために何らかの観点で応募者を評価
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することである。Guion（1998）は採用の意思決定について、以下のように述べている。 

 

“新たな成員は、その成員が組織に利益をもたらすことを期待して選ばれる。彼らは主

に、おおむね特定された組織成員としての役割 ―組織内で果たす機能や、全うすべき責務

や、組織成員としての役割などの一連の役割― を受け入れることでこれを行う（Guion, 

1998, pp8）。” 

 

従って面接では、応募者の特定の個人特徴を評価することで、入社後に高いレベルで期

待された役割を遂行する人物かを見極めようとする。役割の内容は、組織によって異なる

し、職種や組織内の社会的な立場によっても異なるだろう。この役割遂行に必要な人物特

徴を応募者が兼ね備えた程度を評価することが面接の目的であり、採用基準として評価さ

れるものだといえる。 

他の測定手法と同様、面接評価においても、まず評価するものを決定しそれを測定する

ための質問と評価方法を整えるという一連の手続きは、測定精度を向上させるために効果

的である（Guion, 1998）。また Tippins, Papinchock, & Solberg（2010）は、採用を成功

に導くためには、組織は評価すべき人物特徴を、入社時に保有することの重要性、測定の

可能性、人物特徴の数、組織目標との関連性、などを参考にして、決めることが重要であ

ると述べている（pp364-366）。精度の高い面接とは、「採用基準として評価するもの」が妥

当に評価される面接であると考えられる。 

ところが、面接で「採用基準として評価するもの」が妥当に評価できるかについては、

いまだ研究者間で意見が一致していない。例えば、採用基準として評価するものを評価で

きるように構造化面接は設計されるが、これによって意図したとおりの人物特徴が評価で

きたことを示す研究もあれば（Klehe & Latham, 2006）、意図したものとは異なる人物特

徴によって、評価が規定されたことを示す研究もある（Van Iddekinge, Raymark, Eidson, 
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& Attenweiler, 2004）。前者ではビジネススクールの学生を対象にチームワークの程度を面

接で評価した後、授業の中でチームを組んで課題に取り組ませ、チームメイトからのチー

ムワークの評価をとったところ、チームワークの評価結果と面接評価が有意な相関を示し

たことを報告している。ところが後者の研究では、顧客サービスの担当マネジャーの採用

において実施した構造化面接の評価結果と、性格特性や顧客サービス志向など構造化面接

で評価予定の特性について応募者が回答した質問紙の得点の間の相関を分析した結果、両

者の間にはほとんど相関がなかったことを報告している。このような矛盾した結果は、評

価内容の違いに起因するものかもしれないし、基準変数の測定方法の違いによるものかも

しれない。前者はチームワークという対人関係の特徴を評価対象としたのに対して、後者

は一般的な性格や指向を評価対象とした。また、前者は基準変数も他者評価だったのに対

して、後者は自己申告式の質問紙が使われた。いずれにしても、面接では評価しようとし

たものが評価されない可能性が残されている。 

先行研究でさらに問題なのは、評価を意図した人物特徴との関連で説明されない面接評

価の分散について、積極的に検討がなされていないことである。例えば上記の Van 

Iddekinge et al (2004）では、面接評価と面接で評価する予定の人物特徴を別の方法で測定

した基準変数との間に有意な相関はなかったものの、面接評価の変動は応募者の何らかの

特性によって有意に規定されたことが報告されている。つまりそもそも評価をしようとし

た人物特徴とは別に、系統だって評価された人物特徴があることが示唆されている。しか

しこの評価されたものが何であったかは検討されていない。 

Schmidt & Rader(1999)は、面接では評価を意図した人物特徴ではなく、面接という場に

特徴的な何らかの人物特徴が評価されている可能性を指摘している。彼らは電話による構

造化面接の妥当性に関するメタ分析を行った結果、通常の対面の面接と同程度の水準の妥

当性が得られたことを報告しているが、その理由として、どのようなタイプの構造化面接

でも一般知的能力や誠実さなどの、同じ人物特性が結果的に評価されている可能性を指摘
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している。本研究では、この可能性について直接検討を試みる。 

採用面接は、応募者の入社後の成功を予測するための評価を行う場であるが、面接者と

応募者の対人相互作用の場面でもある。対人認知の研究では、われわれがほぼ自動的に相

手の人物特徴の推論を行っていることが報告されている（レビューは、Uleman, Saribay, & 

Gonzalez, 2008）。つまり、評価は意図しなくても行われるのである。従って面接の際にも、

面接者は応募者について自動的に評価を行うと考えられる。また近年の対人認知の研究で、

温かさと有能さ（warmth & competence; Cuddy, Fiske & Glick, 2008）、自己利益と他者

利益（self-profitability & other profitability; Peeters, 2002）、作動性と共同性（agency & 

communion; Abele & Wojciszke, 2007）といった一般的な評価次元があることが示されて

おり、面接でも同様の次元で対人評価が行われる可能性がある。このような人物特徴は 100

ミリ秒の写真の提示でも評価され、中でも温かさに該当する人物特徴の評価は有能さの評

価よりも早かったことが示されている（Willis & Todorov, 2006）。従って採用面接の場面で

顕在化する有能さや温かさに該当する人物特性があって、これがどの採用面接でも自然に

評価される可能性が考えられる。 

このような面接場面で自然に行われる人物評価は、採用面接の目的の一つである入社後

の活躍の予測に役にたつのだろうか。これまでの採用面接研究の結果からは、面接評価の

妥当性は採用基準として評価すべきものを正しく評価することによって高まると考えられ

ている（Farr & Tippins, 2010）。実務場面において、多くの組織では採用する職種や組織

の特徴に合わせてどのような人物特徴を評価するかを決めており、従って評価しようとす

る人物特徴は組織や仕事によって異なる。このような採用面接実務の在り方と、面接では

一般に同じ人物特徴が評価され、しかもこの人物特徴の評価こそが面接評価の妥当性のベ

ースである可能性があると論じた Schmidt ＆ Rader (1999) の指摘はどのような関係性に

あるのだろうか。 

対人認知をふくむ社会的判断や態度変容など、社会的認知に関する研究の中では、2 重過
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程モデルが多く取り上げられている（Evans, 2008; Smith & DeCoster, 2000）。これらのモ

デルはいずれも、認知容量をあまり必要とせず、短時間に過去に学んだこととの単純な連

合を用いて直観的に認知が行われるシステムと、認知容量とある程度の時間を必要とし、

ルールを用いて理性的に認知が行われるシステムの 2 つを含んでいる。そこで採用面接評

価の場合も、2 つの認知システムが関与していると考えることができる。面接者によって採

用基準に基づく人物特徴の評価が行われる場合は、面接者の考える人物特徴の定義と評価

の基準があり、それと面接で得られた応募者の情報を意識的に照らし合わせながら評価が

行われる。一方、評価基準とは別に面接場面で特定の人物特徴が評価される場合は、その

時に活性化されやすい人物評価の枠組みを用いて、連合による評価が短時間に行われると

考える。つまり、応募者の発言内容を聞きながら時間をかけて行う採用基準に基づく評価

は、理性的な認知システムと強く関連し、採用基準とは関係なく自然と特定の人物特徴が

評価される場合は、連合による認知システムとの関連が強いと考えられる。こう考えると、

採用面接においては、採用基準に基づく評価と、採用基準とは関係なく自然に行われる対

人評価の両方が存在すると想定するのが自然であるように思われる。 

なお、数多く提案された 2 重過程モデルの間には、いくつかの違いがある（Smith & 

DeCoster, 2000）。そのひとつが、連合に基づく直観的な認知システムの扱いである。連合

による直観的な認知のシステムが、正しい、理性的なもう一つのシステムの認知を阻害す

るという立場と、このシステムも理性的なルール適用の認知システムとは異なる機能を持

ち、重要な役割を果たすとする立場である。連合に基づく認知システムは、認知容量を必

要とせず、しかもすばやく判断が行える利点があり、場合によってはこちらの認知システ

ムによる評価や判断の方が正しいことも示されている（Ambady & Rosenthal, 1992）。対

人認知のモデルでは前者の立場が採られているものの、それは連合に基づく評価として人

種等のステレオタイプが扱われているからである。第一印象に関する評価の研究でも、ご

く限られた情報に基づく直観的な評価であっても、教師（Ambady & Rosenthal, 1993）や
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営業職（Ambady, Krabbenhoft, & Hogan, 2006）としての活躍をある程度推測できること

が示されている。そこで本研究では、評価をしようと思う人物特徴でなくとも、面接場面

で自然に評価される人物特徴評価にも意味のある評価が含まれるとの立場を取る。 

 図Ⅱ－1 は本研究で提案する面接評価の概念的枠組みである。この概念的枠組みの前提と

して、入社後の活躍を予測するという面接評価の目的に沿っており、その結果面接評価の

妥当性に貢献するような評価内容を扱うこととする。面接ごとに異なると考えられる「採

用基準として評価するもの」も、それ以外の「面接場面での一般的な対人評価」も、それ

ぞれが面接評価の妥当性に固有の貢献をすると考える。「採用基準として評価されるもの」

は特定の職務や組織での活躍に必要な人物特徴を評価するし、「面接場面での一般的な対人 
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評価」は対人関係構築といった一般的に望ましい行動を予測する。従って、どちらも面接

評価の妥当性を高めることができると考える。 

「採用基準として評価するもの」には、職務との適合評価と組織との適合評価が含まれ

る。「③職務との適合評価」は、入社後の職務遂行における成功を予測することであり、「②

組織との適合評価」は、入社後の組織文化や組織の価値観への適合のよさを予測すること

である。それぞれ面接評価の妥当性に貢献する。これらの評価は、どのような人物特徴を

評価したいかの意図や、何をどのレベルで評価するかといった基準が面接者にあり、それ

に沿って行われる評価である。また、異なる組織、異なる職務との適合評価であるため、

当然評価する人物特徴は、組織や職務によって異なる。 

一方「①面接場面での一般的な対人評価」では、面接の場で特定の人物特徴が自然と評

価されると考えるが、これは採用面接という場に特徴的な人物特徴の評価であって、組織

や職務によって異ならないと考える。この面接場面で自然に評価されるものは、一般に対

人場面で評価される「温かさ」に対応するような人物特徴や、基礎的なコミュニケーショ

ン力や対人対応力の様なもので、組織で働く際の一般的な社会性を支えるものとして面接

評価の妥当性に貢献すると考える。 

ステレオタイプの研究に見られるように、短時間に行われる連合による評価はエラーの

原因となることも多い（Fiske & Neuberg, 1988）。採用面接の先行研究でも、採用基準と

して評価するもの以外の人物特徴の評価は主に評価エラーとして扱われてきた。例えば、

性別（Goldberg & Cohen, 2004）、年齢（Morgeson, Reider, Campion, & Bull, 2008）、人

種（Purkiss, Perrewe, Gillespie, Mayes, & Ferris, 2006）、外見（Hosoda, Stone-Romero, 

Coats, 2003）、事前に得られる学業成績などによって形成された印象（Cable & Gilovich, 

1998）などが、正しい評価を阻害するかが検討されてきた。しかし、概念的枠組みの「①

面接場面での一般的な対人評価」には入社後の役割遂行の成功を示す職務遂行度の評価や

組織市民行動の評価といった基準変数を有意に予測する可能性のあるもののみを含めるこ
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ととし、先行研究で扱われてきた評価の偏りやエラーなどは含めない。 

面接評価の妥当性を阻害する評価のエラーはまた、組織との適合や職務との適合評価に

も付随して存在すると考える。適合の評価に関して生じる評価エラーについては、本研究

では特に面接者間の評価の違いという観点で取り上げ、検討を行う。なぜ「採用基準とし

て評価するもの」を 2 つの適合評価からなるものと想定するかや、各評価要素に含まれる

可能性のある人物特徴にどのようなものが考えられるかについて、次に述べる。 

 

＜採用基準として評価するもの＞ 

面接評価の概念的枠組みにおいては、採用基準として評価するものとして、「②組織との

適合評価」と「③職務との適合評価」の 2 つを設けた。実務場面で企業は面接で評価すべ

きものについてある種の期待を持っている。例えば企業の人事担当者を対象とした調査で

は、面接で重視するのは「性格・人柄」と回答した企業がもっとも多く、全体の 4 割を占

めた。次いで「熱意」（19.0％）、「質問に対する理解力・対応力」（16.2％）であった（矢野

経済研究所, 2009）。前述の Guion（1998）のモデルに当てはめるならば、企業はこれらの

人物特徴を評価することで、応募者が入社後にどの程度高いレベルで期待する役割を満た

せるかを予測しようとする。例えば、性格や人柄は入社後にスムーズな人間関係が築ける

かの予測に役立つし、熱意は仕事のやる気に、また質問に対する理解力・対応力は入社後

の仕事に関する知識の獲得を予測することをねらったものと考えられる。 

近年、入社後の役割遂行の成功可能性予測を、個人と環境の適合（Person-Environment 

fit）の程度から捉えるアプローチが注目を集めている（Annelies & Vianen, 2005；

Kristof-Brown, 1996）。そこで上記のような採用時の人物評価への期待を整理するための枠

組みとして、この考え方を用いる。個人と環境の適合の考え方を用いれば、これまでの職

務と人の適合だけを対象とする狭い採用モデルではなく、例えば組織文化へのなじみのよ

さや、同僚や上司とより良い対人関係が築けるかなどの予測を含む、より広い採用モデル
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を扱うことが可能になる。 

環境を捉えるレベルによって、適合の対象は仕事、職場集団、組織全体など様々である

が、いずれにしても組織の所属員と環境との適合が高いほど、個人や組織の能力が高まる

ことが期待されている。例えば Werbel & DeMarie（2005）は、個人と職務との適合は、

能力やスキル利用による職務遂行レベルの向上によって組織の専門的な機能を高めるし、

組織全体との適合は、組織文化を強めることで組織が提供する価値の競争優位性を高める

と論じている。 

個人と環境の適合という概念には、組織や仕事といった適合対象の違いの他に、いくつ

かの観点で整理がおこなわれている。現在よく使われる観点として、「適合対象の違い」「適

合の仕方の違い」「何が適合しているかの適合内容の違い」の 3 つがある（Edwards & Shipp, 

2007）。適合対象には、上司や同僚といった特定個人、職務や職業、職場やグループ、組織

全体、などが含まれる。適合の仕方の違いは、個人と対象の類似度によって適合が決まる

とする追補的な適合（Supplementary Fit）と、個人が対象によって必要とされるものを補

う、あるいは、個人が必要とするものを対象が補う相補的な適合（Complementary Fit）

の２つがあるとされる。個人と似た価値観を持つ集団への適合は前者であり、個人の持つ

特定のスキルを必要とするチームへの適合は後者である。また何が適合するかについては、

性格、価値観、能力、属性などの個人特徴と、それぞれに対応する適合対象の特徴が扱わ

れる。これらの３つの軸の組み合わせによって様々な適合がありうるが、適合の違いによ

って個人や組織に及ぼす影響や、影響のプロセスが異なると考えられている。 

採用面接に関するこれまでの研究の中心であった欧米では、採用選考の際には応募者の

特徴や能力と職務の特徴との適合（Person-Job fit）1 が評価されてきた（Edwards, 1991）。 

 

 

 

1 個人と職務の適合には、個人側からの視点での捉え方もある。個人の価値観や期待が特定の職務によってどの程度
満たされるかを問題とする適合である。このような適合は個人と職業との適合（Person- Vocation Fit）と呼ばれ、

どのように個人が職業選択を行うかを研究対象とする職業心理学（Vocational Psychology）のテーマとして古くか

ら扱われてきた（Holland, 1985 ）。ただし個人と職業との適合では、その仕事を選択するか否かの決定権は個人側

にあることから、採用面接における評価を扱う本研究では対象外とする。 
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上記の適合の整理の軸を用いると、適合の対象は職務であり、適合の仕方は相補的であり、

適合の内容は職務遂行に必要な経験、スキル、知識やその他の人物特徴となる。該当する

人物特徴を高いレベルで有する応募者ほど職務遂行に求められるものを満たしており、そ

の結果入社後に高レベルの職務遂行行動が期待できると考える。従って欧米で行われる採

用選考方法の妥当性研究においては、入社後の職務遂行度の評価が基準として用いられて

いる。 

 職務との適合は、先行研究において採用の主要なモデルとされてきたが、これを環境と

人との適合の一つとして捉えて議論するようになったのは 1980 年代後半以降で、きっかけ 

は人と組織の適合（Person-Organization fit）への注目の高まりであった。Bowen, Ledford,  

& Nathan (1991)は、“emerging trend”として、採用時に応募者と組織の適合を評価する

先進的な取り組みをいくつか紹介している。その後、採用選抜に関する研究のレビュー論 

文や展望論文等でも、人と組織の適合の重要性が強調されるようになってきた（Borman,  

Hanson, & Hedge, 1997；Werbel & Gilliland, 1999）。また人と組織の適合という用語を初

めて用いたのは、Chatman(1989)であるが、彼女を含め多くの研究者は組織と個人との価

値や性格特性が類似していることを指して、組織への適合が高いとしている（O’Reilly et 

al, 1991）。前述した環境との適合を整理する観点を用いると、組織との適合は、適合の対 

象は組織全体であり、適合の仕方は追補的、適合の内容は価値観や性格特性が中心的に扱

われている。 

 組織適合の研究の中で個人と共通する側面において組織の特徴を測定する際には、価値

観や性格特性が用いられることが多いが、これは組織レベルでは組織風土や組織文化と言

う概念で扱われるものである。組織風土や組織文化は、組織成員に共有される価値観、あ

るいは組織成員に共通して見られる行動特徴を表わす。組織文化や組織風土の測定では、

たとえば、「私の所属する組織では、規律を守ることが重視される」などといった記述に対

して、あてはまる程度をたずねるといった方法が採られる。 
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組織風土と組織文化に関する研究はこれまで別々に行われてきた経緯があるが、Denison

（1996）は組織文化と組織風土の間の違いについて検討した結果、両者は共に組織の社会

心理的な文脈を対象とする研究であり同じ現象を扱っているとして、両者の知見を統合す

ることを勧めている。Denison の指摘する両者の違いは、組織文化が社会学を考え方の基

礎とし、文化形成の過程と組織の個別性に着目するのに対して、組織風土は心理学を基礎

とし、研究者の提示する側面による測定と、文化間の比較に重点が置かれている点が挙げ

られている。しかし本研究で問題となるのは、適合の対象となる組織の特徴がどのような

価値観や性格特性に関連したものとして記述されるかであって、両者の考え方の違いはあ

まり重要ではない。また実際に、組織風土と組織文化の研究で扱われている測度の内容や

測定の方法は非常に似通っており、区別が難しい。組織文化の測定尺度では、例えば

Hofstede et al（1990）の、Authority, Power distance, Security, Collectivism, Result 

Orientation がある。また組織風土の測定尺度では、Hellriegel & Slocum（1974）の、

Centralization, Supportiveness, Innovation, Peer relations, Motivation to achieve があ

る。これらの下位尺度名を見てみると 2 つの測度がかなり似通った内容を測定しているこ

とがわかる。 

実際組織との適合の議論の中では、組織文化と組織風土の両方を用いたものもあり（例

えば、O'Reilly, Chatman, & Caldwell, 1991; Joyce & Slocum, 1982）、本研究では組織風

土と組織文化はいずれも組織成員に共有された価値観や行動特徴として区別せず用いるこ

ととする。用語については、先行研究を引用する場合はもとの表現に従うが、それ以外は

組織文化という言葉を統一して用いることとする。 

職務との適合と比べると、組織との適合は個人の職務遂行度に及ぼす影響が直接的では

ないためメリットが見えづらい。組織との適合は組織成員個々人の職務遂行レベルをあげ

るのではなく、組織と性格特性や価値観の似通った応募者を採用することで、よりスムー

ズな組織社会化を促したり(Chatman, 1991)、組織への定着を促進するなどの効果（O’Reilly, 



 32

1991）や、組織へのコミットメントやロイヤリティを高めて組織の一体感を強める効果

(Vancouver & Schimtt, 1991)などが期待されている。組織社会化とは、その組織に新規に

参入した個人が、組織の暗黙の価値観やしきたりなどを身につけることで、一人前の組織

成員になっていく過程のことを指すが、特に採用の成否を考える際に重要な結果変数であ

る。また Bauer et al. (2007)は組織社会化に関する先行研究をメタ分析した結果、組織社会

化がうまくいくことが、組織へのコミットメントやロイヤリティの向上につながることを

報告している。 

組織との適合が効果をもたらすプロセスについては十分明らかになっているとはいえな

いが、組織との適合と組織へのコミットメントやロイヤリティとの間には一般に有意な正

の相関が得られることが、欧米のメタ分析の結果で報告されている（Kristof-Brown, 

Zimmerman, & Johnson, 2005）。また、日本でも角山ら（2001）によって、価値観におけ

る組織との適合と組織成員の職務満足度や組織へのコミットメントとの間の有意な関係が

示されている。加えて組織との適合は、特定のパーソナリティが職務遂行度に及ぼす影響

を強めることで、間接的に職務遂行度を高めることも示している 

上記の先行研究は、組織との適合が入社後の役割遂行を有意に予測する可能性を示唆し

ている。そこで、これを採用基準として用いることが考えられるが、職務との適合のかわ

りに組織との適合を用いるのではなく、職務との適合に加えて組織との適合を評価するこ

とが勧められている（Bowen et al, 1991)。職務との適合は職務遂行のレベルを、組織との

適合は組織構成員の組織に対するポジティブな態度を予測するため、両方の評価を行うこ

とで、より望ましい人材が採用される可能性が高まることが期待できるからである。Lauver 

& Kristof-Brown（2001）は、組織構成員自身による職務との適合評価と組織との適合評価

の間の相関は低く（r= .18）、離職の意図は後者によってのみ予測され、職務満足度に対し

ては両方の適合評価がともに固有の予測力を持っていたことを示している。また Authur et 

al（2006）は複数の研究データを用いて、組織との適合は、職務遂行度に対する直接の効
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果よりも、従業員の満足度や組織へのコミットメントを高めることによって職務遂行度を

上げる効果が強かったことを示した。 

職務や組織との適合の他に、環境適合には、上司や同僚などの特定個人や職場やグルー

プといった小集団への適合も含まれる（Kristof-Brown, 1996）。これらの適合は社内の異動

やプロジェクトへのアサインメント、マネジメントなどを考える際には、重要な観点であ

る。しかし日本の新卒採用では、採用後の仕事はもとより、職場や上司も決まっていない。

また入社後に同じ上司や同じ職場で継続して仕事を行う状況は、一般的とは言えない。以

上のことから、社外からの採用選考を考える際には小集団や特定個人との適合ではなく、

職務との適合評価と組織との適合評価の 2 つを重視すべきと考える（Sekiguchi, 2007）。そ

こで本研究では「採用基準として評価するもの」に、職務との適合評価と組織との適合評

価の 2 つの評価要素を組み込むことを提案する。 

 面接評価に影響を及ぼすものとして他には、面接者と応募者の適合が考えられる。面接

者と応募者の価値観などが似通っていて両者の適合度が高くなるほど面接評価が高くなる

ことが、実証研究によって示されている（Garcıa, Posthuma & Colella, 2008; Adkins, 

Russell, & Werbel, 1994）。面接評価の検討の際には、面接者との適合は考慮すべき現象で

あるが、面接者との適合評価とは、面接者が組織社会化の過程で身につけた組織の価値観

や、特定の職務に精通することによって身に着けた職務の価値観や能力ではなく、あくま

で面接者の個人的な価値観を基準とするものを指す。従って面接者との適合は評価エラー

と考えられるため、ここで提案する概念的枠組みには含めず、面接者間の評価に違いをも

たらす原因の一つとして検討を行う。 

 職務との適合や組織との適合では、どのような人物特徴についての適合評価が行われる

だろうか。適合に関する研究と、採用評価や面接評価に関する先行研究をレビューし、本

概念的枠組みで扱う適合評価の評価内容について次に論じる。 
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＜職務との適合評価の対象となる人物特徴＞ 

欧米における採用選考に関する研究の多くは、従来個人と職務の適合に焦点を当ててき

た。もちろん欧米にも新卒採用はあるが、その場合もインターンシップの経験をもとに職

務との適合を評価される点は変わらない。そこで採用選考で評価する人物特徴とそのレベ

ルを決定するために、職務分析によって当該職務の特徴を明らかにすることが、採用選考

の精度を高める意味でも（Pearlman & Sanchez, 2010）、また法的な正当性を担保する意

味でも重視されてきた（Uniform Guidelines on Employee Selection Procedures, 1978）。 

職務分析では、職務の特徴や職務遂行時の手続きを詳細に記述するとともに、その職務

を遂行するために必要な知識、スキル、能力など（Knowledge, Skills, Abilities, and Others; 

KSAOs）が何かを特定する。採用選考の精度を高めるためには、職務分析で特定された

KSAOs を応募者がどの程度保有しているかを測定･評価し、採否の決定を行うことが勧め

られている。また、採用選考方法に関する基準関連妥当性の研究の多くは、職務遂行能力

の上司評価を基準としており、このことからも職務との適合予測が最も重要な関心事であ

ることが伺える。 

一方、日本の新卒採用では、選考対象者が職務未経験者であることや、採用時には従事

する職務が決められていないことが一般的であることから、欧米と比べると職務との適合

度に対する注目は低い。実際の採用面接では、性格や人柄が重視されることはすでに触れ

たが、面接に限定せずとも採用選考時に重視するものとしては「コミュニケーション能力」

「協調性」「主体性」「チャレンジ精神」「誠実性」などの一般的な人物特性があげられてい 

る（日本経済団体連合会, 2008）。この調査は大手企業に偏ったサンプルであるが、より一

般的な調査であっても「熱意」「コミュニケーション力」「協調性」といった一般的な人物

特徴を評価すると答えた企業が多く、その割合は企業の規模によって変わらなかった（労

働政策研究・研修機構、2008）。これらは特定職務の遂行にすぐ求められるものというより

も、入社後の育成や教育によって将来的に職務遂行ができるようになるためのいわゆる“潜
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在能力”の評価である（岡部・樋口、2009）。しかし職種別採用が行われていなくとも、日

本の採用において職務との適合が考えられていないわけではない。たとえば事務職系と技

術職系に分けて採用を行っている会社では、評価の際に重視されるものが異なることが調

査の結果報告されている（日本経団連教育問題委員会, 2004）。この調査では、技術職系の

方が「ものごとを深く探求し考え抜く力」である知力の重視度が、事務職系に比べると高

かった。また岡部・樋口の調査（2009）で、なぜ特定の人物特徴を評価するかをたずねた

ところ、人事担当者の回答の中には営業や工場のラインでの作業といった具体的な仕事を

挙げてその理由が語られたことが報告されている（p6）。入社後の活躍を考える際に、同僚

とうまくやっていくことや組織の一員として組織になじむことは重要であるが、仕事が出

来なくては採用した意味がない。たとえ新卒採用であっても、職務遂行の成功をある程度

意識した評価がなされていると考えられる。 

日本の新卒採用では、採用時には応募者に職務経験が無く、将来従事する職務が確定し

ていない。従って入社後に様々な仕事ができることを予測するような、潜在的な能力の評

価が必要になる。欧米でも近年、現有能力ではなく、将来の成長や能力発揮の可能性評価

である潜在能力評価の必要性が言われ始めている（Silzer & Davis, 2011）。本研究では、日

本の新卒採用のように、より一般的な個人特性をもって、将来の職務との適合可能性を評

価する場合を「職務適合潜在力」評価として、以降では欧米型の職務との適合評価と区別

して用いることとする。 

通常の職務との適合評価と比較した際の「職務適合潜在力」評価の特徴として、以下の 3

点を挙げる。 

 

①  評価する人物特徴が、抽象的・一般的である。同じ外向性であっても、例えば営業職

として顧客に対する積極性ではなく、より一般的な対人場面での外向性を指す。 

②  評価の対象となるのは、職務で求められる一定レベルの行動特徴を将来発現する可能
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性を高める人物特徴となる。またその人物特徴が求められるレベルに関しても、現時

点で将来の職務遂行度で求められるレベルに足りているかを評価するものではない。 

③  職務との適合で評価される人物特徴は職務ごとに異なることが原則であるものの、例

外的に日本の新卒採用のように、複数の職務に共通する人物特徴の評価を行うことが

ある。 

 

また職務との適合評価と職務との適合潜在力の評価の違いを、イメージで例示したもの

を図Ⅱ－2 に示す。上記の特徴のうち③については、日本の新卒採用のように職務が特定さ

れていない場合（職務横断型）と、職務は特定されているものの将来の可能性を評価する

場合（職務特化型）があると考える。 

 

図Ⅱ－2  職務との適合評価と職務との適合潜在力評価 
 
欧米型の職務との適合評価のイメージ 

職務 A；遂行に必要な行動特徴 a を評価 
職務 B；遂行に必要な行動特徴 b を評価 

 
職務適合潜在力評価（職務特化型）のイメージ 

職務 A；遂行に必要な行動特徴 a 
→将来的に行動特徴 a の発現を可能にする人物特徴 X を評価 

職務 B；遂行に必要な行動特徴 b 
→将来的に行動特徴 b の発現を可能にする人物特徴 Y を評価 

 
職務適合潜在力評価（職務横断型）のイメージ 

職務 A；遂行に必要な行動特徴 a 
→将来的に行動特徴 a の発現を可能にする人物特徴 X＋Y  

職務 B；遂行に必要な行動特徴 b 
→将来的に行動特徴 b の発現を可能にする人物特徴 Y＋Z 

 
⇒ 職務 A、B の共通部分である人物特徴 Y を評価 
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 欧米で一般に行われる、採用する職務が決まっており、応募者も職務経験がある場合の

職務への適合評価では、該当する職務に必要な行動特徴を特定し、現時点で応募者がその

行動特徴を有する程度を評価する。「職務特化型」の職務適合潜在力を評価する場合は、採

用する職務は決まっているものの、応募者はその職務や類似する職務を経験したことがな

い。この場合は直接職務遂行に必要な行動特徴は評価できないものの、将来その行動特徴

が現れる確率を高めるような人物特徴を評価する。例えば、個人向けの金融商品の営業を

行う仕事では、初対面の顧客であっても、収入や経済状態などの話しづらいことについて

スムーズに話しが聞きだせるように相手から信頼を得ることが重要である（職務の遂行に

必要な行動特徴）。この仕事への採用面接において、営業が未経験の応募者に対しては、相

手の話に十分耳を傾け、相手の立場に立って話の内容を理解することができるか（必要な

行動特徴の発現につながる人物特徴）を評価する。日本の一般的な新卒採用では、採用す

る職務は決定しておらず、応募者も仕事の経験がなく、「職務横断型」の職務適合潜在力評

価が行われる。この場合の例として、ある会社では研究職は自分で研究の動向をキャッチ

アップしながら商品につながる研究のテーマを主体的に決定することが求められる（職務

の遂行に必要な行動特徴 a）。そこで様々な関連分野に対する興味関心を持ちつつ（人物特

徴 X）、自分の問題意識をもって主体的に行動できること（人物特徴 Y）が評価の候補とな

る。一方、この会社の営業職は、無形の商品を顧客のニーズに合わせてカスタマイズし、

自ら納品まで行うことが求められる（職務の遂行に必要な行動特徴 b）。ここでは、自分の

問題意識をもって主体的に行動できることと（人物特徴 Y）、顧客のニーズを的確に理解す

ること（人物特徴 Z）が評価の候補となる。従って、新卒の採用面接では、自分の問題意識

をもって主体的に行動できるかが（人物特徴 Y）、評価されることになる。 

面接は柔軟性の高い評価手法であり、様々な人物特徴を評価することが可能である。

Huffcutt et al（2001）の提案した面接の評価項目の分類は、「知的能力」「職業上の知識・

スキル」「性格特性」「社会的スキル」「興味・指向」「組織への適合」「身体的特徴」からな
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っていた。「組織との適合」を除くこれらの分類のうち、「職業上の知識・スキル」と特に

職業に関連した「興味・指向」は、通常の職務との適合評価において評価されるものであ

る。一方「知的能力」「社会的スキル」と、一般的な「興味・指向」は、職務適合潜在力評

価の対象になりうる。「身体的特徴」については、一般的な身体的魅力と、職務に関連した

身体的なスキルの 2 つが含まれる。前者は職務に直接関係しない場合には、面接評価の妥

当性に貢献するとは考えられないため、フレームワークには含めない。後者は職務関連ス

キルとして、職務との適合の中で扱う。 

 ここで提案する概念的枠組みでは、欧米の採用モデルである職務との適合評価と、職務

適合潜在力の評価の両方を扱うこととする。従って評価される人物特徴としては、「職務知

識やスキル」「職務に関連した実践能力」「職務に関連した価値・指向・興味」「職務に関連

した性格特性」「一般知的能力」の 5 つを置く。 

   

＜組織との適合評価の対象となる人物特徴＞ 

ビジネス環境やテクノロジーの変化のスピードが早くなったことで、職務も頻繁に変化

するようになった。職務が固定化されていれば、職務との適合評価は職務遂行レベルの予

測精度が高く、価値があるが、職務そのものが変化を余儀なくされる環境下で職務適合の

限界が認識されるようになり、その結果、組織との適合は以前よりも注目を集めるように

なった（Borman, Hanson, & Hedge, 1997；Werbel & Gilliland, 1999）。このような変化

に対応して、職務との適合評価のみを採用の基準とすることにも限界が生じた（Anderson, 

Lievens, van Dam, & Ryan, 2004）。また、組織との適合は職務との適合よりも組織へのコ

ミットメントの高さや定着のよさを予測することから（Kristof-Brown, Zimmerman, 

Johnson, 2005）、優秀なホワイトカラーの留保に貢献するなど、職務との適合にはない独

自の効果も期待される。実際に、採用時に組織との適合を評価するケースが増えているこ

とが指摘されている（Rynes, Colbert, & Brown, 2002）。 
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それでも欧米では、現在も仕事に従事する人をその都度採用することが主流である（日

本労働研究機構, 1998）。一方日本型の採用慣行では、職務経験のない応募者を新卒時に採

用し、長期雇用する。そして従業員は社内の異動を通じて複数の職務を経験する（日本労

働研究機構, 1998）。この場合、新卒採用時の特定の職務との適合評価の有効性には限界が

あり、欧米ほど重視されない。そのかわり長期雇用を前提とする日本の雇用慣行において、

組織への社会化やコミットメントを向上させる効果を持つ組織との適合は、日本企業の新

卒採用において相対的に高い重要性を持つと言える。企業の新卒向けの採用広報を見ると、

組織の文化や価値観にあった人材を求めるメッセージが出されている。2005 年に日本企業

を対象に行われたある調査では、9 割を超える企業が採用時には企業文化や価値観との相性

を重視すると回答している（リクルートワークス研究所, 2005）。 

主として欧米での雇用環境の変化を受けて、組織との適合に関しては近年数多くの研究

が行われるようになり、仕事や組織への満足度などとの関係性に関するメタ分析も行われ

ている（Arthur, Bell, Villado, & Doverspike, 2006；Kristof-Brown, Zimmerman, Johnson, 

2005）。Arthur ら（2006）では、組織との適合は職務遂行度とは弱い相関（ρ= .15）しか

ないものの、組織に対するコミットメントなどの態度や、仕事への満足感などとは比較的

強い相関（ρ= .31）が報告されている。以上の傾向は Kristof-Brown らのメタ分析（2005)

でも同様である。従業員と組織が適合している状態では、従業員の欲求が充足されること

によって（Rounds, Dawis, & Lofquist, 1987; Schneider, Kristof-Brown, Goldstein, & 

Smith, 1997）、あるいは類似した他の従業員に対する好意が高まることによって（e.g., 

Byrne, 1971）、従業員の組織に対する満足度やコミットメントを高めるとの説明がなされ

ている。一方で組織との適合と職務遂行度のつながりには理論的な説明がなく、実証的な

検討でも、組職との適合と職務遂行度の間には直接的な関係があまりないこと（パス係数

の推定値ρ=.06）が示されている（Arthur et al, 2006）。 

組織との適合に関する先行研究では、価値観、性格特性、態度、目標、あるいは性別や
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人種などの属性に関する適合が扱われている。Kristof-Brown ら（2005）が行ったメタ分

析で、最も研究が多かったのは価値観に関する適合で、次に多かったのが、性格特性にお

ける適合である（Schneider, Goldstein, & Smith, 1995）。Kristof-Brown ら（2005）のメ

タ分析では、価値観における適合と性格特性における適合では、職務への満足度との相関

は前者のほうが高い値を示していた（それぞれρ= .51, ρ= .08）。組織へのコミットメント

を基準とした際には、価値観のみの適合と性格特性を含む複数の側面における適合では、

差は小さいものであったが前者のほうがやや高い値を示した（それぞれρ= .68, ρ= .59）。

組織適合の評価内容として扱われることの最も多い価値観は、従業員の組織に対する態度

を有意に予測できることが示されている。 

一方で、性格特性を組織との適合の評価内容とする研究の中には一定レベルの効果を報

告するものもあるが（eg., Judge & Cable, 1997;Ostroff, 1993）、価値観における適合評価

ほど効果は安定していないようである。その理由の一つに、性格特性による適合は、価値

観による適合とは異なる意味を持つことが考えられる（Ryan & Kristof-Brown, 2003）。例

えば価値観と性格の両方の適合を用いた研究では、性格特性の適合のみが従業員が組織に

とどまる選択を有意に予測することが示されている（Giberson, Resick, & Dickson, 2005; 

Westerman & Cyr, 2004）。また、価値観よりも性格特性のほうが行動に結びつきやすく、

他者から観察しやすいといった理由で、適合評価には性格特性のほうがより適当であると

する議論や（Ryan & Kristof-Brown, 2003）、実際に組織との適合を評価するリクルーター

に組織への適合を何で評価しているかをたずねたところ、価値観よりも性格特性をあげる

ことが多かったとの報告もある（Kristof-Brown, 2000）。採用面接の妥当性に貢献できる可

能性は価値観による適合が高いものの、状況に応じて性格特性による適合も効果的である

といえる。 

採用場面における組織との適合評価に関する研究では、例えばリクルーターが応募者と

組織が似ていると思う程度を主観的に評価したもの（eg., Rynes & Gerhart, 1990）や、応
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募者自身が回答した価値観の尺度得点と面接者が回答した組織の価値観の尺度得点の一致

度（Adkins ら, 1994）などの測定方法が用いられている。しかし、前者のような主観的適

合評価と後者のような客観的適合評価の関連性は相関で 0.25 程度であり、異なるものを測

定している可能性が指摘されている（Cable & Judge, 1996, 1997）。主観的な適合度を用い

るときは、主観的評価を行う面接者やリクルーターが何に基づいて組織との適合度を判断

しているかが、明らかにされることはあまりない。たとえば Adkins らは面接者の主観的な

組織との適合度評価を評定させているが、その質問は“Given your overall impression of 

this candidate, how good a 'fit' do you think there is between the candidate and your 

organization?”といったものである。 

採用場面における組織との適合評価の重要性が議論される一方で、実際の採用場面、特

に採用面接における組織との適合評価については、まだ研究が不十分である（Judge et al, 

2002）。ただし、前述したように組織との適合評価が組織や個人にもたらすプラスの効果に

ついては実証的に示されていることから（Arthur, Bell, Villado, & Doverspike, 2006；

Kristof-Brown, Zimmerman, & Johnson, 2005）、組織適合評価が面接評価の妥当性を向上

させる可能性は高い。そこで採用選考に限らず、組織との適合に関する先行研究全般を参

考に、組織との適合評価の対象となる人物特徴として、「組織適合に関連する価値観」「組

織適合に関連する性格特性」「組織適合に関する他の人物特徴」を置くこととする。 

 

＜面接場面での一般的な対人評価に含まれる人物特徴は何か＞ 

ここまでは、組織側が採用面接で評価したいと思うものについて述べてきた。ここから

は採用基準としてではないものの、採用面接において一般的な対人評価として自然に評価

される人物特徴は何かについて検討する。 

前述したように、採用面接では、組織や仕事の特徴の違いにかかわらず一般知的能力や

誠実性などの個人特性が評価される可能性が指摘されている(Schmidt & Rader, 1999)。採
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用面接の評価との関係性を検証した研究が最も多いのが、一般知的能力である。アメリカ

を中心とするデータ（Huffcutt, et al, 1996）でも、その後ヨーロッパの研究も含むデータ

でもメタ分析が行われており（Salgado & Moscoso, 2002）、前者では相関の平均の推定値

として 0.4 を、後者では構造化されていない面接では補正後の値で 0.41 が、構造化された

面接ではやはり補正後の値で 0.28 が報告されている。少なくとも欧米での採用面接では一

般に知的能力が評価されていると言えそうである。 

ただし、特定の人物特徴が組織や職種の違いを超えて共通して評価されるのは、その人

物特徴が採用面接の場面で自然に評価されるからとは限らない。その人物特徴が職種や企

業の違いにかかわらず職務遂行度を高めることが期待される場合は、どの採用面接でも「採

用基準として」評価される対象になる。個人特性と職務遂行度の相関をメタ分析した結果、

米国では一般知的能力（Huffcutt, Roth, & McDaniel, 1996; Berry, Sackett, & Landers, 

2007）と勤勉性（Barrick, & Mount, 1991; Barrick, Mount, & Judge, 2001）が、日本で

は外向性や情緒の安定性（都澤・二村・今城・内藤, 2005）が、組織や職種の違いを超えて

一般的に有意な正の関係性があることが報告されている。このようにどの会社や職種でも

一定の人物特徴を持った人物が活躍する事が期待される場合、この人物特徴は結果的に採

用面接で広範に評価され、かつ入社後の活躍予測に対する妥当性を持つことになる。また、

たとえば日本におけるメリトクラシーの議論の中では、面接を含む組織への採用選抜時の

評価においては、学歴とともに日本的な組織の集団文化に典型的な価値観を持った人物が

評価され、それが日本的な組織文化の再生産につながっていることが指摘されている（竹

内, 1997）。このように、日本企業という枠や特定の時代背景において、ある人物特性がい

ずれの企業にとっても望ましいと考えられている場合にも、これらが日本企業の採用面接

で一般に評価されるものになりうる。 

このような人物特徴は、提案する概念的枠組みでは「採用基準として評価するもの」と

して扱う。この場合、職種や企業の違いには関係なく特定の人物特徴が一般に評価される
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ことになり、職務との適合は職務によって、組織との適合は組織によって異なるとした概

念的枠組みの条件に反するようにみえる。ただし職務や組織との適合の際に、対象となる

個別の職務や組織の特徴を意識していることに変わりはなく、結果的に同じ人物特徴が採

用基準として抽出されたにすぎないと考える。つまり「採用基準として評価するもの」と

して設定されるのは、通常“論理的思考力”“学習能力”“知性”“洞察力”といった言葉で

表わされる個々の職務や組織に必要とされる能力であるが、これらの採用基準に共通する

一般知的能力が、結果的に採用面接と相関を持ったとも考えられる。この場合の一般性は、

同じ人物特徴を採用条件とするような文化や採用慣習によって限定される。一般に評価さ

れる人物特徴は日本と欧米では異なることが予想されるし、職務遂行度の高い人物につい

てみんなが共有するイメージが時代によって変化すれば、それに伴って変化する。一方で

「面接場面での一般的な人物評価」は、採用面接という場に特徴的に評価されるものであ

り、米国の採用面接と日本の採用面接では異ならないと考える。 

先行研究で面接評価と一般に相関が確認されている一般知的能力は、多くの組織や職務

に共通した「採用基準として評価するもの」だろうか、それとも「面接場面での一般的な

対人評価」だろうか。一般知的能力は職務や組織の違いにかかわらず職務遂行度を有意に

予測することが米国のメタ分析で示されている（Schmidt & Hunter, 1998）。一方日本のデ

ータでは、一般知的能力と職務遂行度の間の相関は、常に有意とは限らないとの結果が報

告されている（飯塚・持主・内藤・二村, 2005）。一般知的能力は、米国では一般に採用基

準になりうるが、日本ではそうではない。 

ただし一般知的能力が「採用基準として評価するもの」であることは、必ずしも一般知

的能力が「面接場面での一般的な対人評価」であることを否定するものではない。一般知

的能力は面接場面で評価しやすい個人特性であることが指摘されており（Huffcutt ら, 

1996）、面接時の話の様子から自然に評価される可能性も残されている。面接者の質問を的

確に理解し、自分の経験なり考えを論理的にわかりやすく説明できるなどの面接における
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コミュニケーションの達者さは、有能さを示すものとして面接場面で自然に評価されるか

もしれない。少なくとも日本での採用の場合は、一般知的能力は常に職務遂行度の評価を

高めるわけではないことから（飯塚ら, 2005）、面接場面での一般的な対人評価の対象とな

る人物特徴として概念的枠組みに含めることとする。 

 一般知的能力に次いで面接評価との関係性について研究が行われているのが性格特性で

ある。米国におけるいくつかの先行研究では、性格特性の五大因子のうち面接評価と関連

性が最も強いのは外向性であると報告されている（Barrick et al, 2000；Huffcutt et al, 

2001）。また、ヨーロッパでのデータを中心にレビューを行った Robertson & Smith(2001)

では、「外向性」に加えて「情緒の安定性」も程度は外向性ほど強くないが、安定して面接

評価と関連することが報告されている。これらの研究から、採用面接評価と「外向性」「情

緒の安定性」の間に一般に有意な相関が得られると予想できる。 

これらの人物特徴が、面接場面で自然に評価されるものである可能性を次に検討する。

米国で行われたあるメタ分析では「外向性」「情緒の安定性」と職務遂行度の間には一般に

有意な相関は得られていない（Barrick & Mount, 1991）。一方、米国で行われた別のメタ

分析では、情緒の安定性に対応する「適応性」の尺度が、職務遂行度の評価と一般に有意

な相関を示すことが報告されている（補正をかけない値で r=.13, Hough, Eaton, Dunnette, 

Kamp, & McCloy, 1990）。ヨーロッパのデータを用いたメタ分析でも、「情緒の安定性」が

職務遂行度と一般に正の関係があったことが報告されている（補正値ρ=.19；Salgado, 

1997）。欧米の先行研究の結果からは、「情緒の安定性」は一般に採用基準になる可能性が

あるが、「外向性」はそうではないといえる。 

一方で日本におけるメタ分析では、外向性に含まれる「活動意欲」「身体活動性」「社会

的内向性」「達成意欲」などの尺度において、職務遂行度の評価との間に補正値で.12～.21

の相関の推定値が報告されている。さらに値は小さいものの、情緒の安定性にあたる「敏

感性」「自責性」「気分性」では、補正値で－0.08～－0.17 とある程度の相関が示された（都
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澤ら, 2005）。以上の結果から、日本では「外向性」「情緒の安定性」はともに、一般に採用

基準になる可能性がある。 

性格特性に関しても一般知的能力と同様に、「採用基準として評価するもの」であること

が「面接場面での一般的な対人評価」であることを否定するものではない。性格特性につ

いては、面接評価の相関を見た研究が一般知的能力ほど多くないため、一般的な対人認知

研究の知見を参考にする。 

何が評価されているかを検討する際に、外的基準アプローチと主観的基準アプローチが

あることについて前に述べた。主観的基準アプローチを用いる場合は、認知者がどのよう

な観点で他者を見ているかで評価内容を検証し、外的基準アプローチを用いる場合は、認

知者の評価と、性格検査など人物特徴を測定する他の測度、あるいは、第三者の評価など

用いて、評価内容を検証する。 

対人認知の研究の中で主観的基準アプローチをとる研究では、人を評価する際の側面と

して、温かさと有能さ（Cuddy, Fiske & Glick, 2008）といった一般的な評価次元があるこ

とが示されている。このような評価次元についての実証研究では、たとえば評価者が様々

な側面において他者を評定した結果の構造を分析することで、評価次元が想定どおり得ら

れることを示している（Abele & Wojciszke, 2007）。したがって評価者の視点からは、温か

さや有能さに関して評価が行われているといえる。一言で温かさと有能さといってもそれ

ぞれの次元は多くの人物特徴を含むと考えられる。性格五大因子にあてはめたときに、ど

のような温かさや有能さに関する人物特徴が評価されるのだろうか。 

温かさと有能さの 2 軸と、性格五大因子の関係性は直接明らかにされていない

（Srivastava, 2010）。ただし、性格五大因子はさらに 2 つの上位因子に分けられることが

近年多くの実証研究で示されており（ex, Digman, 1997; Becker, 1999; Jang et al, 2006; 

Rushton, & Irwing, 2008; Blackburn, Renwick, Donnelly, & Logan, 2004）、いずれも「調

和性」「勤勉性」「情緒の安定性」がひとつに、「外向性」と「開放性」がもう一つの因子に
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まとまることが示されている。前者は社会性や協調性、安定性などに関連し、後者は勢い

や主体性、柔軟性を表す因子で、この 2 つが社会的認知研究で言われている共同性と作動

性の 2 軸にそれぞれ対応すると論じられている（Saucier & Goldberg, 2003）。つまり性格

5 大因子は、社会的認知評価の 2 軸の下位要素をなしていることになり、いずれも対人場面

で評価される可能性がある。 

外的基準アプローチを用いた研究では、評価内容検討の基準として被評価者の回答によ

る性格特性尺度が使われることが多い。その結果、性格五大因子の「外向性」の評価は、

相手と会ってからかなり早い段階で、あるいは限られた情報しか与えられない場合でも行

われ、しかもその評価は他の評価と比べると比較的正確であることが報告されている

（Funder & Sneed, 1993; Kenny et al, 1994; Levesque and Kenny, 1993; Park & Judd, 

1989）。その理由として、Funder & Sneed（1993）は性格五大因子の中でも「外向性」が

最も観察可能であることを指摘している。また、外向性ほどではないものの、次いで正確

に認知されている特性として「勤勉性」を報告している研究もいくつかある（Park & Judd, 

1989; Albright, Kenny, & Malloy, 1988）。さらに「情緒の安定性」についても、Carney ら

（2007）は 5 秒のビデオ映像の提示によって、「外向性」「勤勉性」に次いで観察者の印象

評価と被評価者本人の尺度得点との間に高い相関を報告している。上記に述べた性格五大

因子の因子分析の結果によれば、「外向性」は有能さに、「勤勉性」と「情緒の安定性」は

温かさに属することなり、主観的基準アプローチの研究知見とも矛盾しない。また、面接

評価と性格特性の関連性を見た先行研究の知見とも一致する。そこで、「外向性」「勤勉性」

「情緒の安定性」を「面接場面での一般的な対人評価」に含まれる性格特性とする。 

以上をまとめると、「一般知的能力」は、すでに採用面接評価との関係が欧米での先行研

究で示されており、また一般対人認知の観点からは有能さを示す個人特性と考えられるこ

とから「面接場面での一般的な対人評価」であると考える。また性格特性では、面接評価

との相関を見た先行研究と一般対人認知に関する研究結果を参考に、「外向性」「勤勉性」「情
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緒の安定性」が「面接場面での一般的な対人評価」であるとする。これらの人物特徴のう

は「採用基準として評価するもの」である可能性も残されているが、この点については実

証研究で検討を行うこととする。 

 

＜各評価要素と総合的な評価＞ 

 本論文では「採用基準として評価するもの」として、(a) 職務との適合にかかわる人物特

徴、(b) 組織との適合にかかわる人物特徴を、また「面接場面での一般的な人物評価」とし

て(c) 外向性、情緒の安定性、勤勉性と、一般知的能力を含めた面接評価内容の概念的枠組

みを提案する。これら 3 つの評価要素はどのようにして最終評価に統合されるのだろうか。

各評価要素と総合評価の関係性は採用事情の違いや、面接者の違いの影響を受けるのだろ

うか。 

対人認知の研究において提案されている二重過程モデルのうち、連続体モデル（Fiske & 

Neuberg, 1990）では、カテゴリーに基づく印象評価が先行するものの、認知者が相手を理

解することに動機付けられる場合には、ボトムアップの情報処理が並行して行われるとし

ている。今回提案するフレームワークの「面接場面での一般的な人物評価」は、連続体モ

デルのトップダウン処理で扱われる人種や性別といった属性カテゴリーではないにしても、

初期印象での、明るい－暗い、元気がよいー悪い、清潔感があるーない、といった大きな

カテゴリーのどちらに応募者が入るかが判断されていると考えると、トップダウンの評価

に近いものと考える。カテゴリカルな評価でなくても、特に背が高いとか、奇抜な格好を

しているなどの特徴的な外見も、連続体モデルのトップダウンの評価として論じるものも

ある（Smith & DeCoster, 2000）。さらに、通常面接者は応募者を評価することに強く動機

付けられていることから、直感的な判断に頼るのではなく、ボトムアップの詳細な情報の

検討がなされると考えられる。つまり、「採用基準として評価するもの」と「面接場面での

一般的な対人評価」はともに最終評価に影響を与えるものの、評価者が情報に注意を払う
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程度や、相手を正しく評価したいと思う動機によって、ボトムアップの評価である「採用

基準として評価するもの」の最終評価への影響が強くなることが予想される。 

「採用基準として評価するもの」に含まれる職務との適合評価と組織との適合評価のど

ちらが、最終評価の際により重視されるかのバランスは、面接の置かれた状況によって異

なると考えられる。新卒採用のように職務経験のない応募者を採用する場合には中途採用

を行う場合よりも、また明確に定義された職務に人を充てる米国よりも、社内での異動を

行いながらジェネラリストとしての活躍を期待する日本の方が、職務との適合よりも組織

との適合評価の重要性は増すだろう。また、同じ組織やポストへの採用であったとしても、

組織の採用ポリシーによってどちらの適合を重視するかが異なるだろう。 

2 つの適合評価は、入社後の成功を予測の対象となる行動が異なることから、いったん独

立した評価と想定した。しかし例えば職務との適合では対人積極性が、組織との適合では

主体性が評価される場合など、たがいに関連する人物特徴が含まれる可能性もある。同様

に、「採用基準として評価するもの」と「面接場面での一般的な対人評価」も、いつも明確

に分けられるわけではない。たとえば、コミュニケーション能力の評価は営業職では仕事

との適合を予測するが、同時に一定レベルのコミュニケーション力を持つことがすべての

組織成員に求められており、組織への適合を予測することもあるだろう。さらに、面接で

はコミュニケーション能力が一般に評価されることも考えられる。このような状況は個別

評価の最終評価への統合を検討する際の問題となる。残念ながら、この問題について実証

的に検討した研究はこれまでのところ行われていない。関連する研究としては、面接者が

採否の意思決定に際して応募者の評価情報をどのように統合するかを検討したものがある

（Graves & Karren, 1999）。しかし、これらの研究は主として面接者間の評価観点の違い

に着目したものであって、枠組みで提案したような評価の目的や、評価の性質の異なる評

価要素間の統合を扱ったものではない。 

職務への適合で評価される人物特徴と組織への適合で評価される人物特徴、面接場面で
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の一般的な対人評価の対象となる人物特徴を分けておくことで、最終評価のバランスをあ

る程度コントロールすることが期待できる。対人積極性がさほど強く求められない職務、

組織でありながら、面接で一般に評価される場合には、これをコントロールすることが必

要になる。あるいは、自己主張の強さは職務への適合を高めるが、組織への適合を阻害す

る場合、どの程度の自己主張の強さを許容するのか、などといった問題を考える場合もこ

れにあたるだろう。概念的枠組みの提案にあたっては、状況に応じて 3 つの評価要素が最

終評価に影響する程度は変化するものの、3 つの評価要素はすべて最終評価に影響を与える

可能性があるとおいて検討を進める。 

 

 ここまでは、主として先行研究の知見を参考にしながら、面接の評価内容に着目した概

念的枠組みを提案した。第Ⅲ部では、実証研究の結果を報告する。実証研究は、以下 3 点

を目的とする。 

 

目的 1；提案した概念的枠組みに含まれる 3 つの評価要素（職務との適合、組織との適合、

面接場面での一般的な対人評価）が、採用面接の最終評価に影響することを示す 

 

目的 2；提案した概念的枠組みの前提条件のうち、以下の４つについて検証する 

① 「面接場面での一般的な対人評価」では、様々な採用面接で共通の人物特徴が 

  評価される 

② 「組織との適合」では、面接者との適合ではなく、組織との適合が確かに評価

されている 

③ 職種別採用を行わない日本の新卒採用面接においても、「職務との適合」が評価 

されている 

④ 各評価要素の評価結果は、応募者の入社後の活躍予測に貢献する可能性がある 
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目的3；概念的枠組みを用いることで、第Ⅰ部で論じた面接研究の問題点（以下 2 点）が

解決できる可能性を示す 

  ① 面接者間の評価の違いを検討する際に、評価要素を考慮することが有効である 

  ② 対人認知研究の知見の適用は有効である 

 

実証研究の概要 

 

 第Ⅲ部で報告する実証研究と、上記の 3 つの目的との関連性について説明する（表Ⅱ）。

研究 1 と研究 2 は「①面接場面での一般的な対人評価」について、研究 3 と研究 4 は採用

基準として評価されるもののうち「②組織との適合」について、研究 5 と研究 6 は採用基

準として評価されるもののうち「③職務との適合」について検討する。最後に研究 7 では

ある会社の面接評価データを用いて、3 つの評価要素全てを同時に分析し、実務場面での概

念的枠組みの有効性について考察を行う。各評価要素の検証にあたっては、外的基準アプ

ローチと主観的基準アプローチの両方を用いる。主観的基準アプローチを用いた研究では、

面接者間で評価の違いが生じる理由についても検討を行う。また一般対人認知研究からの

知見の援用は、各研究で必要に応じて行う。 

 

以下に、7 つの実証研究の概要を簡単にまとめる。 

 

研究１  

「組織の違いにかかわらず、面接場面で一般に評価される人物特徴はあるかどうか」を検

討する。具体的には、86 社の新卒採用時の面接評価と、性格検査と一般知的能力検査から

なる応募者の適性検査の得点を用いて、各社ごとの面接評価と適性検査得点の相関係数を 
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表Ⅱ．実証研究の概要 

 外的基準アプローチ 主観的基準アプローチ 

① 

面接場面での 

一般的な 

対人評価 

研究1（複数組織のデータ）； 

 複数組織において、面接評価と関連

する応募者の個人特性が何かを検証 

研究2（A社のデータ）； 

 応募者の第一印象のよさが面接評価に与

える影響を検証 

② 

組織との 

適合評価 

研究3（複数組織のデータ）； 

 組織による面接評価の違いが、組織

特徴によって説明可能かを検証 

研究4（A社のデータ）； 

 応募者の価値観が組織との適合評価に

おいて評価されるかを検証 

③ 

職務との 

適合評価 

研究6（B社のデータ）； 

 特定職務を念頭に設計された構造

化面接評価の予測的妥当性を検証 

研究5（面接経験者を対象にした調査）； 

 面接者の職務経験が、新卒採用時の評

価すべき人材観に影響を及ぼすかを検証 

研究7 分析2（A社のデータ）； 

 職務との適合評価が最終的な面接評価に

及ぼす影響は、面接者の人材観によって影

響を受ける 

①～③の 

最終評価への

統合 

 該当する研究なし 

研究7 分析1（A社のデータ）； 

 ３つの評価要素が、どのように最終的な面

接評価に影響を及ぼしているかを検証 

※括弧内は使用データ 

 

メタ分析的な手続きによってまとめる。これによって会社の違いにかかわらず一般的に面

接評価と有意な関連性を持つ応募者の個人特性が何かを検証し、欧米の先行研究と比較し

ながら考察を行う。 

 

研究２  

「面接場面で一般に評価される人物特徴は、初期の印象評価に影響を及ぼすことで最終

的な評価に影響を及ぼすかどうか」を検討する。あるサービス A 社の採用面接時に収集し

た初期印象のよさの評定結果と面接の最終評価、応募者の適性検査の得点を用いて、共通

に評価される特性が印象評価を通じて最終評価に影響を及ぼすモデルの妥当性を、共分散

構造分析を用いて確認する。 
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研究３  

組織との適合評価が面接で行われているかを確認するために、「面接評価は組織によって

異なっており、それは組織の特徴を反映しているかどうか」を検討する。研究 1 で使用し

た 86 社のうち組織特徴が確認できた 81 社のデータを用いて、各社ごとの面接評価と適性

検査得点の相関係数を従属変数、組織の特徴（業種、従業員数、創業・創立年、資本金）

を独立変数としてカテゴリカル回帰分析を行う。組織特徴によってどのような相関係数の

違いが得られるかを考察する。 

 

研究４  

「応募者の価値観は面接での組織との適合評価に影響を及ぼすかどうか」を検討する。

サービス A 社の面接時の組織との適合評価を従属変数とし、応募者をレベル 1、面接者を

レベル 2 とする多水準分析を行う。応募者の特定の価値観が組織との適合評価に影響を及

ぼすことを確認するとともに、面接者の組織文化認知、応募者との価値観の乖離度、面接

者の固定的人間観などが干渉変数としてどのように評価に影響を及ぼすかをあわせて検証

する。 

 

研究５  

新卒採用面接において職務への適合が評価されるためには、面接者は職務との適合を意

識した評価観点を持っていることが必要である。企業で採用面接の経験者を対象に行った

調査データを用いて、「面接者自身の職務経験によって新卒採用面接における応募者の評価

観点が異なるかどうか」を検討することで、面接者の評価観点に職務との適合評価の視点

が含まれることを示す。 

 

研究６  
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日本の新卒採用では応募者が職務未経験であることから、職務遂行に直接関連する能力

やスキルの評価は難しい。そこで、応募者が将来的に職務遂行で成功することを予測する

ための人物特徴評価を「職務適合潜在力評価」として、これを妥当に評価できたかどうか

を検討する。具体的には、特定職務（営業）を念頭において構造化した採用面接時のデー

タを用いて、採用時の面接評価と採用後の営業職としての評価の関連性を分析する。 

 

研究７（分析 1 ）  

概念的枠組みで示した 3 つの評価要素（“面接場面での一般的な対人評価”“組織との適

合評価”“職務との適合評価”）は、それぞれ面接の最終評価に影響を与えているかどうか

を検討する。分析 1 では、あるサービス A 社の面接時の採用基準としての人物特徴評価、

印象評価、組織との適合評価のそれぞれが面接の最終評価に固有の影響を及ぼすことを、

共分散構造分析を用いて検討する。 

 

研究７（分析 2 ）  

 研究 5,、6 で検討できなかった職務との適合評価における面接者間の評価の違いの要因を

検討する。分析１と同じデータを用いて、応募者をレベル 1、面接者をレベル 2 とする多水

準モデルを用いて分析する。同じ組織に属する複数の面接者は共通の視点を持って、応募

者の職務適合潜在力を評価していることを示す。加えて、職務との適合評価で面接者間の

違いが生じる理由の一つとして、面接者のもつ人材観（応募者にどのような特徴を望むか）

の違いが及ぼす影響について検討する。  
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第Ⅲ部 実証研究 

1章 研究1 

 

研究 1 では、採用面接場面において一般に評価される人物特徴があるか、あるとすれば

それは何かを、現実的パラダイムを用いて検証する。具体的には、複数組織における実際

の新卒採用時に得られた面接評価データと、応募者が回答した適性検査の得点の間の相関

を組織ごとに求め、その結果をメタ分析の手法を用いて統合する。 

第Ⅱ部で提案した概念的枠組みに沿ってここでは、以下の仮説を検証する。 

 

 仮説 1；採用面接では、組織の違いにかかわらず「一般知的能力」「外向性」「情緒の安定性」

「勤勉性」の高い人が高く評価される傾向がある 

 

方法 

 

＜データ＞  

2006 年 10 月～2008 年 4 月の間に、4 年制大学生・大学院生の応募者を対象とした新卒

採用で実施された総合適性検査 SPI2-U（Synthetic Personality Inventory 2：リクルート

キャリア）の 16 尺度（性格特性 13 尺度、一般知的能力 3 尺度）の得点と面接の評定を組

織ごとに相関分析をした結果を用いる。総合適性検査 SPI2-U（2002,; 以下 SPI2）は、1974

年に開発された適性検査 SPI-U の第二版で、特に日本の新卒採用において、2007 年以降は

毎年 100 万人以上が受験する適性検査である。一般知的能力は 4 年制大学生を母集団とし

て、性格特性は一般企業人を母集団として標準化されている（平均 50、標準偏差 10）。性

格特性と一般知的能力検査の尺度の概要と信頼性は表Ⅲー1－1 の通りで、全て問題のない

レベルである。またこれまで何度か、妥当性の検証も行われている（都澤・二村・今城・ 
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表Ⅲ－1－1 適性検査 SPI2 の尺度内容と信頼性係数（n≒85,500） 

尺度名 得点が低いときの傾向 得点が高いときの傾向 α係数 

社会的内向性 対人面で積極的  交際が広く、浅い 対人面で控えめ 交際が狭く、深い .91 

内省性 考えるより行動する  あまり深く考えない 掘り下げて考える  難しく考えすぎる .86 

身体活動性 じっとしていることを好む  腰が重い フットワークが良い  落ち着きのない .89 

持続性 あっさりしている  あきらめが早い 粘り強い  あきらめが悪い .87 

慎重性 思い切りがよい、軽率になりやすい 見通しをつける  優柔不断になりやすい .87 

達成意欲 現実を受け入れる  欲がない 大きな目標を持つ  競争心が強い .84 

活動意欲 じっくり取り組む  のんびりしている 決断が早く行動が機敏  せっかち .87 

敏感性 細かなことは気にしない  物事に動じない 心配性  神経質  繊細  感情が細やか .89 

自責性 くよくよしない  楽観的 自責傾向  おちこみやすい  受容的 .89 

気分性 気分に波がない  感情的にならない 感情的  周囲に影響されやすい .85 

独自性 周囲の意向を気にする  常識的 個性的  マイペース  周囲への関心が薄い .80 

自信性 穏やか 親和的  弱気になりやすい 覇気がある  自尊心が強い  自信過剰 .84 

高揚性 浮ついたところがない  感情を表に出さない 明るい  自由奔放  散漫  調子が良い .80 

一般知的能力 言語能力が低い 論理的思考力が低い  

数的能力が低い 

言語能力力が高い 論理的思考力が高い  

数的能力が高い 

.82 

 

 

表Ⅲ－1－2　組織の特徴

メーカ 28
通信 6
システム 12
金融・保険 7
小売 4
物流・輸送 3
不動産・設備 3
その他サービス 22

計 85

280～1,000名 14
1,001～3,000名 29
3,001～5,000名 13
5,001～10,000名 17
10,001名以上 12

計 85

従業員数（組織数）

業種（組織数）
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内藤, 2004; 飯塚・持主・内藤・二村, 2005）。面接評定に関しては、通常企業では採用まで

に数回にわたって面接を行うが、ここでは採用選考の最初に行われる面接評価データを用

いる。性格特性は 85 件の相関係数を、一般知的能力は 69 件の相関係数を用いる。データ

の提供を受けた会社の業種と従業員数は表Ⅲ－1－2 に示す。比較的大手の企業のデータが

多いことが特徴である。総サンプル数は、性格特性 70,783 名、一般知的能力 45,710 名で

あった。 

 

＜分析方法＞ 

性格検査は仮説の検証を行いやすくするために、因子分析を行って 4 因子にまとめた（表

Ⅲ－1－3）。性格五大因子との関連を実証的に検証するデータがなかったため、因子分析の

結果得られた 4 因子の尺度内容を元に対応づけを行った結果も表Ⅲ－1－3 に示す。調和性

（agreeableness）については該当する因子が存在しなかった。 

研究ごとに求められた相関係数は、産業組織心理学の分野で最もよく用いられる Hunter 

& Schmidt（1990）のメタ分析の手続きに従い、統合した。ここでは面接評価と性格特性、

あるいは一般知的能力の間の相関が、企業の違いを超えて一般に有意であるといえるかを

検討する。Schmidt & Hunter（1977）は、個人特性の測定結果と基準変数の間の相関係数

は個々の研究で異なる値をとることが多く、そのばらつきには人為的な誤差が含まれてい

るとした。そしてこれらを完全に除去することができれば、妥当性係数の真値は、産業特

性や企業特性あるいは職務特性などによる状況の個別性を超えて 1 つに定まるとの前提の

もとに、唯一の真値の推定を行うことを志向した。人為的な誤差として、つぎの 7 つをあ

げている。1) 標本誤差、2) 従属変数の測定誤差、3) 独立変数の測定誤差、4) 独立変数の

範囲制限（選抜効果）、5) 従属変数の構成概念からのずれや研究間での違い、6) 研究者の

計算、タイピング、転記の間違い、7)独立変数の構成概念からのずれや研究間での違い、で

ある。特に 4)の独立変数の範囲制限は、採用選抜における個人特性の評価を独立変数とし 
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Ⅲ
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たときには、その特性が一定以上高い、あるいは低い人にしか従属変数の測定が行われな 

いことが多いため、問題となるものである。5) から 7) までの誤差については影響を取り

除くことはできないが、1) から 4) までは統計的な手法により影響を取り除くことが可能

である。具体的には、1）は研究ごとのサンプル数による重み付けを用いることで、2）と

3)は信頼性の補正を行うことで、4)は範囲制限の補正を行うことで誤差を取り除く。 

しかしながら、たとえ誤差が除去されたとしても、相関は様々な要因によって異なるこ

とが考えられる。例えば本研究の場合、面接者や組織によって異なる可能性がある。その

ような場合に、両者の相関をいわゆるランダム効果として考え、真の値が一定の分散をも

つと考えた上で求めるのが 80％確信区間（80% Credibility Interval; 80% CV）である

（Schmidt & Hunter, 2000）。この考え方によれば、相関の真値は 80％の確率でこの区間

に収まると考えられる。そこで推定された相関係数の真値の上限値と下限値の両方が揃っ

て 0 を含まない場合には、相関係数は状況の違いを超えて正の、あるいは負の値をとるも

のと考える（Schmidt, Hunter & Caplan, 1981）。 

本研究では上記の考えに則って、面接評価と適性検査による応募者の個人特性の測定結

果の相関が、個別研究の違いにかかわらず、常に正のあるいは負の相関を示すかについて

検証を行う。 

 

計算手続き 

本研究では、観測された個々研究での相関係数に以下に述べる計算手続きを用いて補正

をほどこし、最後に研究ごとの標本数による加重平均をとることによって「相関係数の真

値の推定値（
∧

ρ）」および「相関係数の真値の分散（σρ2 ）」を求める。 

なお、以下の数式における記号はそれぞれつぎの意味を表す（ただし表記中、添字のｉ

は個別研究の別を表す）。 
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ρXX ：適性検査の信頼性係数 

ρYY ：面接評価の信頼性係数 

U i  ：[範囲制限を受けていない適性検査の標準偏差]／[範囲制限を受けた適性検査の

標準偏差] 

r i  ：補正前の相関係数 

rci  ：適性検査の範囲制限と、適性検査と面接評価の信頼性の低さとによる希薄化補

正後の相関係数 

n i  ：標本数 

N ：総標本数 

σei 2  ：補正前の相関係数の標本誤差分散 

σeci 2   ：補正後の相関係数の標本誤差分散  
∧

ρ ：相関係数の真値の推定値 

σρ
2  ：相関係数の真値の分散 

 

1)  範囲制限と信頼性の低さとによる希薄化の補正 

 

①範囲制限による希薄化の補正 

 }1)1{(/' 22  iiiii rUrUr  

 

②信頼性の低さによる希薄化の補正 

  YYXXici rr /'  

 

2) 補正後の標本誤差分散（σeci 2 ）の算出 
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3) 真の相関係数の推定値（
∧

ρ）の算出 

    Nrnr ciic /  

 

4) 真の相関係数の分散（σρ
2 ）の算出 

  22222
ecrcer    








Nn

Nrn

eciiece

ciircr

/

/)̂(
222

222




 

 

用いられた適性検査の信頼性係数は表Ⅲ－1－3 に示す値を、また範囲制限前の標準偏差

についてはこの適性検査の得点が平均 50、標準偏差 10 で標準化されているため、この値と

個別研究で得られた適性検査得点の標準偏差を用いた。範囲制限の比率を示す U は表Ⅲ－1

－4 に示す。U の値を見ると「外向性」「情緒の不安定性」「一般知的能力」では、比較的範

囲制限が大きく、これらの尺度に関して面接前に選抜が行われた可能性が高い。また「外

向性」「一般知的能力」は会社によって範囲制限の程度のばらつきが比較的大きく、この 2

つの尺度を面接前の選抜に用いる程度や、これらの尺度に関して偏りのある集団が面接に

参加する程度は会社によって異なっていたことがわかる。メタ分析ではこのような面接時

の集団の偏りについて統計的な補正を行うことで、集団の偏りのない状態での面接評価と

個人特性の間の関係性を検証する。 

ただし、 
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表Ⅲ－1－4　 範囲制限の状況（U)

尺度 最小値 最大値 平均値 標準偏差

外向性 1.11 2.27 1.45 0.25

勤勉性 1.08 1.57 1.28 0.08

情緒の不安定さ 1.19 1.91 1.43 0.17

独自性 0.91 1.27 1.02 0.06

一般知的能力 0.96 2.05 1.4 0.27 
 

もう一つの補正の対象である面接評価の信頼性については、本来ならば個別の研究で報

告された信頼性を用いるべきところだが、１項目による評定であったため信頼性係数が算

出できなかった。そこで Conway, Jako, & Goodman (1995）が行った面接評価の信頼性の

メタ分析結果を参考に、一律で 0.7 を用いた。 

 

結果 

 

メタ分析の結果は表Ⅲ－1－5 の通りである。 

 

表Ⅲ－1－5　 メタ分析結果

補正前
平均相関
係数 r

補正後の
相関係数
の真値ρ

σρ
2 σr

2 σe
2 誤差による

分散説明率

80%
確信区間
下限

80%
確信区間
上限

外向性 0.146 0.258 0.032 0.034 0.002 0.061 0.029 0.487

勤勉性 0.009 0.014 0.006 0.008 0.002 0.242 -0.084 0.112

情緒の不安定さ -0.096 -0.165 0.010 0.012 0.002 0.178 -0.290 -0.039

独自性 0.013 0.018 0.003 0.005 0.002 0.340 -0.054 0.089

一般知的能力 0.082 0.135 0.016 0.018 0.003 0.142 -0.025 0.294  
 

80％確信区間が 0 を含まなかった尺度は、「外向性」と「情緒の不安定さ」の 2 つであっ

た。「外向性」は下限が 0.029、上限が 0.487 であった。「情緒の不安定さ」は下限が－0.290 、
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上限が－0.039 となった。「一般知的能力」と「勤勉性」については、それぞれ下限が－0.025

で上限が 0.294、下限が－0.084 で上限が 0.112 と確信区間が 0 を含む結果となったため、

面接評価との相関が 0 になる可能性があり、一般に有意な関係があるとはいえない結果で

あった。従って予測は一部しか支持されなかった。 

「外向性」は相関の真値の推定値が 0.258 と他の尺度と比べると高かった。ただし、「外

向性」の確信区間の幅は 0.459 と広く、外向性の高い人は一般に面接で高く評価される傾

向があるものの、その傾向の強さは会社によって違いがかなりあることがわかった。「情緒

の不安定さ」についても相関の推定値は小さいものの、情緒の不安定な人ほど面接評価が

低くなる傾向が一般にあることがわかった。また確信区間の幅は 0.251 と、「外向性」に比

べると小さいが、会社による違いがそれなりにあることが示された。 

 「一般知的能力」については予測に反して確信区間の下限が負の値となったものの、 

－0.025 と絶対値は小さく、負の値をとることは少ないといえる。また、確信区間の幅は

0.320 と「外向性」に次いで大きく、「一般知的能力」と面接評価の相関も会社によって値

が比較的大きく異なることがわかった。 

 

考察 

 

 「面接場面での一般的な対人評価」の対象となる人物特徴として、「外向性」「情緒の安

定性」「勤勉性」「一般知的能力」の 4 つをあげたが、「勤勉性」と「一般知的能力」では仮

説は支持されなかった。その理由として、面接と一般の対人場面との性質の違いや、先行

研究が主におこなわれてきた欧米と日本の面接事情の違いが考えられる。以下、面接評価

との一般的な関係性が得られなかった 2 つの人物特徴についてはその理由を、また一般的

な関係性が示された 2 つの人物特徴については、それが第Ⅱ部で議論したように面接場面

に特徴的に評価される人物特徴であったのかについて、それぞれ考察を行う。 
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＜一般知的能力に関する考察＞ 

予想に反して「一般知的能力」は、面接場面で一般的に評価される人物特徴ではなかっ

た。採用面接の場で、面接者の質問を的確に理解し、自分の経験なり考えを論理的に話が

出来るなどの、一般知的能力が高いことで期待されるコミュニケーションの達者さが、面

接で常に評価されるわけではなかった。この理由として用いたデータの偏り、範囲制限の

補正が機能しなかった可能性、面接場面での行動の制限の 3 つが考えられる。 

まずデータの偏りについて、今回用いたデータは応募者の知的能力においてかなりの偏

りがあった。分析の対象となったデータは、比較的大手の企業に偏っており（表Ⅲ－1－2）、

しかもすべて対象者は 4 年制大学の学部か、大学院の卒業見込み者ということで、一般知

的能力について偏りのある集団となっている。メタ分析の際に知的能力検査の範囲制限に

ついて補正を行っているが、補正の際に用いた知的能力検査の母集団自体が 4 年制大学生

であることから、より一般の集団と比べると能力レベルは高い。また、大手企業のデータ

が多く含まれていたことで応募者集団の知的能力はさらに高いレベルにあったこと、また

面接前の初期選抜で知的能力検査の結果を用いる企業が多いことなどから、応募者集団の

知的能力はますます高レベルの集団となる。対象となった 65 件の研究中、平均 50 点、標

準偏差 10 で標準化された得点で平均点が 60 点を超えたものが 25 件もあり、50 点を下回

っていたのはわずか 5 件であった。 

2 点目に範囲制限の補正には、補正に用いた母集団そのものが高学歴者に偏っていたこと

以外にも、補正の方法自体に問題があった可能性もある。この補正は客観式テストにより

測定された一般知的能力評価が高ければ高いほど、面接評価が直線的
．．．

に高くなる関係性を

前提としている。仮に知的能力はある程度のレベルを満たしていれば、それ以上敏感な評

価がなされないとすれば、範囲制限による補正は機能しなくなる。範囲制限の補正は、関

係の直線性の違反に対して弱いことが知られている（Greener & Osburn, 1979）。本研究の

対象企業でどの程度このような状況があったかは疑問であるが、米国では能力はある程度
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は必要であるが、高ければ高いほどよいというものでないとの考え方が一部見られること

が、指摘されている（Schmidt & Hunter, 2004）。仮に一般知的能力が「面接場面での一般

的な対人評価」の対象となる人物特徴であったとしても、一般知的能力があるレベルを超

えて高い集団を対象に面接を行ったときは、面接評価に影響しなくなる可能性がある。 

3 点目に、面接場面の行動にそもそも知的能力の差が現れにくかった可能性がある。日本

の新卒採用における近年の傾向として、応募者の側が面接での質問に対する回答を十分に

準備したり、練習したりして臨むことが一般的になっている。結果的に、予想したように

面接での受けた絵の中で的確さや論理的な説明と言った点で、一般知的能力の差が現れに

くくなっているのかもしれない。 

「一般知的能力」は、欧米の先行研究を中心としたメタ分析では面接評価と 0.40 と比較

的大きな相関が得られていたが、それは「一般知的能力」が面接場面で一般的に評価され

る人物特徴である可能性と、多くの企業で共通して採用基準となっていた可能性の両方を

含んでいた。仮に欧米の採用面接でも「一般知的能力」は、面接場面で一般に評価される

ものではないとすれば、多くの企業で採用基準になっていたと考えられる。現時点で結論

を得るのに十分なデータが存在しないが、今後上記に挙げた課題に対する研究を重ねるこ

とで、この点も明らかにすることができるだろう。 

 

＜勤勉性に関する考察＞ 

 「勤勉性」についても、「一般知的能力」と同様の議論が成り立つ。「勤勉性」は面接場

面で一般に評価されるものでもないとの結果となり、慎重で粘り強い行動をすることは、

面接の場で常に評価されるわけではないことが示された。予測と異なる結果が得られた理

由としては「一般知的能力」で論じた、用いたデータの偏り、範囲制限の補正が機能しな

かった可能性、面接場面での行動の制限の 3 つが考えられる。しかし、「勤勉性」の場合、

特に可能性が高いのが面接場面での行動の制限である。 
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 「勤勉性」は面接評価との関連を議論されているものの（Schmidt & Hunter, 1998）、

その結果は一般知的能力のように安定しておらず、米国での先行研究でも採用面接との相

関は有意にならなかったとの報告がある（Barrick, Patton, & Haugland, 2000）。概念的枠

組みの提案に際しては、「勤勉性」は「外向性」に次いで“一般対人場面”で評価されやす

いとの先行研究結果をもとに、枠組みに含めた。しかし面接場面と一般対人場面の違いが

原因で、勤勉性は評価されなかったのかもしれない。採用面接は応募者にとって自己アピ

ールの場であり、自分の能力ややる気を売り込むことはあっても、「勤勉性」に該当する行

動特徴は面接場面では現れにくいのかもしれない。その場合、限られた情報による評価が

行われるが、視覚情報で「勤勉性」を評価する際には、服装や髪型といった外見上の清潔

感と関連することが報告されている（Albright, Kenny, & Malloy, 1988）。採用面接場面で

は、どの応募者も同じような黒のスーツと靴に身を包み、同じような鞄を持ち、似通った

髪型をしているため、少なくとも外見に違いを見出すのは難しい。一般対人場面では現れ

やすい「勤勉性」に関する情報が、採用面接場面では得られにくかったと考えられる。ま

た外見から受ける印象の均一性以外にも、どの程度その場にふさわしい受け答えや、きち

んとした言葉遣いが出来るか、といったことについても、場の規範が強くあまり個人差が

出なかった可能性がある。 

仮に面接場面に現れる勤勉性に差があったとしても、ある程度できていればよしとして

それ以上のものを評価しない場合は、一般知的能力の時と同様、面接評価との関係性が非

直線的になるなどの問題が生じる。あまりに勤勉性が低くていい加減なのも問題だが、ま

じめすぎることが常に良いとは限らない。この場合、分析手続きで用いた範囲制限の補正

は機能しない。また本研究で用いた尺度の問題点もある。今回用いた合成尺度の「勤勉性」

は、五大因子の「勤勉性」の測定内容をすべてカバーできていない（表Ⅲ－1－3 参照）。五

大因子には、責任感やまじめさといった要素がふくまれるが、本研究で用いた合成尺度に

はこういった要素が欠けており、着実に物事を行う（慎重性）、粘り強さ（持続性）、しっ
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かり考えてから取り掛かる（内省性）といった性格特徴を表わすものになっていた。この

欠けていた部分については、検討されていないことに注意が必要である。 

 最後にデータの偏りについてである。大手企業にデータが偏っていたことは、上述した

ように一般知的能力の水準を高めた。「勤勉性」に関しては、一般知的能力のような強い影

響は考えにくいものの、違いが生じる可能性は否定できない。合成前の尺度で「内省性」「持

続性」「慎重性」の研究ごとの平均値の平均はそれぞれ 54.6, 55.9, 50.3 と、50 よりも若干

値が高い。仮に、中小企業への応募者集団が、大企業の応募者集団よりも勤勉性が低い傾

向がある場合には、これらの性格特性が評価される程度は本研究で得られた結果よりも強

まるかもしれない。また身だしなみや態度といった点でも、大企業に来る応募者に比べて

ばらつきが出るかもしれない。いずれにしても、データの偏りに関しては、今後一般知的

能力と合わせて、中小企業の採用面接評価のデータを用いた分析を今後行う必要がある。 

上記で上げた理由以外に、今回分析にあたって面接の最終評価のみを用いたことも、「一

般知的能力」や「勤勉性」が一般に面接で評価されないとの結果になった理由の一つであ

る可能性がある。採用面接では、面接開始から時間の経過に伴って応募者から様々な情報

を聞き出すため、途中で評価は変化する。面接開始時には「一般知的能力」や「勤勉性」

も評価されていたかもしれないが、最終評価に反映されなかったのかもしれない。「一般知

的能力」も「勤勉性」も、欧米では職務遂行度評価と一般的な相関が確認されているが

（Huffcutt, Roth, & McDaniel, 1996; Berry, Sackett, & Landers, 2007; Barrick & Mount, 

1991; Barrick, Mount, & Judge, 2001; Salgado, 1997）、日本のメタ分析の結果ではいずれ

の尺度もそうなっていない（飯塚ら, 2005; 都澤ら, 2005）。概念的枠組みでは「面接場面で

の一般的な対人評価」は入社後の役割遂行を妥当に予測すると置いたことから、「面接場面

での一般的な対人評価」は最終評価に反映される必要があり、この点で最終評価を分析に

用いたことに問題はない。しかし仮に面接場面での一般的な対人評価が最終評価に影響す

る程度が、採用基準として評価するものとの関係性かなり大きく既定されているようであ
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れば、一般知的能力が面接場面で常に評価されていたとしても、最終評価に影響を及ぼす

程度が変動するならば、一般に相関が有意になることはない。 

 

＜外向性と情緒の安定性に関する考察＞ 

「外向性」と「情緒の安定性」については仮説通り、より外向的であって、情緒が安定

している人ほど面接評価が高くなる傾向が一般的に見られた。これらの特性が面接評価と

一般に関連していた理由についても、面接場面で一般に評価されやすい特性だったことと、

これらの特性がどの組織の採用基準にも含まれていたことの 2 つが考えられる。 

前者の理由に関しては、性格特性の中で「外向性」は観察され易く（John ＆ Robins, 1993; 

Kenrick & Stringfield, 1980; Blackman & Funder, 1998）、現実的パラダイムを用いた一般

の対人認知研究においても、評価されやすいことがわかっている（Levesque & Kenny, 

1993）。一方で先行研究では、「情緒の安定性」は「外向性」と比べると観察されにくく、

評価されにくいとされている。ただし、採用面接は緊張しやすい場面であるため、「情緒の

安定性」が観察され易かった可能性がある（McCarthy & Goffin, 2004）。 

一般的な対人認知の研究によれば、暖かさと有能さといった 2 つの軸によって対人評価

がなされるとの議論があり、面接でもこの 2 つに該当する個人特徴が評価されるだろうと

考えた。性格 5 大因子をさらに因子分析によって 2 因子にまとめた研究結果からは(ex, 

Digman, 1997; Becker, 1999; Jang et al, 2006; Rushton, & Irwing, 2008)、「外向性」は有

能さに、「情緒の安定性」は温かさに関連しており、有能さと温かさの両側面がいずれも一

般に評価されていた。しかし「勤勉性」と「一般知的能力」についても、前者は温かさに

後者は有能さに分類されるにもかかわらず、これらの特性は一般に面接で評価されなかっ

た。どのような温かさや有能さが評価されるかは、上記に議論したように面接という場の

特徴によって決まると考えられる。 

本研究では、日本の新卒採用面接において一般に評価されるものがあるかを検討したが、
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それが第Ⅱ部で議論したように、面接者が意識する採用基準とは別に、採用面接という場

に特徴的に評価されるとすれば、このような評価は面接者が用いやすい評価スキーマとの

単純な連合によって行われた可能性がある。採用面接でどのような質問を行うかは採用基

準によって異なると考えられるし、採用基準が同じであったとしても面接者が異なれば異

なる質問がなされることが多い。従って多くの採用面接で共通した人物特徴が評価される

場合は、言語情報以外の、面接場面に現れやすい行動特徴に基づく評価が行われると考え

られる。 

このような評価の典型として、第一印象評価がある。対人印象形成には機能的な柔軟性

があり、第一印象が何によって決まるかはその時々の状況によって様々であることが指摘

されている（Schaller, 2008）。例えば Maner et al（2005）は、認知者が身の危険を感じて

いる状況ではそうでないときと比べて、ニュートラルな表情を示す対象者に怒りの感情を

認知しやすいことを示している。また認知者が注目する特性だけでなく、その時々の文脈

によって被認知者が表現する特性の認知には違いが生じるとされている（Zebrowitz, Leslie 

A. & Collins, Mary Ann., 1997）。組織行動でも特定の性格特性を反映した行動は、その行

動を喚起する状況の下で発現されることが実証的に示されている（Lievens, Chasteen, Day, 

& Christiansen, 2006)。つまり応募者が面接場面で採りやすい行動が何かによって、印象

評価に影響を与える人物特徴が異なると考えられる。初対面の相手である面接者に対して

応募者が自己アピールを行う採用面接場面では、より明るく積極的に振舞うことのできる

「外向性」や、あまり緊張せず自然に振舞うことのできる「情緒の安定性」は、面接場面

全体の応募者の行動特徴に影響を及ぼすと考えられる。採用面接が対人相互作用の場面で

あることに加えて、応募者は自分を高く評価してもらえるように自分を売り込む場である

ことによって、どのような人物特徴が一般に評価に影響を与えるかが定まったといえる。 

「外向性」と「情緒の安定性」が一般に評価されたもう一つの理由として考えられるこ

とは、これらの個人特性がどの組織にとっても、評価したいものであった可能性である。「情
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緒の安定性」については、欧米のデータでも（Hough, Eaton, Dunnette, Kamp, & McCloy, 

1990）、程度は弱いものの日本のデータでも（都澤ら, 2005）、職務遂行度との間に一般的

な関係が見出されている。「外向性」は、日本のデータを用いたメタ分析（都澤ら, 2005）

では職務遂行度との間に一般的な関連性が示されている。確かに日本の人事担当者は、新

卒採用の際に積極性や意欲の高さといった外向性にあたる人物特徴を重視する傾向がある

（労働政策研究・研修機構, 2006）。従って、これらの人物特徴が多くの組織に共通して採

用基準に含まれていた可能性は否定できない。そこでこれらの性格特性が、「面接場面での

一般的な対人評価」であったか、共通に「採用基準として評価するもの」であったかは、

研究 2 で改めて検討を行う。 

 

＜研究2への課題＞ 

研究 1 では、概念的枠組みで「面接場面での一般的な対人評価」の対象として挙げた人

物特徴が、組織の違いを超えて面接評価と有意な相関が得られるかを検討した。その結果、

「外向性」と「情緒の安定性」は、面接評価と一般に有意な正の関係性が得られた。しか

しこれらの特性が、多くの組織で共通に「採用基準として評価するもの」であったのか、

あるいは「面接場面での一般的な対人評価」であったのかは、明らかではない。第Ⅱ部で

論じたように、「面接場面での一般的な対人評価」は、面接の初期場面で、評価内容を強く

意識することなく自然に評価されるものである。そこで次の研究では 2 つの性格特性が、

面接場面での初期印象評価に影響を与えるかを検討する。 

また、今回は最終的な面接評価を用いたために検討できなかった、「面接場面での一般的

な対人評価」が最終評価に反映される程度が「採用基準として評価するもの」との関連性

に影響を受ける可能性についても、研究 2 で検討を行う。面接場面で採用基準として評価

する人物特徴と面接場面で一般に評価される人物特徴に乖離がある場合は、後者の評価が

最終評価に反映されにくくなるとの予測を検討するものである。なお、「外向性」と「情緒
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の安定性」に加えて、「一般知的能力」についても、面接評価との相関は一般的ではなかっ

たものの 80％確信区間の幅がー0.025 ～ 0.294 と比較的大きかったことから、合わせて検

討を行うこととする。つまり、「外向性」「情緒の安定性」に「一般知的能力」を加えて、

これらの人物特性が第一印象に影響を与えるかを再度検討するとともに、「採用基準として

評価するもの」にこれらの人物特徴と関連性が高いものが含まれている場合、最終評価へ

の影響が大きくなるかを見る。特に、欧米で面接評価との一般的な関連が示されている「一

般知的能力」は、米国でのメタ分析では職務遂行度との有意な関連が確認されているが、

日本ではそのような結果が得られておらず 2 、「採用基準として評価するもの」に一般には

なりえない。しかし、「採用基準として評価するもの」に含まれる場合には異なる結果が得

られる可能性があると考える。 

また今回のメタ分析では、最終的な面接評価と、それぞれとの性格特性との関連性を独 

立して分析したため、これらの性格特性がどのように統合的に面接の最終評価に影響を及

ぼしたかはわかっていない。面接評価と性格特性の関連性に関して検討を行った先行研究

でも、主として特性ごとに独立して検討は行われてきた。ただし「情緒の安定性」と「外

向性」は統合的な対人評価に区別した影響がみられないことを報告したものもあり（Cook et 

al, 2000）、面接評価との一般的な関連性が確認された 2 尺度がどのように最終面接評価に

統合されるかについては、確認を行う必要がある。特に、「外向性」は有能さに、「情緒の

安定性」は温かさに対応することを前述したが、本当にそのような評価がなされていたか

も疑問であり、この点についても検討を行う。

2   日本では、米国よりも上司にサポーティブなリーダシップを求めるといった報告がある（Kabasakal & 

Bodur, 2004 ）。また特に職場において、東アジアでは、米国に比べると人間関係に配慮したコミュニケー

ションがとられることが実証的に示されている（Sanchez - Burks, J., Lee, F., Choi, I., Nisbett, R., Zhao, S., 

& Koo, J., 2003 ）。日本では知識を身につける、論理的な思考をするといった知的能力に支えられる職務行

動よりも、同僚や上司との良好な人間関係の中で職務を行うといったより性格特性に起因する職務行動が

重視されるため、採用時にも一般知的能力があまり重視されないのかもしれない。 
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第Ⅲ部 

2章 研究2 

 

 研究 2 では、研究 1 で日本の新卒採用面接で一般に面接評価と関係のあることが示され

た「外向性」「情緒の安定性」と、一般的な影響は確認できなかったものの比較的大きな影

響が示された｢一般知的能力」が最終面接評価に影響を及ぼすプロセスについてより詳細な

検討を行う。これら 3 つの個人特性が「面接場面での一般的な対人評価」である可能性を

検証するために、これらの個人特性が初期印象をよくすることで最終評価に影響を与えた

かを見る。さらに初期印象は、「採用基準として評価するもの」の評価にも影響を与えるこ

とで、最終評価にとして反映されたかについても検討する。また研究 1 では議論にとどま

っていたが、一般対人認知の主要な軸とされる「温かさ」や「有能さ」の評価と、3 つの個

人特性の評価の関連性についてもあわせて検討を行う。 

 

初期印象評価 

 

 対人場面で一般に評価されるものがあり、しかもその場の特徴から自然に評価がなされ

る場合、それはどのような現象として理解されるだろうか。Uleman（1999）の考える「意

図的（intentional）」と「無意図的（unintentional or spontaneous)」の 2 つの対人印象形

成のプロセスにおいて、無意図的な対人印象形成は恒常的にアクセスが可能な心理概念や

方法に導かれており、連合によって潜在的に相手の特徴として認識されると述べている。

また Sloman（1996）も同様の議論の中で、対人印象形成の過程には「連合システム

（associative system）」と「法則準拠システム（rule-based system）」の２つがあり、前者

は意図しない評価で、外見など比較的容易に入手できる情報を元に直感的な評価がなされ

るとしている。 
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連合による対人印象形成は、第一印象評価やステレオタイプ研究などで扱われてきた。

ステレオタイプの影響は主に評価のエラーやバイアスとみなされてきたが、第一印象評価

のほうは、“thin slice”と呼ばれる非常に限定された情報に基づく対人評価でも比較的妥当

な評価が可能であることが示されている（Ambady & Rosenthal, 1992）。例えば、教師の

パフォーマンスや（Ambady & Rosenthal, 1993）、営業職のパフォーマンスについて

（Ambady, Krabbenhoft, & Hogan, 2006）有意な予測が可能なことが示されている。ちな

みに、“thin slice”に関する研究は数多くの評価者の同意部分の妥当性を検討しており、せ

いぜい数名の面接者しか一人の応募者を評価しない採用面接場面ではそれほどの精度が見

込めないことには注意が必要であるものの（Kunda, 1999）、これらの研究からは、初期印

象であっても妥当な評価が含まれると考えられる。Barrick, Swider, & Stewart（2010）の

研究では、もっと直接的に面接者が構造化面接を実施する前のラポールの段階で評価した

結果が、単に面接者との相性のよさや面接者の感じる好意を越えて、重要なものを評価し

ていることを示している。またこの研究でも採用基準として評価されるものとは異なる評

価であっても、面接評価の妥当性を高めたことが示されている。 

第一印象は時間が経過して情報が増えてもあまり大きく変化せず（Willis & Todorov, 

2006）、特に「外向性」や「情緒の安定性」の評価は、発言の内容ではなく、外見や表情や

動作、声のトーンなどによる影響が大きいことがわかっている（Borkenau & Liebler, 1992）。

従って、採用面接で自然に評価されるものは、外見や表情、声のトーンやしゃべり方等を

もとに面接の初期に形成された印象評価である可能性が高い。そこで「外向性」と「情緒

の安定性」が言語情報の影響をあまり受けない面接の初期印象で評価されたかを、研究 2

では検討する。これらの個人特性が強い応募者ほど、面接者が応募者に対して持つ初期印

象が良い場合、これらの個人特性は「面接場面での一般的な対人評価」と考えられる。 

研究 1 では応募者の回答による性格尺度の得点と最終面接評価の関係性を直接的に検討

する外的基準アプローチを用いたが、研究 2 では性格尺度の得点に加えて、最終的な面接
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評価以外に、いくつかの視点で面接者が評価を行った結果を用いる。一つは面接時の初期

印象評価で、もう一つは、採用基準としてこの会社が設定した求める人物特徴の評価であ

る。初期印象評価はこれらの人物特性が「面接場面での一般的な対人評価」であったかを

確認するために、この会社で設定された求める人物特徴の評価はこれらの人物特性が「採

用基準として評価するもの」であったかを確認するために用いる。具体的には、以下の仮

説を検証する。 

 

仮説 2－1；「外向性」「情緒の安定性」は、初期印象を良くすることによって、また採用基

準として評価される人物特徴評価に正の影響を与えた結果、最終面接評価に影

響を及ぼす。 

 

 一般知的能力については、研究 1 で面接評価と平均的にある程度の相関があったものの、

80％確信区間の下限値が負の値となったため、一般に正の相関があるとの結果にはならな

かった。しかし研究 1 で考察したように、初期印象では評価されたが、採用基準で評価す

る人物特徴との関連性が低かったため、最終評価に反映されなかった可能性がある。そこ

で「一般知的能力」についても、以下の仮説を検証する。 

 

仮説 2－2；；「一般知的能力」は、初期印象を良くすることによって、また採用基準として

評価される人物特徴評価に正の影響を与えた結果、最終面接評価に影響を及ぼ

す。 

 

 研究 1では、性格五大因子をさらに 2因子にまとめた研究から（ex, Digman, 1997; Becker, 

1999; Jang et al, 2006; Rushton, & Irwing, 2008）、「外向性」は有能さと関連があり、「情

緒の安定性」は、温かさと関連すると述べた。また「一般知的能力」はその意味内容から、
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有能さに関連すると考えられる。そこで、以下の仮説を検証する。 

 

仮説 2－3；「外向性」と「一般知的能力」は有能さに関連する採用基準の人物特徴評価に、

「情緒の安定性」は温かさに関連する採用基準の人物特徴評価に影響を及ぼす 

 

方法 

 

＜データ＞  

あるサービス会社 A 社で 2007 年に行われた採用面接時に実施した面接の評価結果と、応

募者の適性検査 SPI2（リクルートキャリア）の結果（n=325, 男性 216、女性 109 名）を

用いる。この会社は従業員数 500 名程度の企業であるが、毎年 5～７名程度の学部、あるい

は修士の新卒を採用している。この会社では、内定までに 3 回の面接が行われるが一番初

めの面接で面接者には、通常の面接の最終評価（1：次面接はない～４：ぜひ採用したい、

の 4 段階）の他に採用基準としての人物特徴として、自律性、思考力、創造性、誠実さ、

協調性の 5 つの評価項目に 5 段階で評定（1：弱いあるいはない～5：とても強い）を求め

ている。これらの 5 項目は意味内容から考えて、自律性、思考力、創造性は有能さに、誠

実さと協調性は温かさに分類される。ここでは、温かさに分類される 2 つの評価項目のう

ち、面接で意図せず一般に評価される可能性のある「情緒の安定性」と関連性がより高い

と考えられる協調性（以降、協調性評価）の評価項目を用いる。また有能さに分類される 3

つの評価項目のうち、「一般知的能力」と関連が深いと考えられる思考力（以降、思考力評

価）を用いる。さらに、研究への協力依頼ということで第一印象のよさ（以降、第一印象

評価）を 5 段階（1：よくない～5：とてもよい）で行ったものを用いる。第一印象評価は

なるべく面接の早いタイミング（入室後の自己紹介の後）で行うことを教示した。「思考力

評価」「協調性評価」「最終評価」はすべて、約 30 分間の面接終了直後に行われた。 
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適性検査 SPI2 からは、研究 1 のメタ分析で一般に面接評価との関連性が得られた「外向

性」に該当する 5 尺度（身体活動性、活動意欲、社会的内向性（－）、高揚性、達成意欲）、

「情緒の安定性」に該当する 4 尺度（自責性（－）、敏感性（－）、自信性、気分性（－））

と、研究 1 では一般に有意な関係性があるとの結果にはならなかったものの、相関の推定

値が「外向性」に次いで大きかった「一般知的能力」を用いることとする。それぞれの尺

度の信頼性については表Ⅲ－1－1 を参照。 

 

＜モデルの構築＞ 

 共分散構造分析のモデル構築に際して、図Ⅲ－2－1 のような概念間の関係を想定した。

個人特性は、面接時の第一印象に影響を及ぼしたうえで、最終評価に影響を及ぼすルート

（①）、第一印象を介さずに求められる人物特性の評価に影響を及ぼすことで最終評価に影

響を及ぼすルート（③）、直接最終評価に影響を及ぼすルート（②）の 3 つが考えられる。

先行研究が不足しているため十分な予測ができない場合は、積極的に関係性を否定できな

いものについてはいったん関係性があることを予測したうえで、データの当てはまりを見

て最終モデルを構築することとする。 

図Ⅲ－2－2 が仮説モデルである。採用面接の研究では初期印象が面接評価に及ぼす影響

が実証的に示されていることから（Barrick, Swider,  & Stewart, 2010）、「第一印象評価」

は「最終評価」に直接影響を及ぼすことが予想される（「第一印象評価」→「最終評価」）。

同様の理由で、「第一印象評価」は職務遂行に必要とされる個人特性評価である「協調性評

価」と「思考力評価」にも影響を及ぼすと考える（「第一印象評価」→「協調性評価」、「第

一印象評価」→「思考力評価」）。 

「協調性評価」と「思考力評価」の 2 つの人物特徴評価は、採用基準であることに加え

て前者は一般対人認知の評価軸のひとつである温かさに、後者はもう一つの評価軸である

有能さに対応することから、ともに「最終評価」に影響を及ぼすことが期待される（「思考 
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図Ⅲ－2－1  分析の概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ－2－2  仮説モデル 

 

力評価」→「最終評価」、「協調性評価」→「最終評価」）。また、Rosenberg ら(1968)は、社

会的によい・悪いの対人評価と、知的によい・悪いの対人評価の間には 0.42 の正の相関が

あったことを報告していることから、「思考力評価」と「協調性評価」の間に共変動を仮定

する。 

次に個人特性から、各評価への影響を考える。先行研究では「外向性」「情緒の安定性」

（Carney, Colvin, & Hall, 2007; Ambady & Rosenthal, 1992）「一般知的能力」(Borkenau, 

Mauer, Riemann, Spinath & Angleitner, 2004)のいずれも初対面の限られた情報での評価

がある程度可能なことが示されていることから、3 つの個人特性はすべて「第一印象評価」

に影響を及ぼすと考える（「外向性」→「第一印象評価」、「情緒の安定性」→「第一印象評

価」、「一般知的能力」→「第一印象評価」）。また「外向性」や「情緒の安定性」が高い人

個人特性 
外向性 
情緒の安定性 
一般知的能力 

第一印象評価 

最終評価 

採用基準による
人物特徴評価 
協調性評価 
思考力評価 

① 
② 

③ 

一般知的 
能力 

第一印象 
評価 

最終評価 
協調性 
評価 

思考力 
評価 

外向性 

χ 2 =68.76(df= 47), p=.02 
GFI=.97, AGFI=.94, RMSEA=.04 
AIC=156.76 

情緒の 
安定性 
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は相手に明るい印象を与えるとともに、初対面の面接者に対して緊張や委縮しすぎること

なくコミュニケーションを行うと期待されることから、「外向性」と「情緒の安定性」はと

もに「協調性評価」に影響を及ぼすと考える（「外向性」→「協調性評価」、「情緒の安定性」

→「協調性評価」）。また上記のような面接での行動は応募者の自信の現われともとられる

可能性があることから、これらの個人特性は有能の評価である「思考力評価」にも影響す

る可能性がある（「外向性」→「思考力評価」、「情緒の安定性」→「思考力評価」）。「一般

知的能力」については、最も関連性が高いと考えられる「思考力評価」への影響を予測す

る（「一般知的能力」→「思考力評価」）。 

最後に、「外向性」「情緒の安定性」「一般知的能力」の 3 つの個人特性は、直接「最終評

価」に影響を及ぼす可能性も否定できないため、直接の影響を仮定する（「外向性」→「最

終評価」、「情緒の安定性」→「最終評価」、「一般知的能力」→「最終評価」）。 

 

結果 

 

 表Ⅲ－2－1 に、モデルに用いた変数の記述統計量と変数間相関を示す。 

予測モデルでのあてはまりがよいとは言えなかったため（χ 2 =68.76, df＝47, p=.02 

GFI=.97, AGFI=.94, RMSEA=.04, AIC=156.76）、10％水準で有意にならなかったパスをと

って作成した最終モデルが、図Ⅲ－2－3 である（χ 2 =54.19, df＝44, p=.14, GFI=.97, 

AGFI=.95, RMSEA=.03, AIC=122.19）。外向性と情緒の安定性については潜在変数を用い

たが、外向性の潜在因子に対して有意な負荷量の得られなかった「高揚性」と、情緒の安

定性に対して有意な負荷が得られなかった「気分性」がそれぞれ取り除かれた。表Ⅲ－2－

2 は、最終評価に対する標準化統合効果をまとめたものである。 

まず「思考力評価」「協調性評価」「第一印象評価」は全て「最終評価」に 5％水準で有意

な影響を及ぼしていた（パスの値はそれぞれ 0.46, 0.22, 0.22）。「第一印象評価」も予測通 
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表
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）
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）
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9.41
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欲
（
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）
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8.40
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動
意
欲
（

VI ）
-0.37
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0.37

55.62
10.82

 敏
感
性
（
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）

0.37
-0.28

-0.13
-0.30

45.74
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 自
責
性
（

DE
）

0.41
-0.19

-0.15
-0.30

0.61
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分
性
（

EW
）

0.07
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0.17
0.32

45.32
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A
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-0.47
0.28
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55.97
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✝

0.22
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-0.11
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✝
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65.74
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-0.14
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0.05
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-0.09

-0.06
0.１0

✝
0.05

0.00
1.96

0.98
思
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力
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価

-0.12
-0.03
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0.07

-0.06
-0.06

-0.07
0.07
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0.08

0.66
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0.97
協
調
性
評
価

-0.16
0.14

0.07
0.10

✝
0.01

-0.02
0.00

0.02
0.09

✝
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0.54
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一
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価

-0.14
0.08

0.02
0.11

✝
-0.05

-0.06
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0.01
0.09
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表Ⅲ-2 － 2 　標準化統合効果

一般知的
能力

情緒の
安定性

外向性
第一印象
評価

協調性
評価

思考力
評価

最終評価（4段階） 0.05 0.27 0.34 0.48 0.22 0.46

個人特性 面接評価

 

 

り「思考力評価」「協調性評価」の両方に 5％水準で有意な影響を及ぼしていた（パスの値

はそれぞれ 0.40, 0.37）。採用基準として評価するものである 2 つの人物特徴の評価間、あ

るいはこれらの評価と最終評価の関係についてはモデル構築に際して予想した通りの結果

となった。 

次に個人特性と評価の関係性を見る。「外向性」と「情緒の安定性」はともに「協調性評

価」（パスの値はそれぞれ 0.49, 0.47）に 5％水準で有意な影響を与えていた。また「外向

性」は 5％水準で、「情緒の安定性」は 10％の水準で「第一印象評価」に有意な影響を与え

ていた（パスの値はそれぞれ 0.49, 0.37）。従って仮説 2－1 は支持された。しかし、外向

性は「思考力評価」には有意な影響を与えなかったことから、仮説 2－3 は一部支持されな

かった。また、「一般知的能力」は予想通り「思考力評価」に有意な影響をあたえていた（パ

スの値は 0.11）が、「第一印象評価」には有意な影響を及ぼさず、仮説 2－2 も一部支持さ

一般知的 
能力 

第一印象 
評価 

最終評価 
協調性 
評価 

思考力 
評価 

情緒の 
安定性 

外向性 

χ 2 =54.19(df= 44), p=.14 
GFI=.97, AGFI=.95, RMSEA=.03  
AIC=122.19 

.37  

.49  

.49  

.47  

.40  

.37  

.11 

.46  

.22 

.22 

.83 

.47  

図Ⅲ―2－3  最終モデル 
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れなかった。「一般知的能力」「外向性」「情緒の安定性」は、いずれも「最終評価」に対し

て直接的に有意な影響はなかった。 

総じてみると、概念図Ⅲ－2－1 に示した個人特性が第一印象に影響を与えてそれが入社

時に求められる特性の評価に影響を与えた結果、最終評価に影響を及ぼすルートと（①）、

第一印象を介さずに採用基準による人物特徴評価に影響を及ぼすことで最終評価に影響を

及ぼすルートと（③）があることは示されたものの、個人特性が直接最終評価に影響を及

ぼすルート（②）はなかった。 

 

考察 

  

研究 2 では、研究 1 で日本の新卒採用の面接で一般に評価されるとの結果が得られた性

格特性「外向性」「情緒の安定性」と、面接評価との間に一般的な関係性は得られなかった

ものの、比較的有意な関係性があることが多い「一般知的能力」について、どのようなプ

ロセスで最終評価に影響を与えているかについて、検討を行った。 

 結果は図Ⅲ－2－3 に示す通りで、一般に面接評価と関連がある 2 つの性格特性は面接時

の第一印象に影響を与えた上で、最終評価に影響を及ぼしており、これらの性格特性が「面

接場面での一般的な対人評価」に該当することが示された。また、これらの性格特性は、「採

用基準として評価するもの」のひとつである「協調性」の評価にも影響を及ぼした上で、

最終評価に影響を及ぼしたことが分かった。しかし「一般知的能力」は他の 2 つの性格尺

度とは異なり、第一印象には影響を及ぼしておらず、「一般知的能力」は、「面接場面での

一般的な対人評価」には該当しないことが、改めて示された。 

初期印象における研究では、例えば被評価者が特定の文章を読む様子を非常に短時間見

せるだけで、知的能力が評価されることが報告されており（Borkenau, Mauer, Riemann, 

Spinath & Angleitner, 2004）、面接の場でも言葉遣いやしゃべり方等、知的評価のための



 81

情報は得られそうである。しかし「一般知的能力」が第一印象評価に影響を及ぼさなかっ

た理由としては、ひとつにはこのデータの「一般知的能力」の平均値が 65.74（平均 50、

標準偏差 10 の標準得点）と高く、応募者の知的能力が一定水準にあったことによる範囲制

限が影響したと考えられる。つまり、どの応募者も一定レベルの知的能力があったため、

初期印象に影響を及ぼす程の違いがなかった。あるいは、面接の場で用いる言葉遣いやし

ゃべり方には強い規範があるため、個人差が現れなかったとも考えられる。一般知的能力

は評価観点の一つである「思考力評価」には有意に影響していたが、影響の程度は決して

大きくなかった。ここでも前述した範囲制限や面接時の行動の制限の影響が考えられる。

いずれにせよ「一般知的能力」は第一印象には影響を及ぼしていなかったことから、少な

くとも今回のデータでは、一般知的能力はいったん第一印象として評価されたが、採用基

準として評価される人物特徴との関連性が低かったため、最終評価への統合に影響が出な

かったとの説明は成り立たない。 

 「外向性」と「情緒の安定性」は、いずれも「第一印象評価」に影響を及ぼしていた。

第Ⅱ部でも述べたように、「外向性」は一般対人認知の先行研究でも、対人の初期場面にお

いて最も評価が行われやすい人物特性であることがわかっている（Funder & Sneed, 1993; 

Kenny et al, 1994; Levesque and Kenny, 1993; Park & Judd, 1989）。一方、「情緒の安定

性」に関しては、ある程度正確に評価可能であるとする研究も（Carney et al, 2007）、評価

は難しいとする研究もあり（Borkenau, & Liebler, 1993）、結果は安定していない。情緒の

安定性の方が関連する行動が現れる場面が、外向性と比べると限定的である可能性がある

が、採用面接評価とはある程度安定した結果が得られていることから（研究 1； Robertson 

& Smith, 2001）、人からの評価を受けるという面接場面では行動に表れやすい特性である

と考えられる。 

先行研究では様々な性格特性と人物評価の関係は、性格特性ごとに独立して検討されて

きたが、本研究では「外向性」と「情緒の安定性」を同時にモデルに入れたところ、両者
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の間にはかなり強い相関（.83）があった。このことから、両尺度ともに高い人ほど初期印

象が良かったことが分かる。両尺度がともに高い人は対人的に明るくて積極的な印象を与

える人であり、そのような人物は面接でよい初期印象を与えたと考えられる。ただし各性

格特性から第一印象への独自の影響もそれなりにあり、例えば「外向性」が低く、対人面

であまり押しが強くなく、おとなしい感じだとしても、「情緒の安定性」が高く、おどおど

することなく落ち着いた振る舞いをする応募者も、良い印象を与えていた。さらにこれら

２つの性格特性は、採用時の求める人物特徴の一つである「協調性評価」にも、「第一印象

評価」とほぼ同程度、影響を及ぼしていた。「協調性評価」はさらに「第一印象評価」から

も影響を受けていた。明るくて社交的な人は、協調性があると評価される傾向があること

に加えて、印象が良くなり、その結果協調性があるとみなされていた。 

しかし 2 つの性格特性はいずれも「思考力評価」には直接的には有意な影響を及ぼさな

かった。ただし、「思考力評価」には「第一印象評価」からの有意な影響があったことから、

明るく社交的な人は、そのことを持って思考力がある人だとは思われないものの、印象が

良くなった結果として、思考力もあると評価されるといった間接的な影響が示された。第

一印象は明るく積極的なイメージのある応募者で高くなるが、この第一印象は内容的に関

連性が低いと思われる「思考力」にも、比較的大きく影響していたことになる。標準化統

合効果をみると、「思考力評価」に「一般知的能力」が及ぼす影響は 0.11 であったが、「外

向性」や「情緒の安定性」は「第一印象評価」を媒介して「一般知的能力」以上に、思考

力評価に影響していたことが分かる（それぞれ、0.15、0.20）。結果的に「外向性」と「情

緒の安定性」が最終的な面接評価に及ぼす影響は、一般知的能力と比べてかなり強いもの

であった（表Ⅲ－2－2）。 

「面接場面での一般的な対人評価」は初期印象として評価された後、ハロー効果（Nisbett 

& Wilson, 1977）のように広範に面接評価に影響を与えるため、最終的な評価に与える影

響は大きくなることが示された。この結果は、連続体モデル（Fiske & Neuberg, 1990）か
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ら導き出した「面接場面での一般的な対人評価」は、「採用基準として評価するもの」と関

連性が高いほど最終評価に反映されやすいとの予想に反するものであった。 

一般対人認知の基本的な評価軸であるとされる有能さ、温かさとの関係については、因

子分析を用いた性格特性研究の結果を参考に（Saucier & Goldberg, 2003）、「外向性」と「一

般知的能力」は有能さにあたる思考力の評価に、「情緒の安定性」は温かさの評価にあたる

協調性の評価に関連すると予測した。しかし今回の分析結果では、「外向性」と「情緒の安

定性」はほぼ同程度、協調性の評価に影響を与えており、「外向性」が思考力の評価に影響

を与えることはなかった。従って「面接場面での一般的な対人評価」である「外向性」と

「情緒の安定性」が、それぞれ有能さと温かさといった 2 つの側面に対応した評価になっ

ていることは示せなかった。一方で「最終評価」に対しては、「思考力評価」も「協調性評

価」も有意な影響があり、面接者の主観においては、有能さと温かさの 2 つの側面が最終

評価に反映された結果となった。特に「思考力評価」の影響のほうが強く、面接の最終評

価を行う際には、面接者は温かさよりも有能さを重視していたことになる。 

Kruglanski（1989）が指摘したように、外的基準アプローチか主観的基準アプローチか

によって評価される人物特徴について異なる結論が得られた。残念ながら、両者の違いを

説明することを目指すような研究はこれまでほとんど行われていない。例外的に、温かさ

を代表すると考えられる性格五大因子のひとつである調和性（agreeableness）は、評価者

が重視するポイントであるにもかかわらず、被評価者自身の回答による性格特性の尺度得

点を基準とすると、正確に評価されていないという調和性の非対称性（agreeableness 

asymmetry）と呼ばれる現象があることが実証的に示されている(Ames & Bianchi, 2008 )。

つまり評価者にとって相手が温かな人物であるかは重要な評価観点であるが、調和性が高

いと自分で思っている人が温かいと評価されるわけではない。本研究の結果からは、面接

評価内容の検討を行う際には、両方のアプローチを用いることによって状況の理解が進む

ことが示された。 
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総合考察（研究 1・研究 2） 

 

研究 1 の結果から、「外向性」「情緒の安定性」は一般的に面接評価と有意な正の相関が

あり、この 2 つの人物特性が「面接場面での一般的な対人評価」にあたると考えられた。

ただしいずれの尺度も、一般に職務遂行度との関連がメタ分析で示されていることから、

異なる組織に共通して「採用基準として評価するもの」になっていた可能性は否めない。

そこで研究 2 では、これらの性格特性が面接場面でのごく限られた情報を用いて行われる

印象評価に影響するかを分析し、これを支持する結果を得た。ちなみに研究 2 の会社では、

これらの性格特性は「採用基準として評価するもの」でもあった。研究 1 で、「外向性」「情

緒の安定性」と面接評価との相関係数の分散のうち、誤差による説明率はそれぞれ 6％と

18％に過ぎず、組織間で相関係数にはかなりの違いがあることが示された。その理由の一

つとして、これらの性格特性は「面接場面での一般的な人物評価」であるだけでなく、「採

用基準として評価するもの」であったことが考えられる。一方「一般知的能力」は、研究 1

でも一般に評価されているとの結論は得られず、研究 2 でも第一印象評価に影響を与えな

かった。しかし研究 1、研究 2 ともに用いたデータに知的能力の偏りが大きく、本研究の結

果のより一般化を考えると、今後検討すべき重要な課題である。 

研究 2 ではまた、「面接場面での一般的な対人評価」は「採用基準として評価されるもの」

と関連性が強いほど、最終評価に強く影響を及ぼすとの予測を検討した。しかし、この予

測は支持されず、「協調性評価」と「思考力評価」という意味合いの異なる人物特徴評価に

対して、第一印象はほぼ同程度の影響があった。第一印象が最終面接評価に及ぼす影響に

ついて Barrick, Swider, & Stewart（2010）では、最終評価との相関 r=.42 を報告している。

Barrick らの研究は学生を参加者として実験的に行われたものであるが、研究 2 の第一印象

から最終評価への標準化統合効果は 0.48 とほぼ同程度の値となった。第一印象評価は強く
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意識することなく行われ、コントロールされることなくさまざまな評価に影響を及ぼすと

考えられる（McCarthy & Skowronski, 2011）。ただし初期印象が最終評価に影響を与える

程度が、面接時の状況や面接者の特徴によって変化する可能性はある。例えば面接時間が

短かかったり、面接者のあいまい耐性の低さ（Cacioppo & Petty, 1982）によって判断を急

ぐような状況では、初期印象の影響が強く出るかもしれない。今後、このような検討も必

要である。 

第Ⅱ部で面接評価内容の概念的枠組みを提案した際には、主に欧米の先行研究を参照し

て「面接場面での一般的な対人評価」に含める人物特徴を定めたが、これは「面接場面で

の一般的な対人評価」は汎文化的であると考えたからであった。採否の決定のために評価

を行う場であり、多くの場合初対面の応募者と面接者が直接対話を行う場であるとの、一

般的な特徴を満たす全ての採用面接において共通に評価される人物特徴があると考えた。

例えば初対面の相手であっても、敵意を感じることなく、コミュニケーションをとること

が可能だと感じられれば、相手と良好な対人関係が成り立つことが期待できるだろう。 

しかし研究 1、2 で日本のデータを用いて検討を行ったところ、一般知的能力と勤勉性に

ついては、面接評価との一般的な関係性は得られなかった。欧米の先行研究と異なる結果

が得られた理由として、面接場面での印象形成は、用いることのできる情報によって制限

されたことがあるかもしれない。Funder（1995）の realistic Accuracy Model では、評価

のための情報の量と質の重要性が指摘されている。例えば応募者集団が持つ特徴によって、

結果的に顕現性の増す人物特徴があり、それが一般に評価されるかもしれない。日本の新

卒採用のように、同じような年齢で、同じような学歴で、それまでの経験にもさほど大き

な違いが無い応募者を対象に面接を行う場合と、それと比べると年齢やそれまでの経験に

大きな違いがある欧米の面接では、面接場面で個人差として現れやすい人物特徴は異なる

かもしれない。応募者は協調性があって謙虚であることを表現することが面接で一般的で

ある場合と、自分を積極的に売り込み、自分の弱みは出さないことが一般的である場合で
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は、応募者の行動は異なり、結果的に何が意図せずに評価されるかは異なるかもしれない。

「面接場面での一般的な対人評価」の“一般的”をどう定義するかについては、さらに検

討が必要である。 

「面接場面での一般的な対人評価」が面接評価の妥当性に貢献するかについても、研究 1、

2 で検討を行わなかった。結果的に、面接場面で一般に評価されることが示された「外向性」

「情緒の安定性」は、ともに日本のデータで職務遂行度との一般的な相関が得られている

ことから、面接評価の妥当性に貢献できるといえる。ただしこれらの性格特性は「採用基

準として評価するもの」としても評価されていたことが研究 2 で示されたことから、「面接

場面での一般的な対人評価」のみの妥当性の向上への貢献がどの程度かについては今後の

検討課題となる。 

妥当な面接評価を行うことを目的として「採用基準として評価するもの」は設定される

が、組織での活躍に必要な人物特徴を全てカバーできるわけではない。たとえばある会社

で研究職を採用する際に、応募者がこれまでどのような研究を行ってきたかを尋ねること

で、その人物の研究に対する姿勢や論理能力、専門分野の知識量の豊富さなどが採用基準

として評価されるとする。この点で申し分のない応募者であったとしても、面接で極端に

引っ込み思案であったり、心配性だったりして、研究の話以外でコミュニケーションをと

るのが難しい場合、「採用場面での一般的な対人評価」が低くなることで、この応募者の面

接の最終評価は低くなる可能性がある。社会性がさほど必要とされないと思われる職種で

あっても、採用の際には必ずと言っていいほど面接を実施する意味がここにあるかもしれ

ない。面接場面で一般的に評価される人物特徴を明らかにすることは、採用面接が持つ特

徴と意味を明らかする点で重要であると言える。 
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第Ⅲ部 

３章 研究3 

 

この章では、組織との適合に関する評価を扱う。第Ⅱ部で述べたように、特に採用で扱

われる組織との適合は、組織と応募者との価値や性格特性が類似していることとして操作

化されることが多い（O’Reilly et al, 1991）。組織との適合が欧米で注目を浴びるようにな

ってから徐々に研究の数も増え、メタ分析によって組織との適合と、組織コミットメント、

仕事の満足度、職務遂行度、離職といった様々な結果変数との関連性も示されている

（Kristof-Brown, Zinmmerman,& Johnson, 2005; Verquer, Beehr, & Wagner, 2003; 

Hoffman & Woehr, 2006）。一方で採用時の組織との適合評価には採用面接が最も適してい

ると言われながらも（Chatman, 1989）、残念なことに採用面接における組織との適合評価

の研究は、採用面接研究の進んでいる米国においても十分になされているとは言えない

（Judge, et al, 2000）。 

面接における組織との適合評価に関する先行研究では、面接者が応募者を気に入るか

（likability）や、応募者が自分と似た価値観を持っていると思う程度を評定した結果とい

った面接者の主観的評価によって、適合が測定されることが多い（e.g., Garcia, Posthuma, 

& Colella, 2008; Chen, Lee, & Yeh, 2008）。つまり主観的基準アプローチの研究に偏ってい

る。一方 Cable と Judge（1997）は面接者と応募者の価値観の客観的適合度を算出し、そ

れが面接者による主観的な応募者の適合評価につながり、さらにこの適合評価が採否の意

思決定に影響を及ぼすとのモデルを支持するデータを示すことで、面接では組織への適合

が妥当に評価されると論じている。著者の知る限り、彼らの研究は採用面接における組織

との適合評価の妥当性を、面接者の主観的評価以外のデータを用いて検討した唯一の研究

である。しかし彼らの研究は、適合の対象となる組織文化の評価が面接者によってなされ

た点が問題である。組織文化の認知には面接者自身の価値観が影響を及ぼすことが指摘さ
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れていることから（今城 2007）、彼らの研究では結局面接者と応募者の価値観の適合と組

織適合を十分切り分けて検討出来ていない。 

面接における組織との適合評価は、組織との適合ではなく、面接者との適合を反映した

ものでのではないかとの指摘は、これまでも組織適合研究の問題点として指摘されている

（Parsons, Cable, & Wilkerson,1999; Adkins, Russell, & Werbel, 1994; Howard & Ferris, 

1996）。先行研究をメタ分析した結果からも、組織成員を対象とした組織との適合の程度に

比べると、採用面接時の組織との適合評価は、入社後の応募者の職務遂行度や組織に対す

るコミットメント、満足度といった結果変数を予測する程度は小さく、採用面接で妥当に

適合の評価がなされているかについては疑問が呈されている（Kristof-Brown et al, 2005）。 

面接者の主観的評価以外の変数を用いて組織との適合評価の妥当性を直接検討した研究

は行われていないものの、間接的に組織との適合が評価されていることを示唆する研究は

ある。例えば、同じ組織に属する面接者の評価は異なる組織に属する面接者の評価より一

致しやすいことを報告した研究がある（Rynes & Gerhart, 1990）。また今城（2005）では、

日本の新卒採用時の面接評価を用いてマルチレベル分析を行った結果、面接者間の違いを

統制した上で、組織間の違いが存在することが示されている。これらの研究からは、同じ

組織に属する面接者間では共通の評価視点があることが示唆されるが、研究数が少なく、

また面接者間で共有された評価視点が組織との適合に関連するものかは検討されていない。 

そこで研究 3 では、採用面接評価には組織間の違いが存在すること、そしてこの組織間

の違いは組織特徴によってある程度説明可能であることを示すことをねらいとする。分析

に際しては、研究 1 で使用した多数の組織の面接評価と応募者の性格特性の相関分析を行

ったデータを用いて組織レベルの分析を行う。これにより面接者とではなく、組織との適

合が評価されるかを検討する。組織の特徴として、本研究では組織文化ではなく、その形

成に影響を及ぼすと考えられる組織の設立時期や組織規模といった客観的なデータを用い

る。通常、組織文化はその組織の成員によって評定される測度を用いるが、妥当な測定を
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行うためには組織ごとに一定数の成員の評定が必要になる。今回は多数の組織を対象とす

るため、従来の方法での組織文化の測定は困難である。そこで今回は情報が開放されてい

る業種や組織規模などの組織特徴のデータを用いることとした。分析に使用する組織の特

徴と組織文化の関係性については、いくつか研究や議論が行われており、以降でレビュー

を行う。また通常の組織文化の測度を用いないことの限界については、考察で論じる。 

 

面接者との適合の影響の統制 

 

 面接評価は面接者が主観的に行う評価であるため、面接者との適合の影響を排除するこ

とは容易でない。本研究では、以下で述べる用いるデータの 2 つの特徴を活かして、面接

者との適合の影響を統制した上で、組織との適合が評価されているかを検証する。1 点目に、

日本の新卒採用時の面接では短期間に数多くの応募者を対象に面接を行うため、1 社あたり

複数名の面接者がいることが通常である。今回分析に用いるのは各組織が 1 回目に行う個

人面接であることから、特に多くの面接者が関わる傾向が強い。そこで組織レベルの分析

を行うことで、面接者との個人的な適合の影響を誤差として扱うことができる。2 点目の特

徴は、組織の特徴を表わす指標として組織規模や業種といった客観情報を用いることであ

る。これによって、Cable & Judge (1997)に見られた面接者による認知の偏りを含む組織文

化の評定結果の使用を回避することができ、面接者の個人的な価値観によって組織との適

合評価が影響を受けているとの批判に対応できる。これらの客観情報は直接組織文化を測

定したものではないが、業種やその他の組織のシステムの違い（従業員数，権力の分散化、

階層のフラットさ、など）と組織文化との関連は、いくつかの先行研究で示されている

（Gordon, 1991；Hofstede, 2001）。 

上記の特徴を活かして、本研究では組織との適合が採用面接で評価されることを検証す

る。研究 3 の仮説は以下の通りである。 
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仮説 3－1；採用面接で特定の個人特性が評価される程度は、組織間で異なる 

仮説 3－2；組織間の面接評価の違いは、業種や従業員数などの組織特徴によって有意に 

説明される 

 

組織の特徴と組織文化 

 

研究 3 では、組織文化の研究に用いられることの多い組織成員による主観的な組織文化

の測定結果ではなく、企業のホームページなどで公にアクセスが可能な客観情報である、

業種、従業員数、創業時期、資本金の４つを分析に用いる。これらの客観的な組織特徴に

よって、組織が直面する課題は異なると考えられる。そしてこのような組織課題への対応

に際して採用される、考え方、対処の仕方、判断等によって組織文化がある程度規定され

ると考えられる。 

組織文化の定義には、組織が直面する課題への対応がこれらの組織の文化を形作ること

が論じられている。例えば Schein（1986）は、“組織文化とは、特定のグループにおいて

発明され、発見され、開発された基礎的で仮定されたパターンであり、外的な適応や内的

な統合の問題に対処する際に学んだものであり、正しいと考えられる程度にうまく機能し

た結果、新しいメンバーにこれらの問題について認知したり、考えたり、感じる正しい方

法であると教えられるものである”と定義している。また Hofstede（1980）は、IBM の組

織文化を検討することを目的とした調査を実施した際に、一般的な価値観には国の文化の

影響が色濃く表れていたことを示したが、その後の検討で組織文化には国の文化とは別の

特徴があり、それは仕事の進め方を反映していることを報告している（Hofstede et al, 

1990）。また Van Den Berg & Wilderom（2004）も、実証研究により同様の結果を報告し

ている。本論文では組織文化と組織風土は分けて用いることはしないとの方針を採ること
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は第Ⅱ部で述べたが（p 31）、組織風土については、組織文化ほど組織課題への対処の影響

が定義で明確に述べられているわけではない。例えば Schneider（1975）は“（組織）風土

の認知は、成員が同意する組織の実践や手続きの特徴についての認知である”と論じた。

ただし、組織の成員が共通に特定の実践や手続きを採用し、しかもそれが長期に用いられ

る場合、少なくともこの実践や手続きが、過去のある時点での組織の課題解決に大きく寄

与したことにあると考えることには無理がない。 

本研究で用いる客観的な組織特徴が組織文化とどのように関連するかについて、いくつ

か実証研究も行われている。業種に関して Gordon（1991）は、業種による顧客ニーズの違

いが組織文化に及ぼす影響について議論を行い、Chatman ＆Jehn（1994）はその議論を

受けて、特にテクノロジーと成長の程度の 2 側面から業種が組織文化に影響を及ぼしてい

ることを実証的に示した。また Hofstede, Neuijen, Ohayv, & Sanders（1990）は、従業員

数と資本金を組織規模をあらわす指標として用いて、この両方の指標が大きくなると仕事

に対して割り切ったドライな対応が求められるようになることが示した。 

創業時期に関しては実証的な研究はなされていないものの、組織文化の変化やダイナミ

ックス、発展を考慮して、組織の成熟化と組織文化を関連付けるモデルが提案されている

（Zheng, Qu, & Yang, 2009）。Zheng らによれば、組織が誕生して初期のステージでは、

組織のリーダーが強力なシンボルの使用やインスピレーションによって、組織の価値観や

ミッションを成員に浸透させていく時期とされる。次の成長段階に入ると、成長を安定さ

せ、既存市場での拡大を狙うようになる。そのために組織を整え、手続きを公式化すると

ともに文化の定着を図るようになる。その結果、それまでと比較するとリスクを避けるよ

うになる。次の成熟化の時期には、組織は内部に様々に分化した価値観を抱えることを余

儀なくされ、その調整を行うことが重要になってくる。この時期の組織では、ひとつの組

織文化というより多くの下位の組織文化が混在する状態で、文化間の摩擦が生じ組織全体

の文化は不安定になる。最後のステージでは、組織は変化を求められる。そのためにバラ
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バラになった組織文化は再度、ある程度の統一をみる必要が出てくる。以上のモデルは先

行研究等を参考にして提案されたものであり、実証的な裏づけがなされているわけではな

い。しかし組織の変化にしたがって、組織文化も一定の変化をすると考えられる。 

 業種は顧客ニーズという外的な環境に対応するために生まれた組織文化の違いに、従業

員数や資本といった組織規模に関するものは組織内の統合の必要性によって生まれた組織

文化の違いに、創業年は組織の発達段階に伴って生じる外的、内的課題に対処するために

生じた組織文化の違いにそれぞれ対応すると考えられる。 

 上記は全て海外での研究であり、残念ながら客観的な組織の特徴と組織文化の関係を見

た研究は日本では行われていない。しかし日本企業であっても、利益をあげ、企業を存続

させるという組織の目的は米国の企業と同じである。そのために、顧客や外部のビジネス

環境に適応する文化が形成されるとの Gordon(1991)の議論は、日本企業にも当てはまるだ

ろう。同様に組織規模が大きくなるにしたがって、組織内での仕事の進め方に変化が生じ

ることは日本の組織でも起こり得ることである。また、企業のライフサイクルと経営者の

特徴の関係性について日本企業を対象に行った研究では（楠, 2012）、日本企業にも誕生か

ら成長、成熟、そして衰退に代表される一連の企業の発達段階があることが論じられてい

おり、創業からの時間の経過は、日本企業の組織文化にも何らかの影響を与えると考えら

れる。日本企業と欧米の企業が、同じ環境に対して異なる対応をとる可能性は否定できな

いものの、本研究で用いる客観的な組織の特徴である「顧客ニーズ」「従業員数」「資本金」

「創業時期」については、組織文化への影響があると考えることができる。 

 

方法 

 

2006 年 10 月～2008 年 4 月の間に、新卒採用で実施された総合適性検査 SPI2（リクル

ートキャリア）の 14 尺度（性格 13 尺度、知的能力 1 尺度）の得点と面接の評定を組織ご
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とに相関分析をした結果を用いる。多くの企業は採用決定までに複数回の面接を行うが、

ここでは最も面接回数の多い最初の個人面接のデータを用いることとした。研究 1 と同じ

データであるが、そのうち組織の特徴に関する情報がホームページから入手できた性格 81

研究、能力 66 研究を用いた。また研究 1 では、先行研究との比較検討を行うため因子分析

を行いて性格五大因子に対応した尺度を再構成したが、性格特性における組織との適合を

検討した先行研究では様々な性格特性検査が使われており、五大因子にまとめて先行研究

と比較検討する意味が小さいこと、またもとの測定尺度の方が、性格特性における組織間

の評価の違い検出できる可能性が高いことから、ここでは元の 14 尺度を用いて検討を行う

こととする。14 尺度の信頼性は研究 1 で示した表Ⅲ－1－1 の通りである。組織によって応

募者集団の個人特性には偏りがあるため、組織ごとに相関係数の範囲制限の補正を行った。

これにより、例えば応募者が全体的に外交的な人が多く、結果的に面接評価との相関が得

られにくくなっているといった状況を補正した上で、面接評価の違いを検討した。各尺度

の補正前後の相関係数の記述統計を表Ⅲ－3－1 に示す。 

組織特徴は、各企業のホームページ等から入手できる情報をもとに、業種、従業員数、

創業年、資本金のコーディングを行った。コーディングのカテゴリーは、業種は、個人を

顧客とするメーカー（医薬品、食品、自動車メーカーなど）、法人を顧客とするメーカー（工 

業用機器・資材メーカーなど）、個人を顧客とする非メーカー（個人向け通信サービス、人 

材ビジネス、個人向け金融など）、法人を顧客とする非メーカー（システム会社、コンサル 

ティング会社など）の 4 分類、従業員数は 6 分類（～300 名まで、301～1,000 名、1,001 

～3,000 名、3,001～5,000 名、5,001～10,000 名、10,001 名以上）、創業年は 8 分類（～1940

年まで、1941～1950 年、1951～1960 年、1961～1970 年、1971～1980 年、1981～1990

年、1991～2000 年、2001 年以降）、資本金は 6 分類（～１億円まで、1 億 1～10 億円、10

億 1～100 億円、100 億 1～300 億円、300 億 1～1,000 億円、1,000 億 1 円以上）で行った。 
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表Ⅲ－3－1　分析に用いた変数の記述統計
(性格尺度81組織、一般知的能力66組織)

各組織の
尺度平均の
平均値

各組織の
尺度平均の
標準偏差

もとの
相関係数の
平均値

補正後の
相関係数の
平均値

補正後の
相関相関の
標準偏差

社会的内向性 45.144 3.373 -0.141 -0.163 0.106

内省性 54.535 3.371 0.016 0.016 0.088

身体活動性 53.981 3.864 0.104 0.108 0.093

持続性 55.920 1.821 0.033 0.033 0.072

慎重性 50.195 3.165 -0.024 -0.022 0.070

達成意欲 55.606 3.431 0.105 0.118 0.097

活動意欲 53.238 3.954 0.086 0.080 0.072

敏感性 48.130 2.729 -0.062 -0.068 0.084

自責性 47.053 2.813 -0.077 -0.082 0.093

気分性 46.509 1.726 -0.027 -0.028 0.087

独自性 50.370 2.338 0.006 0.006 0.063

自信性 54.059 2.957 0.109 0.120 0.091

高揚性 53.605 2.714 0.045 0.048 0.103

一般知的能力 58.061 4.501 0.095 0.130 0.137

※　影をつけた6尺度は、組織特徴によって面接評価との相関が有意に説明されたもの  

 

業種のコーディングに際しては、個人向けと法人向けの両方を顧客とする企業の場合は、

その企業の主要顧客がどちらになるかが判断できる場合はそれで分類し、得られた情報か

ら判断が難しい場合は個人向けとして扱うこととした。このコーディングには一部判断が

入るため、著者のほかに企業向けコンサルテーションをおこなっている会社で研究業務に

従事するもの 1 名に独立してコーディングを行ってもらい、結果の一致を確認した。コー

ディング結果は表Ⅲ－3－2 の通りである。 

 

結果 

 

性格、能力合わせて 14 の尺度について、組織ごとの尺度得点と面接評価の相関係数（範 
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表Ⅲ－3－2　組織特徴のコーディング結果（組織数）

メーカ（個人消費者向け） 21
メーカ（法人向け） 7
非メーカー（個人消費者向け） 29
非メーカー（法人向け） 24

計 81

～300名 3
301～1,000名 11
1,001～3,000名 27
3,001～5,000名 12
5,001～10,000名 16
10,001名以上 12

計 78

～1940年まで 21
1941～1950年 8
1951～1960年 6
1961～1970年 8
1971～1980年 13
1981～1990年 10
1991～2000年 8
2001年以降 7

計 81

～１億円まで 2
1億1～10億円 17
10億1～100億円 15
100億1～300億円 19
300億1～1,000億円 15
1,000億1円以上 13

計 81

業種

従業員数

創業年

資本金

 

 

囲制限による補正後）を従属変数、コーディングを行った組織の特徴（業種、従業員数創

業年、資本金）を独立変数として、カテゴリカル回帰分析を行った。カテゴリカル回帰分

析の結果の結果、R2 が 5％水準で有意であったのは、性格特性 6 尺度（内省性、身体活動

性、慎重性、活動意欲、気分性、自信性）で、それぞれ 0.281、0.208、0.262、0.239、0.237、

0.275 であった。これら 6 尺度の平均値を見ると（表Ⅲ－3－1）、一般に活動的で自分に自
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信があり、気分の浮き沈みが少なく、ものごとを深く考えることをよしとする人が多い傾

向が見られた。各組織特徴の数量化と標準偏回帰係数については、表Ⅲ－3－3 の通りであ

る。どの組織特徴が影響を及ぼしていたかは、尺度によって異なっていた。数量化後の組

織特徴間の共線性の許容度は、最も小さいもので 0.55 であり、多重共線性は見られなかっ

た。カテゴリカル回帰分析の結果をまとめたものが表Ⅲ－3－4 である。 

 

考察 

 

カテゴリカル回帰分析の結果の結果で R 2 が 5％水準で有意であった性格特性 6 尺度（内

省性、身体活動性、慎重性、活動意欲、気分性、自信性）では、組織間の面接評価との相

関係数の違いのうち 20％～30％は、組織特徴の違いによって説明されていた。 

どの組織特徴が強く影響していたかは尺度により異なっていたため、組織特徴ごとに考 

察を行う。まず業種による影響を見ると、メーカー、非メーカーともに法人を顧客とする

企業で、内省性の尺度得点が高い人、あるいは気分性の低い人の面接評価が高くなってい 

る。内省性は行動よりも思索を好み、ものごとを深く考える傾向を測定しているが、法人

を相手にする仕事ほど複雑な商品・サービスが多く、思索をする力がより求められると考

えられる。気分性については、この尺度得点が高い人は気分にむらがある一方、感情に素

直で表現が豊かであるといった特徴があり、このような人物は法人顧客の企業よりも、個

人顧客の企業の方が向いているということだろう。また非メーカーの方がメーカーと比べ

ると、課題解決にあたる際の行動や決断の速さ（活動意欲）を評価する傾向が強かった。

ものづくりにじっくり取り組むメーカーと比べると、非メーカーではより機敏な対応が求

められるということだろう。 

自分自身に自信を強く持つ傾向をあらわす自信性については、メーカー、非メーカーの

違いや、顧客が法人か個人かの違いによる系統だった傾向は見られなかった。自信性のあ
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表Ⅲ－3－4　カテゴリカルデータの回帰分析結果（R2が有意になった6尺度）

多重 R R2 乗 F 有意確率

0.530 0.281 2.211 0.020

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 0.302 0.122 3 6.157 0.001
従業員数 -0.289 0.119 3 5.892 0.001
創業年 0.236 0.103 2 5.249 0.008
資本金 0.654 0.138 4 22.441 0.000

内省性との相関 度数 数量化

-.21 - -.15 4 -2.013
-.12 - -.06 11 -1.353
-.06 - -.02 13 -0.693
-.01 - .04 18 -0.033
.04 - .09 24 0.628
.10 - .15 6 1.288
.18 - .23 5 1.948
業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 -0.150
メーカ（法人向け） 7 1.442
非メーカー（個人消費者向 29 -1.139
非メーカー（法人向け） 24 1.087
従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -1.877
301～1,000名 11 -1.877
1,001～3,000名 27 -0.041
3,001～5,000名 12 -0.041
5,001～10,000名 16 0.675
10,001名以上 12 1.424
創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -0.675
1941～1950年 8 -0.675
1951～1960年 6 -0.675
1961～1970年 8 -0.675
1971～1980年 13 -0.675
1981～1990年 10 1.002
1991～2000年 8 1.694
2001年以降 8 1.694
資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -3.240
1億1～10億円 17 -0.482
10億1～100億円 15 -0.482
100億1～300億円 18 -0.307
300億1～1,000億円 15 0.636
1,000億1円以上 13 1.625
*最適化水準；相関は数値、業種は名義、その他は順序（以
下、同）

内省性

調整済み R2 乗

0.154

数量化

係数

 
標準化係数

自由度 F 有意確率
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多重 R R2 乗 F 有意確率

0.456 0.208 2.073 0.043

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 -0.195 0.121 3 2.591 0.059

従業員数 -0.162 0.108 1 2.257 0.137

創業年 -0.299 0.109 1 7.519 0.008

資本金 -0.357 0.119 4 9.035 0.000

活動性との相関 度数 数量化

-.15 - -.04 6 -1.930

-.03 - .02 7 -1.279

.03 - .07 19 -0.627

.08 - .14 18 0.024

.14 - .18 18 0.676

.20 - .25 9 1.327

.28 - .35 4 1.978

業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 0.454

メーカ（法人向け） 7 2.211

非メーカー（個人消費者向け） 29 -1.164

非メーカー（法人向け） 24 0.363

従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -5.099

301～1,000名 11 0.196

1,001～3,000名 27 0.196

3,001～5,000名 12 0.196

5,001～10,000名 16 0.196

10,001名以上 12 0.196

創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -0.688

1941～1950年 8 -0.688

1951～1960年 6 -0.688

1961～1970年 8 -0.688

1971～1980年 13 -0.688

1981～1990年 10 1.454

1991～2000年 8 1.454

2001年以降 8 1.454

資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -2.528

1億1～10億円 17 -0.567

10億1～100億円 15 -0.567

100億1～300億円 18 -0.289

300億1～1,000億円 15 0.402

1,000億1円以上 13 1.914

0.108

調整済み R2 乗

活動性

係数

 

標準化係数

自由度 F 有意確率

数量化
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多重 R R2 乗 F 有意確率

0.511 0.262 2.222 0.023

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 0.131 0.106 3 1.515 0.218

従業員数 -0.240 0.121 4 3.932 0.006

創業年 0.389 0.106 2 13.486 0.000

資本金 0.476 0.124 2 14.693 0.000

慎重性との相関 度数 数量化

-.19 - -.14 3 -1.912

-.13 - -.08 17 -1.277

-.08 - -.05 6 -0.643

-.04 - -.01 25 -0.008

.00 - .04 15 0.627

.04 - .09 10 1.262

.10 - .14 5 1.897

業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 0.824

メーカ（法人向け） 7 -2.088

非メーカー（個人消費者向け） 29 -0.801

非メーカー（法人向け） 24 0.856

従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -1.072

301～1,000名 11 -1.072

1,001～3,000名 27 -0.937

3,001～5,000名 12 0.844

5,001～10,000名 16 1.024

10,001名以上 12 1.149

創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -0.906

1941～1950年 8 -0.552

1951～1960年 6 -0.552

1961～1970年 8 -0.552

1971～1980年 13 -0.552

1981～1990年 10 1.440

1991～2000年 8 1.440

2001年以降 8 1.440

資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -3.336

1億1～10億円 17 -0.448

10億1～100億円 15 -0.448

100億1～300億円 18 -0.448

300億1～1,000億円 15 1.158

1,000億1円以上 13 1.158

数量化

標準化係数

自由度 F 有意確率

調整済み R2 乗

0.144

慎重性

ﾓﾃﾞﾙの要約

係数
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多重 R R2 乗 F 有意確率

0.488 0.239 2.193 0.028

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 0.289 0.118 3 6.003 0.001

従業員数 -0.064 0.126 1 0.257 0.614

創業年 -0.464 0.118 2 15.523 0.000

資本金 -0.229 0.127 4 3.263 0.016

活動意欲との相関 度数 数量化

-.08 - -.08 3 -1.884

-.03 - .02 16 -1.251

.03 - .06 13 -0.618

.06 - .10 15 0.016

.10 - .14 21 0.649

.14 - .19 8 1.282

.20 - .25 5 1.916

業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 -1.017

メーカ（法人向け） 7 -2.127

非メーカー（個人消費者向け） 29 0.474

非メーカー（法人向け） 24 0.937

従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -0.727

301～1,000名 11 -0.727

1,001～3,000名 27 -0.727

3,001～5,000名 12 -0.727

5,001～10,000名 16 1.376

10,001名以上 12 1.376

創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -0.847

1941～1950年 8 -0.591

1951～1960年 6 -0.591

1961～1970年 8 -0.591

1971～1980年 13 -0.591

1981～1990年 10 1.447

1991～2000年 8 1.447

2001年以降 8 1.447

資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -2.450

1億1～10億円 17 -0.827

10億1～100億円 15 -0.827

100億1～300億円 18 0.167

300億1～1,000億円 15 0.643

1,000億1円以上 13 1.627

ﾓﾃﾞﾙの要約

係数

有意確率 

標準化係数

自由度 F

活動意欲

調整済み R2 乗

数量化

0.130
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多重 R R2 乗 F 有意確率

0.487 0.237 2.450 0.017

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 -0.488 0.120 3 16.485 0.000

従業員数 -0.141 0.108 2 1.723 0.186

創業年 0.125 0.118 2 1.118 0.333

資本金 -0.295 0.115 2 6.650 0.002

気分性との相関 度数 数量化

-.37 - -.24 2 -2.028

-.15 - -.10 11 -1.344

-.10 - -.05 19 -0.659

-.05 - .00 23 0.025

.00 - .04 14 0.710

.05 - .10 6 1.394

.11 - .22 6 2.079

業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 -1.322

メーカ（法人向け） 7 0.046

非メーカー（個人消費者向け） 29 -0.168

非メーカー（法人向け） 24 1.346

従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -4.153

301～1,000名 11 -0.092

1,001～3,000名 27 -0.092

3,001～5,000名 12 -0.092

5,001～10,000名 16 -0.092

10,001名以上 12 1.547

創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -1.591

1941～1950年 8 -0.112

1951～1960年 6 -0.112

1961～1970年 8 -0.112

1971～1980年 13 0.879

1981～1990年 10 0.879

1991～2000年 8 0.879

2001年以降 8 0.879

資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -4.269

1億1～10億円 17 -0.253

10億1～100億円 15 -0.253

100億1～300億円 18 -0.253

300億1～1,000億円 15 0.909

1,000億1円以上 13 0.909

ﾓﾃﾞﾙの要約

係数

 

標準化係数

自由度 F 有意確率

調整済み R2 乗

0.140

数量化

気分性
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多重 R R2 乗 F 有意確率

0.524 0.275 2.149 0.025

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

業種 0.269 0.107 3 6.267 0.001

従業員数 -0.180 0.105 2 2.898 0.062

創業年 -0.454 0.110 3 17.025 0.000

資本金 -0.244 0.108 4 5.082 0.001

自信性との相関 度数 数量化

-.08 - -.05 5 -1.881

-.01 - .04 12 -1.254

.04 - .09 13 -0.627

.10 - .15 19 0.000

.15 - .20 16 0.627

.20 - .26 12 1.254

.28 - .34 4 1.881

業種 度数 数量化

メーカ（個人消費者向け） 21 -1.565

メーカ（法人向け） 7 1.427

非メーカー（個人消費者向け） 29 0.723

非メーカー（法人向け） 24 0.080

従業員数 度数 数量化

～300名まで 3 -4.993

301～1,000名 11 -0.318

1,001～3,000名 27 0.276

3,001～5,000名 12 0.276

5,001～10,000名 16 0.276

10,001名以上 12 0.276

創業年 度数 数量化

～1940年まで 20 -1.334

1941～1950年 8 -0.364

1951～1960年 6 -0.364

1961～1970年 8 -0.364

1971～1980年 13 0.117

1981～1990年 10 1.276

1991～2000年 8 1.276

2001年以降 8 1.276

資本金 度数 数量化

～１億円まで 3 -1.131

1億1～10億円 17 -0.849

10億1～100億円 15 -0.849

100億1～300億円 18 -0.376

300億1～1,000億円 15 1.098

1,000億1円以上 13 1.604

係数

有意確率

数量化

 

標準化係数

自由度 F

調整済み R2 乗

0.147

自信性

ﾓﾃﾞﾙの要約
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表Ⅲ－3－4　カテゴリカル回帰分析のまとめ

メーカ
個人消費者

メーカ
法人

非メーカ
個人消費者

非メーカ
法人

内省性 0.281 3 1 4 2 － ＋ ＋＋
身体活動性 0.208 － －－
慎重性 0.262 － ＋＋ ＋＋
活動意欲 0.239 3 4 2 1 －－ －
気分性 0.237 1 3 2 4 －
自信性 0.275 4 1 2 3 －－ －

医薬品、食
品、自動車
メーカーなど

工業用機器・
資材メーカなど

個人向け通信
サービス、人
材ビジネス、個
人向け金融な
ど

システム会
社、コンサル
ティング会社な
ど

* 能力を含む16尺度のうち、R2が5％水準で有意になったもののみ報告。

* セルには標準化係数が5％水準で有意であったもののみ、数字、記号を入力。

* 業種の列の数字は、標準化係数がプラスに大きな値を示した順。

* 従業員数、創業、資本の列の記号は、＋－の符号は標準化係数の符号で、絶対値が3以上のときに2つ記号を入力。

創業
（→新）

資本金
（→大）R2

業種
従業員数
（→多）

 

 

る人物を高く評価する傾向が最も強かったのは法人向けのメーカーで、その傾向が最も弱

かったのは個人顧客向けのメーカーであった。前者のほうが後者よりも、自信性の平均値

は有意に低かった（法人向けメーカー 51.65、個人顧客向けメーカー 55.37）。このことか

ら、法人向けメーカーでは応募者の自信性の水準が全体的に低かったため、面接評価にお

いて自信性の高さが影響を及ぼしたものの、個人顧客向けのメーカーでは、応募者の自信

性は十分に高かったため、面接評価には影響を及ぼさなかった可能性が考えられる。範囲

制限の補正はかけていたものの、この補正は性格特性と面接評価が線形の関係にあること

を前提としているため、仮に一定レベル以上は必要がないといった評価になる場合には、

補正は機能しない。また、自信性のある人物を高く評価する傾向が最も強かった法人向け

のメーカーには工業用機器や資材メーカーが含まれ、次にその傾向が強かった個人向けの

非メーカーには人材ビジネスや個人向け金融などが含まれている。これらの業種では、ど

ちらかといえば商品やサービスの変化スピードがさほど速くなく、安定的に確度の高いサ

ービスを提供することが求められることが多い。業種が組織文化に及ぼす影響を検討する

際の視点として、Gordon(1991)は顧客が求めるものとして新規性と安定性を指摘している



 104

が、法人向けのメーカーと個人向けの非メーカーはどちらかといえば安定性を提供する方

に当たる。商品やサービスの安定性を表現するものとして、従業員の自信のある態度が求

められるのかもしれない。 

従業員数に関しては、従業員が多い会社ほど内省性と慎重性の尺得点と面接評価の関係

は弱まる傾向があった。従業員数が多くなると、組織内の機能分化が進み、各従業員の役

割は明確になる。個々人の裁量の範囲は狭くなり、決められた役割を果たすことが求めら

れるようになることから、ひとりひとりが、じっくり考えて（内省性）行動する必要性は

低下する。また従業員数が多い会社には、現場で顧客サービスにあたる人やメーカーの工

場労働者などを雇用する会社が含まれる。このような会社では、必ずしも大多数の人が、

じっくり考えて（内省性）慎重に行動する（慎重性）ことを求められるわけではないのだ

ろう。 

一方、同じく組織規模の指標である資本金では逆の効果があり、内省性や慎重性の高い

人が面接で評価される傾向は、資本金が大きな会社ほど強くなる傾向があった。また、資

本金の大きな会社ほど、活動性、活動意欲、気分性、自信性といった尺度と面接評価の関

係性は弱まる傾向があった。事業規模を表わす 2 つの指標の間には 0.64 の相関（spearman

のρ, p< .001）があり、従業員数が多くなると資本金も多くなる傾向が一般に見られた。た

だし組み合わせで見てみると、従業員数に比して資本金の大きな会社には、大きな設備投

資の必要なメーカーや社会インフラの構築や整備に当たる会社、あるいは大企業などから

ある事業に特化して独立した子会社などが含まれており、このような会社の面接評価の傾

向が反映している可能性がある。このような会社には事業の安定した企業が多く、堅実な

職務遂行を必要とされることから、フットワークよく動く押しの強いタイプよりも落ち着

いた、思慮深いタイプが好まれるということかもしれない。 

創業の新しさの影響については実証的な先行研究がなく、探索的に分析を行った結果、

資本金の大きさとほぼ同様の影響が見られた。ただし、創業の新しさと資本金の大きさの
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間には－0.30 とやや弱い負の相関があることから（spearman のρ, p< .01）、創業の新しさ

は資本金の大きさとは異なる意味で面接評価に影響を及ぼしたと考えられる。創業の新し

さは、時間の経過とともに組織に起こる変化の影響をするための変数として用いたが、数

量化の結果を見ると1981年以降とそれ以前で2分されていることがわかる（表Ⅲ－3－2）。

つまりこの時期の前後で、組織文化に違いが生じていると考えられる。この時期以降に創

業した 25 社のうち、14 社については IT や通信関連の企業であった。これらの企業では目

に見えないサービス商品を扱うため、深く考える力（内省性）が、フットワークの良さ（身

体活動性）よりも求められている可能性がある。同様に慎重に行動する（慎重性）タイプ

の人が評価され、自分に自信のある（自信性）人の評価は高くならない傾向が得られたと

考えられる。創業時期の影響は、組織の発達段階との関連で生じるのではないかと思われ

たが、そうではなく創業時期によって現れる業種の特徴によるものであったと考えられる。 

対人面での明るさや積極性に関連する特性である社会的内向性（反転）や高揚性と、志

の高さをあらわす達成意欲、悲観的であったり心配症などの線の細さをあらわす敏感性、

自責性や気分性、それと独自の物の見方を重視する独自性では、面接評価との相関の違い

は組織特徴によって有意に説明されなかった。表Ⅲ－3－1 から独自性の相関の平均値と分

散はそれぞれ、他の尺度と比べてそもそも正にも負にも面接評価との相関が弱かったこと

で、組織特徴による影響が得られなかったと考えられる。独自性以外の、対人面での明る

さ、志の高さ、線の細さに関する尺度は、いずれの組織でも望ましいと思われる方向が一

義に決まりやすかったため、組織の特徴の影響が得られなかった可能性が考えられる。た

だし、研究 1 と同じデータを用いて尺度別に面接評価との相関係数をメタ分析した結果（今

城、2009）では、サンプリング誤差による分散の説明率はあまり高くなく（14%～52%）、

これらの尺度でも面接評価との相関には組織間で違いがあることが示されている。組織の

特徴によって組織間の面接評価の違いが有意に説明された 6 尺度においても、組織間の違

いの 70％～80％は説明されていない。今回用いた組織特徴の指標は決して十分とはいえな
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いため、今後組織特徴を表わす他の指標を用いたり、組織文化を直接測定した結果などを

用いて、これらの尺度と面接評価の関係性の組織間の違いが何によってもたらされるかを

さらに検討することが必要である。 

本研究は組織間で面接評価に違いがあること、その違いが組織文化に影響を及ぼす組織

の特徴によって有意に説明できることを示した。特に組織レベルの分析を行うことで、採

用面接における組織との適合評価研究における課題であった面接者との個人的な適合の影

響を統制したうえで、組織間の面接評価の違いを示したことの意味は大きいと考える。し

かし本研究にはいくつかの限界があり、それについて次に述べる。 

 

＜本研究の限界と研究 4 ・研究７への課題＞ 

本研究では、3 つの限界点があげられる。1 点目に今回研究に用いたのは組織適合を評価

した結果ではなく、面接の最終評価であったことである。最終評価には組織との適合以外

の観点での評価も影響を及ぼすと考えられるため、組織特徴が組織との適合評価に及ぼす

影響は過小評価された可能性がある。同様に今回、社会的内向性や達成意欲といった「採

用場面での一般的な対人評価」に該当する性格特性尺度においては、組織特徴の影響が見

られなかったが、これも最終評価を用いたことで検出力が低下したことによる可能性があ

る。さらに重要なことは、今回の分析の結果得られた組織の特徴による面接評価の違いが、

組織との適合が評価されたことによるものかは、直接検討されていないことである。組織

間での面接評価が異なる理由には、たとえば応募者向けのセミナーの内容や適性検査の活

用方法などの面接以外の採用プロセスの影響や、応募者集団の違いの影響なども考えられ

る。後者に関しては、応募者集団の性格特性や知的能力の偏りについて、統計的な補正を

行った。しかし前者については統制できていない。さらに面接評価内容の概念的枠組みで

は、「組織との適合評価」は採用基準として評価するものと置いたが、この点に関しても検

討できていない。 
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2 点目の限界として、組織文化ではなく、それに関連すると思われる客観的な組織特徴の

データを用いたことがあげられる。客観的な組織特徴の使用は、面接者との適合の可能性

が排除できると言う点では利点があった。しかし分析に用いた組織の特徴は、十分に網羅

的であったとはいえない。例えば、業種は顧客の特徴とメーカー・非メーカーで 4 分類し

たのみであったが、個人向けのメーカーでも、食品メーカーと、電機メーカーでは異なる

文化を持つ可能性は高い。さらに組織文化を用いていないことの欠点として、組織の事業

戦略や事業の強み、あるいは企業のサービスの意味づけといった内容が反映されていない

ことがあげられる。事業戦略に関連性の深い組織の特徴としては業種があるが、Chatman 

＆ Jehn (1994)は組織文化には業種の違いでは説明されない要素があったことを報告して

いる。例えば同じ家電メーカーでも、特定の企業が何を自企業の存在価値と考えるかによ

って、企業内で求められ、評価される行動には違いが生じる。2 つの家電メーカーA、B が

あり、いずれも高い技術力に基づく質の良い商品の提供を通じて消費者の生活をより便利

にすることをゴールとしていても、メーカーA はこれまでにない新しい商品を生み出すこと

で消費者に夢を与えたいと考え、メーカーB は質の高い商品を低コストで提供することでな

るべく多くの消費者の生活をよくしたいと考える場合、組織文化には違いが生じるだろう。

前者では、新しいアイデアが歓迎され、前例にないことに挑戦する行動が評価される。一

方後者では、いかに効率よく間違いなく仕事を行うかに関心が高く、それに貢献する行動

が高く評価される。組織文化の違いは、どのような特徴持つ人物がその組織にとってより

望ましいかを規定する。このような違いについて、今回の研究では検討することができな

かった。 

 3 点目に、本研究では分析に用いるデータ数を増やすために、各組織において最初に行わ

れた面接のデータを用いた。しかし Chuang & Sackett（2005）はキャンパス・リクルータ

ーを対象とした調査の結果、企業で複数回面接をおこなった際に、組織への適合は後の面

接においてより重視されることを報告している。日本の新卒採用でも、ほとんどの企業は
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二次面接、三次面接と複数回、面接を行うことが普通である。後の面接のほうが組織との

適合評価を重視していた場合、今回用いた一次面接のデータでは十分な結果が得られなか

った可能性が残される。 

次の研究 4 では、上記の 1 点目の課題については、実際の採用面接で組織との適合を評

価したデータを用いて検証する。また 2 点目の課題については、面接者の組織文化の認知

が、組織との適合評価に影響を及ぼすことを示す。加えて、面接者との適合ではなく、組

織との適合評価であることを、研究 3 とは異なるアプローチを用いて再度確認する。組織

との適合評価が最終評価に反映されているかは、研究 7 で検証することとする。 
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第Ⅲ部 

４章 研究4 

  

採用場面における組織との適合評価に関する先行研究では、面接での組織適合評価が面

接者との適合を反映したもので、組織との適合ではないのではないかとの指摘がなされて

いる（Parsons et al,1999; Adkins et al., 1994; Howard & Ferris, 1996）。これに対して研

究 3 では、面接評価には組織による違いがあり、その違いの 20～30％は業種や組織規模、

組織の創業の新しさといった組織特徴によって説明できることを示した。しかし、組織特

徴による面接評価の違いが、組織との適合評価の結果もたらされたものかは、検討できて

いない。そこで研究 4 ではある会社の採用面接で収集したデータを用いて、応募者の価値

観にもとづき、面接者は応募者と組織との適合を評価していることを検証する。加えて研

究 3 とは異なる方法で、面接者との適合ではなく組織との適合が評価されたことを、再度

検証する。 

 

組織適合の定義 

 

組織適合には、組織と個人が何らかの観点で似通っている追補的な適合と、組織や個人

の側が求めているものを他方が満たす相補的な適合がある（Muchinsky & Monahan, 

1987）。また Kristof（1996）は組織適合を、“ compatibility between people and 

organizations that occurs when : (a) at least one entity provides what other needs, or (b) 

they share similar fundamental characteristics, or (c) both”と定義している。定義(a)の

組織と個人が互いに必要とされる特性を持つことで実現する相補的な適合も、現従業員が

感じる組織との適合感を用いた研究では検討されることがあるものの、採用時の組織との

適合評価に関する先行研究では、一般に定義(b)の追補的な適合が検討されている（e.g., 
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Dineen et al., 2002; Saks & Ashforth, 1997, Cable & Judge, 1997; Higgins, 2000; 

Kristof-Brown, 2000）。これは組織の採用選考時の評価では「自組織の雰囲気になじむ人」

や「自組織が重要であると思っている価値を共有できる人」が求められるからである。そ

こで本研究でも組織適合を「組織と人が類似した特徴を共有する程度」とする。 

 

適合の内容 

 

適合の内容とは組織と個人の“何が”類似しているのかを指すが、主として価値観（e.g., 

O’Reilly, 1991; Cable & Judge, 1997）や性格特性（e.g., Westerman & Cyr, 2004）などが

扱われる。適合の内容に関する議論では、例えば、Chatman et al（1991）は、人と組織の

特徴を表現する比較的安定した概念として価値観を用いることが適当であると論じている。

一方、Ryan & Kristof-Brown（2003）は、価値観よりも性格特性のほうが安定しており、

他者からの観察が可能で、行動に近いとして、性格特性による適合評価の利点を論じてい

る。しかし現時点では、どちらを用いるべきかについては結論が得られていない

（Kristof-Brown, Zimmerman & Johnson, 2005）。 

組織との適合評価が組織や個人にもたらす効果について、Ryan & Kristof-Brown（2003）

は、価値観の一致は常に良い効果をもたらすことが期待されるが、性格特性における一致

は必ずしも望ましい効果をもたらさない可能性があると指摘している。価値観の類似度は、

組織の目標共有の促進につながるものの、性格特性は異なる特性を持つ人の組み合わせの

ほうが補いあってより高い成果が出る場合があるからである。このように価値観における

組織との適合と性格特性における組織との適合は、異なる意味を持つ可能性があることか

ら、組織との適合評価は価値観や性格特性といった複数の特性を用いて行うべきとの議論

もなされている（Bretz & Judge, 1994）。一方で実証研究をメタ分析した結果では、性格特

性における適合などと比較すると、価値観における適合が職務満足度といった組織への態
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度にプラスの影響を与える程度が強いことが報告されている（Kristof-Brown, et al, 2005）。 

面接における組織との適合評価の研究の場合は、何による適合評価かは意識されること

なく、応募者が組織に適合していると思う程度を面接者が主観的に評価した結果を用いる

ことがほとんどである。例外として価値観での適合では、個人と組織の価値観をそれぞれ

測定した上で、両者の適合を客観的に測定した結果が、面接での組織との適合評価をある

程度予測することが示されている（Cable & Judge, 1997)。性格特性における適合について

はこのような検討は行われていないものの、組織との適合を評価するリクルーターに、 

何で組織への適合を評価しているかをたずねたところ、価値観よりも性格特性をあげるこ

とが多かったとの報告もある（Kristof-Brown, 2000）。 

以上の先行研究から、組織との適合が入社後の成功予測に対して持つ意味や効果は適合

の内容によって異なる可能性があり、また採用面接時の適合評価においては、価値観によ

る評価と性格特性による評価の両方が行われている可能性がある。そこで研究 4 では、研

究 3 で扱った性格特性による適合ではなく、価値観による適合の評価を検討する。 

 

採用面接における組織との適合評価 

  

研究 4 の主な目的の一つは、組織との適合評価が、組織にとって望ましい価値観を応募

者が有する程度によって決まることを確認することである。面接者によってなされる主観

的な組織との適合の評価は、何によって決まるのだろうか。  

例えば Garcia et al（2008）や Chen et al（2008）は、面接者の適合評価は応募者が自

分に類似していると感じる程度、すなわち面接者との適合に影響を受けることを示してい

る。Cable & Judge（1997）は、応募者と組織の価値観の客観的適合度が、面接者の主観

的な適合評価に反映されることを示したが、組織の価値観は面接者の質問紙への回答結果

に基づき決められており、そこには面接者の個人的な価値観が影響する可能性があること
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から（今城 2007）、面接者との適合の影響を排除できていない。 

一方で組織との適合評価は面接者によって行われるため、面接者が自組織の文化や、自

組織にとって重要な価値をどう捉えるかが、評価に影響を及ぼすのは当然である。また自

分独自の価値観であったとしても、正しく組織の価値観を取り込んでいると面接者自身は

信じている場合、面接者は自分との適合を評価しているとは認識しないだろう。そこでこ

こでは面接者の主観的評価によって組織との適合が妥当に評価されるためには、面接者に

よる自組織文化の認知が、同じ組織に属する他の面接者とある程度共有され、その共有部

分が組織との適合評価に用いられることが必要であるとの立場をとる（図Ⅲ－4－1）。先行

研究では、組織文化の認知には、同組織に属する面接者間で共通の認識がある一方で、面

接者による違いもあり、その違いが面接者の個人的な価値観によってもたらされているこ

とがわかっている（今城、2007）。また Kristof-Brown（2000）では、リクルーターに応募

者の組織への適合を評価する際のポイントを書かせたところ、73％はリクルーターの個人

的な考えにもとづくものであったが、23％は組織に共通の観点であったと報告している。 

 

 

 

 

 

 

 

研究 4 では、実際の面接における組織との適合評価に、同組織に属する面接者間に共通

する評価と、面接者間で異なる評価が含まれることを検証する。そのためにここでは面接

者が行った組織との適合評価のデータを結果変数として、ある組織に属する複数の面接者

が、応募者の特定の価値観を、組織との適合評価の際に共通して評価したかを検証する。

 図Ⅲ-4-1 面接者の組織との適合評価視点のイメージ 

組織文化の認知 

組織との適合評価の観点 

他の面接者との共有認知 独自の認知部分 

他の面接者との共有観点 独自の観点 

（ 組織との適合評価 ） 他の面接者との共有評価 独自の評価 

？ ？ 
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また組織との適合評価の面接者間の違いとして、面接者の組織文化の認知が、応募者の価

値観が評価される程度に影響を及ぼすかを検討する。例えばこの組織で、複数の面接者に

共通して自律の価値観を持つ応募者が組織との適合で高く評価されれば、この評価は面接

者個人との適合ではなく、組織との適合評価であると考えられる。一方で、たとえば自組

織がチームワーク重視の文化であるとの認知が高い面接者においてのみ、応募者の対人協

調の価値観が評価される場合は、それは組織ではなく面接者との適合評価が行われたと言

える。 

価値観での適合評価に関しては他に、営業や研究といった入社後行うであろう仕事に求

められる価値観もありうるが、本研究では職種を特定しない新規採用の場面での評価であ

ることから、この可能性は低い。そこで研究 4 では、まず以下の 2 つの仮説を検討する。 

 

仮説 4－1；同一組織における組織との適合評価では、面接者の違いに関わらず、特定の価

値観をもった応募者の評価が高くなる 

 

仮説 4－2；同一組織における組織との適合評価であっても、面接者間の組織文化認知の違 

いによって、評価される応募者の価値観は異なる 

 

面接者と応募者の価値観の類似度の影響 

 

面接者との個人的な適合の影響について、上記の仮説 4－2 では面接者間の組織文化認知

の違いを用いて検討を行う。加えて本研究では、面接者と応募者の価値観の類似度の影響

についても検討を行う。組織との適合評価に限らず、一般の面接評価では、人種

（Prewett-Livingston, Field, Veres, & Lewis, 1996）や性別（Graves & Powell, 1996）な

どの属性や、態度（Howard & Ferris, 1996）や性格（今城 2005）などの個人特性に関し
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て、応募者と面接者の類似性が評価に影響を及ぼすことが示されており、一般に面接者と

応募者が類似しているほうが評価が高まる傾向が指摘されている（Pothuma, et al., 2002）。

社会心理学の分野では社会的な相互作用場面では自分と似た人に魅力を感じたり、好感を

持つことが一般的な対人認知の傾向として指摘されおり（Byrne, 1971）、面接者にも同様

の傾向があるといえる。面接者と応募者の類似度が面接者との適合を高め、結果的に組織

との適合が高いと評価される可能性がある。 

採用面接における組織適合評価に関する先行研究では、属性の類似度（Garcia et al, 

2008）や、面接者による類似度の主観評価（Chen et al, 2008）を扱ったものはあるが、価

値観の客観的な類似度を扱った研究は行われていない。ただし Montoya, Horton & 

Kirchner（2008）による、一般対人場面で自己と類似した人に魅力を感じる傾向に関する

メタ分析では、客観的な類似度も、主観的な類似度も対人魅力に影響を及ぼすことが確認

されている。応募者の価値観が組織との適合において評価されるとすれば、面接者と応募

者の価値観の類似度も評価結果に影響する可能性がある。そこで本研究では、面接者と応

募者の価値観の類似度が組織との適合評価を高めるかについても検証する。加えて、自分

と価値観の類似した人物を高く評価する傾向は、人の性格特性がどの程度環境によって変

化可能であるかに関して面接者が持つ信念（人間観；person theory）により異なると考え

る。 

Dweck, Chiu, & Hong（1995）によれば、われわれは暗黙のうちに人物特徴の変化する

度合いに関して 2 つの異なる信念のいずれかを強く持つ。一つは人物特徴は固定的なもの

で状況によって変化しないとの信念（固定的人間観；Entity theory）で、もうひとつは人

物特徴は状況によってダイナミックに変化するとの信念（変動的人間観；Incremental 

theory）である。どちらの信念を持つかによって対人認知やそれに伴う行動には違いが生じ

る。固定的人間観を持つ人は行動から特性推論を行いやすく、いったん行った推論の結果

を別の行動の説明に用いる傾向が、変動的人間観を持つ人に比べると強いことが、実証的
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に示されている。さらに Poon & Koehler（2008）は、固定的人間観を持つ人のほうが、対

象者がある特性を持つと判断するとその特性と関連があると思われる他の特性も有すると

判断をする傾向が、後者に比べて強いことを示している。面接者が自分と類似した応募者

に対して魅力を感じた場合、固定的人間観を持つ人の方が、その応募者に対して全体的に

ポジティブな評価をする傾向が強まったり（Poon & Koehler, 2008）、魅力的な人物である

との初期の判断がその後の人物評価に与える影響が強いと考えられる（Dweck et al, 1995）。

そこで面接評価における、面接者と応募者の価値観の類似度が組織との適合評価に及ぼす

影響と、その影響に対する面接者の持つ固定的人間観の調整効果について以下の 2 つの仮

説を確認する 

 

仮説 4－3；面接者自身の価値観と近い価値観を持った応募者ほど、組織との適合評価にお 

いて高く評価される傾向がある 

 

仮説 4－4；面接者と応募者の価値観の類似度が組織との適合評価に及ぼす影響は、固定的

な人間観を持つ面接者ほど強い 

 

方法 

 

あるサービス会社 A 社で 2007 年に行われた新卒の採用面接時の面接評価、応募者を対象

に行った価値観に関する質問紙の結果（n=419, 男性 67％、女性 33％）、面接実施の約 3

ヶ月後に面接者を対象に実施したアンケートの結果（n=59 男性 90％、女性 10％）を用い

る。この会社では、内定を出すまでに 3 回の個人面接が行われるが、ここで用いたデータ

はすべて一次面接のデータである。面接者はこの会社の中間管理職が中心（52 名中 46 名が

管理職）で、社歴の平均は 17.04 年、年齢の平均は 42.08 歳であった。もっとも長く経験
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した職種は営業 29 名、研究・開発 6 名、管理・スタッフ 16 名であった。面接は、応募者

一人、面接者一人で行われた。面接者一人当たりの面接回数は 3～20 回であった。従属変

数として、面接者が面接時に応募者の組織との適合の程度について評価したもの（組織と

の適合評価）を用いる。独立変数として、応募者の一般的な価値観、面接者と応募者の価

値観の乖離度、面接者の自組織文化の認知、面接者の固定的な人間観を用いた。応募者の

価値観については、面接前の待ち時間に採用評価には使用されないことを断った上で、自

由意志によるアンケートへの回答を依頼した。面接者は応募者の価値観調査の結果は見て

いない。面接者に関する変数は、全て面接の 3 ヶ月後に実施したアンケート調査によって

収集した。 

 

＜分析方法＞ 

分析は多水準モデル（Multilevel Model）を用いる。多水準モデルとは分析に用いるデー

タが階層化されている場合に用いられる分析モデルである。例えば満足度などの個人の測

定値はその人が属する課でまとまりを持ち、さらにいくつかの課を統合した部でまとまり

をもつ。つまり、ある個人の測定値は、他部署の人よりも同じ部の人の測定値と、さらに

はその中でも同じ課の人の測定値とより似通っていると考える。これを「従業員が課にネ

ストする」「課が部にネストする」という。 

これまでは、組織レベルで分析するときは、課や部のまとまりは無視してまとめてデー

タを扱うことが多かった。つまり同集団に属するデータも、別集団のデータ同様に互いに

独立したものとして分析を行うことが多かったが、これは変数間の独立性の仮定に反して

おり、誤った解釈や分析結果を導く危険性がある。仮にある集団内で正に相関する 2 変数

が、他の集団では負に相関している場合、2 つの集団を込みにして分析を行うと全体では無

相関になりデータの構造を見誤る可能性がある。また、まとまりのあるデータをいわゆる

無作為抽出を前提とした検定方法を用いて検定することで、誤差を過小評価してしまい誤
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った結論を得る可能性もある。階層モデルは、このような問題を解消するため開発された

もので、近年産業組織分野の研究でも活用が勧められている (Hofmann, 1997)。 

階層モデルを構築するにあたって、面接者の下に応募者がネストするモデルを考える。

そのイメージを表わしたものが、図Ⅲ－4－2 である。応募者の個人特性と面接評価の関係

性は面接者ごとに異なる可能性がある。例えばある面接者が積極性を評価する傾向があっ

たとすると、応募者の積極性の得点と面接評価の関係はその面接者のデータにおいては高

くなる傾向がある。一方、他の面接者は論理的な人を高く評価する傾向があったとすると、

その面接者のデータにおいては応募者の積極性の得点と面接評価の相関は低くなると考え

られる。面接と同様に主観的評定手法である職務遂行度評価においても、評価者内の方が

評価者間よりも評価がよく一致することが報告されていることから(Viswesvaran, Ones, & 

Schmidt, 1996)、面接者がどのような人物を高く評価するかは比較的まとまりがよいと考え

る。そこでレベル 1 を応募者のレベル、レベル 2 を面接者のレベルとする 2 水準の分析を

行った。解析においては、HLM6（Raudenbush, Bryk, Cheong, & Congdon, 2004）を用

いた。 

 

＜使用変数＞ 

従属変数として、組織風土への適合度に関する評定項目 1 項目（1 まったく合っていない

～5 とても合っている）を使用した。評定は面接終了直後に面接者により行われたもので、

この評定結果は研究目的のために使用されるもので、採否の判定に影響するものでないこ

とを伝えた上で行われた。 

分析は、応募者に関する変数をレベル１、面接者に関する変数をレベル 2 とする多水準

モデルで行った。分析に当たっては、レベル 2 の面接者に関する情報に欠損のないものの

みを用いたため、結果的に応募者 202 名分、面接者 37 名分が分析に用いられた。 
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レベル 1；応募者のレベル 

応募者自身の一般的な価値観について、Schwartz の 10 の価値観（1992）をもとに質問

紙を作成した。組織文化の測定尺度としては Hofstede の価値観尺度が有名で、この尺度は

現在国レベルの文化研究で取り上げられることが多い。一方 Schwartz の価値観尺度も国の

文化間比較研究でも用いられているが、個人レベルの研究でも用いられていることに加え

て（Caprara, Schwartz, Capanna, Vecchione, & Barbaranelli, 2006）、個人の価値観と環

境との適合に関する研究が行われている（Sagiv & Schwartz, 2000）。そこで本研究では、

Schwartz の価値観の枠組みを用いることとした。本来 Schwartz の価値観測定には 40 項

目からなる質問紙 Portrait Values Questionnaire（Schwartz et al, 2001）が用意されてい

 面接者1 

 応募者Ａ 

 応募者Ｂ 

 応募者Ｃ 

 面接者2 

 応募者Ｄ 

 応募者Ｅ 

 レベル 2  

応募者の価値観や面
接者との価値観の違
い 

 レベル 1  

2 水準の階層イメージ 

…  
面接者の人間観や自組
織の風土認知の違い 

面接者による面接評価の影響の違い（ｲﾒｰｼﾞ） 

性格特性／基礎能力 

面
接
評
価 面接者2 

面接者1 

面接者3 

面接者４ 

図Ⅲ-4-2 2水準のイメージ 
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るが、面接前の限られた待合時間での回答が可能なように、10 の価値観の定義を日本語訳

したものを提示し、大切なものから 3 つまで順位をつけ、さらに最も大切でないもの１つ

を選択するように求めた（Appendix Ⅲ－4－A）。その結果を、一番目に大事なものには“3”、 

二番目に大事なものには“2” 三番目に大事なものには“1”、選択されなかったものを“0”、

最も大切でないものには“－1”を割り当てた。 

面接者に行ったアンケートでも、面接者自身の価値観について同様の方法で回答を求め、

数値化した。その後、応募者とその応募者の面接を行った面接者の価値観の差の絶対値を

10 項目すべてにおいて求め、その平均値を応募者と面接者の価値観の差とした。この値は

応募者に固有の値となる。また、他に面接評価に影響しそうなものとして、応募者の性別

（女 “1”、男 “0”）と、出身大学（採用実績校 “1”、それ以外 “0”）を、統制変数と

してモデルに加えた。 

独立変数として用いる応募者の価値観は 10 項目からなるが、全てをモデルに投入すると

サンプル数に比して変数が多くなり推定が収束しにくくなる。また価値観評価では、大事

なものから 3～－1 の値を宛てたものの、値の意味は等間隔とはいえず分布にも偏りが生じ

た。そこで予備分析として、応募者の 10 の価値観の評価値を独立変数、各応募者への組織

との適合評価を従属変数として SPSS でカテゴリカル回帰分析を行い、組織との適合評価

に影響を及ぼす可能性が高い価値観に絞り込んだ。具体的には、10％水準で有意な偏回帰

係数が得られた 5 つの価値項目（チャレンジ、伝統、他者幸福、よりよい社会、安心）を

多水準モデルの分析に用いることとした。さらに、多水準モデルに応募者の価値観の評価

値を投入する際には、元のゆがみのある評定値ではなく、カテゴリ回帰で用いられた平均 0、

標準偏差 1 になるように最適化された値を用いた（カテゴリカル回帰分析の結果は

Appendix Ⅲ－4－B）。上記の 5 つの価値観の項目を用いて行った HLM6 での分析で、「チ

ャレンジ」に関しては結果的に固定効果がすべて有意とならなかったため、これを除いた 4

項目で最終のモデルを作り推定を行った。 
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レベル 1 で用いた変数の記述統計量と相関は表Ⅲ－4－1 に示す。 

 

表Ⅲ-4-1　応募者レベルの使用変数間相関係数

 

組
織
文
化
へ
の
適
合
評
価

価
値
観
・
伝
統

(

最
適
化

)

価
値
観
・
他
者
幸
福

(

最
適
化

)

価
値
観
・
よ
り
良
い
社
会

(

最
適
化

)

価
値
観
・
安
心

(
最
適
化

)

面
接
者
と
の
価
値
観
の

乖
離

性
別

（
女
1

、
男
0

）

平
均
値

標
準
偏
差

N

組織文化への適合評価 1.00 3.21 1.08 340
価値観；伝統(最適化) -0.15 1.00 0.00 1.00 249
価値観；他者幸福(最適化) 0.06 0.09 1.00 0.00 1.00 249
価値観；より良い社会(最適化) -0.15 -0.01 -0.04 1.00 0.00 1.00 249
価値観；安心(最適化) 0.20 -0.02 0.16 -0.05 1.00 0.00 1.00 249
面接者との価値観の乖離 -0.06 0.08 -0.03 -0.16 0.00 1.00 0.94 0.33 377
性別（女1、男0） 0.17 -0.05 -0.03 0.05 0.09 -0.02 1.00 0.34 0.47 621
出身校（採用実績　有1、無0） 0.03 -0.09 0.01 0.00 0.12 -0.03 0.02 0.60 0.49 642  

 

レベル 2；面接者のレベル 

面接者の組織風土認知については、面接実施 3 ヵ月後に面接者を対象にアンケート調査

を実施した。アンケート調査では、リクルートマネジメントソリューションズが組織文化

測定のために開発した質問紙の測定尺度の尺度構成を参考に、12 項目からなる設問を作成

した（AppendixⅢ－4－C）。これらの項目は、今城（2007、未発表）でさまざまな企業に

勤める新卒の採用面接経験者 198 名と、就職に臨む段階にある大学三年生 196 名を対象と

したインターネット調査による収集された 394 名のデータを用いた因子分析（最尤法、プ

ロマックス回転）の結果から、3 つの因子のまとまりと信頼性が確認されている（Appendix

Ⅲ－4－C）。因子分析結果を元に、進取性重視（変革と新たな価値の創造、など 4 項目）、

実効性重視（手堅く着実な課題の遂行、など 5 項目）、人間関係重視（強い連帯感とチーム

ワーク、など 3 項目）の 3 尺度を構成した。各尺度の信頼性は、それぞれα=0.82、71、84

と十分な値を示した。今回の分析では 1 社のデータを扱うため、組織文化は一つであると
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の前提にたつ。その上で面接者ごとの組織文化認知の違いの影響を検討するために、組織

文化測定の 3 尺度の得点を標準化した後、個人内で尺度間の得点を比較し、高いものから

順に ”3” ”2” ”1” の得点を与えた。従って今回用いた組織文化の測度は、同組織内

での面接者の組織文化認知の違いを反映したものになっている。3 つの組織文化尺度のうち

進取性重視については、分析の結果有意にならなかったため、最終モデルからは削除した。 

面接者の固定的人間観に関しては Poon & Koehler（2008）を参考に、「人は行動は変え

られても、その人となりはめったに変わらないと思う」「皆その人なりの特徴があり、それ

を変えることは難しいと思う」「ある人がどんな人かは、その人にとって基本的で変わりに

くいものだと思う」の 3 項目を作成し、5 件法（そう思う～そう思わない）で回答を求めた。

α係数は 0.83 と十分な値を示した。 

レベル 2 で用いた変数の記述統計量と相関は表Ⅲ－4－2 に示す。 

 

表Ⅲ-4-2　面接者レベルの使用変数間相関係数

 

固定的
人間観

組織文化
実効性
重視

組織文化
人間関係
重視

平均
値

標準
偏差

N

固定的人間観 1.00 5.02 1.11 52
組織文化；実効性重視 0.07 1.00 2.17 0.79 52
組織文化；人間関係重視 -0.12 -0.47 1.00 1.85 0.83 52  
 

＜分析モデル＞ 

分析モデルは、以下に示す通りである。従属変数は面接の最終評価で、レベル１に各応

募者の人物特徴評価である「思考力」「自律性」「創造性」と、統制変数として初期印象評

価と組織との適合評価、性別、出身大学を入れる。面接評価は全て 5 段階評価で、性別は

女性“1”、男性“0”とし、出身校は採用実績のある大学の場合は“1”、それ以外は“0”

としてコーディングして用いた。レベル 2 には面接者の組織文化認知である「実効性重視」
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「人間関係重視」と、固定的人間観を持つ程度を用いた。 

 

Level-1 Model（応募者のレベル） 

最終評価 = β0 +β 1  *(性別) +β 2  *(出身校) +β3 *(面接者との価値観の乖離度)  

+β4 *(伝統) +β5 *(他者幸福) +β6 *(より良い社会) +β7 *(安心) + r 

 

Level-2 Model（面接者のレベル） 

 β0 =γ00 + U0 

 β 1  =γ 1 0 + U 1  

 β 2  =γ 2 0 + U 2  

 β3 =γ30 +γ31 *(固定的人間観) + U3 

 β4 =γ40 +γ41 *(実効性重視) + U4 

 β5 =γ50 +γ51 *(人間関係重視) + U5 

 β6 =γ60 +γ61 *(実効性重視)+ U6 

 β7 =γ70 + U7 

 

結果 

 

HLM による分析結果は、表Ⅲ－4－3 のとおりである。まず仮説４－1 では面接者の違い

に関わらず、応募者の価値観が組織との適合評価に影響を及ぼすかを確認した。最終的に

モデルに用いた 4 つの価値観（伝統、他者幸福、より良い社会、安心）の係数はすべて有

意で（γ40=－1.329,γ50=－0.270, γ60=－0.278,γ70=0.271 以上すべて p<.05）、これら

の価値観は面接者の違いに関わらず組織との適合評価に影響を与えており、仮説 4－1 は支

持された。 
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----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
                                          Standard             Approx. 
    Fixed Effect               Coefficient    Error      T-ratio     d.f.  P-value 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 For       INTRCPT1, β0 
    INTRCPT2, γ00            2.653757   0.176689    15.019     36    0.000 
 For 応募者性別 slope, β1 
    INTRCPT2, γ10            0.366735   0.151514     2.420     36    0.021 
 For 出身校 slope, β2 
    INTRCPT2, γ20            0.122482   0.174727     0.701     36    0.488 
 For 価値観の乖離度 slope, β3 
    INTRCPT2, γ30            -0.093771   0.243918    -0.384     35    0.703 
    固定的人間観, γ31           -0.418308   0.194863    -2.147     35    0.039 
 For 応募者価値観（伝統） slope, β4 
    INTRCPT2, γ40            -1.329008   0.586370    -2.266     35    0.030 
    組織文化（実効性）, γ41     0.622972   0.299494     2.080     35    0.045 
 For 応募者価値観（他者幸福）slope, β5 
    INTRCPT2, γ50            -0.270165   0.126973    -2.128     35    0.040 
    組織文化（人間関係）, γ51   0.215661   0.065683     3.283     35    0.003 
 For 応募者価値観（より良い社会）slope, β6 
    INTRCPT2, γ60            -0.277755   0.076394    -3.636     35    0.001 
    組織文化（実効性）, γ61     0.038290   0.032628     1.174     35    0.249 
 For 応募者価値観（安心）, β7 
    INTRCPT2, γ70             0.270778   0.074351     3.642     36    0.001 
 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
Final estimation of variance components:  
 -------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 Random Effect           Standard      Variance     df    Chi-square  P-value 
                         Deviation     Component 
 --------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 INTRCPT1,       U 0       0.19120       0.03656     9       3.42839    >.500 
 応募者性別 slope, U 1        0.48979       0.23989     9       5.47284    >.500 
 出身校 slope, U 2          0.59513       0.35418     9       5.86425    >.500 
 価値観の差 slope, U 3        0.88107       0.77629     8       3.54342    >.500 
 応価（伝統） slope, U 4      1.09141       1.19117     8       4.09755    >.500 
応価（他者幸福）slope, U 5   0.15525       0.02410     8       9.38113    0.311 
応価（良い社会）slope, U 6  0.06580       0.00433     8       5.95477    >.500 
応価（安心）slope, U 7       0.19397       0.03762     9       6.49875    >.500 

  level-1,       r            0.81958       0.67172 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

表Ⅲ-4-3 HLM分析結果 
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伝統、他者幸福、より良い社会の 3 つの係数はいずれも負の値であり、これらの価値観を

持つ応募者は一般に組織との適合評価が低くなる傾向があった。安心の価値観については、

この価値観を持つ応募者の組織との適合評価は一般に高くなる傾向があった。 

次に面接者の組織文化の認知が組織適合評価に及ぼす影響について検証を行う。面接者

のレベルで投入した面接者の認知する組織文化の影響は、一部有意（γ41 =0.623,γ51 =0.216

はともに p<.05）となり、一部有意とならなかった（γ61 =0.038 は p>.05）。従って仮説 

4－2 は一部だけ、支持された。伝統重視の価値観を持つ応募者の組織との適合評価は一般

に低くなる傾向があるものの、その傾向は、面接者が自組織の文化が実効性重視であると

思っている場合には弱まった。また、他者幸福の価値観を持つ応募者の組織との適合評価

も一般には低くなる傾向があるが、面接者が自組織の文化を人間関係重視であると思って

いる場合にその傾向は弱まった。 

面接者と応募者の価値観の客観的な乖離度が組織との適合評価におよぼす影響について

は、価値観の差の傾きβ3の切片γ30 が有意ではなく（γ30 = －0.093, p>.05）、仮説 4－3

は支持されなかった。一方で面接者の固定的人間観の影響γ31  は有意となり（γ31  = －

0.418, p<.05）、仮説 4－4 は支持された。固定的な人物観をもった面接者ほど、自分と異な

る価値観を持つ応募者を低く評価する傾向があった。 

 

考察 

 

 分析の結果、面接者の違いに関わらず 4 つの価値観が組織との適合評価に有意に影響を

していた。4 つの価値観のうち 3 つはマイナスに影響していたことから、この組織では、伝

統、他者幸福、よりよい社会の実現に高い価値を置く応募者はこの組織には適合しないと

思われたことが分かった。分析後にこの組織の面接者と話をしたところ、他者幸福やより

良い社会の実現といった価値観に関しては、事業内容からこのような価値観が強い学生の
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応募が多いが、現実のビジネス場面の要請と折り合いをつけることが難しいため、評価が

低くなった可能性を指摘された。一方、安心の価値観については、この価値観を持つ応募

者ほど組織との適合が高く評価されていたことがわかった。 

組織との適合評価の際に、この組織に属する面接者は応募者の価値観について共通の評

価を行っていたことが示された。面接者の組織文化の認知にはある程度のばらつきがあっ

たものの（表Ⅲ－4－2）、このような違いを越えて、組織との適合評価において同じ価値観

が評価されていたことは、面接者自身との適合評価ではなく、組織との適合が評価された

ことを意味する。 

面接者間で共通の評価軸が確認された一方、面接者間の組織文化の認知の違いによって、

組織との適合評価に応募者の価値観が影響を及ぼす程度には違いがあった。例えば、他者

の幸福に高い価値を置く応募者の評価は一般には低くなるが、自社が良好な人間関係を特

徴とする組織であるとの認識が強い面接者では、この傾向は弱まった。また、伝統的な価

値観を持つ応募者の評価は一般に低くなる傾向も、実行性重視の風土認知をしている面接

者では弱まった。 

組織文化の認知の違いが組織との適合評価に影響を及ぼしたことは、面接者が組織との

適合評価を行う際には、組織文化を意識していることを示す結果ともいえる。実務面への

インプリケーションとしては、組織で重視する価値観はどのようなもので、その理由は何

かなどについて、面接者に明示したり、面接者間で意見のすり合わせを行うことで、面接

者が組織文化に対して持つ認知を合わせることができれば、組織との適合評価の際の面接

者間の評価の違いを軽減する効果が期待できる。 

面接者と応募者の価値観との一致度が組織との適合評価に影響するとの仮説は、固定的

な人間観を持つ面接者については支持されたものの、一般には支持されなかった。自分と

似た価値観を持った応募者の評価が一般的に高まらなかったかのはなぜだろうか。今城

（2005）では、性格特性における面接者と応募者の乖離度を用いて同様の方法で影響を分
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析した際に、乖離度が大きいほど評価が低くなる結果が得られている。価値観よりも性格

特性のほうが、観察しやすいとの議論があることから（Kristof-Brown et al, 2005）、面接

者が価値観において自分と応募者の乖離度を認識しにくかったことが理由のひとつと考え

られる。ただし、今回の分析で応募者の価値観が組織との適合評価に影響を及ぼしていた

ことを考慮すると、価値観が認知できなかったとは考えにくい。特に新卒の採用面接では、

会社や職業選択の理由、将来の夢といった価値観が投影されやすい意見について質問する

ことが多い。従って面接者は、応募者の価値観を認知したうえで、自分と価値観が乖離し

ている応募者の評価を下げることは行わなかったと考えられる。 

Garcia et al（2008）の研究で面接者が応募者に対する好意を適合評価に反映させなかっ

たように、面接者は自分の感情的な好き嫌いではなく、より合理的な評価を行うように動

機づけられているのかもしれない。Judge & Cable（1997）は、性格特性は他者から観察

可能な行動の一般的な特徴を表わすのに対して、価値観は物事の判断や選択のために個人

が用いるものであり、必ずしも観察可能とは限らないとしている。会話の情報を用いるこ

となく、ある程度自動的に評価を行える性格特性（Carney, Colvin, Hall, 2007）と比べて、

価値観の評価は会話の内容から推測する必要があるため（Dawis, 1990）、面接者は意識的

に評価を行う必要がある。前述した面接者自身のコメントに表れているように、価値観に

関しては合理的な判断を行いやすかったとも考えられる。 

一方で、自分と価値観の似た応募者を高く評価する、あるいは自分と価値観の異なる傾

向を持つ応募者を低く評価する傾向は、固定的な人間観を持った面接者には見られた。つ

まり人は変わりにくいものであるとの信念を持つ面接者は、自分との価値観の類似度によ

って、組織との適合評価が影響を受ける現象が見られた。面接者と組織が求める価値観が

等しい場合には、固定的な人間観を持つ面接者でも、結果的に同じ価値観が評価されるた

め問題がない。しかし面接者と組織が重視する価値観が異なる場合には、固定的な人間観

を持つ面接者は、組織との適合の妥当な評価が難しくなる。面接者が固定的な人間観を持
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つことにより生じる問題解決に向けて、今後は上記のような現象が生じるプロセスを明ら

かにする必要がある。たとえば固定的な人間観を持った面接者はそうでない面接者に比べ

ると印象判断によって評価を決定する傾向が強いのか、あるいは自分の価値観と組織の価

値観を同一視する傾向が強いのか、などを検証することで、有効な面接者訓練の方法など

を考えることができる。 

研究 4 の目的は、組織との適合評価には、本来評価すべき組織との適合の観点と、面接

者自身との適合の観点の両方が影響することを示すことであった。分析の結果、仮説はお

おむね支持され、組織との適合評価には異なる面接者に共通の評価部分と、面接者固有の

評価があり、後者は面接者の組織文化の認知の違いによって生じていることが示された。 

ただし、本研究は以下の 2 点で課題を残している。一つは、組織との適合評価がいくつ

かの価値観においてなされたことを示したが、これらの価値観が組織文化を規定する価値

観であるかを直接検討したわけではない。前述したように採用面接における組織との適合

評価の研究は、面接者が主観的に適合度を評価するものが一般的であるため、これに比べ

ると今回の研究はより明確に“組織との”適合評価がなされたことを示す結果であった。

しかし組織との適合の定義を最も直接的に操作化した方法は、同じ測度で応募者と組織を

測定した上で一致度を見ることであり、今後はこの操作化を用いて採用面接における組織

との適合評価について再度検討する必要があると考える。 

もう一つの課題は、組織との適合評価が面接の最終評価に反映されたかが検討できてい

ないことである。これについては、研究 7 で概念的枠組みの 3 つの評価内容がどのように

最終評価に影響しているかを検討する際に、合わせて検証を行うこととする。 

 

総合考察（研究３, 研究４） 

 

 研究 3 では、複数組織の面接評価データを用いて、採用面接で評価される性格特性が組
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織によって異なり、その違いが組織の特徴によって有意に説明できることを示した。研究 4

では、ある一組織のデータを用いて、この組織で採用面接を担当した複数の面接者は、共

通して応募者の特定の価値観を、組織との適合で評価していたことを示した。さらに、同

じ組織に属する面接者であっても、組織文化の認知には面接者間で違いがあり、この違い

が組織との適合評価に面接者間のばらつきをもたらすことを示した。  

 また研究 3 では、組織との適合と呼べるものが評価に含まれるかを組織レベルで検討し、

研究 4 では面接者の組織文化の認知に関する変数を用いながら、応募者や面接者といった

個人レベルでどのように組織との適合が評価されるかの検討を行った。研究 3 と研究 4 で

は、異なるアプローチをとりながら、ともに面接者との適合ではなく組織との適合が評価

されたことを示したことは結論を強める結果であった。 

しかし研究 3 と研究 4 では性格特性と価値観という異なる内容の適合を扱ったため、以

下の点で課題を残す結果となった。価値観での適合と性格特性の適合では、適合の結果ど

のような効果がもたらされるかが異なることが指摘されている（Ryan & Kristof-Brown, 

2003）。またどちらの適合かによって、職務遂行度や組織への満足度といった結果変数との

関連性が異なることがメタ分析の結果、示されている（Kristof-Brown, Zinmmerman,& 

Johnson, 2005）。性格特性での適合は、似た行動パターンの人同士のほうがうまく協力し

て仕事が進めやすいことによる効果が期待できる。例えば心配性の人が多い職場では、同

じように物事を心配する傾向の人のほうが溶け込みやすいといったことである。ただし組

織全体を見た際に多様性が失われるということにおいて、性格特性が一様になる欠点を指

摘する研究者もいる（Ryan & Kristof-Brown, 2003）。一方、価値観での適合は、何を大切

にして判断や選択を行うかであり、組織が重視する価値基準での判断をする人のほうが、

組織の方針に納得して仕事を進めることができ、組織へのコミットメントや満足度が高ま

ると考えられる。Kristof-Brown ら（2005）のメタ分析では、仕事への満足度を基準とし

たときに、価値観における適合のほうが（.51）、性格特性における適合よりも（.08）、相関
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が大きかったことを報告している。このような結果となった理由の一つとして、性格にお

ける適合は、組織と個人というよりも、一緒に仕事進めるグループとの適合としての予測

力がある可能性を指摘している。 

適合の内容によって予測される結果が異なるということは、どちらの適合を評価するか

を選択する必要が生じる可能性がある。価値観での適合ではなく、性格特性での適合のみ

を評価することは、あるいはその逆に価値観のみでの適合評価は可能だろうか。また両方

の適合が評価されたとき、両者の関係性はどのようなものだろうか。さらに、どちらの適

合かによって、組織との適合評価の精度を高めるための取り組みが異なる可能性がある。

たとえば研究 4 では、価値観における組織との適合評価と、面接者の組織文化の認知に関

連があることを示した。価値観における組織との適合に関しては、なぜ特定の価値観をも

つ人が望ましいのか、望ましくないのかについて、面接者が意識している可能性が高く、

その認識を変える取り組みの効果がある程度期待できる。しかし研究 3 では面接の最終的

な評価を用いて、結果的に組織の特徴が性格特性の評価に影響を及ぼしたことを示すにと

どまっており、性格特性における組織との適合評価を、面接者がどの程度意識して行った

かは確認できていない。Schneider, Smith, Taylor, & Fleenor（1998）は、管理職の性格特

性は所属する組織内で同質であることを示している。普段職場にいる人に典型的に見られ

る性格特性があって、そのイメージを用いて組織との適合評価が行われるのかもしれない。

この場合、面接者間の個人差は生じるのか、またイメージと異なる人を評価することは訓

練や何らかの介入によって可能なものかなど、さらに検討が必要である。 

採用における組織との適合評価は面接場面が最も適当であるといわれつつ（Chatman, 

1989）、これまでその効果を、面接者自身との適合とは切り分けて検討した研究が無かった。 

組織との適合は、今後少子化や高齢化の影響を受け、優秀な人材が逼迫すると予想される

中で、リテンションを考える際にも重要である（Kristof-Brown, et al, 2005）。採用面接に

おける組織との適合評価については、さらに多くの研究が望まれる。 
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Appendix Ⅲ-4-A 　価値観調査項目

あなたが
普段の行動で
大切に
している順
(1～3番まで)

あなたにとって
大切さの
度合いが
比較的低いも

の
(1つに99)

人に迷惑をかけないよう気を配り、社会的なルールを守って行動すること

伝統的な慣習や考え方を大切にし、現状の良いところを守ること

自分の周りの人に対して常に誠実にあろうとし、何よりも彼らの幸福を願うこと

環境や社会問題について考え、よりよい社会を実現しようとすること

自分なりの意見や考えをもち、自らの意思で行動を選択すること

新しい物事に興味をもち、たとえリスクがあってもチャレンジすること

自分自身が楽しいと思うことや、心地よいと感じることを求めること

高いレベルの目標を達成し、自分の能力を周囲に示すこと

集団の中で決定権を持ったり、人を指導する立場にたつこと

自分をとりまく社会や人間関係に問題がなく、安心できる状態を維持すること

以下の項目について、あなたが普段行動する中で特に大切にしているものを３つ選び、大切な順に
1から3の番号を振ってください。（※同じ番号を複数の項目に振らないでください）
また逆に、このリストの中であなたにとって大切さの度合いが比較的低いものを1つ選び、99を記入してください。
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Appendix　Ⅲ-4-B　カテゴリカル回帰の結果と価値観の数量化　（n=249）

多重 R R2 乗
調整済み
 R2 乗

0.406 0.165 0.092

ﾍﾞｰﾀ 標準誤差

人に迷惑をかけないよう気を配り、社会的
なルールを守って行動すること 0.0900 0.0672 2 1.797 0.168
伝統的な慣習や考え方を大切にし、現状の
良いところを守ること -0.2931 0.0610 3 23.070 0.000
自分の周りの人に対して常に誠実にあろう
とし、何よりも彼らの幸福を願うこと 0.1373 0.0675 1 4.136 0.043
環境や社会問題について考え、よりよい社
会を実現しようとすること -0.0941 0.0642 3 2.146 0.095
自分なりの意見や考えをもち、自らの意思
で行動を選択すること 0.0614 0.0697 3 0.776 0.508
新しい物事に興味をもち、たとえリスクが
あってもチャレンジすること 0.1510 0.0666 2 5.137 0.007
自分自身が楽しいと思うことや、心地よいと
感じることを求めること -0.0423 0.0659 2 0.411 0.663
高いレベルの目標を達成し、自分の能力を
周囲に示すこと 0.0867 0.0642 1 1.826 0.178
集団の中で決定権を持ったり、人を指導す
る立場にたつこと -0.0397 0.0664 1 0.358 0.550
自分をとりまく社会や人間関係に問題がな
く、安心できる状態を維持すること 0.1575 0.0661 2 5.681 0.004

ﾓﾃﾞﾙの要約

従属変数 組織風土への適合評価

係数

 
標準化係数

自由度 F 有意確率

従属変数: 組織風土への適合評価  
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Appendix　Ⅲ-4-B　カテゴリカル回帰の結果と価値観の数量化　（つづき）
数量化テーブル（分析での使用変数のみ）

伝統的な慣習や考え方を大切にし、現状の良いところを守ること
ｶﾃｺﾞﾘ 度数 数量化

0 140 -0.23
1 105 0.14
2 3 1.03
3 1 15.37

自分の周りの人に対して常に誠実にあろうとし、何よりも彼らの幸福を願うこと
ｶﾃｺﾞﾘ 度数 数量化

-1 2 -1.20
0 69 -1.20
1 40 -0.79
2 66 0.42
3 72 1.24

環境や社会問題について考え、よりよい社会を実現しようとすること
ｶﾃｺﾞﾘ 度数 数量化

-1 24 -3.04
0 166 0.27
1 28 0.33
2 18 0.50
3 13 0.77

新しい物事に興味をもち、たとえリスクがあってもチャレンジすること
ｶﾃｺﾞﾘ 度数 数量化

-1 10 -2.31
0 142 -0.64
1 36 0.86
2 34 1.35
3 27 1.35

自分をとりまく社会や人間関係に問題がなく、安心できる状態を維持すること
ｶﾃｺﾞﾘ 度数 数量化

-1 61 -1.64
0 141 0.39
1 8 0.39
2 20 0.39
3 19 1.78

a. 最適尺度水準: ｽﾌﾟﾗｲﾝ順序 (次数 2、内側ノット 2 個)。

a. 最適尺度水準: ｽﾌﾟﾗｲﾝ順序 (次数 2、内側ノット 2 個)。

a. 最適尺度水準: ｽﾌﾟﾗｲﾝ順序 (次数 2、内側ノット 2 個)。

a. 最適尺度水準: ｽﾌﾟﾗｲﾝ順序 (次数 2、内側ノット 2 個)。

a. 最適尺度水準: ｽﾌﾟﾗｲﾝ順序 (次数 2、内側ノット 2 個)。
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Appendix Ⅲ-4-C  組織文化の因子分析結果

人間関係
重視

進取性
重視

実効性
重視

11. 相互の思いやりとあたたかさ 1.000 -0.043 -0.086
10. 強い連帯感とチームワーク 0.658 -0.015 0.255
12. オープンなコミュニケーション 0.648 0.272 -0.142
2. 変革と新たな価値の創造 -0.029 0.851 -0.038
1. 理想に向かう情熱と意欲 0.164 0.686 0.090
3. 変化への機敏で柔軟な対応 0.100 0.663 0.045
4. 自由と個性の尊重 0.269 0.445 -0.074
8. 手堅く着実な課題の遂行 0.109 -0.264 0.688
9. 最後までやりぬく責任感と誠実さ 0.273 0.046 0.600
5. 合理的な判断と論理性の重視 -0.105 0.195 0.545
7. 高い専門性の追求 -0.120 0.180 0.501
6. 厳しさと競争を通じた成長 -0.252 0.349 0.356
因子抽出法: 最尤法

回転法: Kaiser の正規化を伴うﾌﾟﾛﾏｯｸｽ法

因子相関行列
人間関係

重視
進取性
重視

実効性
重視

人間関係重視 1 0.47 0.396

進取性重視 0.47 1 0.478

実効性重視 0.396 0.478 1

 

因子パターン
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第Ⅲ部 

５章 研究5 

 

採用面接に関するこれまでの研究は欧米で数多く行われており、組織にとって望ましい、

入社後高い成果をあげる人物を見極める手法として採用面接が一定の成果を挙げることが、

実証的に示されている（Huffcutt & Arthur, 1994; McDaniel, Whetzel, Schmidt, & Maurer, 

1994; Schmidt & Hunter, 1998）。米国では精度の高い採用面接を実施するためのスッテプ

として、職務分析によって職務遂行のために評価すべき人物特徴が何かを明らかにした上

で、その評価のために職務に関連した質問を構造化して聞くことが良いとされている

（Harris & Eder, 1999）。つまり、職務との適合評価を妥当に行うことで、精度の高い面接

が実現されるとしている。一方で日本の新卒採用時の面接では、入社後の職務が確定して

いないことから職務分析はあまり役に立たず、さらに職務経験のない応募者に対して、仕

事場面とは直接関係のない学生時代の活動の様子や友人関係などについてたずねることが

多い。従って米国で勧められている方法を実施することはできない。 

そもそも入社後に従事する職務が確定しない中で行われる日本の新卒採用面接において、

職務との適合は評価されるのだろうか。面接評価内容の概念的枠組みでは、日本の新卒採

用時の面接であっても、職務との適合が評価されていると考える。ただしこの場合、評価

されるのは「職務適合潜在力」であるとして、欧米で一般に行われる職務との適合評価と

の違いについて、第Ⅱ部で議論を行った。特に日本の新卒採用の場合は、多くの場合図Ⅱ

－2 に表される職務横断型の職務適合潜在力の評価に該当する。 

日本の新卒採用では、多くの企業が採用広報において、どのような個人特徴を持った人

物を求めるかを明らかにしているが、そこでは協調性や積極性、コミュニケーション能力

などの、抽象的で一般的な特徴があげられる（経済産業省, 2007）。新卒採用では職種別の

採用を行うわけではないため、企業内の様々な職務に共通の採用したい人物像や採用時に
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評価する人物特徴を設定している。この人物特徴の設定は、米国で用いられる職務分析と

いう妥当性が検証された手続きに従ってなされるものではなく、人事が中心となって、時

には今後を担う人材に何を求めるかを経営層に尋ねるなどして、望ましいと思われる人物

特徴を概念的に明らかにすることが一般的である。このようにして定められる求める人物

特徴には、職務との適合に関するものと、組織との適合に関するものが混在すると考えら

れる。例えば自らの意思で主体的に行動する人物が求められる会社では、その行動特徴は

仕事そのものの性質から来るものか、その会社ならではの仕事のやり方であるのかは切り

分けて意識されているわけではない。いずれにせよ予測したい役割遂行には職務遂行が含

まれており、新卒採用であっても入社後に仕事ができる人かどうかの評価が志向されると

考えられる。組織は、組織にあう人物特徴を持っているかだけでなく、高いレベルの職務

遂行行動につながる人物特徴を持つ応募者を採用したいと思うだろう。 

関連する研究として、岩脇（2009）は、コンピテンシーによる求める人材像の設定を行

っている企業 20 社に聞き取り調査を行った結果、新卒時に人材に求める特徴を設定する際

には、どの職務においても求められる人物特徴が抽出されており、結果として求める人物

特徴は企業間であまり異ならないことを指摘している。これは職務横断型の「職務適合潜

在力」の考え方と符合する結論である。しかし「職務適合潜在力」が面接で評価されるこ

とを主張するためには、岩崎の研究は以下の 2 点において問題がある。一つは企業が求め

る人物特徴には職務との適合だけでなく、組織との適合も影響する可能性があるが、両者

を分けて検討したわけではないことである。従って求める人物特徴に、「職務適合潜在力」

が本当に含まれるかは検討が必要である。もう一つは、採用時に評価したいものとして組

織があげる人物特徴の記述を検討しているが、これのみでは主観的評価である面接評価の

内容を議論するには不十分である。 

岩脇は求める人物特徴は企業間で異ならないと論じたが、研究 1 のメタ分析の結果から

は、評価される人物特徴は企業間で異なることが示された。外向的で情緒の安定した応募
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者はどの組織でも高く評価される傾向があるものの、これらの個人特性が評価される程度

は企業間で違いがあり、さらにその他の性格特性や知的能力においては、企業によって評

価されたりされなかったりする結果となった（表Ⅲ－1－4）。研究 3 では組織との適合評価

の影響を検討したが、組織との適合評価によって組織間の違いの全てが説明されたわけで

はない（表Ⅲ－3－4）。また職務適合潜在力で評価される人物特徴は一般的で抽象度が高い

が、それでも組織によって評価したいと思う人物特徴には違いがあるかもしれない。たと

えばコミュニケーション能力はどの組織でも必要であるが、論理性の高いコミュニケーシ

ョン力なのか、対人対応力の高いコミュニケーション力かでは異なる。あるいは評価する

人物特徴自体は組織によって大きく変わらないとしても、最終評価に統合する際にどの人

物特徴をより重視するかに違いが現れる可能性もある。積極性と協調性は多くの日本企業

にとって評価したい人物特徴であるが、最終的な採否決定の際に、積極性は十分にあるが

やや協調性にかける応募者をどう評価するかには、組織間で違いが生じるかもしれない。 

岩脇（2009）の検討した求める人物特徴は、それが全てあれば理想的だということであ

って、実際の採用場面で全てが高く評価されることはまれである。積極性も、協調性も、

頭のよさも、コミュニケーション力も、どの組織もあると良いと望むものだろうが、全て

が高いレベルでそろった応募者はそう多くない。実際の面接評価の際には、ある人物特徴

の評価は高いが他の人物特徴の評価は低い応募者が、結果的に高く評価されたり、逆に低

く評価されるといったことが起きる。このような現実の制約も考慮した上で、職務との適

合は最終評価に反映されることを確認することが必要だと考える。 

そこで本研究では以下の 2 点をポイントに、面接者の評価観点に「職務適合潜在力」評

価の観点が含まれることを検討する。1 点目は、公に設定される求める人物特徴ではなく、

面接評価に用いると考えられる面接者の主観的な「人材観」を分析に用いる。ここでの「人

材観」とは、一般に望ましいと思われる人物特徴のうち、面接者がどの特徴を、どの程度

重視するのかを指す。前述したように、面接で評価される多くの人物特徴はどれも重要な
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ものであって、すべて高いレベルで有する応募者がいれば常に高い評価を得ることができ

る。しかし、現実の採用場面では応募者はいずれかの人物特徴の評価は高く、他の人物特

徴の評価はさほど高くないといったことが起こる。最終評価は面接者がどの人物特徴をよ

り重視するかに影響を受けると考えられるため（Graves & Karren, 1992； 今城 2007）、

人物特徴の優先度の違いを分析することで、制限のある採用評価の実態に近い評価内容を

検討することを目指す。2 点目のポイントは、面接者の人材観が自身の職務経験に影響を受

けるかを検討することである。そうだとすれば、面接者は自分のよく知る職務との適合に

おいて応募者を評価しようとすると考えられる。また、複数組織に属する面接者を対象と

して人材観を調査することで、異なる組織に所属しながら、同じ職種を経験した面接者が

類似した人材観を持つ場合、この人材観は組織との適合ではなく、職務との適合に関連す

ると言える。これにより、面接者の評価視点には職務との適合の観点が含まれること示す。 

 

職務の経験と対人評価のスキーマ 

 

面接者の人材観は、面接者自身が経験してきた仕事の特徴に影響を受けると考える。例

えば協調性と積極性の両方が評価すべき人物特徴であるときに、積極性は優れているが協

調性が見劣りすると思われる応募者を評価する場合を考える。社内で事務職として働く面

接者のＡさんは、自分の仕事の経験から協調性がないと仕事が勤まらないことを日々実感

しているため、この応募者の評価は低くなるだろう。面接者の人材観が彼らの職務経験を

反映するかを直接検討した研究はこれまで行われていないものの、面接者の人材観に自身

の職務経験が反映されると考える根拠は、社会的スキーマの研究にある。 

面接者が評価の際に用いる、どの様な人物が望ましい人物であるかといった評価観は、

いわゆる社会的スキーマ（Taylor & Crocker, 1981）の一つと考えられる。社会的認知に関

する研究では、スキーマは経験によって獲得されるとされている（Markus ＆ Zajonc, 
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1985; Ahn, Brewer, & Mooney, 1992）。また対人評価や判断の際に用いられるスキーマは、

自己概念と関連があって、自己を比較対象にすることが多い（Clement & Krueger, 2000; 

Dunning & Hayes, 1996）。自己概念といっても様々な側面があり、その時々の目標や状況

によって適当な側面が用いられる（Balcetis & Dunning, 2005）。面接者が応募者を評価す

る際に用いる評価スキーマは、面接者自身がこれまで仕事を経験する中で、自分がどのよ

うに職務を遂行してきたかに関する自己概念であり、このスキーマが評価時の比較対象と

して用いられると考える。 

産業組織場面における対人評価の研究では、たとえば Borman（1987）は、管理職が部

下のパフォーマンス評価を行う際の視点には、優れた職務遂行行動に含まれる行動要素や、

それらの要素間の望ましい関係性について、管理職個々人が有する信念である folk theory

（Borman, 1983）が影響することを実証的に示している。また、職務従事者の評定を用い

て仕事の特徴を分析する職務分析の研究において、同じ職務に従事する評定者でも職務の

遂行に必要な能力の程度について異なる評定を行っており、この評定の違いには評定者の

仕事の進め方の違いが反映されていることが示されている（Lievens, Sanchez, Barm, & 

Brown, 2010）。これらの先行研究からも、職務に関連する何らかの評価や判断を求められ

たときには、評価者は自らの職務経験を元に形成された評価スキーマを用いると考えられ

る。採用面接の場合、たとえ応募者が必ずしも自分と同じ職務に従事すると限らなくても、

面接者は自分の過去の経験から、仕事をうまく遂行するための行動特徴が何かを認識し、

それに基づいた評価を行うと考える。 

 

営業とその他の職種の違い 

 

採否の意思決定の際に重視する情報が面接者間で異なることについては、

policy-capturing（Slovic & Lichtenstein, 1971）と呼ばれる手法を用いて実証研究が行わ
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れている。この手法は、最終の評価結果や採否の意思決定結果を従属変数とし、それに関

連するであろうさまざまな情報や評価要素を従属変数として、面接者ごとに回帰分析を行

うことで、面接者間の評価の違いを検討する。先行研究では、さまざまな情報や評価観点

を最終意思決定に用いる際のウエイトが面接者間で異なることが報告されている（レビュ

ーは Graves & Karren, 1999）。ただしこれらの研究では、何が面接者間のウエイトの違い

をもたらすかは検討されていない。また、面接者間の評価に違いをもたらすものとしては、

人種や性別など特定の社会集団に対して面接者が持つバイアスの影響について主に研究が

行われてきたが（ex., Van Vianen, & Willemsen, 1992; Kacmar, Wayne, & Ratcliff, 1994）、

面接者の職務経験の違いについて検討した研究は行われていない。欧米の場合、面接者が

複数職務を経験していることが少ないこと、募集職種が特定されたうえで採用面接が行わ

れること、人事担当者以外の面接者は原則その職務経験者であること、などの採用事情も

影響しており、面接者の職務経験の違いについては問題視されることがない。一方日本の

新卒採用面接では、短期間に数多くの面接を実施する必要があるため、人事担当者以外の

職務従事者が面接者を担当することが一般的である。たとえば普段は営業や管理部門、開

発部門などの職務に従事している人が、そのときだけ面接者として採用活動に参加するた

め、面接者の職務経験の違いがどのような影響を及ぼすかは、実務上も重要な問題である。 

特に職務間で求める人物像の違いが大きいことが予測されるのが、営業職とその他の職

種の間である。経済産業省（2007）が行った求める人物特徴に関する調査では、営業と販

売・サービスでは「前に踏み出す力」が最も重要であるのに対して、事務・管理、企画、

研究開発、IT などのそのほかの職種では「考え抜く力」が最も重要であると報告されてい

る。従って、営業職とそれ以外の職務では、職務経験を通して獲得される人材観にも違い

が生じる可能性が高いと考えられる。 

 欧米における先行研究では、職務遂行度を基準とした性格特性のメタ分析の結果、営業

職は事務職に比べると外向性との相関が高く、情緒の安定性との相関は低かったことが報
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告されている（Barrick & Mount, 1991）。また、営業職のみを対象とした性格特性と職務

遂行度の相関のメタ分析では、対人積極性やエネルギッシュな行動力の妥当性が高く、信

頼感についてはさほど高くなかった（Vinchur ら, 1998）。欧米での先行研究ではあるが、

営業職という仕事では、その他の職種と比べるとよりエネルギッシュな行動力が求められ

ており、この点では上記の日本の調査結果と符合する。そこで本研究では、経験職種を販

売やサービスを含む営業と、それ以外の職種に分け、面接者の人材観の違いを検討する。 

 

仮説 5   ；営業を長く経験した面接者と、それ以外の職務経験の長い面接者では、新卒採 

用であったとしても望ましいと思う人物特徴に違いがあり、前者は後者よりも、

積極性やエネルギッシュな行動力といった人物特徴を重視する傾向がある。 

 

方法 

 

2007 年 3 月に、企業で面接を経験した人を対象にインターネットで質問紙調査を実施し

た。サンプルは 198 名で、うち男性が 155 名，女性 43 名であった。年齢は、25-34 歳が

80 名，35-44 歳が 79 名，45-55 歳が 39 名であった。全員が過去 10 人以上に面接を行った

経験があり、うち 118 名は過去 50 名以上の応募者に面接を行ったと回答しており、面接経

験の豊富な人が過半数を占めている。所属企業の業種は、メーカー、商社、金融サービス

など多様な業種からなり、企業規模は 300 名未満が 50 名、301‐1000 名未満が 56 名、1000

名以上が 92 名であった。 

調査票は、性別、年齢、経験職種や勤務先の企業に関する情報を尋ねる部分と、新卒採

用時に応募者に求める人物特徴、自分自身の一般的な価値観、所属する組織の組織風土に

ついて評定を求める部分で構成された。経験職種については、これまでで最も長く経験し

た職種を、営業、販売、人事、事務、管理、研究・技術、その他、の中から一つ選んでも
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らった。勤務先の企業については、従業員数と業種を回答してもらった。新卒採用時に応

募者に求める人物特徴については、日本経済団体連合会（2003）が行ってきた調査で一般

に重要性が高いとされている 7 項目（コミュニケーション力、チャレンジ精神、主体性、

協調性、誠実性、責任感、創造性）を提示し、新卒応募者の特徴として重要であると思う

順番を振るよう求めた。自分自身の一般的な価値観については、Schwartz, S. H.(1999, 

2001)により開発された Portrait Value Questionnaire の日本語版を用いた。この質問紙で

は、協調（Conformity）、伝統（Tradition）、博愛（Benevolence）、普遍主義（Universalism）、

自律（Self-Direction）、刺激（Stimulation）、快楽（Hedonism）、達成（Achievement）、

勢力（Power）、安心（Security）の 10 の価値観に対して、個人内で相対化された重要度の

得点が算出される。所属する組織の組織風土については、研究 4 で使用いたものと同じ 12

項目について、現在勤めている組織の特徴に当てはまる程度を 7 件法（1 全くあてはまらな

い～7 とてもあてはまる）で評定してもらった結果を用いて、進取性重視（変革と新たな価

値の創造、など 4 項目）、実効性重視（手堅く着実な課題の遂行など 5 項目）、人間関係重

視（強い連帯感とチームワークなど 3 項目）の 3 尺度（α=0.80、73、80）の得点を算出し

た（AppendixⅢ－4－C）。 

 

結果 

 

経験職種の中で営業あるいは販売の経験が最も長かった 55 名と、それ以外の職種経験の

ほうが長かった 143 名の間で、7 つの人物特徴に重要であると思う順番を振ってもらった結

果に違いがあるかについてノンパラメトリック検定を行った。その結果、「チャレンジ精神」

で有意傾向が、また「誠実性」で有意差が得られた（表Ⅲ－5－1）。 
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表Ⅲ－5－1　ノンパラメトリック検定

 経験職務 N 平均ﾗﾝｸ順位和
Mann-
Whitney
の U

Wilcoxon
の W

Z
漸近有
意確率
(両側)

営業 55 87.64 4820
営業以外 143 104.06 14881
合計 198
営業 55 114.38 6291
営業以外 143 93.78 13410
合計 198

0.067

誠実性 3114 13410 -2.293 0.022

チャレンジ
精神

3280 4820 -1.829

 

 

 ただし日本の場合、営業はキャリアの初期に経験することが多かったり、女性よりも男

性に経験者が多いと予想されること、またどのような人物を評価するかには、面接者の個

人的な価値観の違いや、所属する組織文化の違いも反映される可能性がある。そこでこれ

らの共変量の統制を行うために、傾向スコア（propensity score）を用いて、2 群間で重要

度に違いがあるかを再度検討した。傾向スコアとは、無作為割付が不可能な場合でも因果

を論じるための共変量調整法である（Rosenbaum & Rubin, 1983）。もともとは、準実験の

分析のために開発されたものであるが、近年この方法を社会調査の共変量の調整方法とし

て用いることが試みられている（星野・前田, 2006）。星野・繁桝（2004）によれば、この

方法では複数の共変量を傾向スコアとして一次元化して扱うため、マッチングに代表され

る研究デザインによる調整法と比べると多くの共変量を扱えること、また共分散分析のよ

うにモデルを想定する必要がなく、着目したい独立変数の因果効果を直接推定できること

が特長とされている。 

 この方法を用いる際に重要なのが、共変量として用いる変数の決定である。ここでは星

野・前田（2006）に従い、最初に今回の研究で扱う 2 群（営業経験が最も長い群とそうで

ない群）のいずれに属するかを結果変数とし、共変量になる可能性のある年齢、性別、業

種の属性情報に加えて、面接者自身の価値観 10 尺度と組織文化 3 尺度を独立変数としてロ

ジスティック回帰分析を行った。この際、面接者の価値観と組織文化については回答者の

分布を元に、4 群（下位 25％を 1、下位 25 から 50％を 2、上位 25 から 50％を 3、上位 25％
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を 4）とする変数を作成し、それを用いた。面接者の価値観と組織文化については、p 値が

0.5 以上と比較的大きな値を示したものを除外した結果、面接の価値観としては「自律」と

「安心」、組織文化では「進取性重視」を共変量に用いることとした。結果的に、年齢（25

～34 歳, 35～44 歳, 45～55 歳）、性別（男、女）、業種（メーカー、商社、金融・証券・保

険、サービス、他）と、面接者の価値観 2 尺度、組織文化 1 尺度を用いて再度ロジスティ

ック回帰分析を行い、予測確率を算出した（正判別率は 0.80）。ロジスティック回帰に使用

した変数の度数分布と、価値観と組織文化の間の相関係数は表Ⅲ－5－2 に、ロジスティッ

ク回帰の結果は表Ⅲ－5－3 に示す。ロジスティック回帰の結果算出された予測確率を用い

て、傾向スコアの推定を行い、傾向スコアを用いた重みづけデータで、再度人材に求める

ものの重要性のノンパラメトリック検定を行った結果が、表Ⅲ－5－4 である。 

結果は、表Ⅲ－5－1 と同じで、「チャレンジ精神」で有意傾向が、また「誠実性」で有意

差が得られ、営業経験の長い面接者ほど、その他の職種経験の長い面接者と比べるとより

チャレンジ精神を重視し、誠実性の重視度は低くなることが分かった。 

 

考察 

 

分析の結果、予測通り新卒採用場面での人物評価であっても、営業経験の長い面接者ほ

ど、営業職でより求められると考えられるチャレンジ意欲を重視する傾向が示された。ま

たこのような傾向は、面接者の年齢や性別、所属する組織の業種や組織風土、面接者自身

の価値観などの変数を統制したうえでも確認された。つまり面接者の職務経験によって、

新卒採用時にどのような人物特徴を重視するかが異なることが示された。面接者が重視す

る人物特徴が面接評価に影響することも、別の研究によって実証的に示されていることか

ら（今城，2007）、面接者は自身の職務経験に基づいて職務遂行に重要だと考える人物特徴

を重視した評価を行うと考えられる。 
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表Ⅲ－5－2　ロジスティック回帰使用変数の度数と相関分析

 カテゴリ 度数
25～34歳 80
35～44歳 79
45～55歳 39

合計 198
男 155
女 43

合計 198
メーカー 41
商社 35
金融・証券・保険 55
サービス 34
上記以外 33

合計 198
～下位25％ 29
下位25～50％ 74
下位50～75％ 66
下位75％～ 29

合計 198
～下位25％ 32
下位25～50％ 55
下位50～75％ 78
下位75％～ 33

合計 198
～下位25％ 31
下位25～50％ 43
下位50～75％ 84
下位75％～ 40

合計 198

相関係数

 価値観；自律 価値観；安心 組織文化；進取性重視

価値観；自律 1 -.18* 0.13
価値観；安心 -.18* 1 -0.08
組織文化；進取性重視 0.13 -0.08 1
*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) 

性別

年齢

業種

組織文化；進取性重視

価値観；安心

価値観；自律

 

 

表Ⅲ－5－4　ノンパラメトリック検定（傾向スコア）

 経験職務 N 平均ﾗﾝｸ順位和
Mann-
Whitney
の U

Wilcoxon
の W

Z
漸近有
意確率
(両側)

営業 54 91.11 4920
営業以外 153 108.55 16608
合計 207
営業 54 120.61 6513
営業以外 153 98.14 15015
合計 207

0.063

誠実性 3234 15015 -2.399 0.016

チャレンジ
精神

3435 4920 -1.861
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表Ⅲ－5－3　営業・営業以外のロジスティック回帰分析結果

説明変数 自由度 Waldχ2 係数 オッズ比

年齢 2         3.8263
２５～３４歳 3.5273 ✝ 3.309
３５～４４歳 0.1456 2.139

性別 1         1.4374 1.4374 1.828
業種 4       17.4448**

メーカー 1.3169       1.760
商社        5.7840 * 7.021

金融・証券・保険 11.6637 ** 9.048
サービス 1.1315 1.751

組織文化（進取性） 3         5.7827
～下位25％ 0.6834 0.538

下位25～50％ 3.0369 ✝ 1.357

下位50～75％ 2.7791 ✝ 0.463
価値観（自律） 3         3.4367

～下位25％ 0.3721       1.250
下位25～50％ 1.1396 2.373
下位50～75％ 2.0562 2.669

価値観（安心） 3       14.5679**

～下位25％ 13.8198 ** 11.846

下位25～50％ 3.9965 *       1.180
下位50～75％        0.0000 2.415

**
 p<.01, 

*
 p<.05, 

✝
 p<0.1  

 

本研究では、仮説の対象となった「チャレンジ精神」のほかに、「誠実性」でも 2 群間に

は差が見られた。これは前でも紹介した、営業職では情緒の安定性（Barrick & Mount, 

1991）や信頼感（Vinchur ら, 1998）との関係性が、比較的低いことと符合する結果であっ

た。これらの先行研究は米国で行われたものであり、しかも「職務適合潜在力」ではなく

通常の職務との適合を評価した研究であったが、このような違いにかかわらず、似た結果

が得られたことは以下の点で興味深い。 

営業という対人での働きかけを伴う職種では、文化的な違いを越えて同じ人物特徴をも

つ人の適性が高くなると考えられる。今回営業職経験者に重視されたチャレンジ精神と、
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欧米で営業職採用に用いる採用基準とは全く同じものではないだろうが、そこには関連性

があると考えられる。仮に欧米での営業職採用に用いられる職務との適合評価の採用基準

を抽象化することで、日本の新卒採用において職務適合潜在力で評価すべき人物特徴を特

定できるならば、また他の職種においても同様のことが成り立つならば、実務上の意義は

大きい。欧米での先行研究の知見が役立つことに加えて、職務分析が職務適合潜在力の対

象となる人物特徴を決める際にも、有用な情報を提供できることを示唆するものである。

職務適合潜在力として評価すべき人物特徴をどう設定するかについては、これまでほとん

ど知見が得られていないため、今後の検討が望まれる。 

 

＜本研究の限界と研究6・研究7への課題＞ 

今回は面接者の経験職種を、営業かそれ以外かという大括りの分類でしか検討を行えな

かった。営業職と一口に言っても、さまざまな営業のスタイルがありうる。7 つある人物特

性のうち 2 つでしか有意な違いが確認されていないが、その理由の一つは様々なタイプの

営業職をまとめて扱ったことにあるかもしれない。また経験による評価スキーマの獲得を

想定して、面接者にとって最も経験期間の長かった職種を元に分析を行ったが、人材観に

影響を及ぼす経験は期間の長さだけで決まるものではない。今後は面接者がどのように人

材観を獲得するかをより詳細に検討する必要があるだろう。 

特に面接者の人材観の獲得に関する研究は、実務上以下の点で有効な知見を提供する。

今回の分析結果をもとに考えれば、面接者は自分の職務経験を基にした人材観を持つため、

採用する職務が決定している場合はその職務経験のある人物が面接者となることが望まし

いといえる。例えば Graves（1993）は、面接者間の人材観の違いに着目して、採用する職

務に関連した人材観を持つ面接者ほど、評価の妥当性が高くなることを予想している。さ

らに一歩進めて考えると、その職務において高い業績を上げている人ほど、より妥当性の

高い人材観を持つ可能性もある。ただし高い業績を上げている人の職務遂行スタイルは、
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その人にとっては適切であっても万人にとってそうとは限らない場合もあり、その場合は

人材観が適切でない可能性もある。自分の経験に基づく人材観が適切であるのは、どうい

った条件のもとでかや、それを用いて評価することで、面接評価の妥当性向上にどの程度

影響を及ぼすか、といったことについて今後の検討が必要である。 

実務へのインプリケーションとしてもうひとつ重要なのが、面接者トレーニングである。

先行研究では、評価スキーマの獲得を促す面接者トレーニングが評価の精度向上させたこ

とが示されている(Gorman & Rentsch, 2009)。今回確認された職務経験の違いによる面接

者間の人材観の違いは、日本の新卒採用のように共通の人物特徴を評価したいと考える組

織にとって、評価エラーの原因となる可能性を含んでいる。自らの経験を通じて獲得した

スキーマではなく、新たな評価スキーマの獲得を目的とする面接者トレーニングがより有

効に機能するための条件を考える際にも、スキーマ獲得に関する知見は有効だろう。 

本研究では、新卒採用であっても面接者がどのような応募者を採用すべきと考えるかに

は、職務との適合の観点が反映されていることを示した。しかし、面接で職務との適合が

評価されており、それが面接評価の妥当性に貢献することを示すためには多くの検討課題

が残されている。 

まず今回検討対象となった面接者の持つ人材観が、結果的に面接評価に影響を与えるこ

とを示す必要がある。最終評価を行う際の情報の統合の仕方について面接者間で違いがあ

ることを示した研究はあるものの（Graves and Karren, 1992; Stumpf & London, 1981; 

Valenzi and Andrews, 1973）、それが面接者の人材観の違いに起因することを示した研究

はほとんど行われていない（例外として今城、2007）。そこで面接者の持つ人材観が面接評

価に及ぼす影響については、研究 7 で改めて検討を行う。 

また、職務を特定しない新卒採用の場合、同じ組織に所属する面接者は職務経験の違い

に関わらず、共通の職務適合潜在力評価の観点を持つ必要がある。面接者自身は営業の経

験が長くても、新卒採用時にはスタッフ部門で活躍できる可能性のある人も採用しなくて
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はならない。これはどのように実現されるのだろうか。多くの企業は、新卒採用時にどの

様な特徴を持った人物を評価するかを明文化している。評価すべき人物特徴のうちどれを

重視するかは、それまでの職務経験によって面接者間で違いはあったとしても、採用基準

として挙げられた人物特徴を評価するという点においては共通しており、この共通部分に

よって職務を特定しない「職務適合潜在力」の評価がなされると考えられる。この点に関

する検証を、研究 6 では外的基準アプローチを用いて、研究 7 では主観的基準アプローチ

を用いて行う。 

「職務適合潜在力」の評価を検討するにあたってもう一つ重要なことは、応募者に職務

経験がなく、職務に関連した質問が行えない場合でも、「職務適合潜在力」の評価は可能か

を検討することである。面接者側には職務との適合の評価観点があったとしても、そもそ

も職務経験のない応募者を対象とした場合に、入社後の職務遂行度を妥当に予測できる評

価は可能だろうか。また「職務適合潜在力」で評価される一般的で抽象度の高い個人特性

は、適性検査でも評価可能であるが、職務適合潜在力の面接評価は、職務遂行度の予測に

際して、適性検査以上の貢献をすることができるのだろうか。これらの疑問についての検

討も、次の研究 6 で行う。 
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第Ⅲ部 

６章 研究6 

 

研究 5 では、職種別の採用を行わない日本の採用面接においても、面接者の人材観には

職務との適合の観点が含まれることを示した。しかし職務経験の異なる複数の面接者が参

加することが一般的である日本の新卒採用面接で、同一組織に属する面接者は共通した人

物特徴を職務適合潜在力として評価できているかは未検討である。また職務適合潜在力を

評価する視点を同一組織に属する他の面接者と共有していたとしても、職務経験について

直接尋ねることのない面接でどこまで評価が可能かは疑問である。そこで本研究では、複

数の面接者が参加するある組織の新卒採用面接のデータを用いて、「職務適合潜在力」が妥

当に評価されていたかを検証する。検証にあたっては、新卒採用時の面接における職務適

合潜在力の評価と入社後の職務遂行度評価の相関分析を行い、職務適合潜在力の評価の妥

当性を検討する。 

欧米では職務に対して人を採用するため、採用面接においては特定職務を念頭に置き、

その職務の遂行に求められる人物特徴を評価し、採用後にその職務における職務遂行度の

評価を基準として妥当性を検証する。このような採用面接の妥当性研究はこれまでに数多

く存在し、メタ分析も行われている（Wiesner & Cronshaw , 1988; McDaniel et al, 1994)。

その結果、面接評価の妥当性は性格検査などと比べると高く、採用選考において有効な評

価手法であるとされている（Schmidt & Hunter, 1998）。しかし欧米では通常の職務との適

合が評価されており、日本の新卒採用では大きく事情が異なるため、先行研究の知見を適

用することは難しい。 

日本では、職務遂行度評価を結果変数とする採用面接の妥当性検証はこれまでのところ

行われていない。新卒採用面接で行われた職務適合潜在力の評価が有意に職務遂行度を予

測することが示されれば、これは日本企業の採用面接に関する最初の妥当性検証となるだ
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けでなく、面接者間の職務経験の違いを越えて、また職務経験のない応募者を対象として、

意味のある職務適合潜在力の評価が可能であることが示される。 

研究 6 は、採用面接の妥当性に関する先行研究と異なる点がいくつかある。まず質問の

内容が職務に関連したものではないことである。事前に評価内容、評価基準、主要な質問

項目の設計を行う構造化面接（structured interview）という手法を用いるが、新卒採用時

の面接であるため質問は学生時代の経験や活動についてたずねるものになっている。また

職務適合潜在力の評価であるため、通常の職務との適合評価に比べると評価の対象となる

人物特徴は一般的で、抽象度が高い。本研究は、欧米の先行研究と異なるだけでなく、特

定の職務に限定して面接を行った点で、一般的な日本の新卒採用とも異なる（図Ⅱ－2 の職

務特化型の職務適合潜在力）。さらに特定の職務との適合潜在力が評価されたにもかかわら

ず、入社後想定した職務に従事している人と、そうでない職務に従事している人がいる。

つまり一部の人は、採用時に適合潜在力を評価された職務とは異なる職務での職務遂行度

を評価されている。以下、上記の違いが及ぼす影響を考慮して、本研究の仮説をたてる。 

 

日本と欧米の面接の質問内容の違い 

 

日本の新卒採用では、応募者である学生のほとんどは語れるような十分な職務経験を持

たないため、面接時の話題は学生生活を中心としたもの、例えば学生時代の勉強やクラブ

活動のこと、友人関係などである。一方欧米では通常特定職務への採用が行われ、面接で

も職務経験に関する質問が行われる。職業知識や職業経験に基づく質問の方が、意見や態

度を尋ねる質問や心理学的質問よりも妥当性が高くなることがメタ分析の結果から示され

ている（McDaniel et al,1994）。欧米の採用面接では、評価したい職務上の行動特徴に関し

て直接の情報収集ができるのに対して、日本の採用面接では評価したい職務上の行動特徴

につながる一般の行動特徴が何かを推論した後、その一般的な行動特徴が学生時代のどの
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ような行動として現れるかの推論を行い、その行動に関する情報収集を行う必要がある（図

Ⅲ－6－1）。このように職務適合潜在力の評価においては、推論を重ねる必要があるため、

結果的に予測精度が低下する可能性が高くなる（Binning & Barrett, 1989）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、日米での面接評価にはある種の共通性もある。日本企業の人事担当者に行った

調査によると、新卒採用時に評価するポイントは「エネルギッシュで行動力のある人」「協

調性・バランス感覚がある人」などの性格特性を中心としたものである（労働政策研究・

研修機構, 2006）。米国でも、採用面接において最も評価されることが多いのは性格特性で

あるとの報告がある（Huffcutt et al, 2001）。ただし性格特性と言っても、一般的な外向性

と、初対面の顧客に商品を売り込める対人積極性では、かなり抽象度が異なる。特に米国

では面接の質問は職務に関連したものにすることが、採用面接研究の妥当性向上の観点か

らも（Harris ＆ Eder, 1999）、あるいは採用場面でのアセスメント全般に関して守るべき

原則を示した Principles for the Validation and Use of Personnel Selection Procedure

（SIOP; 2003）でも勧められており、より抽象度の高い個人特性を評価する面接、つまり

＜質問内容＞ 

過去の職務行動 
＜予測したいもの＞ 

将来の職務行動 
推論 

＜質問内容＞ 

学生生活での行動 
＜予測したいもの＞ 

将来の職務行動 

推論 一般的な行動特徴 推論 

日本の新卒採用面接の場合 

米国の面接の場合 

図Ⅲ－6－1 日米の面接の違い 
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初対面の人に自分から声をかけるかといった一般的な対人積極性に関する質問の効果につ

いてはあまり研究が進んでいない。今回の研究では、予測したい行動特徴と比べると抽象

度や一般性の高い人物特徴を評価することが、妥当性に及ぼす影響を検討する研究である

とも言える。 

 

構造化面接 

 

本研究では、構造化面接での評価データを用いる。面接での評価項目や質問内容を事前

に設計する構造化面接が通常の面接よりも高い妥当性を示すことは、多くの研究者が認め

るところなっているが（Huffcutt, & Culbertson, 2011）、なぜ構造化面接の方が構造化して

いない面接よりも妥当性が高いのかについては原因が特定されていない（Harris, 1999；

Dipboye, 1997）。考えられる主な理由としては、①質問の内容が職務に関連しており適切

であること、②質問が統制されており面接者間や被面接者間でばらつかないこと、③評価

の観点や評価レベルがそろうことがあげられている（Campion & Palmer, 1997）。 

②と③の効果を支持する研究としては、面接者間の評価の一致度を検討したメタ分析で、

構造化面接のほうが、非構造化面接と比べて評価の一致度が高いことが報告されている

（Conway, Jako, & Goodman, 1995）。一方、②と③の効果によって、構造化面接の妥当性

向上が全て説明できるかを検討した Schmidt & Zimmerman（2004）では、研究 1 では信

頼性の効果のみが妥当性の向上を説明するとの結果が得られたものの、研究 2 では信頼性

の向上によって説明される以上に高い妥当性が得られており、明確な結論が得られていな

い。 

本研究では日本の新卒採用で行われた構造化面接を扱うが、上記の構造化面接の妥当性

向上の理由のうち、②と③の面接の質問や評価の安定性や信頼性を高めることに関しては、

欧米の構造化面接と同様の効果が見込める。しかし①に関しては、日本の新卒採用では応
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募者に職務経験がなく過去の職務経験を尋ねることができないため、質問内容の職務との

関連性は欧米に比べて低くなると考えられる。 

 

面接評価と職務遂行度評価の主観性 

 

先行研究では職務遂行度評価を基準として面接評価の妥当性が検証されているが、職務

遂行度評価は上司による主観的評価が用いられることが多い。上司による職務遂行度評価

は、職務自体の遂行レベルのほかにも、同僚を助ける、自分の仕事でなくとも気が付いた

ことを自主的に実行する、組織に対して高いロイヤリティを示す、といった組織市民行動

（Organizational Citizenship Behavior; Bateman & Organ, 1983）、あるいは文脈的遂行

行動（contextual performance; Borman & Motowidlo, 1993）といわれるものにも影響を

受けることが知られている（Rotundo & Sackett, 2002; Allen & Rush, 1998）。さらにこの

ような行動は、職務との適合だけでなく、組織との適合と同程度かそれ以上の関連性があ

ることがメタ分析の結果から示されている（Kristof-Brown, Zimmerman & Johnzon, 

2005）。したがって、職務との適合ではなく組織との適合が面接で評価されていても、面接

評価と職務遂行度評価との間には相関が得られる可能性があるが、これまでこの可能性を

検討した研究は行われていない。加えて、上司評価が主観的な評価であることから、例え

ば「明るい、感じが良い」などの一般に対人評価を高くする要素が影響する可能性も否定

できない。従って、妥当性検討の基準となる上司評価では、図Ⅲ－6－2 に示す 3 つの要素

が含まれる可能性がある。また面接評価に関しては、概念的枠組みで提案したように、職

務との適合、組織との適合、面接場面での一的な対人評価、の 3 つの評価要素が含まれる。

たとえ職務との適合評価のために構造化面接が設計され、実施されたとしても、面接者の

評価には職務との適合以外の 2 つの要素が影響する可能性は残されている（図Ⅲ－6－2）。

採用面接評価も、上司評価もそれぞれ 3 つの要素に影響を受けると考えられる。先行研究
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の結果や各要素の評価内容を考慮すると、両者の相関には、図Ⅲー6－2 の A～C に示す要

素間の関係性が含まれると考えられる。つまり、面接での職務適合潜在力評価は、入社後

に職務自体の遂行のレベルとして評価されるし（A）、面接での組織との適合評価は入社後

の良い組織成員としての振る舞いである組織市民行動とし評価されると考える（B）。また、

対人積極性など、対人場面の一つとしての面接で一般的に行われる評価は、入社後に行わ

れる対人的なやり取りの中でも評価されると考えられる（C）。ただし実際は、面接評価も

上司評価も要素に分けて評価が行われるわけではなく、両者の相関の中に 3 つの関係性が

含まれる可能性を示すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究で用いるデータでは、営業職を念頭に設計された構造化面接を新卒採用時の面接

で実施しているが、入社後、およそ 3 割の人はスタッフや研究職など営業とは異なる仕事

に従事している。同じ採用基準で評価された後に入社した人のうち、営業に従事する人と、

同じ組織内の営業とは異なる職務に従事する人の相関を比較することによって、図Ⅲー6－

2 に示す 3 つの関係性のうち、職務との適合にかかわる部分（A）とそれ以外の評価に関わ

る部分（B, C）の影響を切り分けて検討することが可能となる。営業職の場合、面接評価

と上司評価の相関には職務との適合、組織との適合、面接場面での一般的な人物評価、全

採用面接評価 上司評価 
職務適合潜在力の評価 

組織との適合評価 

面接場面での一般的な 
対人評価 

職務自体の遂行レベル
の評価 

組織市民行動の評価 

対人場面一般に 
評価されるもの 

A 

B 

C 

図Ⅲ－6－2 採用面接評価と上司評価の関係（日本の新卒採用の場合） 
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ての影響が考えられるが（A, B, C,）、営業職以外では、職務との適合評価は影響せず、組

織との適合と一般的な評価の影響のみが反映されるはずである（B, C,）。つまり面接で職務

適合潜在力が評価された場合は、営業職の相関がそれ以外の職務従事者の相関よりも高く

なることが予想される。 

本研究では以下の 3 つの仮説を検討する。 

 まず本研究の主な目的であった、妥当な「職務適合潜在力評価」が可能かを、入社後の

人事評価を基準として検討する。この際、構造化面接設計の対象となる職務の従事者の方

が、それ以外の職務の従事者と比べると、高い妥当性が得られると予想する。 

 

仮説 6－1；特定職務を念頭に設計された構造化面接を用いて、職務経験のない応募者を対

象に行った面接評価は、人事評価を基準として有意な妥当性が得られる 

 

仮説 6－2；構造化面接の設計対象となった職務の従事者の方が、それ以外の職務の従事者

よりも、面接評価の妥当性は高くなる 

 

 次に先行研究との比較を考えると、面接質問の職務関連性の低さや、予測したい行動特

徴と比べて抽象度の高い人物特徴を評価することから、米国での先行研究と比べると妥当

性の水準は低くなると考える。 

 

仮説 6－3；構造化面接の設計対象職務の従事者を対象とした場合でも、面接評価の妥当性

の水準は、先行研究で得られた職務経験者を対象とする構造化面接の妥当性水

準よりも低い 
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方法 

 

ある日本のメーカ A 社で 2000 年から 2003 年に行われた採用面接時に実施した面接の評

価のうち、入社者 588 名（営業職 417 名でうち男性 359 名、女性 58 名；営業職以外 171

名でうち男性 139 名、女性 32 名）のデータと、入社後 2004 年 10 月から 2005 年 10 月に

2 回に渡って行われた人事評価のデータを用いる。このうち、面接評価のなかったものを除

いて最終的に用いたデータは 378 名（営業職 267 名でうち男性 227 名、女性 40 名；営業

職以外 111 名でうち男性 92 名、女性 19 名）であった。 

 内定までに面接は何度か行われるが、ここではそのうち最初の 1 対 1 の個人面接のデー

タを用いる。一度あたりの面接時間は 30 分程度であった。面接担当者は人事部に所属する

社員 6 名が担当した。うち 1 名のみ女性である。また 1 名はシニアクラスの管理職で、残

り 5 名は入社 10 年目前後の中堅社員である。面接者 6 名のうち、2 名は営業を経験してい

ない。面接者一人当たり、20 名～137 名を評価している。 

 職務遂行度の評価として、入社後 2 回に渡って行われた上司評価の結果と、目標達成度

の指標を用いた。上司評価は、「行動評価」「専門能力評価」「態度評価」のそれぞれに対す

る 5 段階評価とこれら 3 つの評価の平均を取った「総合評価」があり、これらの評価の 2

回分の平均を求めた結果を用いる。上司評価以外には、事前に設定された目標に照らし合

わせての達成度をパーセントであらわした「業績評価」があり、こちらも 2 回分の評価の

平均値を用いた。 

  

＜面接設計と実施の手続き＞ 

質問の設計にあたっては、Behavioral Description Interview（Janz,1982）と呼ばれる

構造化面接手法を用いた。Behavioral Description Interview では、評価したい行動特徴が

現われる場面と同様の過去の場面における行動を尋ねて、将来の職務行動を予測すること
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をねらいとしている。ただし職務経験のない応募者には、類似した場面の質問が出来ない

ため、以下の様な変更を加えている。まず予測したい職務行動をより一般的な行動特徴で

定義し、評価スケールを用意した。続いてその行動特徴が現れるような学生生活の行動を

面接で尋ねることをねらいとして質問が定められた。具体的な設計は以下のような手続き

を踏んで行われた。まず予測したい行動特徴を明らかにするために、その職務の従事者を

対象に簡単なアンケート調査とインタビューを実施し、仮説を構築した。その後人事担当

者や人事部門の責任者を交えてディスカッションを行い、予測したい職務上の行動特徴を

より一般的な人物特徴として定義した。定義に沿って、人物特徴を評価するための評価ス

ケールを用意した（表Ⅲ－6－1 に示す 9 項目に 5 段階（「総合的なコンピテンシー評価」の

み 4 段階）で評定を行う評価スケール）。続いてその行動特徴が現れるような学生生活の行

動が何かを考慮した上で、その行動を面接で尋ねるための質問が定められた。 

たとえば「学生時代に人と協力して共通の目的に向かって何かを行った経験」のように、

抽象度の高い質問となっている。質問や評価方法に関する設計内容をマニュアル化した上

で面接担当者を対象に、面接の進め方を説明・練習するための訓練を半日程度実施した。

この訓練は、毎年採用面接が始まる数週間前に実施された。 

 

＜範囲制限と選抜効果の補正＞ 

面接の評価結果と入社後の職務遂行度の評価の間の相関係数の算出を行うが、先行研究

のメタ分析結果との比較を行うため、メタ分析で行われる選抜効果による範囲制限の補正

と信頼性の補正をあわせて行った（Hunter & Schmidt, 1990）。選抜効果とは、面接評価の

低かった人が入社しなかったことで分析に用いられるデータの分散が制限されてしまい

（範囲制限）、仮に彼らのデータがあったときに得られる妥当性係数よりも低い値しか得ら

れないことを指す。また、予測変数（面接評価）、基準変数（職務遂行度評価）ともに評価

の誤差を含んでおり、信頼性が完璧ではないために、両者の間の相関係数は真の値に比べ



 158

ると小さな値になる。これを信頼性が完ぺきである場合を想定して相関係数の値の補正を

行うことを、信頼性の補正と言う。ただし先行研究における面接評価のメタ分析では、面

接評価の実質的な妥当性を検討することに意味があるとして面接評価の信頼性については

補正を行っていない（Wiesner & Cronshaw , 1988; McDaniel et al, 1994）。本研究でもこ

れに従って、基準変数の信頼性の補正のみ行うこととする。補正の具体的な計算方法は、

研究 1 と同じである。 

範囲制限の補正を行うためには、今回の分析で扱ったデータの範囲がどの程度制限され

ているかを知る必要がある。本研究では、採用されなかった応募者の面接評価を含む一次

面接時の面接評価の標準偏差を制限前の範囲として、分析に用いた入社者の面接評価の標

準偏差を制限後の範囲とした。両データの評価の平均と標準偏差は表Ⅲ－6－1 に示す。ま

た範囲制限の程度を表わす s/S（範囲制限後の分散／範囲制限前の分散）の値も表Ⅲ－6－1

のとおりである。この値が 1 より小さい値をとるほど、範囲制限の程度が大きいことを示

すが、今回は 0.852～0.919 であり、McDaniel ら（1994）の用いた.68 と比べるとさほど

大きな範囲制限はなかったことがわかる。ただし McDaniel らは、範囲制限に関する情報が

得られた 14 の研究はごく一部の研究に過ぎなかったため値の代表性に問題があるとして、

範囲制限の補正を行わず、上司評価の信頼性の補正のみで補正を行った結果をあわせて報

告している。比較のため、本研究でも上司評価の信頼性のみの補正を行った結果も合わせ

て報告する。 

 

 表Ⅲ－6－1　面接評定結果の記述統計量とs/S

N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 s/S

総合的なコンピテンシー＊ 3,755 1.875 0.770 310 2.692 0.656 0.852

　　論理的思考力 3,747 2.781 0.793 309 3.338 0.677 0.854

　　行動力 4,084 3.011 0.785 377 3.416 0.709 0.903

　　協調性 3,790 3.062 0.756 352 3.499 0.660 0.872

　　コミュニケーション力 4,144 2.945 0.842 378 3.400 0.770 0.915

　　誠実性 4,075 3.223 0.677 361 3.476 0.623 0.919

一次面接全体 入社者
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基準変数である職務遂行度の信頼性については、本データでは 2 回分の評価の間の相関、

あるいは上司評価の項目間の相関がそれにあたると考えられる。しかしこの方法で推定さ

れた信頼性は、不適当であるとの指摘がなされている（Viswesvaran, Ones, & Schmidt, 

1996）。Viswesvaran らは上司評価や同僚評価の信頼性に関するメタ分析を子なった結果、

評価者間の一致度は 0.52、評価者内の評価の安定性は 0.86 となったことを示した上で、こ

の差は後者が面接者の個人的な評価の誤りを含むためであり、後者は信頼性の指標として

不適当であるとの主張を行っている。Schmidt & Hunter（1977）も妥当性研究の基準とな

る変数の信頼性は、異なる評価者による、適切なインターバルをおいた再検査法によって

求められるべきであり、その値は.60 を超えないとしている。今回結果の比較を行う

McDaniel ら（1994）の研究では、評価者間の一致度として Schmidt & Hunter（1977）

の提示した.60 を用いた補正をおこなっているため、本研究でもこれに従って上司評価の信

頼性を.60 とした補正を行う。 

 

結果 

 

分析に用いた変数の記述統計量をデータ全体と職種別に算出した結果を、面接評価は表

Ⅲ－6－2 に、職務遂行度評価は表Ⅲ－6－3 に示す。また全データを用いた場合の面接評価

と職務遂行度評価の相関分析結果を表Ⅲ－6－4 に、営業職と営業職以外でデータを分けた

際の相関分析の結果を表Ⅲ－6－5 と表Ⅲ－6－6 に示す。 

McDaniel ら（1994）のメタ分析結果のうち、本研究のデザインと近い、“職務に関連す

る構造化面接”で“人事管理目的”での職務遂行度評価を基準とした場合、補正前の妥当

性の平均値が 0.20、上司評価の信頼性のみの補正を行った場合は 0.26、範囲制限の補正も

あわせて行った場合は 0.37 が報告されている。本研究では表Ⅲ－6－4 の全データを用いた
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場合、「上司評価総合」と面接での「総合的なコンピテンシー」評価の間の相関は補正前で

0.163（p <.05）、上司評価の信頼性のみの補正後は 0.210、上司評価の信頼性と範囲制限両

方の補正後は 0.245 であった。従って仮説 6－1 は支持された。 

表Ⅲ－6－5 の営業職のみを用いた場合は、「上司評価総合」と面接での「総合的なコンピ

テンシー」評価の間の相関は補正前で 0.184、上司評価の信頼性のみの補正後は 0.238、上

司評価の信頼性と範囲制限両方の補正後は補正後で 0.288 となった。McDaniel らのメタ分

析では範囲制限の補正の程度が大きいため、上司評価の信頼性のみを補正した値を比較し

てみると、McDaniel らでは 0.28、今回の分析の結果は 0.238 と、今回の結果はやや低い値

にとどまっている。従って仮説 6－3 は支持された。 

また表Ⅲ－6－6 に示すように、営業職以外では論理的思考力の評価が業績考課とかろう

じて有意傾向の相関を示したものの（0.211; p < .1）、それ以外は有意な相関が得られなか

った。従って仮説 6－2 については、営業以外の職務従事者では、営業職よりも妥当性が低

いという点では支持されたものの、有意な相関が得られなかった点で支持されなかった。 

 

考察 

 

日本の新卒採用時の面接も、米国のそれと比較するとやや低い水準ではあるものの、職

務遂行度の評価を基準として有意な妥当性があり、職務適合潜在力の評価は有効に機能し

ていたことが示された。特に実際の採用面接データを用いており、基準に人事評価を用い

たことでより現実的な妥当性を推定している。さらに、面接後一定期間を経て人事評価を

得た予測的妥当性であること、基準変数が研究目的に集められたものではなく人事管理の

一環として行われた人事評価であったことなどは、いずれも妥当性を低める要因と考えら

れており（Schmitt & Chan, 1998；McDaniel et al, 1994）、本研究で得られた妥当性係数

は控えめな推定値であると言える。 
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特に興味深いのは入社後に従事した職種によって、面接評価の妥当性の有無が明確に分

かれたことである。営業職では面接の総合評価と職務遂行度評価の間には有意な相関が得

られたのに対して、営業職以外の職務従事者では、業績評価と「論理的思考力」の相関は

有意傾向であったが、上司評価との間には有意な相関が得られなかった。実施された構造

化面接は営業職への職務適合潜在力の評価を目的として開発されたが、上記の結果からは、

営業職における面接評価と上司評価の相関は、図Ⅲ－6－2 に示された職務適合潜在力と上

司による職務自体の遂行レベル評価の関係性（A）によって得られたことになる。つまり、

職務適合潜在力が妥当に評価されたことを支持する結果となった。 

今回は構造化面接を用いたが、職務に直接関連しない質問を用いた場合も、適切な質問

の設計が可能であることが示された。構造化面接の効果の一つは、「質問の職務関連性の高

さ」というよりも、「評価に必要な情報を引き出すための質問の適切さ」と言い換えること

ができるかもしれない。 

 また営業職以外では面接評価と上司評価の間に有意な相関が得られなかったことから、

図Ⅲ－6－2 の B と C の関連は存在しなかったことになる。その理由としては、面接評価が

組織との適合評価や、面接場面での一般的な対人評価を含まなかったといった面接評価の

側の原因と、基準変数として用いた人事評価に、組織市民行動などの組織との適合が高い

と発揮されやすい行動や、対人場面で一般に評価される社交性などの行動が反映されなか

った人事評価側の原因の 2 つの可能性が考えられる。 

人事評価に原因があった可能性について考えてみると、この会社は新卒採用であっても

営業職に特化した採用面接を行っていることから、人事評価においても組織市民行動より

も、職務遂行度の方が重視されたのかもしれない。しかし組織市民行動の評価は、職務遂

行中心の米国でも人事評価に影響を及ぼすことが示されており、全くその要素が含まれな

かったとは考えづらい。また一般対人場面で評価されやすいとされる外向性についても、

日本のホワイトカラーでは一般に人事評価と外向性の相関が確認されていることから（都
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澤ら, 2005）、この会社でも評価される可能性がある。この会社の人事評価が特に他の企業

と異なる要素は見受けられず、そこに理由があるとは考えにくい。 

面接評価の側に原因があった可能性については、職務との適合潜在力評価のために面接

の構造化を行ったために、組織との適合評価や面接場面での一般的な対人評価の最終的な

面接評価への影響が弱まった可能性が考えられる。人が処理できる情報には限界があるこ

とが社会的認知に関する研究で示されているが、面接評価も面接者の情報処理能力に依存

して行われる評価である（Dipboye, 1992）。面接を構造化することによって、職務適合潜

在力評価のためにどのような情報に着目すべきかが明確になったことで、結果的に組織と

の適合評価に必要な情報は注目されなかったのかもしれない。たとえば構造化面接を行う

ことで一般的な性格特性の評価がされにくくなる事が示されているが、その理由として性

格特性評価のための情報の収集が制限される可能性が指摘されている（Roth et al, 2005）。

同様に、面接場面での一般的な対人評価は初期印象でいったんは評価されたものの、職務

適合潜在力評価に面接者の注意が集中することで、結果的に最終的な面接評価には影響を

与えなかった可能性がある。特定目的で面接を構造化することで、最終的な面接評価にど

のような影響が生じるかは、実務上面接を設計するうえで考慮すべき点である。 

本研究では、職務遂行に関連する人物特徴が採用面接において妥当に評価されたことが

示されたものの、妥当性の水準は予測どおり先行研究よりはやや低い値にとどまった。先

行研究と本研究の違いである、職務適合潜在力の評価において抽象度の高い人物特徴を対

象とすることや、職務との関連性の比較的低い質問を用いたことが、その理由と考えられ

る。ただし比較対象とした McDaniel et al（1994）のメタ分析と、本研究では一点条件の

異なる部分がある。基準変量として人事管理の一環で収集された職務遂行度評価、すなわ

ち人事評価を用いた点は同じであるものの、McDaniel et al（1994）のメタ分析は予測的

な妥当性研究には限定していない。面接評価後、一定の期間をおいた後の職務遂行度評価

を用いる予測的妥当性ではなく、ほぼ同時期に面接評価と職務遂行度評価を行う併存的妥
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当性の研究も含まれることで、本研究よりも妥当性が高くなった可能性がある。ただし、

予測的妥当性と併存的妥当性の違いに関しては、それを指摘する研究もあれば（Sussmann 

& Robertson, 1986; Van Iddekinge & Ployhart, 2008）、影響が無いことを示す研究もあり

（Barrett, Phillips, & Alexander, 1981）、結論を見ていない。従って本研究で妥当性が低

くなった理由として、質問内容ではなく予測変数と基準変数の測定時期の開きがどの程度

影響を及ぼしたかについては、今後の検討が必要となる。 

本研究での分析結果の検討は「総合的コンピテンシー」の評価を中心に行ったが、その

下位項目についてみると、職務遂行度の評価と有意な相関が得られたのは「行動力」と「論

理的思考力」の 2 つで、他の「協調性」「コミュニケーション力」「誠実性」では有意な相

関は得られなかった。表Ⅲ－6－1 を見ると、これら 3 つの項目に関しても、入社者の面接

評定平均値は一次面接を受けた全体の応募者に対する評定平均値よりも高かったことから、

これらの項目が評価されなかったわけではないことがわかる。しかし結果的にこれら 3 項

目の面接評価と入社後の職務遂行度評価の間には関係がなかった。その理由として、想定

した人物特徴が面接で妥当に評価されなかった可能性がある。またこれら 3 項目は、そも

そも職務遂行度を予測する人物特徴ではなかった可能性も考えられる。さらにこれらの特

性が低いレベルでは困るものの、ある程度以上あれば十分である場合も考えられる。つま

り職務遂行度に影響を及ぼす人物特徴で、面接では必要なレベルを満たしているかを妥当

に評価できたとしても、入社した人の中での職務遂行度の違いは有意に予測しないのかも

しれない。このような非線形の関係性については、これまでも何度か考察の中で述べてき

た。実際の採用面接では、低すぎると困るものの、一定レベルあれば高いほうが良いとい

うものではないといった人物特徴を評価対象に設けることがある。今回の分析対象となっ

た会社が評価対象とした「誠実性」などは、実務場面では上記のような評価になることが

多い。これまでの妥当性研究は、求める人物特徴と職務遂行度の間に直線的な関係性を前

提としてきたが、面接評価の真の精度を検討するためには、線形の関係性ではない妥当性
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検証も今後は考えていく必要があるだろう。 

  

＜2つの別解釈の可能性＞ 

今回、営業職のみで有意な予測的妥当性が得られたことについては、面接で営業職の職

務適合潜在力が評価されたという説明のほかに、2 つの代替説明が可能である。一つは、採

用面接では営業としての職務適合潜在力が評価されるため、面接評価の低かった人が営業

以外の仕事に従事しているかもしれない。面接評価が相対的に低かった人のみが営業職以

外の職務に従事していることになれば、営業以外の職務従事者の間では面接評価には範囲

制限が生じ、その結果職務遂行度評価との間に相関が得られなくなったと考えるものであ

る。2 つ目は、営業職における有意な妥当性は、実は面接で一般に外向的な人が高く評価さ

れることによるものである可能性である。研究 1 の結果から、面接では一般的に外向的な

人の評価が高いことが示されている。また米国の先行研究では、外向性は営業職と管理職

でのみ職務遂行度を有意に予測することが示されている（Barrick & Mount, 1991）。今回

の妥当性は、面接で一般に評価されやすい外向性が結果的に営業職の職務遂行度を予測し

た結果であって、職務適合潜在力が評価された結果とは言えないかもしれない。 

1 つ目の可能性については、営業職と営業以外の職務で面接評価に違いがあったかを検証

した。表Ⅲ－6－2 の面接評定結果の両群の平均値と 2 群間の有意差の検定結果を見ると、

5％水準で有意差が確認されたのは「論理的思考力」と「誠実性」であり、10％水準で有意

差が確認されたのは「協調性」であった。論理的で誠実性や協調性が高いと採用時の面接

で評価された人の方が、営業職以外の仕事についていることになる。面接評価の高かった

人が営業職に従事しているわけではない。さらに妥当性に影響を及ぼす範囲制限に関して

も、両群の面接評価の標準偏差にも違いはなく、営業職以外で特に範囲制限が強く生じた

ということもなかった。従って 1 つ目の可能性は否定された。 

2 つ目については、面接評価と外向性の得点の両方を独立変数、職務遂行度評価を従属変
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数として重回帰分析を行い、外向性の影響を統制したうえで、面接評価の予測が有意にな

るかを検討した。結果は表Ⅲ－6－7 のとおりであり、面接評価は有意な予測力を有してい

たが、外向性は有意とならなかった。従って、営業職のみで面接評価と職務遂行度の評価

の間に相関が生じた理由は、外向性が評価されたことによるものではなかった。 

 

 

総合考察（研究 5、研究 6） 

 

研究 5、6 を通して、日本の新卒採用であっても職務との適合は面接評価の目的の一つで

あることが示された。さらに研究 6 では、学生時代の質問を通してであっても、職務遂行

度を妥当に予測する評価が可能であることが明らかになった。また研究 6 は構造化面接を

表Ⅲ－6-7　重回帰分析結果（営業職のみ)

 平均値 標準偏差 N
上司評価
（総合）

102.32 5.03 235

性格特性
（外向性）

0.17 0.80 235

面接評定
（コンピテンシー）

2.67 0.65 235

相関係数(a)

 
上司評価

（総合）

性格特性

（外向性）

面接評定

（コンピテン

シー）

上司評価 1.000 -0.030 0.225
性格特性 -0.030 1.000 0.106
面接評定
（コンピテンシー）

0.225 0.106 1.000

ﾓﾃﾞﾙ集計(b)

R R2 乗
調整済み R2

乗

推定値の標準

誤差 F 値 有意確率

0.232 0.054 0.046 4.9103 6.582 0.002

係数(a,b)
標準化係数

B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ B 標準誤差

(定数 ) 97.627 1.354 72.104 0.000
性格特性 -0.346 0.405 -0.055 -0.855 0.394 0.989 1.011
面接評定

（コンピテンシー）
1.778 0.494 0.231 3.597 0.000 0.989 1.011

記述統計量(a)

 
非標準化係数

t 有意確率

共線性の統計量
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用いた分析ではあったが、職務経験の異なる複数の面接者が参加した場合でも、妥当な職

務適合潜在力の評価がなされたことが示された。 

しかし、職務適合潜在力に関する先行研究は他になく、今後に多くの課題を残している。

研究 5 では面接者の職務経験が人材観に影響を及ぼすことを示し、面接者の評価観点には

職務との適合の観点があることを論じたが、この人材観が職務適合潜在力の評価に用いら

れるかや、研究 6 のように職務との適合に特化した面接でなくとも、職務適合潜在力の評

価が最終的な面接評価に影響をおよぼすかは検討されていない。そこで次の研究 7 では、

面接者は自らが持つ人材観を職務適合潜在力評価の際に用いること、人材観には面接者固

有の部分もあるが、同一組織に属する複数の面接者はある程度共通の視点を持って評価を

行うこと、職務適合潜在力の評価が面接の最終評価に影響を及ぼすことを主観的基準アプ

ローチを用いて検証する。 

研究 6 で得られた妥当性は、予測通り米国でのメタ分析結果よりもやや低い値であった

が、有意な値を示した。しかしあくまで 1 社の結果に過ぎず、今後の日本における妥当性

研究の蓄積が必要だろう。加えて研究 6 では、職務特化型の面接評価が、構造化面接を用

いて行われたことから、一般に行われる新卒採用面接とはかなり状況が異なる。欧米で行

われた先行研究では、非構造化面接の妥当性の水準は構造化面接に劣るものの、それでも

有意な妥当性があることが示されていることから、日本の新卒採用において、非構造化面

接でも有意な妥当性が得られる可能性がある。一方で職務特化型と職務横断型の違いがど

のように影響を及ぼすかを予測することは難しい。なぜならば、いわゆるジェネラリスト

としての活躍を期待するならば、職務横断型の方が適しているであろうし、特定の職務に

おける活躍であればその職務に特化した方が妥当性は高まるだろう。構造化、被構造化の

違い、あるいは職務特化型、職務横断型の違いについて明らかにするためには、今後数多

くの妥当性検証の研究が必要となる。 

また研究 6 からは、特定職務への適合潜在力を念頭に設計された構造化面接が、その職
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務での遂行度評価に対して有意な妥当性が得られることを示した。このことから、先行研

究で扱われてきたよりも一般性や抽象度の高い人物特徴の評価を目指した面接であっても、

意図したものが妥当に評価されるように構造化面接を設計することが可能なことが示され

た。ただし人事評価との関連性に基づく議論に留まっていて、評価内容を直接検証したわ

けではないため、今後は同様の概念を面接以外の方法で測定したものを基準として、測定

内容に関する収束的妥当性を検証していくことが求められる。類似の試みとして、近年性

格特性を評価するための構造化面接の設計が試みられており、一定の成果を挙げているこ

とから（Van Iddekinge, Raymark & Roth, 2005）、構造化面接が抽象度の高い人物特徴評

価においても、効果をあげる可能性は高いと考える。 

新卒採用面接を行う面接者からは、よく新卒採用では応募者の「ポテンシャル」を評価

しているとの発言が聞かれる。日本経済団体連合会（2003）が人事担当者に行ったアンケ

ートでも、「ポテンシャル」は 30％を超える選択率（複数回答）であった。職務適合潜在力

の評価は「ポテンシャル」と呼ばれるものの一部にあたると考えられるが、これまで「ポ

テンシャル」の評価は可能かについては実証的な研究は行われてこなかった。漠然といわ

れてきた「ポテンシャル」の評価について、その性質を定義し、評価の妥当性を示すこと

ができたと考える。 

職務適合潜在力の評価は、主として日本の新卒採用場面を想定して提案したものだが、

この概念が将来的には欧米でも利用される可能性がある。今後、職務内容が頻繁に変化し

たり、これまで存在しなかった職務が新たに設けられる可能性が指摘されており、そのた

めの対策などが講じられつつある（Landis, Fogli, & Goldberg, 1998; Sanchez, 2000）。こ

のような場面では、現時点で「何ができる人物か」を問う職務との適合評価ではなく、将

来「何ができそうか」を問う職務適合潜在力の評価が求められる機会が増えることも予想

される。
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第Ⅲ部 

7章 研究7 

 

ここまでは、面接評価内容の概念的枠組みで提示した 3 つの評価要素である、面接場面

での一般的な対人評価、組織との適合評価、職務との適合評価について、それぞれ個別に

検討してきた。研究 2 では、面接場面での一般的な対人評価が最終的な面接評価に反映さ

れることを示したが、組織や職務との適合評価も行われた場合、どの様なプロセスでどの

程度最終評価への影響があるかは未検討である。研究 4 では、組織との適合評価の際に応

募者の価値観が評価されており、さらに面接者の自組織文化の認知がその評価に影響して

いることを示した。しかし、組織との適合評価の最終評価への影響は未検討である。研究 5

では、新卒採用であっても面接者の人材観には職務との適合の要素が反映されていること

を示した。しかし、このような面接者の人材観が評価に影響を与ええるかかについては、

ほとんど研究が行われていない。また研究 6 のように構造化された面接でなくとも、面接

者の人材観の違いを越えて、同一組織内で共有される職務適合潜在力評価の観点があり、

その評価が最終評価に反映されているかについては、未検討である。 

そこで研究 7 では、日本で一般的な採用慣行である職務を特化しない新卒採用を行った

ある組織のデータを用いて、面接場面での一般的な対人評価、組織との適合評価、職務適

合潜在力の評価の 3 つの要素が最終評価にどのような影響を及ぼすかを、主観的基準アプ

ローチを用いて検証する。3 つの要素が最終面接評価に及ぼす影響の程度は、面接の状況に

よってさまざまであると考えられる。例えば、採用後に従事する職務が決まっておらず、

しかも長期雇用を前提とする日本の新卒採用では、組織との適合評価のウエイトは、欧米

で行われる採用面接よりは大きくなることが予想される。また欧米の面接でも、会社の採

用方針によって、組織との適合をどの程度重視するかは異なるだろう。面接時間が 10 分程

度の場合、1 時間面接を行う時と比べると、初期印象によって評価される、一般に評価され
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るものの影響は比較的大きくなるかもしれない。したがって研究 7 の目的は、3 つの評価要

素が最終評価に及ぼす影響の一般的な程度の大小を検討することではなく、3 つの評価要素

が最終評価に影響を与えることを 3 つの評価要素を同時に用いて検討することであり、こ

れによって最終評価がどの程度説明可能かを検討することにある。 

この会社の採用は職務を特定したものではなく、採用基準としてあげられた人物特徴の

うち、組織への適合を意識したものと、職務への適合を意識したものは区別されていない。

たとえば積極性が高いことは、職務遂行上必要なのか、そういった特徴を持つ人の方が組

織になじみやすいから評価されるのかは切り分けられていない。このような場合でも、概

念的枠組みで提案した 3 つの要素に分けて評価内容を考えることには、次のような利点が

あると考える。まず、2 つの適合評価は採用基準として評価するものに含まれる。採用基準

として評価するものは、公に組織が設定し、言語化されており、面接者はそれを評価する

ことを意識している。日本の新卒採用では、２つの適合評価は区別して扱われることは少

ないが、それぞれの適合評価は予測するものが異なる。職務との適合は職務そのものの遂

行レベルを予測し、組織との適合は集団への社会化やコミットメントの程度を予測する。

評価したい人物特徴がどちらの適合に関連するかを知ることで、例えば採用方針に合わせ

て、限られた面接時間の中で優先的に評価する人物特徴を選択できる。また、面接者間で

評価に違いが生じる理由が、どちらの適合評価なのかによって異なるならば、対処の仕方

も異なる。さらに妥当性を検証する際に、何を基準変数にすべきかについても、どちらの

適合評価であるかによって異なる。 

面接場面での一般的な対人評価に関しても、評価される人物特徴とその人物特徴が入社

後の活躍を予測できる程度、またその程度に影響を及ぼす条件などが明らかになれば、面

接の精度向上のための対処方法を考えることができる。研究 1 で一般に評価されることが

確認された「外向性」や「情緒の安定性」は、先行研究から幅広い職種で職務遂行行動を

予測することが示されている（都澤・二村・今城・内藤, 2005）。しかし相関の程度が職種
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によって異なることも示されていることから（飯塚・持主・内藤・二村, 2005）、これらの

人物特徴がどの程度面接の妥当性向上に貢献できるかは職種によって異なると考えられる。

つまり、面接場面での一般的な対人評価の影響を抑えたいと思う場合がある。面接場面で

の一般的な対人評価は、その場の状況に応じて自動的に活性化される心理概念との連合に

よって評価がなされると考えられるため、面接者自身が意図的にコントロールすることは

難しいかもしれない。しかし一方で研究 1 では、これらの人物特徴は一般に評価されるが、

評価される程度は組織間で異なることも示されていることから、どの様な場合に評価され

る程度が低くなるかを検討する余地がある。また面接の時間や方法などを工夫したり、面

接以外の評価手法の併用も含めて、採用選考プロセス全体を視野に入れた対処方法を検討

することが可能になる。 

本研究でデータを用いる会社の採用面接は、日本の新卒採用面接の一般的な特徴を兼ね

備えている。採用後の新入社員の配属先や従事する職務を特定しておらず、評価すべき人

物特徴は定められているものの、職務への適合を予測するものか組織への適合を予測する

ものかは明確になっていない。面接は一対一で、30 分程度で行われ、構造化されていない。

普段様々な職務に従事する社員が、面接者として参加している。そこでこの会社のデータ

を用いて、概念的枠組みの 3 つの要素がどのように最終評価に影響を与えるか、また 3 つ

の要素をあわせると、最終評価がどの程度説明できるかを検討する。3 つの要素が最終評価

に影響を及ぼす強さについては、この会社特有の結果であることが疑われる場合は、この

会社の採用ポリシーや採用実務の状況に照らして解釈を試みる。しかし、以下に述べる仮

説については、日本の組織の新卒採用面接への一般化を意識したものである。 

 

3つの評価要素間の関係性と最終評価との関係性 

 

第Ⅱ部で述べたように、3 つの評価要素を同時に検討した先行研究は行われていない。関
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連する先行研究としては、面接前に与えられた情報によって持った先入観（Macan & 

Dipboye, 1990）や、面接開始後の早いタイミングで形成された評価が（Barrick, Swider, & 

Stewart, 2010）、最終評価に有意に影響を及ぼしたことが報告されている。また連続体モデ

ル（Fiske & Neuberg, 1990）を参考に考えると、面接場面での一般的な対人評価は、面接

初期に印象形成された後、意図的に行われる各適合評価との関連性の程度によって、最終

的な面接評価への影響は弱まったり強まったりすることが予想される。従って、面接場面

での一般的な対人評価は 2 つの適合評価にも影響を与えるし、最終評価にも影響を与える

と考えられる。研究 2 でも、初期印象の評価は 2 つの求める人物特徴と、最終評価の両方

に影響を与えていた。 

採用に際して組織が求めるのは、入社後に期待される役割を遂行できる可能性の高い人

物である。役割遂行行動に含まれる要素は、「職務の遂行」と「文脈的遂行行動」に分類で

きるとする考え方や（Borman & Motowidlo, 1993）、組織へのプラスの影響を及ぼす行動

として「職務の遂行」と「組織市民行動」、組織へのマイナスの影響を及ぼす行動として「反

社会的行動」の 3 つに分類する考え方がある（Rotundo & Sackett, 2002）。「職務の遂行」

とは、職務定義書に記述された職務を成功裡に遂行することである。また「文脈的遂行行

動」や「組織市民行動」は、“組織の社会的、心理的な環境に貢献することで組織目標の達

成を目指す行動（Rotundo & Sackett, 2002）”と定義されている。つまり自分の職務遂行

以外に、他の組織成員を助けたり、組織へのロイヤリティを示すことなどによって組織に

貢献する行動を指す。以上のような役割遂行行動のうち、職務の遂行は職務との適合評価

によって、組織市民行動のような職務外の組織行動は組織との適合評価によって、よりよ

く予測されることがわかっている（Kristof-Brwon, Zimmerman & Johnson, 2005）。従っ

て入社後の役割遂行に向けて組織が求める人物特徴には、職務との適合に関連の強いもの

と、組織との適合に関連の強いものが含まれており、どちらの適合がより重視されるかは

状況により異なるものの、ともに最終評価に影響を与えると考えられる。 
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以上のことから、3 つの評価要素と最終評価の関係性は、図Ⅲ－7－1 に示す状態にある

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、ここでは以下にあげる 4 つの仮説を検証する。仮説の検証にあたっては、こ

の組織が採用基準として設定した “求める人物特徴”の評価を用いる。そのうえで、初期

印象評価と組織との適合評価、職務適合潜在力の評価が、最終評価に与える影響について、

仮説を検証する。図Ⅲ－7－2 は仮説の概念図を表したものである。 

 

仮説 7－1；新卒採用面接では、面接場面での一般的な対人評価、組織との適合評価、職務

との適合評価は、全て独自の影響を最終評価に及ぼす（図Ⅲ－7－2 ① ⑤’ ⑥） 

 

仮説 7－2；求める人物特徴評価の一部は、組織との適合評価に影響を与えたうえで、最終

評価に影響を及ぼす（図Ⅲ－7－2 ④⇒⑥） 

 

仮説 7－3；求める人物特徴の評価の一部は、職務適合潜在力の評価に影響を与えたうえで、

最終評価に影響を及ぼす（図Ⅲ－7－2 ⑤⇒ ⑤’） 

 

仮説 7－4；初期印象評価は、求める人物特徴の評価、職務適合潜在力の評価、組織との適

組織との適合評価 

最終評価 

職務との適合評価 

初期印象の評価 
（≑ 面接場面での一

般的な対人評価） 

図Ⅲ－7－1 ３つの評価要素間の関係性 
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合評価に影響を与える 

（図Ⅲ－7－2 ② ②’ ③） 

 

研究 7 で用いるデータには職務適合潜在力を直接評価したデータが存在しないものの、

求める人物特徴は入社後に期待される役割遂行行動を予測するために設定されることから、

求める人物特徴のうち組織との適合評価に関連しないものは、職務適合潜在力として評価

が行われていると考えられる。したがって、仮説 7－3、仮説 7－4 は以下のように書き換え

られる。 

 

仮説 7－3’；組織の求める人物特徴の一部は、組織との適合評価を媒介せず、最終評価に直

接影響を与える（図Ⅲ－7－2 ⑤（⑤’）） 

 

仮説 7－4’；初期印象評価は、組織の求める人物特徴の評価、組織との適合評価に影響を与

える（図Ⅲ－7－2 ② ③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終評価 
職務適合 

潜在力評価 

初期印象の評価 
（≑ 意図せず一般に 

評価されるもの） 

図Ⅲ－7－2 仮説 7－1～仮説 7－4の概念図 

組織との 
適合評価 

求める 
人物特徴 

評価 

②’ 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑤’ 

* 職務適合潜在力評価は行われていないため、②＋⑤と②’、⑤と⑤’は、実際は一つの矢じるし 

③ 

① 
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面接者の人材観の影響 

 

 研究 7 のもう一つの目的として、職務適合潜在力の評価に面接者の人材観が影響を及ぼ

していること、また同じ組織の面接者の間では人材観はある程度共有されており、面接者

間で共通した人物特徴が職務適合潜在力で評価されていることを検証する。 

研究 5 では、面接者の人材観に面接者自身の職務経験が反映されていたことから、面接

評価には職務との適合評価の観点が含まれる可能性を示した。しかし入社後に従事する職

務を特定せず職務適合潜在力の評価を行う新卒採用の場合、面接者の異なる職務経験から

来る人材観の違いは、複数の面接者が参加する面接評価の信頼性の低下を招く可能性があ

る。したがって同一組織に属する面接者では、職務経験が異なっていたとしてもある程度

共通した職務との適合の評価観点を持つ必要がある。 

以下のような理由で、面接者間で職務適合潜在力の評価に関する人材観には共通部分が

あると考えられる。まず、人材観は面接者個人の直接的な職務経験にのみ影響を受けるわ

けではない。例えば営業職として働く人でも、社内のスタッフや技術開発職と仕事を行う

機会や、仕事振りを観察する機会を持った結果、そういった仕事においてもどのような人

物特徴が求められるかに関して、意見を持つ可能性は高い。また、組織からは採用基準と

して評価すべき人物特徴について指示が与えられるため、この影響も受けると思われる。

さらに、職務適合潜在力の評価で対象となる人物特徴は抽象度が高く、職務間で共通の要

素であることが多い。岩脇（2009）が日本企業を対象に行った調査でも、求める人物特徴

を設定する場合、その組織に属する様々な職種に共通に求められるものが用いられている

ことが報告されている。つまり、営業経験の長い面接者が期待する対人積極性と、スタッ

フの経験の長い面接者が期待する対人積極性には若干の違いがあるものの、共通した部分

も多いと考えられる。そこで以下の 2 つ仮説を検証する。 
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仮説 7－5；職務適合潜在力として評価される求める人物特徴は、面接者の違いにかかわら

ず、最終評価に有意な影響を及ぼす 

 

仮説 7－6；職務適合潜在力として評価される求める人物特徴が、最終評価に及ぼす影響の

程度は、面接者の人材観の違いによって異なる 

 

 分析 7aでは、共分散構造分析を用いて各評価内容が最終評価に与える影響をモデル化し、

その当てはまりを検討することで、仮説 7－1～仮説 7－4 の検証を行う。仮説 7－5 と仮説

7－6 については、面接者による評価の違いを前提とするため、面接者を 2 番目のレベルに

おく 2 水準の多水準モデルを用いて、分析 7b で検討を行う。 

 

分析 7a 

 分析 7a では、仮説 7－1～仮説 7－4 を検討する 

 

＜方法；分析 7a ＞  

使用データ 

研究 2 と研究 4 で用いたあるサービス会社 A 社で 2007 年に行われた採用面接時に実施

した面接の評価結果（n=325, 男性 216、女性 109 名）を用いる。この会社では、内定まで

に 3 回の面接が行われるが、選抜効果の影響が少なくサンプル数の多い最初の個人面接で

の評定を用いる。面接は、応募者一人、面接者一人で行われた。一人あたりの面接時間は、

およそ 30 分であった。面接評定には、この会社が最終の意思決定として用いている最終評

価（以降、最終評価）を 4 段階で行ったもの（1：次面接はない、2：次の面接に進めるか

どうか検討、3：次の面接に進める、4：ぜひ採用したい）と、最終評価の根拠として、求

められる人物特徴である自律性、思考力、創造性、誠実さ、協調性、の 5 項目についての
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評価をそれぞれ 5 段階（1：弱いあるいはない～5：とても強い）で行ったものを用いた。

上記は、いずれも実際の採用活動の一環として人事からの依頼を受けて面接者が例年評定

を行っているものである。加えて研究への協力依頼ということで、第一印象のよさ（以降、

第一印象評価）を 5 段階（1：よくない～5：とてもよい）で行ったものと、組織への適合

の評価（以降、組織への適合評価）を 5 段階（1：全くあっていない～5：とてもあってい

る）で行ったものを用いる。第一印象評価はなるべく面接の早いタイミング（入室後の自

己紹介の後）で行うことを教示した。その他の評価は全て面接終了直後に行われた。 

 

分析方法 

 共分散構造分析を用いて、各評価要素間の関係性についてのモデルを構築する。3 つの評

価要素をまとめて分析した研究はこれまで行われていないため、仮説 7－1～仮説 7－4 を図

示した図Ⅲ－7－2 にしたがって、後述する手順で探索的にモデルの構築を行う。 

まず研究 2 で、第一印象評価は求める人物特徴の評価を部分的に媒介して最終評価に影

響を及ぼしていたことから、第一印象評価から求める人物特徴の評価、組織との適合評価、

最終評価にすべてパスを引く。また求める人物特徴は、一部組織との適合の視点を、一部

職務との適合の視点を反映していると考えられる。ただし、職務との適合については直接

評価を行ったデータが存在しないため、5 つの求める人物特徴の評価から、組織との適合評

価と、最終評価にすべてパスを引く。組織との適合評価は、最終評価に反映されると考え

るので、組織との適合評価から最終評価にパスをひく。この時点での初期モデルが図Ⅲ－

7a－1 である。使用した変数間の相関係数と記述統計量は表Ⅲ－7a－1 に示す。評定項目間

の相関は、おおむね中程度の値を示した。 

 

＜結果と考察；分析 7a ＞  

 図Ⅲ－7a－1 の初期モデルでは当てはまりがよくなく、またいくつかのパスは有意となら
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なかったので、5％水準で有意とならなかったパスを除いた最終モデルを構築した（図Ⅲ－

7a－2）。また最終モデルでの標準化効果を表Ⅲ－7a－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ－7a-1 使用変数間の相関分析 

 
最終 第一

印象 
組織
への
適合 

自律
性  

創造
性  

思考
力  

協調
性  

誠実
性  

平均
値  

標準
偏差 

最終評価（ 4 段階） 1.00          1.96  0.98  
第一印象評価 0.50  1.00         3.37  0.83  
組織への適合評価 0.66  0.50  1.00        3.22  1.07  
自律性評価 0.63  0.40  0.46  1.00       3.17  0.92  
創造性評価 0.59  0.40  0.48  0.63  1.00      2.73  0.87  
思考力評価 0.66  0.40  0.56  0.62  0.60  1.00     2.91  0.97  
協調性評価 0.56  0.44  0.61  0.56  0.55  0.54  1.00    2.90  0.94  
誠実性評価 0.54  0.42  0.51  0.53  0.46  0.54  0.56  1.00  3.36  0.83  

自律性 
評価 

創造性 
評価 

思考力 
評価 

協調性 
評価 

誠実性 
評価 

組織との適合 
評価 

最終 
評価 

第一印象 
評価 

χ 2  = 0 (df = 0), pは算出できず 
CFI= 1, RMSEA=.334 
AIC=88.00 

図Ⅲ－7a-1 初期モデル 
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表Ⅲ－7a-2 最終評価に対する標準化統合効果と標準化直接効果 

 

最終モデル構築の目的は、第一印象評価、組織との適合評価、職務との適合潜在力評価

が最終評価にどのように影響するかを探索的に検討することである。第一印象評価、組織

との適合評価は、それぞれ最終評価に有意に直接的な影響があった（それぞれ .12, .49）。

職務適合潜在力の評価については、それ自体を評価した評定項目がなかったが、求める人

物特徴評価のうち、自律性、創造性、思考力では、最終評価に有意に直接的な影響があっ

た（それぞれ .21, .12, .23）。従って仮説 7－3’は支持された。第一印象評価でも、組織と

の適合評価でもない、これらの 3 つの人物特徴から最終評価への直接の影響が、職務との

 第一印象 
評価 

組織との

適合評価 
自律性 
評価 

創造性 
評価 

思考力 
評価 

協調性 
評価 

誠実性 
評価 

標準化 
統合効果 .50 .32 .21 .13 .31 .03 .10 

標準化 
直接効果 .12 .32 .21 .13 .23 - - 

. 10  

. 23 

. 25  

. 21 

. 32 

. 12 

自律性 
評価 

創造性 
評価 

思考力 
評価 

協調性 
評価 

誠実性 
評価 

組織との適合 
評価 

最終 
評価 

第一印象 
評価 

. 37  

. 40  

. 44 
. 21 

. 12 

. 42 

. 32 

. 40  

χ 2  =4.23 (df = 4), p=.376  
CFI= 1, RMSEA=.013 
AIC=84.23 

図Ⅲ－7a-2 最終モデル 
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適合潜在力の評価であると考えられる。従って、この会社の面接評価では 3 つの要素はそ

れぞれ最終評価に独自の影響を及ぼしていたことになり、仮説 7－1 は支持された。第一印

象評価は、全ての求める人物特徴の評価と（それぞれ .40, .37, .40, .44, .42）、組織への適

合評価に影響があり（.21）、加えて最終評価にも直接影響を及ぼしていた（.12）。従って仮

説 7－4’も支持された。最終評価への決定係数は .62 で、最終評価の 6 割程度が 3 つの要

素によって説明されたことになる。残りの 38％は、求める人物特徴がここにあげた 5 つ以

外にある可能性や、面接者間の個人的な評価の違いの影響が考えられる。 

最終モデルにおける標準化統合効果と標準化直接効果を示したのが、表Ⅲ－7a－1 である。

最終評価に対する組織との適合評価の直接効果は .315 であった。職務適合可能性の評価の

直接効果として、求める人物特徴のうち、自律性評価、創造性評価、思考力評価からの標

準化直接効果をすべて足すと.21 + .13 + .23 = .57 であった。職務との適合可能性評価の直

接の影響は、組織との適合評価より大きな値であった。第一印象評価の影響は、最終評価

への直接効果は .12 とさほど大きなものではなかったが、その他の多くの評価項目に .21

～ .44 の影響を及ぼしており、影響は広範にわたっていた。統合効果でみると、第一印象

評価は .50 と最終評価に対してかなり大きな影響力を持つことがわかった。 

求める人物特徴のうち、協調性や誠実性といったいわゆる「温かさ」に該当する人物特

徴評価は、組織との適合評価には影響を与えたものの（それぞれ .32, .10）、直接最終評価

には影響せず、仮説 7－2 も支持された。この会社においては、温かさに該当する人物特徴

は、組織の一員として一緒に仕事がやっていけそうかという判断には影響を及ぼすものの、

職務の遂行レベルを上げるとは思われないことが示された。ただし、組織との適合評価に

影響のあったもう一つの人物特徴である思考力については、「温かさ」というより「有能さ」

の評価であって、直接最終評価にも直接的に有意な影響があったことから、職務適合可能

性としても評価されていた。思考力の強さは、一緒に仕事を行う条件としても、仕事を遂

行する上でも、求められるということだろう。この会社は、無形のサービスを顧客企業に
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対して提供しており、主な仕事が企画営業や、コンサルティングであることから、仕事上

で思考力が必要とされる。加えて、結果的に一定レベルの「思考力」を持った人が組織メ

ンバーとして所属する状態となったため、組織内でのコミュニケーションにも一定レベル

の「思考力」が求められることになり、一般に組織になじむための「温かさ」とともに、「思

考力」が組織になじむための条件になったと考えられる。 

求める人物特徴のうち、思考力以外の自律性や創造性といった「有能さ」にあたるもの

は、組織との適合評価には影響せず、最終評価に直接影響を及ぼしていた。つまりこれら

の人物特徴は、レベルの高い職務の遂行を予測するもの、すなわち職務適合潜在力として

評価されたと考えられる。この会社では、温かさは組織との適合で、有能さは職務との適

合で、主として評価された。しかし「思考力」のように両方の適合で評価された特徴もあ

ることから、温かさ、有能さといった大きな対人認知の軸と、組織との適合評価、職務と

の適合評価の間の関係性に一般的な傾向があるかは、今後の検討が必要である。 

次の分析 7b では、職務適合潜在力として評価されていた自律性、創造性、思考性の３つ

の人物特徴評価が最終評価に及ぼす影響に、面接者の人材観がどのように関与するかにつ

いて多水準モデルを用いて検討する。具体的には、複数の面接者は共通してこれらの人物

特徴評価を最終評価に反映させていたか、また反映させる程度は面接者間の人材観の違い

に影響を受けていたかを検証する。 

 

分析 7b 

 分析 7b では、仮説 7－5 と仮説 7－6 を検討する 

 

＜方法；分析 7b ＞  

使用データ 

分析 7a で用いた採用面接実施の約 3 ヶ月後に、面接者を対象にアンケートを実施した



 183

（n=59 男性 90％、女性 10％）。面接者はこの会社の中間管理職が中心（52 名中 46 名が

管理職）で、社歴の平均は 17.04 年、年齢の平均は 42.08 歳であった。もっとも長く経験

した職種は営業 29 名、研究・開発 6 名、管理・スタッフ 16 名であった。 

アンケートで、研究 5 で用いた一般に新卒採用で重視される人物特徴である 7 項目（コ

ミュニケーション力、チャレンジ精神、主体性、協調性、誠実性、責任感、創造性）につ

いて、新卒採用の際に応募者の特徴として重要であると思う順番を振るよう求めた結果を

用いる。上記 7 項目のうち、分析７a で最終面接評価への直接の影響が確認された「思考力」

「自律性」「創造性」にそれぞれ関連性が高いと思われる「コミュニケーション力」「主体

性」「創造性」について、1 から 7 番まで振られた順序の数値を重視する度合いとして用い

た。従って、数字が小さいほど、その特徴を重視していることになる。上記以外のデータ

は、すべて分析７a で用いたものである。 

 

分析方法 

面接者の人材観の影響を検討するため、研究 4 で用いた多水準モデル（Multilevel Model）

を用いる。多水準モデルとは分析に用いるデータが階層化されている場合に用いられる分

析モデルである。例えば満足度などの個人の測定値はその人が属する課でまとまりを持ち、

さらにいくつかの課を統合した部でまとまりをもつ。つまり、ある個人の測定値は、他部

署の人よりも同じ部の人の測定値と、さらにはその中でも同じ課の人の測定値とより似通

っていると考える。これを「従業員が課にネストする」「課が部にネストする」という。 

多水準モデルを構築するにあたって、面接者の下に応募者がネストするモデルを考える。

応募者の個人特性と面接評価の関係性は、面接者の人材観によって異なると考えるためで

ある。そこでレベル 1 を応募者のレベル、レベル 2 を面接者のレベルとする 2 水準の分析

を行った。解析においては、HLM6（Raudenbush, Bryk, Cheong, & Congdon, 2004）を

用いた。なお、多水準モデルの手法としての特徴は、研究 4 の方法に詳細な記述を行った。 
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分析モデルは、以下に示す通りである。従属変数は面接の最終評価で、レベル１の独立

変数として求める人物特徴のうち職務適合潜在力に関する「思考力」「自律性」「創造性」

の評価、統制変数として第一印象評価と組織との適合評価、性別、出身大学を入れる。性

別は女性“1”、男性“0”とし、出身校は採用実績のある大学の場合は“1”、それ以外は“0”

としてコーディングして用いた。レベル 2 の独立変数としては、面接者の人材観の評価結

果を用いた。  

 

Level-1 Model（応募者のレベル） 

最終評価 = β0 +β1 *(性別) +β 2  *(出身校) +β3 *(思考力評価) +β4 *(自律性評価)  

+β5 *(創造性評価) +β 6  *(第一印象評価) +β 7  *(組織との適合評価) + r 

 

Level-2 Model（面接者のレベル） 

 β0 =γ00 + U0 

 β1 =γ10 + U1 

 β 2  =γ 2 0 + U 2  

 β3 =γ30 +γ31*(コミュニケーション力重視) + U3 

 β4 =γ40 +γ41*(主体性重視) + U4 

 β5 =γ50 +γ51*(創造性重視) + U5 

 β 6  =γ 6 0 + U 6  

 β 7  =γ 7 0 + U 7  

 

 

＜結果と考察；分析 7b ＞  

 使用した変数の記述統計を、表Ⅲ－7b－1 に示す。「自律性」の評価は、「思考力」や「創
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造性」の評価と比べると、若干平均値が高い傾向がある。また、面接者の人物特徴の重視

度では、創造性の重視度がコミュニケーション力や主体性に比べると低くなっていること

がわかる。 

 

表Ⅲ-7b-1 使用変数の記述統計量 

 

レベル１ 

 N 平均 標準偏差 
性別（女 1, 男 0） 428 1.32 0.47 
出身校（実績あり 1, 実績なし 0） 428 0.64 0.48 
最終評価（４段階） 345 1.98 1.01 
思考力評価（5 段階） 332 2.86 1.02 
自律性評価（5 段階） 333 3.10 0.93 
創造性評価（5 段階） 299 2.75 0.89 
第一印象評価（5 段階） 268 3.36 0.79 
組織との適合評価（5 段階） 265 3.23 1.07 
  
レベル 2 

 N 平均 標準偏差 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ重視（1～7 番の順位） 38 2.37 1.51 
主体性重視（1～7 番の順位） 38 2.18 1.23 
創造性重視（1～7 番の順位） 38 5.79 1.44 

 

HLM 分析の結果は、表Ⅲ－7b－2 のとおりである。固定効果の最終推定結果を見ると、

統制変数のうち、性別と出身校はいずれも有意とならなかった（それぞれ γ10 = .039, 

p= .564; γ 2 0 = .015, p= .793）。第一印象評価と、組織との適合評価は有意な正の影響があ

り、これらの評価が高いほど最終評価が高くなった（それぞれγ 6 0 = .153, p< .05; γ 7 0 

= .325, p< .01）。以上の変数を統制した上で、「思考力」「自律性」「創造性」のいずれにお

いても、面接者の違いにかかわらず、一般にこれらの人物評価が高いほど最終評価が高く

なる結果が確認され（それぞれ γ30 = .244, p< .01; γ40 = .221, p< .01; γ50 = .159, p< .01）、

仮説 7－5 は支持された。面接者の人材観の影響としては、主体性を重視する面接者ほど「自

律性」の評価の高い人の最終評価が高まる傾向を示した（γ41 = －.072, p< .01）。また、コ 
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表Ⅲ-7b-2  HLM分析の結果 

 
固定効果の最終推定値 (with robust standard errors) 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
                                         Standard              Approx. 
    Fixed Effect              Coefficient    Error     T-ratio      d.f.   P-value 
 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
切片 1, β0 

         切片 2, γ00       1.874982   0.104469    17.948        37    0.000 
性別 傾き, β1 

         切片 2, γ10       0.039484   0.067862     0.582        37    0.564 
出身校 傾き, β 2  

         切片 2, γ 2 0       0.015040   0.056915     0.264        37    0.793 
思考力評価 傾き, β3 

         切片 2, γ30        0.244229   0.046870     5.211        36    0.000 
  ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ重視, γ31     －0.035982   0.019746   －1.822        36    0.076 
自律性評価 傾き, β4 

         切片 2, γ40        0.220587   0.060874     3.624        36    0.001 
     主体性重視, γ41     －0.072486   0.021148   －3.428        36    0.002 
創造性評価 傾き, β5 

         切片 2, γ50        0.158920   0.044206     3.595        36    0.001 
     創造性重視, γ51      －0.018404   0.023720   －0.776        36    0.443 
第一印象 傾き, β 6  

         切片 2, γ 6 0       0.153310   0.065218     2.351        37    0.024 
組織との適合 傾き, β 7  

         切片 2, γ 7 0        0.325019   0.060171     5.402        37    0.000 
 ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
 変動要素の最終推定値 
 ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 Random Effect          Standard      Variance     df    Chi-square  P-value 
                         Deviation     Component 
 ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 切片 1, u0     0.28117       0.07906    13      22.04263    0.054 
 性別 傾き, u1    0.11752       0.01381    13      14.05629    0.370 
 出身校 傾き, u 2     0.10559       0.01115    13      13.76004    0.391 
 思考力評価 傾き, u3   0.10056       0.01011    12      20.53057    0.057 
 自律性評価 傾き, u4    0.18918       0.03579    12      17.63537    0.127 
 創造性評価 傾き, u5    0.07658       0.00586    12      10.45041    >.500 
 第一印象 傾き, u 6     0.21326       0.04548    13      20.23298    0.089 
 組織との適合 傾き, u 7     0.22016       0.04847    13      28.85492    0.007 
   level-1,       r   0.45148       0.20383 
 ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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ミュニケーション力を重視する面接者は、「思考力」の評価の高い人物の最終評価が高くな

る有意傾向が見られた（γ31 = －.036, p= .07）。しかし「創造性」の評価については、創造

性を重視する面接者のほうが、最終評価が高くなる傾向はなかった（γ51 = －.018, p= .44）。

従って、仮説 7－6 は、部分的に支持された。 

「思考力」の評価において、面接者の人材観の影響が有意傾向にとどまった理由として

は、人材観の評価に用いたコミュニケーション力という人物特徴には思考力と密接に関連

するコミュニケーションの達者さだけでなく、社交性に関連するものも含まれるため、コ

ミュニケーション力と思考力の関連性はさほど強くなかったことがあげられる。これと比

べると「主体性」という人物特徴と自律性はより密接な関係があったため、人材観の影響

が有意になったと考えられる。一方「創造性」に関しては、面接者の人材観も同じ創造性

で尋ねたにもかかわらず、人材観の影響は有意にならなかった。創造性は他の人物特徴と

比べると面接者の重視度が低く、分布に偏りがあったことが有意にならなかった原因の一

つと考えられる（表Ⅲ－7b－1）。 

第一印象評価や組織との適合評価を統制した上で、複数の面接者に共通して最終評価に

反映される人物特徴評価があること、またこれらの人物特徴評価が最終評価に及ぼす影響

の程度は面接者の人材観によって影響を受けることが、本分析の結果確認された。研究 5

では面接者のもつ人材観が面接者自身の経験職務によって影響を受けたこと示したが、本

研究ではこのような人材観が、職務との適合潜在力評価に影響することを改めて示した。

また異なる職務経験を持つ面接者であっても、職務との適合可能性評価に際してどのよう

な人物特徴を評価するかはある程度共通していたことも示された。 

ただし共有された評価視点がどのようにしてもたらされたかは、今後の検討が必要であ

る。この会社は就業員数が 500 名程度と大きな会社ではないことから、比較的自分と異な

る職種の人と交流を持つ機会が大きいのかもしれない。このような状況が、人材観の共通

部分を大きくすることに貢献したのか、あるいは求める人物特徴を評価すべきとの会社の
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指示に面接者が従ったためなのか、そもそも職務の特徴として職務間の共通要素が大きか

ったのか、などが今後の検討の対象となる。これらを明らかにすることで、どのように面

接者間の共通の評価視点を増やすことができるかといった実務上の疑問に答えることがで

きる。 

 

総合考察 

 

研究 7 では主観的基準アプローチを用いて、3 つの評価内容は全て最終評価に有意な影響

を及ぼしたことを示した。また、面接者の人材観が、評価に及ぼす影響についても検討を

行った。検討の結果、面接者間の評価の違いは、彼らの人材観の違いによってもたらされ

たことが明らかになった。しかしあくまで面接者の主観を用いた検討であり、外的基準に

おいて、「思考力」や「創造性」で評価される応募者の個人特徴に、面接者間で違いがあっ

たかは検討できていない。今後は、外的基準アプローチによる検討を行い、今回得られた

結果について再度検証を行う必要がある。 

3 つの評価要素が最終評価にどの程度影響を与えたかを見ると、初期印象評価の影響がか

なりあることが分かった。これは米国の先行研究（Barrick、Swider,  & Stewart, 2010）

と同程度であるが、どのような採用面接でも初期印象の評価は最終評価に同程度の影響が

あるのかは今後の検討が必要である。また、第一印象の評価は意味合いの異なる人物特徴

評価にほぼ同程度の影響を及ぼしていたことから、第一印象は組織や職務との適合で評価

される人物特徴との関連の強さによって、最終評価に及ぼす影響の程度が異なるとは考え

にくい結果となった。それよりも、今回の分析結果からは第一印象評価は、ハロー効果

（Nisbett, & Wilson, 1977）のような影響があったことが示された。 

また、今回データを用いた会社では、職務適合潜在力のほうが、組織への適合評価より

も若干重視される結果となった。ただし組織への適合評価は、最終の採用決定まで数回行
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われる面接の中で、比較的後の面接で行われることが指摘されており（Chuang, & Sackett, 

2005）、今回用いた面接のデータはこの会社の最初の個人面接であったため、組織との適合

評価の重視度が低くなった可能性がある。 

概念的枠組みを用いることで、この会社の面接評価に関して、どのようなことが明らか

になっただろうか。面接で第一印象が好ましいと思われた人は、最終評価も高くなる傾向

が強かった。さらに、思考力の高さはこの会社にとっては仕事を遂行する上でも、組織に

適応するためにも必要であると思われており、5 つある求める人物特徴の中でも、特に最終

評価への影響が大きかった。思考力以外では、協調性や誠実性といった「暖かさ」に関連

する人物特徴が高く評価された応募者は、組織への適応が高いだろうと判断された。仕事

で成果を出すことを期待されたのは、自律性と創造性が高く「有能だ」と思われた応募者

であった。この会社で求められる人物特徴の中には、組織への適合に関連するものと、職

務適合可能性に関連するもの、両方に関連するものがあった。特に「有能さ」に含まれる

「思考性」がなぜ組織への適合評価に影響を及ぼしたかは興味深い点である。面接者自身

がどのような考えで、思考力の評価が高い人物を組織への適合が高いと評価したかについ

ては直接検討を行うことが必要だろう。 

実務上、今後必要になるのは、3 つの評価内容が応募者の入社後の成功をどの程度妥当に

予測できるかを明らかにすることである。組織との適合は組織市民行動や文脈的遂行行動

を、職務との適合可能性評価は職務遂行度の評価をそれぞれ基準変数として、妥当性を検

証する必要がある。面接場面での一般的な対人評価に関しては、面接で一般的に評価され

る「外向性」や「情緒の安定性」は、日本では一般に職務遂行度との関係が確認されてい

る。ただし、これらの人物特徴がこの特定の会社にとってどの程度、有効であるかはわか

らない。3 つの評価内容のバランスのとり方は、それぞれの評価がどのような行動をどの程

度予測できるかによって決まるものであるため、各評価要素の妥当性の検討が重要である。
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第Ⅳ部 総合考察 

 

 研究１～研究７の結果の主なポイントをまとめると以下の通りである。 

 

研究 1 ；一般的に面接で評価される人物特徴があるか、それは何かを外的基準アプローチ

を用いて検討した結果、性格特性の「外向性」「情緒の安定性」が一般的に評価さ

れることが示された。 

研究 2 ；研究１で一般的に評価されることが示された性格特性が、初期印象を高めること

によって最終的な面接評価を上げたのか、求められる人物特徴として評価された

結果、最終面接評価を高めたのかを、外的基準アプローチと主観的基準アプロー

チの両方を用いて検討した結果、両方のルートを介して面接評価を高めていたこ

とが示された。 

研究 3 ；組織レベルでの適合評価が採用面接でなされているかを、外的基準アプローチを

用いて検討した結果、業種、組織規模、資本金、創業の新しさといった組織の特

徴によって、面接で評価される性格特性に違いがあることが示された。 

研究 4 ；面接者との適合ではなく、組織との適合評価が行われているかを、外的基準アプ

ローチと主観的基準アプローチを併用して検討し、ある一組織に属する複数の面

接者は、組織との適合評価において、応募者の特定の価値観を共通して評価して

いることを示した。一方で面接者間の組織文化の認知の違いによって、応募者の

価値観が評価される程度が異なることも示された。 

研究 5 ；職種別の採用が行われていない日本の新卒採用面接でも、面接者は職務との適合

の評価観点を持っているかを検討した結果、面接者自身の職業経験の違いによっ

て、新卒採用時にどのような人物を望ましいと思うかが異なっていることがわか

った。 
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研究 6 ；面接で職務経験を尋ねることのない新卒採用面接でも、職務適合潜在力の評価は

可能かを、外的基準アプローチを用いて検討した結果、営業職の採用を念頭に設

計された構造化面接を用いた面接評価と、入社後の営業職としての職務遂行度評

価の間に有意な相関が示され、職務適合潜在力評価の予測的妥当性が確認された。 

研究 7 ；提案した概念的枠組みの 3 つの評価要素である「面接場面での一般的な対人評価」

「組織との適合評価」「職務との適合評価」が、面接の最終評価に影響を及ぼした

かを主観的基準アプローチを用いて検討した。ある組織のデータを用いて、3 つの

要素が全て最終評価に独自の影響を及ぼしており、まとめると 62％の説明率であ

ることを明らかにした。さらに職務適合潜在力評価において、面接者の個人的な

人材観の違いが影響を及ぼしていることを示した。 

 

以上の結果を元に、第Ⅱ部で示した以下の 3 つの目的に照らして、第Ⅲ部を通して報告

した実証研究で得られた結果ついて考察し、評価要素別に枠組みへの修正の提案を行う。

最後に、概念的枠組みの活用に関してどの程度の一般化が見込めるかと、実務への知見適

用の可能性について論じる。 

 

目的1；提案した概念的枠組みに含まれる 3 つの評価要素（職務との適合、組織との適合、

面接場面での一般的な対人評価）が、採用面接の最終評価に影響することを示す 

 

目的2；提案した概念的枠組みの前提条件のうち、以下の４つについて検証する 

①「面接場面での一般的な対人評価」では、様々な採用面接で共通の人物特徴が 

  評価される 

②「組織との適合」では、面接者との適合ではなく、組織との適合が確かに評価 

されている 



 192

③ 職種別採用を行わない日本の新卒採用面接においても、「職務との適合」が評価 

されている 

④ 各評価要素の評価結果は、応募者の入社後の活躍予測に貢献する可能性がある 

 

目的3； 概念的枠組みを用いることで、第Ⅰ部で論じた面接研究の問題点（以下 2 点）

が解決できる可能性を示す 

  ① 面接者間の評価の違いを検討する際に、評価要素を考慮することが有効である 

  ② 対人認知研究の知見の適用は有効である 

  

面接場面での一般的な対人評価 

 

まず目的2－①の面接場面での一般的な対人評価では、様々な面接で共通の人物特徴が評

価されるか、について考察する。概念的枠組み提案の際には、どのような採用面接であっ

ても、採用面接場面に特徴的に評価される人物特徴があると想定し、これを「面接場面で

の一般的な対人評価」と呼んだ。研究 1 では異なる組織に共通して、面接の最終評価に「外

向性」と「情緒の安定性」が一般に影響することを示した。しかしデータが比較的大手の

企業に偏っていること、また大卒、大学院卒を対象としており、高卒や専門学校卒の採用

の場合に一般化が可能であるかは、今後検討する必要がある。特に提案時に一般的な対人

評価に含まれるとしたものの、今回の分析では支持されなかった「一般知的能力」につい

ては、学歴の影響が大きいと考えられることから、今後も引き続き検討する必要がある。

さらに、本研究では欧米での先行研究とは符合しない結果も得られていることから、面接

場面での一般的な人物評価は、どのくらい異なる状況下の採用面接に共通かについても検

討することが課題となる。この点については、以降で改めて考察を行う。また目的2－④の

面接場面での一般的な対人評価が入社後の活躍予測に貢献する可能性に関しても、本研究
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では十分な結論が得られておらず、この点についても、以降で考察を行う。 

研究 1 で組織の違いに関わらず面接評価と有意な相関があった「外向性」と「情緒の安

定性」は、研究 2 で初期印象評価に影響を及ぼしたことが確認された。従ってこれら 2 つ

の性格特性は、面接場面での会話の内容よりも面接場面に現れやすい振る舞いや表情など

の行動特徴によって評価されていると考えられ、なぜ面接場面で一般的に評価されるかに、

一つの説明を与えている。ただし、性格から初期印象への影響は 1 社のデータで確認され

ているに過ぎず、今後は複数の組織でこれらの性格特性が初期印象で評価されていること

を検証する必要がある。 

研究 2 と研究 7 では、「外向性」と「情緒の安定性」に影響を受けた面接の初期印象評価

が、最終面接評価に影響を及ぼすことが示されたことから、目的 1の面接場面での一般的

な対人評価が最終評価に影響を及ぼすことも確認された。 

目的3－②の一般対人認知研究の知見の活用に関しては、第一印象評価の研究や（Rule & 

Ambady, 2010）、対人認知プロセスの研究（Fiske & Neuberg, 1990）、対人認知の主要な 2

軸に関する研究（Cuddy, Fiske, & Glick, 2008）などとの関連性を仮説の構築や結果の考察

の際に取り上げて論じてきた。結論としては、一般対人認知の知見をそのまま適応できる

わけではなく、採用面接場面の特徴を押さえた上で、対人認知研究の知見を応用すること

が必要であることがわかった。たとえば、通常の対人場面で評価されやすい外向性は面接

場面でも評価されたが、通常の対人場面では評価されにくい情緒の安定性も、採用面接で

は一般に評価された。この違いは、面接場面は緊張感が高いため、情緒の安定性が現われ

易かったためと考えられる。 

面接場面での一般的な対人評価は、面接の初期場面で直観的に行われると考えられる。

これは対人評価の自動性（Uleman, Saribay, & Gonzalez, 2007）や初期印象の妥当性に関

する研究（Rule & Ambady, 2010）といった一般対人認知の研究からも示唆される。このよ

うな面接での初期印象は、最終評価に比較的大きな影響を与えていることがわかった。特
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定の人物特徴がある程度状況が似かよった面接場面で共通して評価され、かつ、この評価

が応募者の入社後の成功予測に貢献するのならば、面接という評価手法の活用意義は高い

といえる。 

目的3－②の面接者間の違いについては、本研究では検討を行っていない。たとえば、研

究 4 で用いたような、人は変わりにくいものと考える固定的な人間観を持つ人は、初期印

象での直感的な評価を変えない可能性があるため、初期印象が最終評価に強く影響を及ぼ

すかもしれない。また評価欲求の高い人ほど、その場その場での評価を行う傾向が高いこ

とから（Tormala & Petty, 2001）、そのような人は評価を更新することが多く、結果的に初

期印象の影響を受ける程度は弱いと予想される。初期印象が最終評価に与える影響の程度

にはどの程度個人差があるかや、個人差を説明する変数が何かは今後の検討課題である。 

以降では、今後の検討課題として上記にあげたもののうち、本研究の結果がどの程度様々

な採用面接に一般化可能であるかについて、また、「面接での一般的な対人評価」が入社後

の活躍を予測する可能性についても論じる。 

 

＜“面接場面での一般的な対人評価”の適用範囲＞ 

「面接場面での一般的な対人評価」で「外向性」や「情緒の安定性が」評価される現象

がどの程度様々な採用面接にあてはまるものかについては、今後引き続き検討の必要があ

る。概念的枠組みでは、採用面接を、採用の意思決定のための評価目的で行われる、面接

者が応募者と直接コミュニケーションをとる場、と定義した場合に、面接場面に特徴的に

評価される人物特徴があると考えた。しかし本研究の結果、日本の新卒採用で一般に評価

されている人物特徴は、欧米のそれとは一部異なっていた。 

限られた情報に基づくものであっても、初期印象で何が評価されるかにはある種の柔軟

性がある（Schaller, 2008）との議論から考えると、応募者集団の特徴や、面接時に期待さ

れる行動規範などによって、初期印象で評価される人物特徴は異なると考えられる。応募
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者集団は、我々が日常出会う人々と比べて人物特徴において何らかの偏りを持っている。

また、面接場面で応募者がどのようにふるまうべきかについては、比較的強い規範がある。

初期印象はこれらの影響を受けるかもしれない。 

面接評価との一般的な相関が確認された「外向性」と「情緒の安定性」のうち、「外向性」

は先行研究でも比較的面接場面で評価されやすいことが報告されている（Barrick et al, 

2000；Huffcutt et al, 2001）。面接者が最も重要であると考える性格特性は勤勉性であるに

もかかわらず、実際の採用場面においては外向性の影響が最も大きかったことを報告した

研究もある（Moy, 2006）。また面接に限らず、一般対人場面でも評価されやすい個人特性

であることも示されている（Funder & Sneed, 1993; Kenny et al, 1994; Levesque & Kenny, 

1993; Park & Judd, 1989）。外向性は特に様々な対人場面で特徴が表れやすいと考えられ

ることから、たとえば日本以外の国での採用面接や、中途採用面接などにおいても、評価

される可能性が高い。 

一方「情緒の安定性」は、一般対人場面の初期印象における研究では「外向性」ほど結

果が安定しておらず、比較的評価しづらい個人特性であるとの結果も示されている（Kenny, 

Horner, Kashy, & Chu, 1992）。面接場面でも、Barrick et al（2000）が実験研究によって、

外向性は評価されるが、情緒の安定性は正しく評価されなかったことを報告している。一

方、McCarthy & Goffin（2004）は、面接に関する不安感が、実際の面接時の評価に影響

を及ぼすことを示している。米国やヨーロッパでも面接評価と情緒の安定性の有意な関係

を示した研究もある（Cook, Vance, & Spector, 2000; Robertson & Smith, 2001）。「情緒の

安定性」は状況に応じて評価されたり、されなかったりするようである。採用面接が応募

者にとって緊張感の高い場面である場合に限り、「情緒の安定性」が評価されるかについて

は、改めて実証研究が必要である。 

欧米における面接評価との関連が一般的に得られている「一般知的能力」に関しては、

今回の研究では面接評価との一般的な関連は得られなかった。「一般知的能力」を初期印象
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で評価することが可能なことが示されていることから（Murphy, Hall, & Colvin, 2003; 

Reynolds & Gifford, 2001）、今回一般に評価されるものにならなかった理由の一つとして

応募者の知的能力の偏りがあげられる。仮に一定レベル以上の知的能力の差別化が面接で

は難しくなる、あるいは面接者が知的能力評価は一定レベルを確保すればよしと考える、

などの現象が生じていれば、特に今回分析対象としたような大手企業を中心とした大卒、

大学院卒を対象とした採用場面では知的能力は評価されない。「面接場面での一般的な人物

評価」の適用範囲を考える際には、応募者集団の特徴にも着目する必要がある。加えて、

面接の場での応答内容や話の仕方には、比較的強い規範があるため、この点による影響も

否めない。 

つまり「面接場面での一般的な対人評価」で何が評価されるかは、初期印象に影響する

面接場面の特徴が何で、それが様々な採用面接にどの程度共通して見られるかによって決

まると考えられる。被面接者の緊張感の高さが、情緒の安定性の評価を可能にするのなら

ば、どのような採用面接場面で被面接者の緊張感が高まるのかを明らかにする必要がある。

自分を評価される場であり、その評価によって仕事に就けるかどうかが決定されると思え

ば、通常被評価者の緊張感は高まるだろう。ただし、採用面接を面接者と応募者が互いを

評価しあう場であり、両者は対等な立場にあると思うことが一般的な社会では、面接場面

での応募者の緊張感はさほど高まらないかもしれない。初期印象が何によって影響を受け

るかという点では、一般的な初期印象形成の問題でもあり、その領域の今後の研究知見も

参考にしつつ、採用面接場面の特徴を初期印象への影響という観点から整理していくこと

が必要だろう。 

 

＜面接場面での一般的な対人評価の予測的妥当性＞ 

2 点目の検討課題は、「面接場面での一般的な対人評価」が面接評価の妥当性に貢献でき

るか、すなわち入社後の役割遂行の成功を予測できるかについてである。もし面接場面で
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の一般的な対人評価が、採用基準として評価するものと関連性が高いほど最終評価に影響

を及ぼすとすれば、妥当性は高まると考えられる。なぜならば採用基準として評価するも

のは、入社後の成功を予測するために設定されるからである。 

面接での初期印象評価と最終面接評価の関係性については、先行研究がほとんど行われ

ていない。そこで Fiske & Neuberg（1990）のモデルを参考に、面接者は正しい評価を行

う事に動機づけられているだろうと考え、採用基準として評価するものが第一印象に関連

しない場合はより詳細にボトムアップ型の情報処理を行うようになり、第一印象評価の最

終評価への影響は弱まると考えた。例えば第一印象は明るくて元気のよい応募者であると

思ったが、意図して評価するものとして、仕事をするにあたって必要な冷静な判断が出来

るかを評価する必要がある場合、初期印象の評価は最終評価にはあまり反映されないと考

えた。しかし研究 7 では、初期印象で「明るく元気な人だ」と評価されたことで「協調性」

があると思われるだけでなく、明るさとは関係のない人物特徴である「思考力」も高く評

価されていた。つまり採用基準となる人物特徴の意味合いの違いにかかわらず、第一印象

評価はほぼ同程度の影響を及ぼしていた。印象評価は何を評価するかを明確に意識せず形

成されるため、面接者自身がなぜ初期の印象が良いと評価したかを十分認識していないこ

とによるかもしれない。Uleman et al（2008）は自動的な特性推論のレビューの中で、自

動的な特性推論と意識的な特性推論がどのように相互作用するかを検討することが重要で

あると指摘しており、一般対人認知の研究知見も参考にしつつ、今後検討を進めることが

有効である。 

採用基準として評価するものとの関連性の影響についてはさらに検討が必要だが、「外向

性」「情緒の安定性」ともに、日本では職務遂行度を一般に予測できる性格特性であること

から（都澤ら、2005）、結果的に面接場面での一般的な対人評価は面接評価の妥当性を高め

るといえる。一方で、今回の研究では一般知的能力と面接評価との一般的な相関は得られ

なかったが、日本では一般知的能力と職務遂行度の相関も、米国のように一般に有意には
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ならない（飯塚・持主・内藤・二村, 2005）。ちなみに米国の先行研究では、一般知的能力

は、職務遂行度とも（Schmidt & Hunter, 1998）、採用面接評価とも（Huffcutt, et al, 1996）

一般的な関連性が報告されている。 

以上のことから、そもそも職務遂行度と関連した人物特徴が「面接場面での一般的な対

人評価」で評価されているように見える。まず初期印象の評価があって、その中で採用基

準として評価するものに関連した評価のみが保持されるのではなく、一般に職務遂行と関

連する人物特徴は、仕事に関連して人をみるときには、意識されることなく、自然に評価

されるのかもしれない。 

Rule & Ambady（2010）のレビューによると、いくつかの異なる職業での職務遂行度に

ついて、初期印象でも妥当性のある予測ができることが報告されている。これらの研究で

はどのような人物特徴が評価されたかは明らかにされておらず、自信の強さのように職業

によって異ならない共通の特徴が評価された可能性は否定できないものの、もうひとつの

可能性として、評価者が持つ良い職務遂行者のイメージがあって、これに応じた人物特徴

の評価が初期印象でなされたかもしれない。言語化された評価すべき人物特徴を意識する

のではなく、面接者が一般に仕事で成功する人のイメージとして対人面で積極的な人物を

思い描くならば、初期印象では「外向性」が評価されるし、まじめで自己統制のできる人

をイメージするのであれば、初期印象では「勤勉性」が評価される。この場合、初期印象

評価はある程度の妥当を持つことが期待できる。 

ただし上記の議論は、「面接場面での一般的な対人評価」が「採用基準として評価するも

の」のように組織や仕事によって異なることを必ずしも意味しない。初期印象は話の内容

をじっくり聞いて評価するものではなく、簡単に認識できる表情や様子、話し方などの情

報を用いて、面接場面で自然と使用される評価の枠組みとの連合で行われる評価である。

従って、採用基準として意識的に評価を行う「主体性」や「協調性」といった複合的な行

動特徴の評価とは異なる。 



 199

上記の議論からは、様々な組織や企業に属する面接者が良い応募者のイメージを共有す

る範囲において、印象評価が一般性を持つと考えられる。また、このイメージがある程度

正しい場合には、結果的に初期印象評価は面接評価への妥当性に貢献することになる。こ

の点についても今後検討を進めたい。 

 

＜概念的枠組みの変更＞ 

実証研究の結果を受けて、概念的枠組の提案内容について以下の修正を行う。「面接場面

での一般的な対人評価」は“採用面接で共通して評価される”と想定したが、現時点で適

用範囲が明確に定められないため、“面接場面の特徴によって異なる”とする。ここでの面

接場面の特徴とは、採用面接の実施方法、応募者集団の特徴、採用面接に関する社会的規

範、面接者に共通する応募者行動の期待、などを含むものとする。「面接場面での一般的な

対人評価」が面接評価の妥当性に貢献する可能性があることについては、引き続き前提と

する。 

評価内容については、日本の新卒採用に限定した場合は「外向性」「情緒の安定性」にな

るものの、より広範囲の適用を考えたときに、現時点では特定の個人特性を挙げることが

難しい。そこで評価内容は、「面接場面の行動に現れやすい個人特性」であるか、「多くの

面接者に共有される活躍する人物イメージに関連する個人特性」と考える。修正後の概念

的枠組みを図Ⅳ－1 に示す。 

 

組織との適合評価 

 

目的 2－②の、面接者との適合ではなく組織との適合評価がなされていたかについては、

研究 3、4 で異なるアプローチを用いて検証を行い、支持する結果が得られている。研究 3

では、複数組織のデータを用いて、業種や組織規模といった組織の特徴によって、面接で
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評価される性格特性が異なることを示した。研究 4 では、応募者の価値観が組織との適合

で評価されており、その評価は複数の面接者で共有されていることを示した。先行研究で

課題として指摘されていた面接者との適合ではなく、組織との適合評価がなされているこ

とが示された。 

目的１については、研究 7 で組織との適合評価が最終評価に有意な影響を及ぼしたことが

示された。また研究 7 では、組織との適合評価にこの会社の求める人物特徴評価の一部が 

影響を及ぼしたことから、組織との適合評価は「採用基準として評価するもの」に含まれ

ることが示された。目的3－①の面接者間の評価の違いに関しては、研究 4 で同じ組織に属 
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を示した。目的3－②の対人認知研究の活用に関しては、研究 4 で面接者が固定的な人間観

を持っている場合には、応募者の価値観が自分の価値観と類似する程度が、組織との適合

評価に影響を及ぼすことを示した。ただし、上記の影響は固定的な人間観を持たない面接

者には見られず、類似した人を好ましいと思う対人認知の一般的な傾向は限定的にしか見

られなかった。また、目的2－④の組織との適合が入社後の成功予測に貢献できるかについ

てはここでは検討を行っていない。組織との適合が、様々な効果をもたらすことについて

はメタ分析の結果によって支持されているものの、採用時の適合評価に関してはその限り

ではない（Kristof-Brown, Zimmerman, & Johnson, 2005）。従って採用時の、しかも面接

評価による組織との適合が、入社後の成功予測に寄与するかどうかは、今後改めて検討す

る必要がある。 

面接者との適合ではなく、組織との適合評価がなされていることを様々な角度から示し

たことが、本研究の貢献としてあげられる。しかし、外的基準アプローチから得られた知

見と主観的基準アプローチから得られた知見には違いがあるため、その解釈をどう行うか

については、課題が残された。以下で考察を行う。 

 

＜外的基準アプローチと主観的基準アプローチの知見の違い＞  

 外的基準アプローチから得られた知見と主観的基準アプローチから得られた知見の違い

はどのように説明できるだろうか。研究 3 と研究 4 では、それぞれ応募者の回答による性

格特性と価値観の測定結果を用いた外的基準アプローチによって、組織との適合評価は組

織が変われば異なるものが評価されることを示した。一方、面接者の評定結果を用いた主

観的基準アプローチによる研究 7 では、誠実さや協調性といったいわゆる「温かさ」に関

連する人物特性評価によって、組織との適合評価が影響を受けていた。仕事を共に行う人

物の特徴として「温かい」人であることが重要との結果は、相手に何かを依存する場合に

は、「有能さ」よりも「温かさ」が重視されるとの一般対人認知の研究知見と符合する



 202

（Wojciszke & Abele, 2008）。温かいと評価される応募者は、たとえば勤勉性や調和性など

の性格特性を有していると考えられるため（Saucier & Goldberg, 2003）、どの組織であっ

ても同様の人物特徴が評価される可能性がある。しかしこれは組織との適合で評価される

性格特性は組織によって異なるとのフレームワークの考えと相容れない。 

このような状況について、どのような説明が可能だろうか。一つはアプローチの違いに

よって違いが示された適合は、独立して評価される異なる適合評価であって、それが最終

評価の際に統合されるとする考え方である。もう一つは、同じ適合評価でありながら、ア

プローチの仕方によって異なって見えているにすぎないとの解釈である。研究 7 と研究 4

で用いたデータは同じ組織のものであるが、前者の考え方によれば研究 4 で示された奉仕

的な価値観を持った応募者は組織との適合が低いとの評価と、研究 7 で示された温かい人

物は組織との適合がよいとの評価は、それぞれ独立に行われたうえで最終的に統合される。

従って、奉仕的な価値観が低く、かつ温かい人物であると評価された応募者の適合評価は

最も高くなる。 

一方、適合は一つであるとの考え方では、組織に合う性格特性や価値観を持つ人物が、

結果的に「温かい」と評価される現象が生じることになる。この場合、「温かい」との評価

を受ける人物は、価値観においても、性格特性においても組織によって異なる人物特徴を

持つことになる。温かさを代表すると考えられる性格五大因子のひとつである調和性

（agreeableness）は、評価者が重視するポイントであるにもかかわらず、被評価者自身の

回答による性格特性の尺度得点を基準とすると、正確に評価されていないという調和性の

非対称性（agreeableness asymmetry）と呼ばれる現象があることが実証的に示されている

(Ames & Bianchi, 2008 )。つまり面接者にとって応募者が温かな人物であるかは重要な評

価観点であるが、実際のところ調和性の尺度得点が高い応募者が高く評価されるわけでは

ない。また「温かさ」や「有能さ」という評価軸は対集団認知の場合は特に、客観的評価

というよりも相手との関係性によって決まってくるとされている（Cuddy, Fiske, & Glick, 
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2008）。したがって、性格や価値観が組織にあっていてポジティブな評価をした応募者を、

一様に「温かい」と評価する可能性もなくはない。 

 

＜両アプローチから得られた知見の違いを説明するための追加分析＞ 

 そこで追加分析として、研究 4 で組織との適合評価に影響することが示された応募者の

価値観（伝統、他者幸福、よりよい社会、安心）と性格特性（外向性、情緒の安定性、勤

勉性、一般知的能力）を独立変数とし、研究 7－1 で組織との適合評価に影響していた人物

特徴評価をそれぞれ従属変数（思考力、協調性、誠実性）として重回帰分析を行った。統

制変数として第一印象評価を加えて分析を行った。結果は表Ⅳ－1 に示す。 

協調性と誠実性の人物評価には応募者の価値観と性格特性が有意に影響を及ぼしている

ことが確認された（それぞれ R 2 =.213, F=7.84, p< .01；R 2 =.217, F=8.00, p< .01）。応募者

が他者幸福の価値観を持つほど（β= .139, t=2.279, p< .05）、また外向性、情緒の安定性が

高いほど（それぞれβ= .183, t=2.661, p< .05, β= .135, t=2.021, p< .05）、協調性の評価は

高くなった。また応募者が安心の価値観を持つほど（β= .170, t=2.772, p< .01）、また勤勉

性が高いほど（β= .155, t=2.453, p< .05）、誠実性の評価は高くなっていた。しかし、研究

4 で組織との適合評価に影響を及ぼすことが示された「伝統」や、「よりよい社会」の価値

観については、これらの高低によって「協調性」や「誠実性」の評価は影響を受けなかっ

た。つまり価値観において組織に適合すると評価された人物が、常に温かいと思われるわ

けではなく、温かいと評価される人物特徴には、意味的に妥当な関連性がある価値観や性

格特性が影響を及ぼしていた。また、他者幸福の価値観は、協調性の人物評価を高めたが、

この価値観自体は、研究 4 では組織との適合評価を低める結果となっている。 

以上の結果から、価値観は組織との適合において直接評価される場合とは異なる影響を、

「温かさ」に関連する人物特徴の評価に及ぼしたことが明らかになった。図Ⅳ－2 は以上の 
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従属変数: 誠実さの評価

R R2 乗
調整済み R2

乗
推定値の標準

誤差
F 値 有意確率

0.47 0.22 0.19 0.75 8.00 0.00

標準化係数

B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ

(定数) 0.25 0.95 0.26 0.80
第一印象のよさ 0.38 0.06 0.39 6.61 0.00
価値観；伝統 0.03 0.09 0.02 0.28 0.78
価値観；他者の幸福 0.07 0.04 0.09 1.55 0.12
価値観；よりよい社会 0.06 0.05 0.07 1.20 0.23
価値観；安全 0.13 0.05 0.17 2.77 0.01
性格；積極性 0.01 0.01 0.08 1.10 0.27
性格；情緒の安定性 0.01 0.01 0.05 0.75 0.45
性格；勤勉性 0.02 0.01 0.16 2.45 0.01

R R2 乗
調整済み R2

乗
推定値の標準

誤差
F 値 有意確率

0.46 0.21 0.19 0.84 7.84 0.00

標準化係数

B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ

(定数) -1.42 1.06 -1.33 0.18
第一印象のよさ 0.43 0.06 0.40 6.73 0.00
価値観；伝統 -0.09 0.10 -0.06 -0.93 0.35
価値観；他者の幸福 0.11 0.05 0.14 2.28 0.02
価値観；よりよい社会 -0.01 0.06 -0.01 -0.09 0.93
価値観；安全 0.02 0.05 0.02 0.40 0.69
性格；積極性 0.02 0.01 0.18 2.61 0.01
性格；情緒の安定性 0.02 0.01 0.13 2.02 0.04
性格；勤勉性 0.01 0.01 0.06 0.90 0.37

 
非標準化係数

t 有意確率

表Ⅳ－1　重回帰分析の結果

有意確率

従属変数: 協働する力の評価

 
非標準化係数

t

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織との適合評価
に関連する性格、
価値観、知的能力
などの個人特性 

A.  
誠実性や協調性
といった「温か

さ」の評価 
組織との 
適合評価 

B.  
組織の特徴と 

応募者の性格特
性や価値観の 

合致度 

図Ⅳ－2 組織との適合評価に関する概念図 
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議論を概念図にまとめたものである。価値観や性格特性によって「温かい」人物であると

評価された結果、組織に適合すると思われる場合（A）と、組織の持つ特徴との合致度が高

い性格特徴、価値観を持つ人物とであると評価された結果、組織に適合すると思われる場

合（B）の 2 つの意味合いが含まれると考えられる。 

これまでの採用における組織との適合に関する研究では、図Ⅳ－2 の B に該当する、組

織側の特徴に個人の特徴がどの程度近いかによって適合の程度が決まるものとされてきた。

研究 3 で組織によって評価される人物特徴が異なることを示したが、これはまさにこの考

え方によるものである。しかし研究 7 と追加分析の結果からは、図Ⅳ－2 の A のように、

一般に協力行動をとりやすいと考えられる性格特性や価値観を持つ人物も、組織への適合

度が高いと評価されていた。これは、概念的枠組みで提案した組織との適合の考え方には

含まれない。適合の仕方には、個人と対象の類似度によって適合が決まるとする追補的な

適合（Supplementary Fit）と、個人が対象によって必要とされるものを補う、あるいは、

個人が必要とするものを対象が補う相補的な適合（Complementary Fit）の２つがあるこ

とを第Ⅱ部で述べたが、概念的枠組みの提案では、組織との適合とは組織と個人のそれぞ

れの特徴が似通っている追補的な適合であって、何が評価されるかは組織によって異なる

とした。しかし図Ⅳ－2 の A も組織との適合の一つと考えるのであれば、組織が求める協

力行動を取りやすい人物特徴を応募者側が有する程度を評価するという、相補的な適合を

考慮することが必要になる。これまでこの観点に立って採用選考における組織との適合評

価を扱った研究は存在しない。 

図Ⅳ－2 の A に該当する組織との適合評価がどの程度面接で一般的に行われるかは興味

深い点である。周囲の人と協力できることを強く求めることは、日本の組織の特徴とも考

えられる。一方で、一般対人評価で協調性やそのベースになる信頼感が一般に重視される

ことや（Cottrell, Neuberg, & Li, 2007）、面接評価においても、性格特性の中では協調性

に関わる評価項目が最終評価に最も影響する（Huffcutt, Conway, Roth, & Stone, 2001）こ
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となどが先行研究で示されていることから、日本の組織に限らず面接者が「温かい」人物

を評価する可能性はある。 

また、組織の中で周囲の人を助けたり、自分の職務ではないことでも主体的に取り組む

などの組織市民行動は、個人の成果を高めるだけでなく組織レベルでの成果を高めること

が、メタ分析の結果示されている（Podsakoff, Whiting, Podsakoff, Blume, 2009）。Ilies, 

Fulmer, Spitzmuller, & Johnson（2009）は、同僚を助けるなど対人場面の組織市民行動

には協調性（agreeableness）が有意に関連しており、組織へのロイヤリティを示すなど組

織に対する組織市民行動には誠実性（conscientiousness）が有意に関連することを示して

いる。組織市民行動は、組織が構成員に求める役割の一つであることからも（Borman & 

Motowidlo, 1993）、「温かさ」に関連する個人特徴が面接で評価したいものであることは、

日本に限らないだろう。そこで組織と個人が何らかの特徴で合致していると考えるこれま

での追補的な適合だけではなく、組織が求める協力行動に適した個人特徴を個人が持つ相

補的な組織との適合評価も概念的枠組みに含めることとする。 

 「温かさ」に関する人物特徴の評価は、研究 7 で採用基準として評価されたことが示さ

れた。一方で、研究 6 で示された価値観による適合評価が採用基準として評価するもので

あったかは、検討されていない。少なくともこの会社の求める人物特徴には価値観に関す

る評価項目は含まれなかったが、一方で面接者からのコメントでは価値観における適合評

価を面接者が意識的に行っていた可能性が伺える。組織から指示される採用基準とは別に、

面接者が用いている採用基準があるかもしれず、この観点を含めて、今後価値観による適

合評価が採用基準として評価されていたかを検討する必要がある。 

 

＜概念的枠組みの変更＞ 

以上の議論を受けて、提案した概念的枠組みに関して以下の変更を加える。変更後の最

終的な枠組みは、図Ⅳ－1（p 200）に示した。組織との適合の仕方は、これまで研究され
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てきた組織と合致する特徴を持つ人を評価する追補的なものだけでなく、誠実さや協調性

といった「温かさ」につながる人物特徴も組織に必要なものとして評価する相補的な適合

を加える。組織との適合評価は、組織によって異なるとの前提を置いていたが、「温かさ」

の評価につながる人物特徴に関しては、組織によって異ならない可能性もあるため、この

条件は追補的な適合に限定する。 

評価内容に関しては、性格特性や価値観だけでなく、一般知的能力がある程度のレベル

にあることも評価される可能性が研究 7 で示されたため、これを追加する。一方で、今回

新たに加えた相補的な適合に関しては、どのような個人特性が「温かさ」の評価につなが

るかについて、外的基準アプローチを用いた先行研究がさほどなく、特定が難しい。例え

ば、上記の Ileis ら（2009）の研究では、性格特性の協調性と、誠実性が取り上げられてい

たが、本研究ではデータを使用した会社では、外向性と情緒の安定性が高い人が協調的で

あると評価されていた。ただし Ileis ら（2009）の研究は面接評価を扱ったものではないた

め、面接評価における「温かさ」の評価にどのような個人特性が影響を与えるかは、今後

の検討課題である。そこで概念的枠組みでは、いったん「温かいと評価される性格特性・

価値観」と置くこととする。 

 

職務との適合評価 

 

 採用面接の先行研究は、職務との適合評価を主に扱ってきたが、本研究では職務を特定

せず、職務経験のない応募者を対象とする採用を行う日本の新卒採用面接において、「職務

適合潜在力」という概念を導入して検討を行った。これにより職務との適合評価は、職務

遂行に必要な能力やスキルの現時点での保有レベルを評価対象とする従来の考え方に加え

て、将来の職務遂行度を予測するための一般的な人物特徴を評価対象とする場合もあるこ

とを示し、職務との適合評価の概念を広げたことが本研究の主な貢献であったといえる。 
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 目的2－③の新卒採用であっても職務との適合評価がなされていたかについて、研究 5 で

は、面接者は自分の職務経験を反映させた人材観を持つことを示した。研究 7 では、面接

者の持つ人材観は、職務適合潜在力評価に影響を及ぼすことが示された。これらの結果か

ら、職務が特定されないことが一般的である新卒採用であっても、面接者は応募者を職務

との適合の観点で評価しようとすることが確認された。さらに研究 7 では、同じ組織内で

は、異なる職務経験を持つ面接者であっても、職務適合潜在力として共通の人物特徴が評

価されていたことから、“職務横断型”の職務適合潜在力の評価の存在が示された。 

目的3－①の面接者間の違いに関しては、研究 7 では同じ組織内でも面接者が持つ職務適

合潜在力に関する人材観には違いがあり、評価に影響を及ぼすことが示された。目的3－②

の対人認知研究の知見の活用に関しては、研究 5 で、面接者の人材観が自身の職務経験を

もとに作られ、評価スキーマとして用いられる可能性について論じた。ただし研究 7 では、

同じ組織に属する複数の面接者は職務経験の違いに関わらず、共通の職務適合潜在力の評

価視点を持つことが示されており、面接者がどのように共通の評価観点を得ているかは、

今後の検討が必要である。 

目的2－④については、職務適合潜在力の予測的妥当性について検証を行った。研究 6 で

は、営業職への採用を念頭に開発された構造化面接を用いてある組織で行った新卒採用時

の面接評価が、入社数年後の職務遂行評価を妥当に予測することを示した。ただし職務経

験のない応募者を対象としたことで、欧米の先行研究と比べると妥当性の水準は若干低く

とどまった。 

最後に目的１の職務との適合評価が最終評価に影響を及ぼすことについては、研究 7 で採

用基準として設定された求める人物特徴評価のうち、組織との適合評価には関連せず、単

独で直接最終評価に影響するものがあり、これが職務適合潜在力の評価であると考えた。

ただしこの結論は、求める人物特徴は組織との適合か職務との適合に関するものであると

の前提に立っており、今後、直接職務の適合潜在力を評定した結果を用いた検証を行うこ
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とが必要である。 

職務適合潜在力の評価は、通常の職務との適合評価と比べて抽象度の高い人物特徴を評

価対象とするため妥当性の水準が低下しやすいが、利点がないわけではない。複数の職務

において活躍できる人材は、一つの職務においてのみより活躍できる人材よりも組織にと

って価値がある場合がある。日本企業の人材に対する考え方はこの様なものであった。一

方で、職務に最適な人を当てていく欧米の人材活用モデルにも限界が見えている。近年の

ビジネスやテクノロジーの変化が加速に合わせて、これまでの採用や配置のモデルを見直

すべきとの議論が、数多く行われている（Anderson, Lievens, van Dam, & Ryan, 2004; 

Cascio, & Aguinis, 2008; Ployhart, 2006）。提案された見直しの方向性は様々であるが、い

ずれも共通して、優秀な人材の減少を今後直面する課題の一つとして指摘している。優秀

な人材が減少し、人材の獲得競争が過熱した時には、優秀な人材にはなるべく長く組織に

とどまってほしいと思う企業も出てくるだろう。また新卒一括採用や終身雇用という日本

独自の雇用慣行でなくとも、仕事内容が頻繁に変化するため職務に特化した採用の効率が

悪くなることも考えられる。長期的視点で人材を考えることが今後の人事管理の中で生か

される可能性があるとすれば、「職務適合潜在力」の評価モデルも一つの有効な採用モデル

になると考えられる。 

しかし一般的な性格特性や価値観、一般知的能力等を評価対象とする職務適合潜在力の

評価については先行研究がほとんどないため、評価精度を高める方法に関する知見が不足

している。例えば職務適合潜在力評価の対象となる人物特徴を、どのように適切に抽出し、

記述し、採用基準にするかは、重要な問題である。また職務関連知識やスキルに比べると

抽象度の高い人物特徴では明確な評価基準を設けることが難しく、適切な評価方法に関す

る研究も求められる。そこで以下では、職務適合潜在力評価の精度向上に向けて、今後検

討が必要であると思われる点について論じる。 

 



 210

 

＜評価すべき人物特徴の設定＞ 

職務適合潜在力で評価すべき人物特徴はどのように選択し、設定すべきだろうか。構造

化面接を設計する際の最初のステップは、評価したい人物特徴を明確にすることである

（Campion, Palmer, & Campion, 1997）。評価したい人物特徴の特定をするための手法と

して職務分析は研究されてきたが、複数の職務にまたがって必要な人物特徴の抽出を行う

方法は確立されていない。それどころか職務分析を厳密に行えば行うほど、職務の遂行に

必要な人物特徴はその職務に特化したものになる。Lievens, Sanchez, & De Corte (2004)

は、職務分析で通常設定される職務に必要なスキルや知識よりも抽象度の高いコンピテン

シーモデルによる職務分析を行った結果、従来の分析と比較して精度が低下することを示

している。職務横断型の職務適合潜在力を評価する場合も、人物特徴を抽象化したり、一

般化する必要が出てくるが、適切な方法やどの程度の抽象化や一般化であれば許容出来る

かといったことを明確にする必要がある。 

加えて、職務適合潜在力は現在保有している特徴ではなく、将来の予測を含むため、推

測を多く含む判断が求められる。職務経験者の採用であれば、例えば企業を顧客とした営

業職の採用では、提供するサービスやものに関する知識をもつことに加えて、ビジネスセ

ンスや戦略的思考力、顧客とに対する説得力などが重視される。一方日本の新卒採用では、

商品知識の獲得のための一般知的能力とまじめに勉強を続ける姿勢や、顧客を説得するた

めの対人積極性、相手の立場を理解しつつ、自然にコミュニケーションをとる力などが評

価対象となる。また潜在力評価の場合、採用場面で評価すべき人物特徴か否かは、入社後

の開発可能性とも密接な関連がある。日本企業は比較的長期的な雇用を前提として新入社

員の教育を行うため、限られた時間の中で評価すべき人物特徴を選択する場合は、入社後

に開発可能な人物特徴の優先度は下がる。性格特性や一般知的能力といった個人特性は、

比較的変わりにくいと考えられるが、成人後の職業経験によるパーソナリティの変化に関
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する研究報告もなされており(Roberts, 1997)、検討が必要だろう。 

 

＜抽象度の高い個人特徴評価への構造化面接の適用＞  

面接場面で抽象度の高い人物特徴を精度高く評価する具体的な方法についても、あらた

めて研究が必要である。これまで面接評価の精度向上に効果が高いとして検討されてきた

構造化面接の適用について考える。構造化面接では、一般的な性格特性の評価精度が低い

ことを報告した研究がある（Blackman, 2002）。構造化をすることで面接場面に現れる応募

者の行動が制限され、性格特性に関連する情報が得られなくなったことを理由にあげてい

る。また、Roth, Van Iddekinge, Huffcutt, Eidson, and Schmit (2005)も、構造化面接では

一般性格特性の評価精度が悪くなることを報告している。 

一方で研究 6 では、一般的で抽象度の高い個人特徴を評価することを目指して構造化面

接を設計し、使用した結果有意な予測的妥当性が得られた。一般的な性格特性の評価を目

的とした構造化面接利用についても、研究が行われ始めており、一定の効果が報告されて

いる（Van Iddekinge, Raymark & Roth, 2005）。抽象的で一般性の高い人物特徴であって

も、構造化面接の手法には効果があると言えそうである。構造化面接が効果的である理由

として、面接評価の信頼性向上（Conway , Jako & Goodman, 1995 ）に加えて、研究 6 で

は面接設計の際の対象となった営業職でのみ相関が得られたことから、意図した評価内容

が妥当に評価されたことが示された。つまり面接を構造化することで、評価の安定性が高

まるだけでなく、評価に適した情報を得ることができる。従って一般的な人物特徴評価に

おいても、構造化は有効であると考えられる。 

 

＜他の評価手法との比較＞ 

性格特性などの一般的な人物特徴を面接で評価する際には、他の評価手法との関係も検

討すべきポイントとなる。性格特性については採用時の使用を想定した検査が数多く開発
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されているが（Occupational Personality Questionnaire, SHL; Hogan Personality 

Inventory, Hogan; Synthetic Personality Inventory, リクルートキャリア）、改めて面接で

評価する意味があるだろうか。先行研究では、本人が回答する性格特性検査のスコアでは

なく、同じ項目について他者が回答した結果のほうが、職務遂行度の予測力が高いことが

報告されている（Mount, Barrick, & Strauss, 1994; Oh & Berry, 2009）。ここでの他者評

価は面接者の評価ではなく、その人の行動をよく知っている同僚や上司であることには注

意が必要だが、性格特性の他者評価には、自己申告式の検査では測定できない妥当性のあ

る情報が含まれる可能性がある。面接者、本人、本人をよく知る友人の性格特性評価の関

係性を見た研究では、評価される特性によって違いはあるものの、概して面接者の評価と

友人の評価の間には有意な相関が報告されている（Barrick, Patton, & Haugland, 2000）。

ただし、これは友人と本人の評価の相関よりも低いレベルに留まっており、面接者による

応募者の性格特性評価が、どの程度本人回答による性格検査の測定結果を越えて、職務遂

行度予測に役立つかは、検討が必要である。 

また、自己申告式の性格検査の採用時使用においては、Faking と呼ばれる自分を良く見

せようとしたり、偽りの回答が行われることが、問題視されている（Morgeson et al, 2007 ; 

Mueller- Hanson, Hegestad, & Thornton, 2003 ; Schmitt & Oswald, 2006 ; Rothstein & 

Goffin, 2006 ）。面接の方が Faking に影響されにくいことが分かっており（Van Iddekinge, 

Raymark & Roth, 2005）、この点でも面接評価の利点がある。 

欧米の先行研究では、一般知的能力検査の職務遂行度を基準としたときの妥当性は、性

格特性検査に比べると高い（Schmidt & Hunter, 1998）。また一般知的能力検査は、性格検

査と異なり、本人の認知の偏りや回答時に自分をよく見せようとする構えなどの影響がな

いなどの利点がある。ただし採用場面では、検査で測定される一般知的能力だけではなく、

知的好奇心などの指向・興味や、開放性などの性格特性を複合した人物特徴として評価し

ようとすることがある。研究 2 では、一般知的能力検査の結果は面接における思考力の評
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価にはあまり大きな影響がなかったが、その一方で、研究７の結果から、この会社では思

考力の評価は、採用の中で最も重視される人物特徴であることが示されている。先行研究

でも、感情知性や実務知性などの知的能力は、一般知的能力とは別に、面接評価に独自の

影響を及ぼすことが示されている（Fox & Spector, 2000）。一般知的能力の測定そのものは、

検査の精度の方が高いのでそちらを使用することが望ましいが、より複合的な人物特徴と

して知的能力を評価したい場合には、面接評価を用いる意味があるといえる。 

 

＜概念的枠組みの変更＞ 

職務適合潜在力の評価の際には、一般的な性格特性や知的能力などが評価の対象となり、

これらの評価は入社後の職務遂行の成功予測に貢献することがわかった。しかし通常の職

務との適合評価に関しては、概念的枠組みに示したように職務に関連する知識やスキル、

実戦能力がより重要な評価の対象となる。これらの評価は概して性格特性のような一般的

な人物特徴よりも、職務遂行度の予測力が高くなることが指摘されている（Binning & 

Barrett, 1989）。また面接では仕事に関連した質問のほうが、一般的な質問よりも、予測力

が高いことも実証的に示されている（McDaniel et al, 1994）。従って通常の職務との適合

評価は、主に職務知識やスキル、実践能力によって評価され、一般的な性格特性、知的能

力、一般的な価値観などは主に職務との適合潜在力で評価されるものとする（図Ⅳ－1、p 

201）。 

 

3つの評価要素の関係性と実務へのインプリケーション 

 

 ここまでの検討結果から、日本の新卒採用における面接評価には、面接場面での一般的

な対人評価、組織との適合評価、職務適合潜在力の評価が含まれることが支持された。最

後にこれら 3 つの評価要素間の関係性と、そこから見えてきた実務場面での課題について
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考察する。 

 組織との適合評価と職務との適合評価は、入社後の役割行動の予測に必要な 2 つの要素

であり、組織が採用基準を設定する際に考慮する事項である。また面接場面での一般的な

対人評価は、採用面接という手法の特徴としておさえておくべきであると考えた。 

採用基準として評価する 2 つの適合評価のうち、先行研究は職務との適合評価に関する

ものに大きく偏っている。これは欧米の実務場面で、職務との適合評価が面接評価の中心

であることによるものと考えられる。しかし、米国でも職務経験が十分とは言えない応募

者を評価する際に、面接者は組織との適合を少なくとも評価の観点として持っており、そ

の評価が採否の意思決定に影響することが示されている（Kristof-Brown, 2000）。逆に本研

究では、採用後の職務が特定されていない日本の新卒採用であっても、「職務適合潜在力」

の評価が行われていることが示された。結局 2 つの適合評価は、かなり雇用慣行の異なる

日本と米国で、ともに評価されているといえる。 

組織との適合も職務との適合も評価したいとなると、両者のバランスをどうとるかが問

題となる。日本の新卒採用面接は一回 30 分程度で行われることが多いが、限られた時間に

評価できる人物特徴の数には限界がある。また、Guion（1976）が採用面接の機能を 4 つ

上げたが、本研究で議論を行ってきた人物特徴の正しい評価以外にも、採用面接には応募

者の動機付けや採用広報といった重要な目的がある。 

3 つの評価要素のうち、組織との適合と職務との適合はいずれも採用基準として評価する

ものであるため、採用基準設定の際に両者のバランスは意図的に調整することが可能であ

る。例えば研究 7 の会社では、誠実性と協調性は組織との適合に、自律性と創造性は職務

との適合に、思考力は両方の適合に関連していた。採用基準からみると、2 つの適合評価は

同等のバランスになっている。職務との適合評価のウエイトを高めたい場合は、組織との

適合に関連する誠実性や協調性のうちどちらかを評価項目から除いたり、職務との適合可

能性にする人物特徴を新たに評価項目に加えることが出来るだろう。 
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2 つの適合評価のバランスを考える際は、それぞれの人物特徴評価を最終評価に反映させ

る程度についても見ておく必要がある。研究 7 の会社は採用基準の設定では、2 つの適合評

価は同等のバランスであったが、最終評価への影響を見ると（表Ⅲ－7a－2）、職務との適

合評価の影響の方が強かったことがわかる。採用基準として設定された複数の人物特徴の

評価を最終評価に反映させる程度については、なにも指示されない場合には、面接者自身

がそれぞれの適合を重視する程度に応じて評価の重みづけを行う可能性があるため、組織

側は何らかの指針を与えることが必要だろう。一方で、面接者の情報処理能力には限界が

あるため、指針を与えてバランスをとることに面接者の認知容量を割り当てるのは得策で

はないかもしれない。それぞれの適合をいったん評価させた結果を、客観的に統合する方

法などもふくめて、より効果的な方法について検討が必要となる。 

また研究 6 では、職務適合潜在力の評価を意図した構造化面接を行った結果、最終的な

面接評価で、職務遂行度を妥当に予測できたが、その一方で組織との適合評価が行われな

かった可能性が示された。構造化面接を用いる際には評価のターゲットとした人物特徴の

精度は向上するものの、そちらに注意が集中することによる弊害があるかも知れず、この

点もさらに検討が必要である。 

残る一つの評価要素は「面接場面での一般的な対人評価」だが、この評価は面接の初期

場面で直観的に行われると考えられる。この評価がどの程度、入社後の応募者の活躍を予

測するかの検討がまず必要であるが、その上で、採用基準として評価するものとの関連も

見ながら、初期印象評価がどのように最終評価に統合されるかを明らかにすることが求め

られる。研究 7 では、採用基準として評価するものとは関係なく、最終評価に一律の影響

があったことから、特に初期印象で評価されるものが採用基準として評価するものと関連

しない場合には、どのように初期印象が最終評価に及ぼす影響を抑えるかといったことに

ついても検討が必要である。 

そもそも初期印象の影響をコントロールすることは、容易ではないと予想される。
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McCarthy & Skowronski（2011）は、自動的な特性推論の結果が後の評価にどのように影

響を及ぼすかを実験的に検証した結果、印象形成と関係のないゴールを与えた場合に、自

動的な特性推論が抑えられることを示している（実験 1）。ただし、採用面接は応募者を評

価することが面接の目的であることから、この方法はあまり現実的とはいえない。面接場

面での一般的な対人評価でどのような人物特徴が評価されるのかを明らかにしたうえで、

必要に応じて、面接以外の評価手法の使用を含めて、採用選考全体の中で初期印象評価の

影響を抑える方法の検討も必要だろう。 

 

＜面接者訓練の可能性＞ 

 本研究では、評価要素ごとに面接者間での評価のばらつきが生じる原因について検討を

行った。その結果、組織との適合評価においては面接者間の組織文化の認知の違いが、ま

た職務との適合可能性の評価においては、面接者が自らの職務経験から獲得した人材観の

違いが、評価に影響したことが示された。 

上記のような面接者間の評価の違いをどう軽減できるかも、今後の検討課題である。一

つの方法は面接者の選抜である。組織が正しいと思う組織文化の認知や、人材観を持つ人

物に面接の担当を依頼することで、精度の向上が期待できる。もう一つは構造化面接や、

面接者訓練を通じて、面接者間の個人的な評価観の違いを抑えるための工夫を行うことで

ある。面接者訓練の中には、評価枠組み（frame-of-reference）をそろえることを目的とす

るものがある。一般にこのトレーニングでは、評価すべき人物特徴の定義を確認し、それ

に該当する具体的な行動例で評価のレベル認識を揃え、さらにこの評価枠組みを使用する

練習を行う。このトレーニングは一定の効果をあげることが、すでに先行研究で報告され

ている（Woehr & Huffcutt, 1994）。ただし、トレーニングごとに行動例を詳細に設定する

必要があったり、評価内容が変わるたびにトレーニングが必要なるなどのコストが大きい。

また、対人認知や対人評価はわれわれの生活の中で常におきている現象であるため、トレ
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ーニング後に自分の使い慣れたスキーマに戻ってしまうことがあるかもしれない。 

面接者トレーニングにせよ、構造化面接の適用にせよ、、ある評価要素に関する評価精度

を向上させるための取り組みを行った結果、他の評価要素の評価がなされなくなるなどの

影響が出る可能性があるため、この点を考慮することが必要である。 

 

＜概念的枠組みの適用範囲と社会的な意味＞ 

概念的枠組みは、さまざまな面接評価に含まれる評価内容を分類するための提案であっ

た。提案された評価要素が採用面接で評価されることは、社会的にどのような意味がある

のだろうか。 

本田（2005）はハイパーメリトクラシーの議論の中で、いわゆるコミュニケーション能

力や一般的な対人能力のようなライフスキルについての評価を採用場面で行うことに警鐘

を鳴らしている。なぜならばこのようなライフスキルの獲得は、応募者の家庭環境の影響

を受けるため、社会的格差の再生産につながる危険性があると論じている。ここで言うラ

イフスキルは、3 つの評価要素のうち、特に「採用場面での一般的な対人評価」との関連性

が高い。本田は採用時にはライフスキルではなく専門能力の評価を提案しているが、長期

雇用と異動によるジェネラリストの育成を中心とする日本企業の人材活用方法が変わらな

い限り、特に新卒採用時の専門能力の評価は困難だろう。また仮に、大学での教育がある

種の専門性として評価されることが実現されたとしても、それは組織がライフスキルの評

価を重視しなくなることを意味しない。長期的な人材確保を組織が望む場合、ライフスキ

ルに該当するものを評価することの欲求が高まる可能性がある。加えて面接評価と一般的

な相関が確認された「外向性」や「情緒の安定性」が、面接場面に特徴的にあまり意識さ

れることなく評価されたとするならば、本田の問題視する近年の傾向ではなく、それより

も以前から日本の採用面接では評価されていた可能性も否定できない。 

個人の側にとっても、ライフスキルの重要性は高まることが予想される。グローバル化



 218

やビジネス環境の変化、テクノロジーの発展などによって引き起こされた働く環境の変化

がキャリアに与える影響について、Savickas ら（2009）は、組織も個人も環境に適応する

ための柔軟性が求められることになり、個人のキャリアも特定の職種での固定的なパスを

進むという従来型のものではなく、その時々の環境にあわせた対応が求められると論じて

いる。自分がキャリアを積むつもりであった専門分野でのキャリア機会が、突然失われる

可能性がある。たとえば、紙の書籍や雑誌が減ることでその分野での編集の経験を持つ人

材の活躍できる場が急速に減少すると言ったことである。このような場合、専門能力では

なく、結局コミュニケーションスキルやリーダシップと言われる多少ぼんやりとした個人

特徴に頼らざるを得なくなる。ライフスキルの獲得が家庭環境に影響を受けることについ

ては、採用の問題というよりも、家庭環境が必ずしも恵まれない場合の社会性の発達をど

う社会が援助するかの問題だと思われる。いずれにしてもライフスキルの重視の傾向は、

皮肉にも採用選考に用いられる評価ツールの中でもそういったものの評価に比較的長けて

いる面接評価の重視度をあげる可能性がある。 

ただ本田の主張は、ライフスキル評価そのものへの批判というよりも、ぼんやりとした

全人格的な、あるいは育ちのよさのようなものの評価に対する反論にも読める。たとえば

「多元化する能力と日本社会」で、「やれ「生きる力」だ、人間力」だ、「創造性」だ、「コ

ミュニケーション能力」だ、と、過剰な価値的意味を引きずった言葉を再生産し続けるこ

とは不毛である。その上ずった社会のあり方をクールダウンするための方策として、「専門

性」という、より輪郭の明確な立脚点を打ち出すことを本書は提唱する（p 270）」と述べ

ている。仮に本田の問題提起に対して採用面接で対応できることがあるとすれば、面接評

価を「過剰な価値的意味を引きずった」あるいは「上ずった」ものにしないことである。 

特に採用基準として評価するものについては、ぼんやりとした全人格的な評価は、評価

の精度を下げる危険性がある。評価精度向上のためには、組織側は限られた面接の時間で

何を評価すべきかを明確にすること、それを応募者に対して明らかにすること、そして評
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価すべきものが正しく評価される状態を実現することが求められる。彼は「創造的だね」

と評価するのではなく、どういった意味の創造性か、なぜ入社に当たって創造性が必要な

のかを説明できる状態に組織はあるべきである。概念的枠組みで示したように、面接評価

には 3 つの評価要素がある。職務との適合や組織との適合では企業や職務による違いがあ

るため、明確に評価内容を意識した面接を行えば、評価される人物特徴はそれほど画一的

なものにはならないものと考えられる。 

ちなみに本論文は大卒、大学院卒を対象とした実証研究に基づくが、コミュニケーショ

ン力や積極性といったライフスキル、あるいは本研究でいうところの「面接場面での一般

的な対人評価」は、高卒の採用時には、大卒採用時と同様に重視されると考えられる。年

が若く、一般的な知識も少ないため、組織は採用後の教育を前提に採用を行うからである。

職場で上司や周囲の人から新しいことを教わるためのコミュニケーション力や対人関係を

構築する力は不可欠である。また専門学校卒の場合も、専門的な知識は身についていると

はいえ、社会人としてのルールやマナー、仕事のすすめ方など、入社後に学ぶことは多く、

それは座学の勉強では得られないものである。また、入社後の教育を考えると一般知的能

力の個人差が大卒以上に重視される可能性も否定できない。たとえば、原･佐野・佐藤（2006）

は、今後の高卒の新卒採用を促進するためには、高校卒業時点の人材の質の向上が必要で

あることについて触れ、その一つとして基礎学力の向上をあげている。  

職務との適合では、職務適合潜在力が評価される点も大卒と変わらない。しかし大卒以

上に、評価する人物特徴と予測する行動特徴には長い時間的ギャップがある。その場合、

入社後に求められる行動特徴の開発可能性についても、大卒以上に慎重に検討する必要が

あるかもしれない。ちなみに高卒採用に望むものとして、その組織にとって必要な技能を

長期にわたる育成で身につけた人材の確保と、簡単な作業への従事者確保のニーズの両方

があることが指摘されている（原･佐野・佐藤, 2006）。後者の場合は、前者と比べて、職務

適合潜在力の評価の重視度は低まるかもしれない。 
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組織との適合評価は、大卒、高卒、専門学校卒とも、基本は変わらないはずである。た

だし大きな組織の場合、大卒の社員が配属される職場と、高卒の社員が配属される職場が

そもそも異なる場合は、職場、あるいは下位組織によって異なる文化が形成される場合が

ある。Hofstede et al（1990）が主張するように、組織文化は仕事の進め方の特徴で決定さ

れるとすれば、違いが生じる可能性は高い。組織全体に共有される、たとえば品質重視の

価値観あるとしても、たとえば本社や管理部門では風通しがよく闊達な意見交換が行われ、

工場では規律正しく、上司の指示に従って作業を進めることが重視されるばあい、組織と

の適合では異なる評価観点が必要になるかもしれない。このような場合には、組織のレベ

ルなのか職場のレベルなのか、どのレベルでの組織との適合を評価すべきかについて、採

用側の意思決定が必要になる。 

3 つの評価要素に分けて採用面接の評価内容を考えることは、対象者の学歴に関係なく、

意味があると言える。ただし、学歴の異なる対象者の新卒採用を行う場合、組織に入って

から期待する役割が異なること、組織に入ってからの開発の期間や方針が異なることなど

を考慮し、どのような採用基準を設けるべきかを判断する必要がある。 

 

今後に向けて 

 

 採用面接に関する研究は、これまで欧米を中心に行われており、日本ではほとんど実証

研究が行われてこなかった。それでも日本の組織が人の採用や面接評価を軽視してきたわ

けではなく、逆に長期雇用を行う日本企業にとって、良い人を採用することは関心の高い

事項であった。一方で長期雇用であるがゆえに、スキルや知識といったものではなく、比

較的抽象度の高い人物特徴を評価せざるを得ない状況があった。しかも、入社後も長期的

に人材を見ていくため、果たして面接評価が正しかったのか、その後の教育や経験の影響

なのかがわかりにくいといったこともあり、面接評価を科学的に検証して精度を高めると
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いった考え方はなじまなかったのかもしれない。 

 しかしビジネスにおける競争の激化を受けて、多くの日本企業で、面接評価の精度を上

げたい、あるいはこれまでと異なるタイプの人材を採用したいといった要望が高まってい

る。環境変化にスピーディに、より効果的に対応するためには、正しい現象の把握が前提

となる。実証データや科学的知見の積み重ねは、これに効果を発揮することが期待される。

ところが既存の知見は採用事情の異なる欧米の先行研究に限られており、日本の採用場面

にそのまま活用することは難しかった。またこれまでの研究知見を採用面接実務に適用す

るための適当な枠組みは存在していなかったため、今回、概念的枠組みの提案を行った。 

近年のビジネス環境の変化は、組織だけではなく私たち個人にも影響を及ぼしている。

なんとなく価値観の合っていそうな会社を選んで入れば、それ以降採用面接を受ける必要

はなかった時代は終わろうとしている。今後面接で何が評価されるのかを知ることは、面

接を受ける個人の側にとっても重要である。たまたま気の合わない面接者に当たったから、

自分はなぜか面接が苦手だから、であきらめてしまうには、面接評価が個人に及ぼす影響

は大きい。採用や組織との関係性において個人の立場が強くなれば、面接で評価される内

容を明らかにすべきとの要望は評価される個人の側からも強まってくるだろう。 

本研究では概念的枠組みの提案に加えて、先行研究では行われてこなかった新しい角度

からの知見がいくつか提供できた。職務適合潜在力の評価にしても、他者と協力しやすい

人物特徴を組織との適合で評価することにしても、これまでの研究では扱われてこなかっ

た。また面接冒頭で形成される印象評価は、あくまで面接評価にとってネガティブな影響

を与えるものであるとされていたため研究はほとんどなされてこなかったが、ここにも面

接評価の特徴があることを示した。面接評価内容を 3 つの要素に分けて考えるという一見

シンプルな枠組みが、研究知見の蓄積と実務での知見の利用にどの程度効果を発揮するか

は、今後も実証データによる検討を進めることで明らかになっていくものと考える。
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